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1.技術研究組合の設立 
1.1設立年月日  

令和元年(2019 年)8 月 23 日 
1.2法人番号  

0100-05-030663 (登記書に示す)   
1.3代表理事(理事長)     

奥田修一（一般財団法人建築保全センター理事長、 
BIM ライブラリーコンソーシアム代表）  

1.4組合員数   
設立時 83  内訳 65 企業、13 団体、4 学識者（別紙申請者一覧参照） 

1.5登記年月日 
令和元年(2019 年)8 月 23 日 

1.6事業費  
設立時事業費 令和元年度(2019 年度) 1170 万円  

 
2.技術研究組合の概要、目的、実用化の方向性、事業化の目途の時期 
2.1組合設立の目的  

BIM による円滑な情報連携の実現のため、繰返し利用される建築物の部材・部品の形状や性能等の

データ(BIM オブジェクト)を標準化し、その提供や蓄積を行う BIM ライブラリを構築・運用すると

ともに、現在 BIM 導入を検討・開発中 でその効果が大きい分野との連携を図ることにより、効率的

な建築物のプロジェクト管理等を実用化することを試験 研究の目的とする。また BIM オブジェクト

の標準化と広く利用される情報プラットフォーム(BIM ライブラリ)構築が主 な成果であることか

ら、社会利益を主眼とした試験研究であることが特色である。 
 
2.2実用化の方向性  

BIM オブジェクトの標準化と標準オブジェクトによる BIM ライブラ リの構築・運用により、オブ

ジェクト作成の繰り返し作業減による効率化、設計・施工等における利用者・利用例の拡大、設計か

ら施工等・組織を超えた円滑な情報連携による生産性向上、共通情報プラットフォームによる環境・

省エネ・避難等のシミュ レーション・法令適合性確認、建築の IoT 化・AI 化等を推進しやすい 環
境の構築を図る。 

 
2.3事業化の目途の時期  

2022 年度末頃までに、BIM オブジェクトの標準化と BIM ライブラリ の構築・運用等に関する技

術目標を達成し、当該成果を活用して、2023 年度目処に組合を組織変更し、BIM ライブラリの社会

実装を図る。 
  

ー4ー

3.定款に示される事業、名称、所在地 
 

定款では第 1 章総則で事業、名称、所在地に関して以下のように示している。第 1 条第五号に示すよ

うに一号から四号までに付帯する事業の実施が認められている。これはこの組合は BIM の標準及びライ

ブラリ等に関する研究成果を社会実装することが目的であり、そのためには必要な収入を安定的に確保

することが必要で、その方法が妥当で社会に受け入れられるかに関しても組合の事業期間に確認するこ

とが含まれているためである。 

 

第１章  総 則  

（事業） 第１条   

本組合は、建築物の設計・施工管理の省力化をはじめとする生産性向上による持続 的な経済成長、科

学技術イノベーションの創出などが求められる状況にあって、BIM （Building Information Modeling―

建築情報モデル）活用のための共有基盤を形成する課 題を解決するために、次の事業を行う。情報ソフ

トインフラの試験研究と社会実装が目的 であるため、主として社会利益を主眼とした試験研究を行う点

が、本技術研究組合の特色 である。  

 

一  BIM による円滑な情報連携の実現のため、繰返し利用される建築物の部材・部品の 形状や性能等の

データ（BIMオブジェクト）を標準化し、その提供や蓄積を行う BIM ライブラリを構築・運用するとと

もに、現在 BIM導入を検討・開発中でその効果が大 きい領域との連携を図ることにより、効率的な建

築物のプロジェクト管理等の実用化 に関する試験研究を実施すること。  

二  組合員のために前号の試験研究の成果を管理すること。  

三  組合員に対する技術指導を行うこと。  

四  試験研究のための施設を組合員に使用させること。  

五  前各号の事業に附帯する事業  

  

（名称） 第２条   

本組合は、BIM ライブラリ技術研究組合（略称 BLCJ ：Building information modeling Library 

Collaborative research association of Japan）と称する。  

  

（事務所の所在地） 第３条   

本組合は、事務所を東京都中央区に置く。  
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4.組合員 
 

定款では組合員に関して以下のように定めている。 
 
第２章  組合員  
（組合員の資格） 第４条   

本組合の組合員たる資格を有する者は、その者の行う事業に本組合の行う試験研 究の成果を直接又は

間接に利用する者とする。  
２  本組合は、前項に規定する者のほか、国立大学法人、産業技術研究法人、私立学校法第３条に規定す

る学校法人、技術研究組合、大学共同利用機関法人、公立大学法人又は試験 研究を主たる目的とする一

般社団法人若しくは一般財団法人を組合員とすることができ る。  
 

種別 設立時 
2019 年 8 月 23 日 

新規加入 
(令和元年度設立以降) 

2020 年 3 月末 
 

企業組合員 67 8 75 
団体組合員 12 1 13 
個人組合員 4 0 4 
合計 83 9 92 
累計 - - 92 

 

  
組織名称 

 
加入年月日 

 
種別 

組合員名簿

に示す NO. 
1 公益財団法人日本建築士会連合会 2019 年 12 月 26 日 団体組合員 団体 9 
2 株式会社大塚商会 2019 年 12 月 26 日 企業組合員 企業 10 

3 大成建設株式会社 2019 年 12 月 26 日 企業組合員 企業 34 
4 株式会社シスプロ 2019 年 12 月 26 日 企業組合員 企業 30 
5 日立グローバルライフソリューションズ 

株式会社 
2019 年 12 月 26 日 企業組合員 企業 59 

6 株式会社きんでん 2020 年 3 月 4 日 企業組合員 企業 19 
7 一般財団法人建設業振興基金 2020 年 3 月 4 日 団体組合員 団体 4 
8 清水建設株式会社 2020 年 3 月 4 日 企業組合員 企業 31 
9 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 2020 年 3 月 4 日 団体組合員 団体 8 
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組合員名簿  

（３）組合員名簿 令和２年３月３１日現在　（五十音順）

 (企　業） 45 東電設計(株)

1 アイテック(株) 46 ＴＯＴＯ(株)

2 (株)朝日工業社 47 (株)トーエネック

3 アズビル(株) 48 東芝キヤリア(株)

4 (株)梓設計 49 東洋熱工業(株)

5 (株)イズミシステム設計 50 (株)日積サーベイ

6 (株)NYKシステムズ 51 (株)日建設計

7 エーアンドエー(株) 52 (株)日本設計

8 (株)FMシステム 53 日本郵政(株)

9 (株)大林組 54 日本ピーマック(株)

10 (株)大塚商会 55 日本メックス(株)

11 応用技術(株) 56 野原ホールディングス(株)

12 (株)奥村組 57 (株)ノーリツ

13 オートデスク(株) 58 パナソニック(株)

14 河村電器産業(株) 59 日立グローバルライフソリューションズ(株)

15 鹿島建設(株) 60 (株)ファーストスキル

16 (株)関電工 61 福井コンピュータアーキテクト(株)

17 (株)キッツ 62 ブレンスタッフ(株)

18 (株)キャディアン 63 プロパティデータバンク(株)

19 (株)きんでん 64 (株)ベイテクノ

20 (株)久慈設計 65 三谷産業(株)

21 (株)熊谷組 66 三井物産(株)

22 (株)久米設計 67 三菱電機(株)

23 グラフィソフトジャパン(株) 68 (株)安井建築設計事務所

24 (株)建築ピボット 69 (株)山下設計

25 (株)構造計画研究所 70 (株)LIXIL

26 佐藤工業(株) 71 (株)四電工

27 (株)佐藤総合計画 72 ＹＫＫ ＡＰ(株)

28 (有組)C-PES研究会  (団　体）

29 (株)ＣＢＳ 1 (一財)建設業振興基金

30 (株)シスプロ 2 (NPO)建築技術支援協会

31 清水建設(株) 3 (一財)建築保全センター

32 新菱冷熱工業(株) 4 (一社)全国建設業協会

33 住友セメントシステム開発(株) 5 (一社)日本建設業連合会

34 大成建設(株) 6 (公社)日本建築家協会

35 (株)大建設計 7 日本建築仕上材工業会

36 ダイキン工業(株) 8 (一社)日本建築士事務所協会連合会

37 (株)ダイテック 9 (公社)日本建築士会連合会

38 高砂熱学工業(株) 10 (公社)日本建築積算協会

39 (株)竹中工務店 11 (一社)日本サッシ協会

40 (株)中電工 12 (一社)日本建築積算事務所協会

41 (株)テイル 13 (一社)日本電設工業協会

42 デュアル･アイ･ティ(株) 14 (一社)日本リノベーションマネジメント協会

43 東急建設(株) 15 (一社)buildingSMART Japan

44 戸田建設(株) 16 (公社)ロングライフビル推進協会

 (個　人） 　

1
首都大学東京都市環境学部 准教授
一ノ瀬 雅之 (設備部会長)

3
東京工業大学環境･社会理工学院建築学系教授
安田 幸一　（在り方部会長）

2
芝浦工業大学建築学部建築学科教授
志手 一哉　（建築部会長）

4
首都大学東京都市環境学部 客員教授
山本 康友   (運用部会長)
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２  本組合は、前項に規定する者のほか、国立大学法人、産業技術研究法人、私立学校法第３条に規定す

る学校法人、技術研究組合、大学共同利用機関法人、公立大学法人又は試験 研究を主たる目的とする一

般社団法人若しくは一般財団法人を組合員とすることができ る。  
 

種別 設立時 
2019 年 8 月 23 日 

新規加入 
(令和元年度設立以降) 

2020 年 3 月末 
 

企業組合員 67 8 75 
団体組合員 12 1 13 
個人組合員 4 0 4 
合計 83 9 92 
累計 - - 92 

 

  
組織名称 

 
加入年月日 
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に示す NO. 
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4 株式会社シスプロ 2019 年 12 月 26 日 企業組合員 企業 30 
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株式会社 
2019 年 12 月 26 日 企業組合員 企業 59 

6 株式会社きんでん 2020 年 3 月 4 日 企業組合員 企業 19 
7 一般財団法人建設業振興基金 2020 年 3 月 4 日 団体組合員 団体 4 
8 清水建設株式会社 2020 年 3 月 4 日 企業組合員 企業 31 
9 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 2020 年 3 月 4 日 団体組合員 団体 8 
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組合員名簿  

（３）組合員名簿 令和２年３月３１日現在　（五十音順）

 (企　業） 45 東電設計(株)

1 アイテック(株) 46 ＴＯＴＯ(株)

2 (株)朝日工業社 47 (株)トーエネック

3 アズビル(株) 48 東芝キヤリア(株)

4 (株)梓設計 49 東洋熱工業(株)

5 (株)イズミシステム設計 50 (株)日積サーベイ

6 (株)NYKシステムズ 51 (株)日建設計

7 エーアンドエー(株) 52 (株)日本設計

8 (株)FMシステム 53 日本郵政(株)

9 (株)大林組 54 日本ピーマック(株)

10 (株)大塚商会 55 日本メックス(株)

11 応用技術(株) 56 野原ホールディングス(株)

12 (株)奥村組 57 (株)ノーリツ

13 オートデスク(株) 58 パナソニック(株)

14 河村電器産業(株) 59 日立グローバルライフソリューションズ(株)

15 鹿島建設(株) 60 (株)ファーストスキル
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26 佐藤工業(株) 71 (株)四電工
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30 (株)シスプロ 2 (NPO)建築技術支援協会

31 清水建設(株) 3 (一財)建築保全センター

32 新菱冷熱工業(株) 4 (一社)全国建設業協会

33 住友セメントシステム開発(株) 5 (一社)日本建設業連合会

34 大成建設(株) 6 (公社)日本建築家協会
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37 (株)ダイテック 9 (公社)日本建築士会連合会

38 高砂熱学工業(株) 10 (公社)日本建築積算協会

39 (株)竹中工務店 11 (一社)日本サッシ協会

40 (株)中電工 12 (一社)日本建築積算事務所協会

41 (株)テイル 13 (一社)日本電設工業協会

42 デュアル･アイ･ティ(株) 14 (一社)日本リノベーションマネジメント協会

43 東急建設(株) 15 (一社)buildingSMART Japan

44 戸田建設(株) 16 (公社)ロングライフビル推進協会

 (個　人） 　

1
首都大学東京都市環境学部 准教授
一ノ瀬 雅之 (設備部会長)

3
東京工業大学環境･社会理工学院建築学系教授
安田 幸一　（在り方部会長）

2
芝浦工業大学建築学部建築学科教授
志手 一哉　（建築部会長）

4
首都大学東京都市環境学部 客員教授
山本 康友   (運用部会長)
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5.試験研究の具体的な内容 
研究テーマ 試験研究の具体的内容 目指す成果 

研究テーマ

1： 

BIM オブジェ 

クトの標準化 

BIM オブジェクトは、建築物を構成する部材・製品・機器等を BIM でモデ

ル化したものであり、形状(情報)と属性(情報)で構成される。形状(情報)

は部材等の 3 次元の形であり、属性(情報)は、性能、種別、法令、仕様、

耐久性、コスト等で ある。建築プロジェクトで BIM を利用する場合には、

この BIM オブジェクトを作成し、また繰返し利用するが、従来は個々の企

業で BIM オブジェクトを作成してお り、情報の配列・定義が不統一のた

め、円滑な情報連携ができなかった。そこで 主に属性(情報)の標準化を図

り、円滑な情報連携と生産性向上を図るものである。  

前身の BIM ライブラリコンソーシアムにおいて、2018 年 10 月に BLC BIM

オブ ジェクト標準(version1.0)が合意・確立されているが、PRISM の調査

研究により 課題が示されており、またテーマ 3,4 に関連する検討箇所もあ

ること、対象製品 範囲を拡大する必要があることから、さらに標準化を進

め、情報プラットフォー のルールとして適切なものを目指す。 

BIM オブジ

ェクトの標 

準を確立、

拡充 

研究テーマ

2： 

BIM ライブラ 

リの構築・運

用 

建築プロジェクトでは、発注を境に、建物を構成する個々の製品等が一般

名称か ら企業の固有な製品に変化する。このため BIM ライブラリで扱う

BIM オブジェクトも、 ジェネリックオブジェクト(一般名称)と、メーカー

オブジェクト(製造企業、型式等 が特定)が必要である。このうちジェネリ

ックオブジェクトは当該研究で作成し、 メーカーオブジェクトは、標準化

と作成を支援するツールの開発を行う。 またオブジェクトの提供、蓄積を

行う BIM ライブラリは、幅広く利用できるよう、 配信環境の設定、拡張性

やセキュリティへの配慮を行うとともに、運用に必要な規 約類の整備、モ

ニタリング体制等の技術を開発する。 更に運用段階では、社会実装が可能

かの観点から、技術及び運営の検証を行う。 

オブジェク

トの作成及

び作成支援 

BIM ライブ

ラリ構築・

運用とその

検証 

研究テーマ

3：  

BIM による 円

滑な 

情報連携の実

現 

設計から施工、施工から維持管理に円滑に情報が伝達できるよう、受け渡

し・情 報入力ルールの明確化とオブジェクト標準への反映を研究するとと

もに、現在 BIM 導 入を検討中等で、導入効果が大きいと考えられる分野

(例：建築確認申請、仕様情報 等）での BIM 活用を図るため、必要な情報

連携技術の検討、標準の見直し等の環境整 備を行う。また、それらについ

て実プロジェクトでの試行、検証を行う。 

円滑な情報

連携による 

BIM 活用の

拡大 

研究テーマ

4： 

周辺領域との

連携技術 

BIM は、今後周辺領域・技術と連携しながら発展する可能性がある。この

ための情 報収集、連携可能性検討等を行う。また BIM で新たに解決可能性

が広がる分野も検討 を広げる。 具体的には、GIS、都市づくり、IoT、ビ

ッグデータ、AI 等において、建築物でも 連携・活用しやすい環境構築を

図るとともに、設計から施工、建物所有者への設計 意図の伝達等が考えら

れる。 

BIM フロン

ティアにお 

ける新たな

可能性の創

出 
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6.年度別実施計画 

 
注： 斜字体は、具体的な実施内容及び実施計画を示す。それ以外は技術研究組合成立時の計画を示す 
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7.研究開発体制 
 

BIMライブラリ技術研究組合(BLCJ)の研究実施体制を以下に示す。 
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 BIMライブラリ技術研究組合の部会長、副部会長、WG主査等 

技術研究 

組合 

理事長 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀｰ 

奥田  修一 

寺本  英治 

(一財)建築保全センター理事長 

(一財)建築保全センター保全技術研究所長 

在り方部会 部会長 

副部会長 

ビジネスモデル WG 

ライブラリ WG 

ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ在り方検討 WG 主査 

情報 WG 主査 

モニタリング WG 

安田  幸一 

山下  純一 

山下 純一 

寺本 英治 

安田  幸一 

鬼頭  篤子 

(未 定) 

東京工業大学 教授 

(一社)buildingSMART Japan代表理事 

(前出) 

(前出) 

(前出) 

BIM ライブラリ技術研究組合 

 

建築部会 

 

 

 

部会長  

副部会長 

属性情報 WG(WG2)主査 

形状 WG(WG1)主査 

建築ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ作成 WG 主査 

施工計画 WG 主査 

構造 WG 主査 

志手  一哉 

岩村  雅人 

網元  順也    

石川  隆一 

石田  憲 

志手  一哉 

大越  潤 

芝浦工業大学教授 

(株)日本設計 

(株)佐藤総合計画 

(株)梓設計 

(株)日建設計 

(前出) 

大成建設(株) 

設備部会 

 

 

 

 

部会長 

副部会長・機械設備ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ作成 WG 主査 

副部会長・電気設備ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ作成 WG 主査 

設備 WG 主査 

BE-Bridge WG 主査 

一ノ瀬 雅之 

吉原  和正 

吉永  修 

焼山  誠 

谷内  秀敬 

首都大学東京准教授 

(株)日本設計 

(株)日建設計 

(株)大林組 

(一社)buildingSMART Japan 

運用部会 

 

部会長 

副部会長 

山本  康友  

榊原  克巳 

首都大学東京客員教授 

(一社) buildingSMART Japan 

連携部会 

 

 

部会長 

建築確認 WG 主査 

仕様情報 WG 主査 

山本  康友 

寺本  英治 

堀    直志 

(再出) 

(前出)  

BIM ライブラリ技術研究組合 

事務局 研究部長 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

堀   直志 

山中  隆 

鬼頭  篤子 

福島  孝治 

丸田  茂 

黒川  直樹 

新宅  浩明 

影山  徹 

渋田  玲 

BIM ライブラリ技術研究組合 

BIM ライブラリ技術研究組合 

BIM ライブラリ技術研究組合 

BIM ライブラリ技術研究組合 

(一財)建築保全センター 

(一財)建築保全センター 

(一財)建築保全センター 

(一財)建築保全センター 

(株)ジェスプロジェクトルーム 
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8.試験研究の実施計画書（申請時） 

試験研究の実施計画書 

１．試験研究の課題 

建築物の設計・施工・維持管理の生産性向上が求められる状況にあって、建築物の部

材・部品の３次元の形状と性能等のデータを併せ持つ BIM（Building Information 

Modeling）を、多くの利用者が使いやすい環境に構築することが必要。そのために、共

通ルール（標準）に基づいた情報基盤の形成が課題である。 

２．試験研究の目的 

 BIMによる円滑な情報連携の実現のため、繰返し利用される建築物の部材・部品の形

状や性能等のデータ(BIM オブジェクト)を標準化し、その提供や蓄積を行う BIM ライ

ブラリを構築・運用するとともに、現在 BIM 導入を検討・開発中でその効果が大きい

分野との連携を図ることにより、効率的な建築物のプロジェクト管理等を実用化するこ

とを試験研究の目的とする。また BIM オブジェクトの標準化と広く利用される情報プ

ラットフォーム(BIMライブラリ)構築が主な成果であることから、社会利益を主眼とし

た試験研究であることが特色である。 

３．試験研究の実施の場所 

名称等 所在地 

BIM ライブラリ

技 術 研 究 組 合

東京都中央区新川１－２４－８ (一財)建築保全センター内 
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（BLCJ）事務所 

各社 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

各社 

東京都中央区新川 1-24-8 (一財)建築保全センター 

東京都中央区八丁堀 2-5-1 

東京都港区芝 3-16-12 サンライズ三田ビル 3階 

東京都文京区本郷 3-43-16 コア本郷ビル 7F 

東京都千代田区大手町 2-3-1 大手町プレイスウエストタワー内 

沖縄県那覇市久米 1-1-13 プランビル久米 401 

東京都新宿区四谷 2-4 

東京都品川区東品川 2-1-11 (株)梓設計 内 

大阪市中央区島町 2-4-7 

大阪府大阪市中央区本町 4-1-13 

大阪府大阪市中央区瓦町 4-2-14 京阪神瓦町ビル 2階 

大阪府大阪市阿倍野区松崎町 2-2-2 

大阪市中央区谷町 3-1-9 ＭＧ大手前ビル 

大阪府大阪市北区中崎西 2-4-12 梅田センタービル 

大阪府門真市大字門真 1006番地 

東京都千代田区神田和泉町 1-7-1 扇ビル 5階 

東京都文京区関口 2-3-3 目白坂 STビル 
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岩手県盛岡市紺屋町 3-11 

東京都中央区八重洲 2-6-16 北村ビル 

東京都中央区日本橋本町 4-12-19 

東京都中央区八丁堀 2-5-1 

東京都墨田区横網 2-10-12 AXSビル 

東京都新宿区西新宿 6-5-1 (株)日本設計内 

山形県鶴岡市桜新町 8-33 

東京都港区浜松町 1-25-7 

東京都渋谷区神宮前 2－3－18 JIA館 4階 

福岡県北九州市小倉北区中島 2-1-1 

東京都港区東新橋 12-10-10 東新橋ビル 2F 

東京都港区港南 2-15-2 株式会社大林組内 

香川県高松市花ノ宮町 2-3-9 

東京都新宿区津久戸町 2-1 

東京都文京区関口 2-3-3 (株)建築ピボット内 

東京都港区浜松町 1-29-6 浜松町セントラルビル 

東京都港区港南 2-18-1 JR品川イーストビル ダイキン工業(株)内 

東京都八王子市南大沢 1-1 首都大学東京都市環境学部 
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福井県坂井市丸岡町磯部福庄 5-6 

神奈川県川崎市幸区堀川町 72番地 34 

東京都墨田区両国 1-12-8 両国ミハマビル４階 

東京都港区芝浦 4-8-33 

東京都足立区南花畑 2-6-8 2階 

東京都中央区日本橋室町 1-5-5 

東京都港区芝浦 4-8-33 

東京都港区元赤坂 1-1-15 

東京都新宿区新宿 1-1-11 

愛知県名古屋市中区栄 1-20-31 

東京都千代田区丸の内 2-7-3 東京ビル 

東京都港区愛宕 1-3-4 愛宕東洋ビル 7階 

東京都港区元赤坂 1-7-8 東京電業会館 4F 

東京都中央区京橋 1-7-1 戸田建設株式会社 内 

千葉県千葉市美浜区中瀬 1-10-1 

兵庫県神戸市中央区江戸町 93番地 栄光ビル 

東京都江東区東雲 1-7-12 KDX豊洲グランスクエア 9F 

東京都千代田区神田駿河台 2-3-15 
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各社 東京都新宿区西新宿 3-9-7 BIZ SMART 西新宿 

東京都新宿区揚場町 1-21 

東京都中央区日本橋 3-10-5 オンワードパークビルディング 12 階 

株式会社キャディアン内 

広島県広島市中区小網町 6-12 中電工平和大通りビル 

東京都中野区本町 4-38-13 日本ホルスタイン会館内 

東京都中央区日本橋小網町 6-1 (株)山下設計内 

東京都千代田区神田神保町 2-36-1 千代田ファーストウイング 三

谷産業株式会社内 

東京都港区浜松町 2-1-13 芝エクセレントビル４階 

東京都渋谷区渋谷 1-16-14 

東京都港区元赤坂 1-3-1 

東京都中央区京橋 2-5-12 東熱ビル 

東京都江東区大島 2-1-1 (株)ＬＩＸＩＬ内 

東京都千代田区丸の内 2-7-3 

東京都千代田区神田和泉町 1 

東京都港区赤坂 3-2-12 赤坂ノアビル 4階 

愛知県瀬戸市暁町 3-86 

ー16ー

神奈川県厚木市飯山 3150 

東京都千代田区丸の内 1-1-3 

東京都中央区入船 3-6-3 

東京都港区芝大門 1-1-30 芝ＮＢＦタワー3F 住友セメントシステ

ム開発株式会社内 

東京都新宿区新宿 6-27-30 新宿イーストサイドスクエア 12F 

大阪府大阪市淀川区西中島 5-2-5 4Ｆ 

東京都台東区東上野 2-18-4 第一樺澤ビル 3階 

東京都江東区潮見 2-1-22 

東京都中央区晴海 1-8-10 晴海アイランド トリトンスクエア オ

フィスタワーX 24F 

東京都品川区東五反田 5-10-8 

東京都千代田区飯田橋 2-18-3 

東京都目黒区大岡山 2-12-1-M1-45 東京工業大学 環境・社会理工

学院建築学系 

東京都江東区豊洲 3-7-5芝浦工業大学建築学部建築学科 

東京都八王子市南大沢 1-1 首都大学東京都市環境学部 

 

ー17ー



各社 東京都新宿区西新宿 3-9-7 BIZ SMART 西新宿 

東京都新宿区揚場町 1-21 

東京都中央区日本橋 3-10-5 オンワードパークビルディング 12 階 

株式会社キャディアン内 

広島県広島市中区小網町 6-12 中電工平和大通りビル 

東京都中野区本町 4-38-13 日本ホルスタイン会館内 

東京都中央区日本橋小網町 6-1 (株)山下設計内 

東京都千代田区神田神保町 2-36-1 千代田ファーストウイング 三

谷産業株式会社内 

東京都港区浜松町 2-1-13 芝エクセレントビル４階 

東京都渋谷区渋谷 1-16-14 

東京都港区元赤坂 1-3-1 

東京都中央区京橋 2-5-12 東熱ビル 

東京都江東区大島 2-1-1 (株)ＬＩＸＩＬ内 

東京都千代田区丸の内 2-7-3 

東京都千代田区神田和泉町 1 

東京都港区赤坂 3-2-12 赤坂ノアビル 4階 

愛知県瀬戸市暁町 3-86 

ー16ー

神奈川県厚木市飯山 3150 

東京都千代田区丸の内 1-1-3 

東京都中央区入船 3-6-3 

東京都港区芝大門 1-1-30 芝ＮＢＦタワー3F 住友セメントシステ

ム開発株式会社内 

東京都新宿区新宿 6-27-30 新宿イーストサイドスクエア 12F 

大阪府大阪市淀川区西中島 5-2-5 4Ｆ 

東京都台東区東上野 2-18-4 第一樺澤ビル 3階 

東京都江東区潮見 2-1-22 

東京都中央区晴海 1-8-10 晴海アイランド トリトンスクエア オ

フィスタワーX 24F 

東京都品川区東五反田 5-10-8 

東京都千代田区飯田橋 2-18-3 

東京都目黒区大岡山 2-12-1-M1-45 東京工業大学 環境・社会理工

学院建築学系 

東京都江東区豊洲 3-7-5芝浦工業大学建築学部建築学科 

東京都八王子市南大沢 1-1 首都大学東京都市環境学部 

 

ー17ー



４．試験研究のために使用される設備の概要 

設備名 台数 場所 用途等 

試作した運用シス

テム 

１ BIM ライ

ブラリ技

術研究組

合事務所 

BIMオブジェクトの試作、試行及び課題

検証 

５．事業年度別実施計画 

テーマ 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 

(1)BIMオブジ

ェクトの標準

化 

他の分野の研

究活動成果を

反映して継続

的研究の実施 

他の分野の研

究活動成果を

反映して継続

的研究の実施 

BIMオブジェ

クト標準

Ver2.0の確立 

建築分野の

情報プラッ

トフォー

ム、標準と

して技術的

側面の整理 

 

システムと

して継続的

な運用の整

(2)BIMライブ

ラリの構築・

運用 

オブジェクト

の作成と作成

支援 

BIMライブラ

リ構築条件整

理と構築 

オブジェクト

の作成と作成

支援、BIMラ

イブラリ構

築、運用開始

と検証 

BIMライブラ
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(3)BIMによる

円滑な情報連

携の実現 

建築確認との

連携の検討 

仕様情報との

連携の検討、

試行プロジェ

クトでの検証 

その他の分野

との連携の検

討 

理 

(社会実装の

検証、整理) 

(4) BIMフロン

ティア技術 
情報収集 

連携可能性の

検討 

社会実装の準

備 

６．試験研究の具体的内容 

テーマ 試験研究の具体的内容 目指す成果 

(1)BIM

オブジェ

クトの標

準化 

BIMオブジェクトは、建築物を構成する部材・製

品・機器等を BIMでモデル化したものであり、形

状(情報)と属性(情報)で構成される。形状(情報)は

部材等の 3次元の形であり、属性(情報)は、性能、

種別、法令、仕様、耐久性、コスト等である。建築

プロジェクトで BIMを利用する場合には、この

BIMオブジェクトを作成し、また繰返し利用する

が、従来は個々の企業で BIMオブジェクトを作成

しており、情報の配列・定義が不統一のため、円滑

な情報連携ができなかった。そこで主に属性(情報)

BIMオブジェ

クトの標準を

確立、拡充。 
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の標準化を図り、円滑な情報連携と生産性向上を図

るものである。 

 前身の BIMライブラリーコンソーシアムにおい

て、2018年 10月に BLC BIMオブジェクト標準

(version1.0)が合意・確立されているが、PRISMの

調査研究により課題が示されており、またテーマ

3,4に関連する検討箇所もあること、対象製品範囲

を拡大する必要があることから、さらに標準化を進

め、情報プラットフォームのルールとして適切なも

のを目指す。 

(2)BIM

ライブラ

リの構

築・運用 

建築プロジェクトでは、発注を境に、建物を構成す

る個々の製品等が一般名称から企業の固有な製品に

変化する。このため BIMライブラリで扱う BIMオ

ブジェクトも、ジェネリックオブジェクト(一般名

称)と、メーカーオブジェクト(製造企業、型式等が

特定)が必要である。このうちジェネリックオブジ

ェクトは当該研究で作成し、メーカーオブジェクト

は、標準化と作成を支援するツールの開発を行う。 

オブジェクト 

の作成及び作 

成支援 

BIMライブラ 

リ構築・運用 

とその検証 
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 またオブジェクトの提供、蓄積を行う BIMライ

ブラリは、幅広く利用できるよう、配信環境の設

定、拡張性やセキュリティへの配慮を行うととも

に、運用に必要な規約類の整備、モニタリング体制

等の技術を開発する。 

更に運用段階では、社会実装が可能かの観点から、

技術及び運営の検証を行う。 

(3)BIM

による円

滑な情報

連携の実

現 

設計から施工、施工から維持管理に円滑に情報が伝

達できるよう、受け渡し・情報入力ルールの明確化

とオブジェクト標準への反映を研究するとともに、

現在 BIM導入を検討中等で、導入効果が大きいと

考えられる分野(例：建築確認申請、仕様情報等）

での BIM活用を図るため、必要な情報連携技術の

検討、標準の見直し等の環境整備を行う。また、そ

れらについて実プロジェクトでの試行、検証を行

う。 

円滑な情報連

携による BIM

活用の拡大 

(4) BIM

フロンテ

BIMは、今後周辺領域・技術と連携しながら発展す

る可能性がある。このための情報収集、連携可能性

BIMフロンテ

ィアにおける
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ィア技術 検討等を行う。また BIMで新たに解決可能性が広

がる分野も検討を広げる。 

 具体的には、GIS、都市づくり、IoT、ビッグデ

ータ、AI等において、建築物でも連携・活用しやす

い環境構築を図るとともに、設計から施工、建物所

有者への設計意図の伝達等が考えられる。 

新たな可能性

の創出 

７．所要資金の額及びその調達の方法 

（単位：千円）      

区 分 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 合計 

収

入 

賦課金 11,700 16,470 20,500 25,380 74,050 

事業収入 0 5,000 10,000 20,000 35,000 

合計 11,700 21,470 30,500 45,380 109,050 

支

出 

事業費 9,000 14,000 22,000 36,000 81,000 

管理費 2,700 7,470 8,500 9,380 28,050 

合計 11,700 21,470 30,500 45,380 109,050 

（注）事業収入について、公的資金なし。 
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9.令和元年度活動 

9.１技術運営委員会 

 

第１回 BLCJ 技術運営委員会議事次第 

 

日  時：   令和元年８月 26 日(月) 10:30～12:00 

場  所：   BIM ライブラリ技術研究組合会議室 

議  事 

1. 前回議事録の確認 

2. 2018 年度 PRISM の課題整理（その 2） 

3. BIM ライブラリとオブジェクトに求められるものとその検討体制(案) 

4. 討議 

5. その他 

 

配布資料 

資料 1 前回議事録 

資料 2 2018 年度 PRISM の課題整理・その２(案） 

資料 3 BIM ライブラリとオブジェクトに求められるもの(案) 

資料 4 BIM ライブラリ技術研究組合の技術運営委員会等の設置及び運営に関する細則(案) 

資料 5  2019 年度事業計画の参考説明資料 

資料 6  2018 年度 PRISM 業務報告 業務 3 抜粋(再掲) 
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9.２在り方部会 

 

第 1 回 BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ）在り方部会 議事次第 

日  時：   令和元年１2 月 6 日(金) 10:00～12:00 

場  所：   BIM ライブラリ技術研究組合会議室 

 

議  事 

 

1. 部会長挨拶 

2. 在り方部会参加メンバー紹介 

3. BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)の研究体制 

4. BLCJ の 2019 年度事業計画について 

5.    オブジェクト在り方 WG、ビジネスモデル WG、ライブラリ WG、情報 WG、モニタ

リング WG の活動目標と活動計画 

6. 他の部会の活動紹介 

7. 昨年度 PRISM の課題整理及びオブジェクト標準の概要報告 

8. 建築 BIM 推進会議における BLCJ の位置づけ 

9. 商標登録、その他 

 

配布資料 

資料 1 BLCJ 在り方部会名簿 

資料 2 BIM ライブラリ技術研究組合の研究体制  

資料 3 2019 年度 BIM ライブラリ技術研究組合の事業方針及び事業計画 

資料 4 2019 年度 PRISM 業務概要とその対応 

資料 5  各 WG の活動目標と活動計画(案) 

資料 6 連携部会資料より 

資料 7 2018 年度 PRISM の課題整理 

資料 8  建築 BIM 推進会議の下に設置する部会 

資料 9 商標登録 
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9.３建築部会 

 

 (a) 部会活動概要 
建築部会 第１９回 （コンソーシアム） 
日 時 平成 31年 4月 17日(水) 15:00~17:00 
場 所 建築保全センター会議室 
議 事  

（１）前回議事録の確認 
（２）2018年度 PRISM報告 
（３）BLCの組織改編について 
（４）建築WGでの検討状況説明 
（５）意見交換 

 
建築部会 第２０回 
日 時 令和元年 8月 29日(木) 10:00~12:00 
場 所 建築保全センター会議室 
議 事 
（１）前回議事録確認 
（２）第 48回～第 50回建築WG議事録の確認 
（３）合同コア会議の議論を踏まえての報告 

      （４）ライブラリで作成する範囲と手法等について 
 

 
建築部会 第１回 
日 時 令和元年 11月 28日(木) 15:00～17:00 
場 所 建築保全センター会議室 
議 事  
（１）建築部会参加メンバー紹介 
（２）BIMライブラリ技術研究組合（BLCJ）の経過及び研究体制 

      （３）BLCJの 2019年度事業計画について 
      （４）昨年度 PRISMの課題整理報告 
      （５）建築 BIM推進会議経過報告 

（６）その他 
 
 
 
 
 

ー25ー



9.２在り方部会 

 

第 1 回 BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ）在り方部会 議事次第 

日  時：   令和元年１2 月 6 日(金) 10:00～12:00 

場  所：   BIM ライブラリ技術研究組合会議室 

 

議  事 

 

1. 部会長挨拶 

2. 在り方部会参加メンバー紹介 

3. BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)の研究体制 

4. BLCJ の 2019 年度事業計画について 

5.    オブジェクト在り方 WG、ビジネスモデル WG、ライブラリ WG、情報 WG、モニタ

リング WG の活動目標と活動計画 

6. 他の部会の活動紹介 

7. 昨年度 PRISM の課題整理及びオブジェクト標準の概要報告 

8. 建築 BIM 推進会議における BLCJ の位置づけ 

9. 商標登録、その他 

 

配布資料 

資料 1 BLCJ 在り方部会名簿 

資料 2 BIM ライブラリ技術研究組合の研究体制  

資料 3 2019 年度 BIM ライブラリ技術研究組合の事業方針及び事業計画 

資料 4 2019 年度 PRISM 業務概要とその対応 

資料 5  各 WG の活動目標と活動計画(案) 

資料 6 連携部会資料より 

資料 7 2018 年度 PRISM の課題整理 

資料 8  建築 BIM 推進会議の下に設置する部会 

資料 9 商標登録 

  

ー24ー

9.３建築部会 

 

 (a) 部会活動概要 
建築部会 第１９回 （コンソーシアム） 
日 時 平成 31年 4月 17日(水) 15:00~17:00 
場 所 建築保全センター会議室 
議 事  

（１）前回議事録の確認 
（２）2018年度 PRISM報告 
（３）BLCの組織改編について 
（４）建築WGでの検討状況説明 
（５）意見交換 

 
建築部会 第２０回 
日 時 令和元年 8月 29日(木) 10:00~12:00 
場 所 建築保全センター会議室 
議 事 
（１）前回議事録確認 
（２）第 48回～第 50回建築WG議事録の確認 
（３）合同コア会議の議論を踏まえての報告 

      （４）ライブラリで作成する範囲と手法等について 
 

 
建築部会 第１回 
日 時 令和元年 11月 28日(木) 15:00～17:00 
場 所 建築保全センター会議室 
議 事  
（１）建築部会参加メンバー紹介 
（２）BIMライブラリ技術研究組合（BLCJ）の経過及び研究体制 

      （３）BLCJの 2019年度事業計画について 
      （４）昨年度 PRISMの課題整理報告 
      （５）建築 BIM推進会議経過報告 

（６）その他 
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(b) WG活動経過 
 
建築WG 第４８回～第 50回（コンソーシアム） 
第４８回：日 時 令和元年 5月 27日(月)  
第４９回：日 時 令和元年 6月 24日(月)  
第５０回：日 時 令和元年 7月 24日(水)  
 
建築コア・合同WG第 1回～第 8回 
第 １回：日 時 令和元年 10月 17日(木)  
第 ２回：日 時 令和元年 10月 21日(月)  
第 ３回：日 時 令和元年 11月 14日(木)  
第 ４回：日 時 令和元年 12月 17日(火)  
第 ５回：日 時 令和 2年  1月  7日(火)  
第 １回：日 時 令和 2年  1月 24日(金) （合同WG） 
第 ６回：日 時 令和 2年  2月  4日(火)  
第 ２回：日 時 令和 2年  2月  6日(木) （合同WG） 
第 ７回：日 時 令和 2年  2月 18日(木)  
第 ８回：日 時 令和 2年  2月 27日(木)   
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9.４設備部会 

 

設備部会 第１回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 7 月 30 日(火) PM 3:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１）BLC 新組織「技術研究組合」進捗について 

（２）建築 BIM 推進会議 

1)  建築 BIM 推進会議について 

2)  新聞記事紹介 

（３）BLC 合同部会会議 

1) 2018 年度 PRISM のオブジェクト説明と課題整理 

2) 2019 年度以降の BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)活動計画(案) 

（４）今年度設備部会の進め方 BLC 活動について 

1) 2019 年度 PRISM のオブジェクト作成内容検討 

2) 2019 年度 BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)設備部会活動検討 

3) 2019 年度機器メーカー･CAD ベンダー･外部団体への推進依頼 

 

設備部会 第１回本会議＆第２回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 10 月 31 日(木) PM 2:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議事 1：(設備部会本会議) 

（１） BLCJ 組織「技術研究組合」進捗について 

（２） BLCJ 技術運営委員会概要 

1) 2018 年度 PRISM のオブジェクト説明と課題整理 

2) 2019 年度以降の BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)活動計画(案 

（３） 建築 BIM 推進会議 

1) 建築 BIM 推進会議について(第 3 回) 

2) BLC(BIM ライブラリ技術研究組合)との連携について 

議事 2：設備部会コア会議｢設備部会での重点的な取組み検討｣ 

（１） 今年度設備部会の進め方 BLCJ 活動について(今年度後半の作業について) 

1) 2019 年度 PRISM のオブジェクト作成内容検討 

2) 2019 年度 BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)設備部会活動検討 

3) 2019 年度機器メーカー･CAD ベンダー･連携依頼 

 

設備部会 第３回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 12 月 18 日(水) PM 3:30~5:30 

場 所 建築保全センター会議室 
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(b) WG活動経過 
 
建築WG 第４８回～第 50回（コンソーシアム） 
第４８回：日 時 令和元年 5月 27日(月)  
第４９回：日 時 令和元年 6月 24日(月)  
第５０回：日 時 令和元年 7月 24日(水)  
 
建築コア・合同WG第 1回～第 8回 
第 １回：日 時 令和元年 10月 17日(木)  
第 ２回：日 時 令和元年 10月 21日(月)  
第 ３回：日 時 令和元年 11月 14日(木)  
第 ４回：日 時 令和元年 12月 17日(火)  
第 ５回：日 時 令和 2年  1月  7日(火)  
第 １回：日 時 令和 2年  1月 24日(金) （合同WG） 
第 ６回：日 時 令和 2年  2月  4日(火)  
第 ２回：日 時 令和 2年  2月  6日(木) （合同WG） 
第 ７回：日 時 令和 2年  2月 18日(木)  
第 ８回：日 時 令和 2年  2月 27日(木)   
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9.４設備部会 

 

設備部会 第１回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 7 月 30 日(火) PM 3:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１）BLC 新組織「技術研究組合」進捗について 

（２）建築 BIM 推進会議 

1)  建築 BIM 推進会議について 

2)  新聞記事紹介 

（３）BLC 合同部会会議 

1) 2018 年度 PRISM のオブジェクト説明と課題整理 

2) 2019 年度以降の BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)活動計画(案) 

（４）今年度設備部会の進め方 BLC 活動について 

1) 2019 年度 PRISM のオブジェクト作成内容検討 

2) 2019 年度 BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)設備部会活動検討 

3) 2019 年度機器メーカー･CAD ベンダー･外部団体への推進依頼 

 

設備部会 第１回本会議＆第２回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 10 月 31 日(木) PM 2:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議事 1：(設備部会本会議) 

（１） BLCJ 組織「技術研究組合」進捗について 

（２） BLCJ 技術運営委員会概要 

1) 2018 年度 PRISM のオブジェクト説明と課題整理 

2) 2019 年度以降の BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)活動計画(案 

（３） 建築 BIM 推進会議 

1) 建築 BIM 推進会議について(第 3 回) 

2) BLC(BIM ライブラリ技術研究組合)との連携について 

議事 2：設備部会コア会議｢設備部会での重点的な取組み検討｣ 

（１） 今年度設備部会の進め方 BLCJ 活動について(今年度後半の作業について) 

1) 2019 年度 PRISM のオブジェクト作成内容検討 

2) 2019 年度 BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)設備部会活動検討 

3) 2019 年度機器メーカー･CAD ベンダー･連携依頼 

 

設備部会 第３回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 12 月 18 日(水) PM 3:30~5:30 

場 所 建築保全センター会議室 
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設備部会 第４回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 12 月 23 日(月) PM 3:30~5:30 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１）BLCJ 今年度各部会活動概要 

1) BLCJ 活動体制 

2) 各 WG の目標と活動計画 

3) 第 2 回建築 BIM 環境整備部会概要 

（２） BLCJ 設備 WG 活動予定調整 

1) 機械設備オブジェクト作成 WG 

2) 電気設備オブジェクト作成 WG 

3) 設備 WG 

4) BE-BridgeWG 

（２） PRISM-2018 概要説明 

1) 2018 年度 PRISM 研究体制 

2) 2018 年度 PRISM の課題整理 

3) BIM ライブラリとオブジェクトに求められもの 

（３） PRISM-2019 試行対応準備打ち合わせ 

1) PRISM 受託予定概要とスケジュール 

2) PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

3) 建築設備設計で使用する部位･部材･機器類 100 個作成 

 

設備部会 第４回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 12 月 25 日(月) PM 3:30~5:30 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１） PRISM-2019 試行対応準備打ち合わせ 

1) PRISM 受託予定概要とスケジュール 

2) PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

3) 建築設備設計で使用する部位･部材･機器類 100 個作成 

（２） PRISM-2019 

  

 

設備部会 第１回コア会議 

日 時 令和 2 年 1 月 15 日(水) PM 3:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 
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（１） PRISM-2019 試行対応打合せ 

1) 機械設備(空調･衛生)機器・部品等作成ライブラリ検討調整 

2) 電気設備(照明器具･盤･他)作成機器ライブラリ検討調整 

3) 設備機器メーカー 

（２） PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

1) BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査 

2) 試作対象地なる部位･部品の個別具体のライブラリデータ作成に係る調査 

（３） PRISM 受託予定概要とスケジュール 

 

設備部会 第２回コア会議 

日 時 令和 2 年 2 月 5 日(水) PM 3:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１） PRISM-2019 試行対応打合せ 

建築設備設計で使用する部位･部材･機器類｢ジェネリック｣ 作成 

1) 機械設備(空調･衛生)機器 BIM ライブラリ作成作業調整 

2) 電気設備(照明器具･盤･他)BIM ライブラリ作成作業調整 

3) 機器メーカー系 BIM ライブラリ作成調整&依頼 

4) CAD ベンダー系 BIM ライブラリ作成調整&依頼 

5) PRISM 報告書作業調整 

（２） PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

1) BIM オブジェクトライブラリデータに係るアンケート調査 

2) 試作対象となる部位･部品の個別具 BIM ライブラリデータ作成環境調査 

（４） PRISM 受託予定概要とスケジュール 

（５） BLCJ ホームページ及び BIM ライブラリ試行サイト計画説明 

 

設備部会 第３回コア議 

日 時 令和 2 年 2 月 12 日(水) PM 15:00~17:30 

場 所 建築保全センター会議室 

 

 

設備部会 第４回コア議 

日 時 令和 2 年 2 月 25 日(火) PM 15:00~17:30 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１） PRISM-2019 試行対応打合せ 

建築設備設計で使用する部位･部材･機器類｢ジェネリック｣ 作成 

1) 機械設備(空調･衛生)機器 BIM ライブラリ作成概要報告 
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設備部会 第４回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 12 月 23 日(月) PM 3:30~5:30 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１）BLCJ 今年度各部会活動概要 

1) BLCJ 活動体制 

2) 各 WG の目標と活動計画 

3) 第 2 回建築 BIM 環境整備部会概要 

（２） BLCJ 設備 WG 活動予定調整 

1) 機械設備オブジェクト作成 WG 

2) 電気設備オブジェクト作成 WG 

3) 設備 WG 

4) BE-BridgeWG 

（２） PRISM-2018 概要説明 

1) 2018 年度 PRISM 研究体制 

2) 2018 年度 PRISM の課題整理 

3) BIM ライブラリとオブジェクトに求められもの 

（３） PRISM-2019 試行対応準備打ち合わせ 

1) PRISM 受託予定概要とスケジュール 

2) PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

3) 建築設備設計で使用する部位･部材･機器類 100 個作成 

 

設備部会 第４回 WG 会議 

日 時 令和 1 年 12 月 25 日(月) PM 3:30~5:30 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１） PRISM-2019 試行対応準備打ち合わせ 

1) PRISM 受託予定概要とスケジュール 

2) PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

3) 建築設備設計で使用する部位･部材･機器類 100 個作成 

（２） PRISM-2019 

  

 

設備部会 第１回コア会議 

日 時 令和 2 年 1 月 15 日(水) PM 3:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 
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（１） PRISM-2019 試行対応打合せ 

1) 機械設備(空調･衛生)機器・部品等作成ライブラリ検討調整 

2) 電気設備(照明器具･盤･他)作成機器ライブラリ検討調整 

3) 設備機器メーカー 

（２） PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

1) BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査 

2) 試作対象地なる部位･部品の個別具体のライブラリデータ作成に係る調査 

（３） PRISM 受託予定概要とスケジュール 

 

設備部会 第２回コア会議 

日 時 令和 2 年 2 月 5 日(水) PM 3:00~5:00 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１） PRISM-2019 試行対応打合せ 

建築設備設計で使用する部位･部材･機器類｢ジェネリック｣ 作成 

1) 機械設備(空調･衛生)機器 BIM ライブラリ作成作業調整 

2) 電気設備(照明器具･盤･他)BIM ライブラリ作成作業調整 

3) 機器メーカー系 BIM ライブラリ作成調整&依頼 

4) CAD ベンダー系 BIM ライブラリ作成調整&依頼 

5) PRISM 報告書作業調整 

（２） PRISM アンケート建築部会との合同調査準備 

1) BIM オブジェクトライブラリデータに係るアンケート調査 

2) 試作対象となる部位･部品の個別具 BIM ライブラリデータ作成環境調査 

（４） PRISM 受託予定概要とスケジュール 

（５） BLCJ ホームページ及び BIM ライブラリ試行サイト計画説明 

 

設備部会 第３回コア議 

日 時 令和 2 年 2 月 12 日(水) PM 15:00~17:30 

場 所 建築保全センター会議室 

 

 

設備部会 第４回コア議 

日 時 令和 2 年 2 月 25 日(火) PM 15:00~17:30 

場 所 建築保全センター会議室 

議 事 

（１） PRISM-2019 試行対応打合せ 

建築設備設計で使用する部位･部材･機器類｢ジェネリック｣ 作成 

1) 機械設備(空調･衛生)機器 BIM ライブラリ作成概要報告 
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2) 電気設備(照明器具･盤･他)BIM ライブラリ作成概要報告 

3) 機器メーカー系 BIM ライブラリ作成概要報告 

4) CAD ベンダー系 BIM ライブラリ作成概要報告 

5) PRISM 報告書作業最終調整 

（３） PRISM アンケート調査説明 

1) BIM オブジェクトライブラリデータに係るアンケート調査 

2) 試作対象となる部位･部品の個別具 BIM ライブラリデータ作成環境調査 

（４） BLCJ ホームページ及び BIM ライブラリ試行サイトレビュー 
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9.５運用部会 

 

第１６回 運用部会 議事次第 

 

日時：2019 年 4 月 17 日(水)13:00～14:30 

場所：(一社)建築保全センター 会議室 

 

１．開会 

・前回以降の BLC 入会企業の紹介 

入会 5 社 

(株)梓設計/(株)イズミシステム設計/(株)FM システム/(株)久米設計/日鐵住金建材(株) 

社名変更（2019.4.1 付） 

旧)日立アプライアンス(株)→新)日立グローバルライフソリューションズ 

 

２．議事 

(１)第 15 回運用部会（2/25）議事録（案）確認   【資料 運 16-2】 

(２）PRISM の成果について      【資料 運 16-3】 

官民研究開発投資拡大プログラム PRISM 

（Public/Private R&D Investment Strategic Expansion PrograM） 

・「BIM オブジェクトライブラリの運用システムの試作検討業務」 

(３)建築研究所等の共同研究組織の公募（技術研究組合）について【資料 運 16-4～6】 

 

３．その他 

2019 年度の取り組み、スケジュール等について   【参考資料】 

 

・会議資料一覧 

【運 16-1】第 16 回運用部会議事次第 

【運 16-2】第 15 回運用部会議事録（案） 

【運 16-3】BIM オブジェクトライブラリの運用システムの試作検討業務報告書概要版 

【運 16-4】BIM の日特別報告・日本の BIM ライブラリ・ロードマップ 

【運 16-5】BIM ライブラリーコンソーシアムの組織改編に関する説明会 

【参考資料 1】基本規約＋４規約 2018 年度成果版（2019 年 3 月末） 

【参考資料 2】2019 年度 BLC 活動スケジュール 

【参考資料 3】2019 年度第 1 回 BLC 定時総会のお知らせ 

 

・事務連絡 

2019 年度第 1 回 BLC 定時総会 
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2) 電気設備(照明器具･盤･他)BIM ライブラリ作成概要報告 

3) 機器メーカー系 BIM ライブラリ作成概要報告 

4) CAD ベンダー系 BIM ライブラリ作成概要報告 

5) PRISM 報告書作業最終調整 

（３） PRISM アンケート調査説明 

1) BIM オブジェクトライブラリデータに係るアンケート調査 

2) 試作対象となる部位･部品の個別具 BIM ライブラリデータ作成環境調査 

（４） BLCJ ホームページ及び BIM ライブラリ試行サイトレビュー 
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9.５運用部会 

 

第１６回 運用部会 議事次第 

 

日時：2019 年 4 月 17 日(水)13:00～14:30 

場所：(一社)建築保全センター 会議室 

 

１．開会 

・前回以降の BLC 入会企業の紹介 

入会 5 社 

(株)梓設計/(株)イズミシステム設計/(株)FM システム/(株)久米設計/日鐵住金建材(株) 

社名変更（2019.4.1 付） 
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【運 16-3】BIM オブジェクトライブラリの運用システムの試作検討業務報告書概要版 
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・事務連絡 

2019 年度第 1 回 BLC 定時総会 
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日 時：2019 年 4 月 23 日(火)14:00～16:45 

場 所：東京ダイヤビル TDB ホール 

（東京都中央区新川 1-28-23 東京ダイヤビル 5 号館 1 階） 

 

・次回 

第 17 回運用部会 

日 時：未定 

場 所：株式会社コンピュータシステム研究所 GSA 事業部または建築保全センター会議室

を予定 

 

・議事要旨 

各資料について担当より説明。 

2018 年度は、BIM ライブラリーの運用を行うための、ユーザーへの「オブジェクト利用規

約」、メーカーや設備機器等のサプライヤー用の「オブジェクト提供規約」、ベンダー用の

「オブジェクト作成・利用規約」、ライブラリー開発・運用者の「ライブラリー構築・運用

契約」の４つの規約類と、これらに共通する項目を統合した「基本規約事項」の確定をし

た。現在のところ 2019 年度の運用部会の活動予定はあまりないが、技術研究組合に改組

し、各部会の活動やライブラリーの開発の進行に伴って必要に応じて開催する予定であ

る。 

  

・今後の活動について 

設備を主とした試験サイトにおいて実プロジェクトでの検証が行われる予定となっている

ため、これらの規約類も同時に検証を行う予定である。また、ライブラリーシステムの開

発についてもスタートするため、「ライブラリー構築・運用契約」の実装を行う。 

 今後は、実際の運用に向けて知的財産権への侵害の有無や改ざん等の防止のために、モ

ニタリングの具体的な検討も必要となる。さらに、現在一般化しつつあるクラウド利用を

考慮した今後のビジネスモデルの展開によっては、Web サイトから BIM オブジェクトをダ

ウンロードして利用することを想定したこれまでの形態にとらわれず、多様な利用形態を

見据えた運用に向けて、再度、規約類の見直しについての検討も必要と考える  
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9.6 連携部会 

 

連携部会 第１回  

日 時 令和元年 11 月 29 日(金) 13:00~15:00 

場 所 BIM ライブラリ技術研究組合会議室 

議 事  

（１）部会長挨拶 

（２）連携部会参加メンバー紹介 

（３）BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)の研究体制 

（４）昨年度 PRISM の課題整理及びオブジェクト標準の概要報告 

（５）BLCJ の 2019 年度事業計画について 

（６）建築 BIM 推進会議における BLCJ の位置づけ 

（７）BIM 建築確認の現況について（建築研究所 武藤上席研究員） 

（８）建築確認 WG 及び仕様情報 WG の目標について 

（９）その他 

 

  配布資料 

資料 1 BLCJ 連携部会名簿 

資料 2 BIM ライブラリ技術研究組合の研究体制  

資料 3 2018 年度 PRISM の課題整理  

資料 4 オブジェクト標準の概要  

資料 5  2019 年度 BIM ライブラリ技術研究組合の事業方針及び事業計画 

資料 6 2019 年度 PRISM 業務概要とその対応 

資料 7 BIM ライブラリとオブジェクトに求められるもの 

資料 8  第 3 回 BIM 推進会議資料 

資料 9 建築 BIM 推進会議の下に設置する部会 

資料 10 BIM 建築確認の現況について 

資料 11 建築確認及び仕様情報 WG の目標 

 

 

連携部会 第１回 建築確認・仕様情報合同 WG  

日 時 令和元年 12 月 11 日(水) 15:00~17:00 

場 所 BIM ライブラリ技術研究組合会議室 

議 事 

（１）第 1 回連携部会議事概要の確認 

（２）WG のタスクについて 

（３）今後の作業スケジュールについて 

（４）その他 
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連携部会 第１回 建築確認・仕様情報合同 WG  

日 時 令和元年 12 月 11 日(水) 15:00~17:00 
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  配布資料 

資料 1 第 1 回連携部会議事概要 

資料 2 建築確認及び仕様情報 WG の目標 （再出）  

資料 3 WG のタスク（案）  

資料 4 BIM を活用した建築確認における課題検討委員会報告書  

資料 5  今後の検討スケジュール案 

 

 

連携部会 第２回 建築確認・仕様情報合同 WG  

日 時 令和 2 年 2 月 26 日(水) 中止 後日メール会議実施 

場 所  

議 事 

（１）第 1 回合同 WG 議事概要の確認 

（２）業務３法適合判定等に必要な情報連携手法の検討について 

（３）今後の作業スケジュールについて 

（４）その他 

 

  配布資料 

資料 1 第 1 回合同 WG 議事概要 

資料 2 業務３ 法適合判定等に必要な情報連携手法の検討  

 

 

日本建築センターとの打ち合わせ 

                     

日時 ：令和２年 1 月 15 日（水）10:00-11:00 

場所 ：日本建築センター 9F 会議室 

出席者：日本建築センター 香山専務理事・今村理事（業務企画部長）・林企画課長 

    武藤上席研究員、BLCJ 寺本専務理事・堀参事 

打合せ内容 

□建築センターから発注した協議会で使用する建物モデルの著作権は日本設計が所有して

いる。その建物モデルの推進会議下の部会での使用に関する意見交換。 

 

日本 ERI との打ち合わせ 

日本 ERI 株式会社 打合せメモ 

日時 ：令和 2 年１月 21 日（火） 14:00－15:15 

場所 ：日本 ERI 株式会社 会議室 

出席者：日本 ERI 代表締役会長 中澤芳樹 
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   確認検査部長 伊藤直也 

   確認企画部長 藤田祥一 

   確認検査部副部長 金子勝彦 

   BIM 推進センター長 関戸友里 

   BIM 審査課次長 阿部和子 

 保全センター 山本理事 

 BLCJ  寺本専務理事・鬼頭主任研究員・福島（記） 

 

【打合せ内容と結果】 

BLCJ（寺本専務理事）より課題について「委託業務実施要領」「建築確認 WG の目標」の

資料を使用して説明を行う。これについて情報交換を行い、今後、窓口を決めて、情報交

換を行っていくことを確認。 
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  配布資料 
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資料１ BIMライブラリ技術研究組合 定款 

  

第１章  総 則  

（事業） 第１条  本組合は、建築物の設計・施工管理の省力化をはじめとする生産性向上による持続 的

な経済成長、科学技術イノベーションの創出などが求められる状況にあって、BIM （Building Information 

Modeling―建築情報モデル）活用のための共有基盤を形成する課 題を解決するために、次の事業を行う。

情報ソフトインフラの試験研究と社会実装が目的 であるため、主として社会利益を主眼とした試験研究

を行う点が、本技術研究組合の特色 である。  

一  BIM による円滑な情報連携の実現のため、繰返し利用される建築物の部材・部品の 形状や性能等の

データ（BIM オブジェクト）を標準化し、その提供や蓄積を行う BIM ライブラリを構築・運用するとと

もに、現在 BIM 導入を検討・開発中でその効果が大 きい領域との連携を図ることにより、効率的な建

築物のプロジェクト管理等の実用化 に関する試験研究を実施すること。  

二  組合員のために前号の試験研究の成果を管理すること。  

三  組合員に対する技術指導を行うこと。  

四  試験研究のための施設を組合員に使用させること。  

五  前各号の事業に附帯する事業  

  

（名称） 第２条  本組合は、BIM ライブラリ技術研究組合（略称 BLCJ ：Building information 

 modeling Library Collaborative research association of Japan）と称する。  

  

（事務所の所在地） 第３条  本組合は、事務所を東京都中央区に置く。  

  

  

第２章  組合員  

（組合員の資格） 第４条  本組合の組合員たる資格を有する者は、その者の行う事業に本組合の行う試

験研 究の成果を直接又は間接に利用する者とする。  

２  本組合は、前項に規定する者のほか、国立大学法人、産業技術研究法人、私立学校法第３条に規定す

る学校法人、技術研究組合、大学共同利用機関法人、公立大学法人又は試験 研究を主たる目的とする一

般社団法人若しくは一般財団法人を組合員とすることができ る。  

  

（加入） 第５条  組合員たる資格を有する者は、本組合の承諾を得て、本組合に加入することができ る。  

  

（自由脱退） 第６条  本組合の組合員は、９０日前までに予告し、事業年度の終了の時において脱退す

る ことができる。  

  

（法定脱退） 第７条  本組合の組合員は、次の事由によって脱退する。  

一  第４条に規定する組合員たる資格の喪失  

二  死亡又は解散  
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三  除名  

２  除名は、次に掲げる組合員につき、総会の決議によってすることができる。この場合は、 本組合は、

その総会の日の１０日前までに、その組合員に対しその旨を通知し、かつ、総 会において、弁明する機

会を与えるものとする。  

一  費用の支払その他本組合に対する義務を怠った組合員  

二  本組合の事業を妨げ、又は妨げようとした組合員  

三  本組合の名誉を著しく毀損する行為をした組合員  

３  前項の除名は、除名した組合員にその旨を通知しなければ、これをもってその組合員に 対抗するこ

とができない。  

  

（費用の賦課） 第８条  本組合は、次に掲げる事項を考慮して、組合員に本組合の事業に要する費用を

賦課 することができる。 一  本組合の行う試験研究の成果を利用する分量 二  組合員の事業規模及び

法人属性等 三  新規に加入する組合員について、既存の組合員が過去に負担した金額  四  脱退する組

合員について、脱退事業年度及びその翌事業年度以降に負担する金額  

２  前項に規定する費用の賦課及び徴収の方法は、総会の決議により定める。  

３  組合員は、前２項の費用の納付について、相殺をもって本組合に対抗することができな い。ただし、

将来賦課されるべき費用の納付に充てることを約して本組合に金銭を預託し、 現に費用の賦課を受けた

場合において当該預託した金銭の全部又は一部を当該費用の納 付に充てるときは、この限りでない。  

  

 （損失の処理） 第９条  損失の処理の方法は、事業年度ごとに総会において定める。  

  

（組合員名簿の作成等） 第１０条  本組合は、組合員名簿を作成し、各組合員について次に掲げる事項

を記載し、又 は記録するものとする。  

一  氏名又は名称及び住所又は居所  

二  加入の年月日  

２  組合員は、氏名又は名称及び住所又は居所を変更したときは、遅滞なく本組合に届け出 なければな

らない。  

  

（議決権） 第１１条  組合員は、各々一個の議決権を有する。  

２  組合員は第３１条第１項の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、書面又は 代理人をもっ

て、議決権を行うことができる。この場合は、その組合員の親族若しくは使 用人又は他の組合員でなけ

れば、代理人となることができない。  

３  前項の規定により議決権を行う者は、出席者とみなす。  

４  代理人は、５人以上の組合員を代理することができない。 ５  代理人は、代理権を証する書面を本

組合に提出しなければならない。  

  

（守秘義務） 第１２条  本組合の組合員（組合員が法人である場合には、その役員又は職員）又は組合

員 であった者は、本組合の事業の実施に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  
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資料１ BIMライブラリ技術研究組合 定款 

  

第１章  総 則  

（事業） 第１条  本組合は、建築物の設計・施工管理の省力化をはじめとする生産性向上による持続 的

な経済成長、科学技術イノベーションの創出などが求められる状況にあって、BIM （Building Information 

Modeling―建築情報モデル）活用のための共有基盤を形成する課 題を解決するために、次の事業を行う。

情報ソフトインフラの試験研究と社会実装が目的 であるため、主として社会利益を主眼とした試験研究

を行う点が、本技術研究組合の特色 である。  

一  BIM による円滑な情報連携の実現のため、繰返し利用される建築物の部材・部品の 形状や性能等の

データ（BIM オブジェクト）を標準化し、その提供や蓄積を行う BIM ライブラリを構築・運用するとと

もに、現在 BIM 導入を検討・開発中でその効果が大 きい領域との連携を図ることにより、効率的な建

築物のプロジェクト管理等の実用化 に関する試験研究を実施すること。  

二  組合員のために前号の試験研究の成果を管理すること。  

三  組合員に対する技術指導を行うこと。  

四  試験研究のための施設を組合員に使用させること。  

五  前各号の事業に附帯する事業  

  

（名称） 第２条  本組合は、BIM ライブラリ技術研究組合（略称 BLCJ ：Building information 

 modeling Library Collaborative research association of Japan）と称する。  

  

（事務所の所在地） 第３条  本組合は、事務所を東京都中央区に置く。  

  

  

第２章  組合員  

（組合員の資格） 第４条  本組合の組合員たる資格を有する者は、その者の行う事業に本組合の行う試

験研 究の成果を直接又は間接に利用する者とする。  

２  本組合は、前項に規定する者のほか、国立大学法人、産業技術研究法人、私立学校法第３条に規定す

る学校法人、技術研究組合、大学共同利用機関法人、公立大学法人又は試験 研究を主たる目的とする一

般社団法人若しくは一般財団法人を組合員とすることができ る。  

  

（加入） 第５条  組合員たる資格を有する者は、本組合の承諾を得て、本組合に加入することができ る。  

  

（自由脱退） 第６条  本組合の組合員は、９０日前までに予告し、事業年度の終了の時において脱退す

る ことができる。  

  

（法定脱退） 第７条  本組合の組合員は、次の事由によって脱退する。  

一  第４条に規定する組合員たる資格の喪失  

二  死亡又は解散  
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三  除名  

２  除名は、次に掲げる組合員につき、総会の決議によってすることができる。この場合は、 本組合は、

その総会の日の１０日前までに、その組合員に対しその旨を通知し、かつ、総 会において、弁明する機

会を与えるものとする。  

一  費用の支払その他本組合に対する義務を怠った組合員  

二  本組合の事業を妨げ、又は妨げようとした組合員  

三  本組合の名誉を著しく毀損する行為をした組合員  

３  前項の除名は、除名した組合員にその旨を通知しなければ、これをもってその組合員に 対抗するこ

とができない。  

  

（費用の賦課） 第８条  本組合は、次に掲げる事項を考慮して、組合員に本組合の事業に要する費用を

賦課 することができる。 一  本組合の行う試験研究の成果を利用する分量 二  組合員の事業規模及び

法人属性等 三  新規に加入する組合員について、既存の組合員が過去に負担した金額  四  脱退する組

合員について、脱退事業年度及びその翌事業年度以降に負担する金額  

２  前項に規定する費用の賦課及び徴収の方法は、総会の決議により定める。  

３  組合員は、前２項の費用の納付について、相殺をもって本組合に対抗することができな い。ただし、

将来賦課されるべき費用の納付に充てることを約して本組合に金銭を預託し、 現に費用の賦課を受けた

場合において当該預託した金銭の全部又は一部を当該費用の納 付に充てるときは、この限りでない。  

  

 （損失の処理） 第９条  損失の処理の方法は、事業年度ごとに総会において定める。  

  

（組合員名簿の作成等） 第１０条  本組合は、組合員名簿を作成し、各組合員について次に掲げる事項

を記載し、又 は記録するものとする。  

一  氏名又は名称及び住所又は居所  

二  加入の年月日  

２  組合員は、氏名又は名称及び住所又は居所を変更したときは、遅滞なく本組合に届け出 なければな

らない。  

  

（議決権） 第１１条  組合員は、各々一個の議決権を有する。  

２  組合員は第３１条第１項の規定によりあらかじめ通知のあった事項につき、書面又は 代理人をもっ

て、議決権を行うことができる。この場合は、その組合員の親族若しくは使 用人又は他の組合員でなけ

れば、代理人となることができない。  

３  前項の規定により議決権を行う者は、出席者とみなす。  

４  代理人は、５人以上の組合員を代理することができない。 ５  代理人は、代理権を証する書面を本

組合に提出しなければならない。  

  

（守秘義務） 第１２条  本組合の組合員（組合員が法人である場合には、その役員又は職員）又は組合

員 であった者は、本組合の事業の実施に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。  
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（使用料及び手数料） 第１３条  本組合は、施設等の使用料及び事務等の手数料を徴収することができ

る。  

  

第３章  事業の執行  

（事業の執行） 第１４条  本組合は、第１条の事業について、この定款、試験研究の実施計画及び毎事

業年 度の事業計画等に基づいて、適切に執行する。  

  

第４章  役員  

（役員の定数） 第１５条  本組合の役員の定数は、次のとおりとする。 理 事 ３人以上１０人以内 監 

事 １人又は２人  

  

（役員の選任） 第１６条  役員は、総会において、第３３条の規定により選任する。  

  

（役員の資格） 第１７条  本組合の理事の定数の少なくとも３分の２は、組合員又は組合員たる法人の

役 員若しくは使用人（組合員たる法人に代わって本組合の業務に関する一切の裁判上又は 裁判外の行

為をする権限を有する使用人に限る。 ）でなければならない。  

  

（役員の任期） 第１８条  役員の任期は、次のとおりとする。  

理 事  ２年 監 事  ４年  

２  前項の任期は、任期中の最終の決算期に関する通常総会の終結の時までとする。  

３  補欠又は増員のために選任された役員の任期は、その前任者又は現任者の残任期間と する。ただし、

理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合においては、新たに選任 された役員の任期は、第１項

に規定する任期とする。  

  

（役員に欠損を生じた場合の措置） 第１９条  役員が欠けた場合又はこの定款で定めた役員の員数が欠

けた場合には、任期の 満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、な

お役員と しての権利義務を有する。  

  

（監事の職務及び権限） 第２０条  監事は、会計に関するものを監査する。  

２ 監事は、いつでも、会計帳簿若しくはこれに関する資料の閲覧及び謄写をし、又は理事 及び使用人に

対して会計に関する報告を求めることができる。  

  

（理事長等） 第２１条  理事のうち１人を理事長、１人を専務理事とし、必要に応じて常務理事を置く

こ とができることとし、理事会において選任する。  

２  理事長は、本組合を代表し、本組合の業務を執行する。  

３  専務理事は、理事長を補佐して本組合の業務を執行し、理事長に事故があるときはその 職務を代理

し、理事長が欠員のときはその職務を行う。  
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４  常務理事は、専務理事を補佐して本組合の業務を執行する。  

５  理事長及び専務理事がともに事故又は欠員のときは、理事会において、理事のうちから 理事長の代

理者又は代行者１人を定める。  

  

（責任の免除又は限定） 第２２条  本組合は、技術研究組合法第３４条第１項の責任について、同条第

５項に定める 要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た 

額を限度として、総会の決議によって、免除することができる。  

２  前項の規定にかかわらず、本組合は、技術研究組合法第３４条第１項の責任について、 同条第９項

で準用する会社法第４２６条第１項に定める要件に該当する場合には、賠償 責任額から法令に定める最

低責任限度額を控除して得た額を限度として、理事会の決議 によって、免除することができる。  

３  前２項の規定にかかわらず、本組合は、技術研究組合法第３４条第１項の責任について、 役員（理

事長、専務理事、常務理事及び前条第５項で定める代表者又は代行者を除く。 ） が同条第９項で準用す

る会社法第４２７条第１項に定める要件に該当する場合には、賠 償責任を限定する旨の契約を当該役員

と締結することができる。ただし、当該契約に基づ く賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度

額とする。  

  

  

第５章  会議  

（理事会の権限等） 第２３条  本組合の業務の執行は、理事会が決する。  

  

（理事会の招集） 第２４条  理事会は、理事長が招集する。  

２  理事長が事故又は欠員のときは、専務理事が、理事長及び専務理事がともに事故又は欠 員のときは、

あらかじめ理事会において定めたところに従い、他の理事が理事会を招集す る。  

３  理事長以外の理事は、理事長に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招集 を請求する

ことができる。  

４  前項の規定による理事会の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から ２週間以内の

日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、その 請求をした理事は、理事会を

招集することができる。  

  

（理事会招集の手続） 第２５条  理事会を招集する者は、理事会の日の５日前までに、各理事に対して

その通知 を発しなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、理事会は、理事の全員の同意があるときは、招集の手続を経 ることなく

開催することができる。  

  

（理事会の決議） 第２６条  理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その

過半数 をもって行う。  

２  前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。  

３  理事は、あらかじめ通知のあった事項につき、書面又は電磁的方法により理事会の議決 に加わるこ
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（使用料及び手数料） 第１３条  本組合は、施設等の使用料及び事務等の手数料を徴収することができ

る。  

  

第３章  事業の執行  

（事業の執行） 第１４条  本組合は、第１条の事業について、この定款、試験研究の実施計画及び毎事

業年 度の事業計画等に基づいて、適切に執行する。  

  

第４章  役員  

（役員の定数） 第１５条  本組合の役員の定数は、次のとおりとする。 理 事 ３人以上１０人以内 監 

事 １人又は２人  

  

（役員の選任） 第１６条  役員は、総会において、第３３条の規定により選任する。  

  

（役員の資格） 第１７条  本組合の理事の定数の少なくとも３分の２は、組合員又は組合員たる法人の

役 員若しくは使用人（組合員たる法人に代わって本組合の業務に関する一切の裁判上又は 裁判外の行

為をする権限を有する使用人に限る。 ）でなければならない。  

  

（役員の任期） 第１８条  役員の任期は、次のとおりとする。  

理 事  ２年 監 事  ４年  

２  前項の任期は、任期中の最終の決算期に関する通常総会の終結の時までとする。  

３  補欠又は増員のために選任された役員の任期は、その前任者又は現任者の残任期間と する。ただし、

理事又は監事の全員が任期満了前に退任した場合においては、新たに選任 された役員の任期は、第１項

に規定する任期とする。  

  

（役員に欠損を生じた場合の措置） 第１９条  役員が欠けた場合又はこの定款で定めた役員の員数が欠

けた場合には、任期の 満了又は辞任により退任した役員は、新たに選任された役員が就任するまで、な

お役員と しての権利義務を有する。  

  

（監事の職務及び権限） 第２０条  監事は、会計に関するものを監査する。  

２ 監事は、いつでも、会計帳簿若しくはこれに関する資料の閲覧及び謄写をし、又は理事 及び使用人に

対して会計に関する報告を求めることができる。  

  

（理事長等） 第２１条  理事のうち１人を理事長、１人を専務理事とし、必要に応じて常務理事を置く

こ とができることとし、理事会において選任する。  

２  理事長は、本組合を代表し、本組合の業務を執行する。  

３  専務理事は、理事長を補佐して本組合の業務を執行し、理事長に事故があるときはその 職務を代理

し、理事長が欠員のときはその職務を行う。  
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４  常務理事は、専務理事を補佐して本組合の業務を執行する。  

５  理事長及び専務理事がともに事故又は欠員のときは、理事会において、理事のうちから 理事長の代

理者又は代行者１人を定める。  

  

（責任の免除又は限定） 第２２条  本組合は、技術研究組合法第３４条第１項の責任について、同条第

５項に定める 要件に該当する場合には、賠償責任額から法令に定める最低責任限度額を控除して得た 

額を限度として、総会の決議によって、免除することができる。  

２  前項の規定にかかわらず、本組合は、技術研究組合法第３４条第１項の責任について、 同条第９項

で準用する会社法第４２６条第１項に定める要件に該当する場合には、賠償 責任額から法令に定める最

低責任限度額を控除して得た額を限度として、理事会の決議 によって、免除することができる。  

３  前２項の規定にかかわらず、本組合は、技術研究組合法第３４条第１項の責任について、 役員（理

事長、専務理事、常務理事及び前条第５項で定める代表者又は代行者を除く。 ） が同条第９項で準用す

る会社法第４２７条第１項に定める要件に該当する場合には、賠 償責任を限定する旨の契約を当該役員

と締結することができる。ただし、当該契約に基づ く賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度

額とする。  

  

  

第５章  会議  

（理事会の権限等） 第２３条  本組合の業務の執行は、理事会が決する。  

  

（理事会の招集） 第２４条  理事会は、理事長が招集する。  

２  理事長が事故又は欠員のときは、専務理事が、理事長及び専務理事がともに事故又は欠 員のときは、

あらかじめ理事会において定めたところに従い、他の理事が理事会を招集す る。  

３  理事長以外の理事は、理事長に対し、理事会の目的である事項を示して、理事会の招集 を請求する

ことができる。  

４  前項の規定による理事会の請求があった日から５日以内に、その請求があった日から ２週間以内の

日を理事会の日とする理事会の招集の通知が発せられない場合には、その 請求をした理事は、理事会を

招集することができる。  

  

（理事会招集の手続） 第２５条  理事会を招集する者は、理事会の日の５日前までに、各理事に対して

その通知 を発しなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、理事会は、理事の全員の同意があるときは、招集の手続を経 ることなく

開催することができる。  

  

（理事会の決議） 第２６条  理事会の決議は、議決に加わることができる理事の過半数が出席し、その

過半数 をもって行う。  

２  前項の決議について特別の利害関係を有する理事は、議決に加わることができない。  

３  理事は、あらかじめ通知のあった事項につき、書面又は電磁的方法により理事会の議決 に加わるこ
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とができる。  

４  理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案に つき理事（当

該事項について議決に加わることができる者に限る。）の全員が書面又は電 磁的記録により同意の意思

表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議が あったものとみなす。  

５  理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事項を理 事会へ報告す

ることを要しない。  

  

（理事会の議長） 第２７条  理事会においては、理事長又は理事会において選任される者が、その議長

となる。 

  

  

（理事会の議事録） 第２８条  理事会の議事については、議事録を作成し、出席した理事及び監事は、

これに署 名し、又は記名押印しなければならない。  

２  理事会の議事録は、開催された日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果、出席し た理事の氏

名その他の技術研究組合法施行規則（以下「規則」という。）第１４条第３項 各号に掲げる事項を内容と

するものでなければならない。  

３  規則第１４条第４項各号に掲げる理事会の決議があったものとみなされた場合及び理 事会への報

告を要しないものとされた場合には、理事会の議事録は、当該各号に定める事 項を内容とするものとす

る。  

  

（通常総会の招集） 第２９条  通常総会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に、理事会の決議を経て、理

事長が招 集する。  

  

（臨時総会の招集） 第３０条  臨時総会は、必要があるときはいつでも、理事会の決議を経て、理事長

が招集す る。  

２  組合員が総組合員の５分の１以上の同意を得て、総会の目的である事項及び召集の理 由を記載した

書面を理事会に提出して総会の招集を請求したときは、理事会は、その請求 のあった日から２０日以内

に臨時総会を招集すべきことを決しなければならない。  

  

（総会招集の手続） 第３１条  総会の招集は、総会の日の１０日前までに、総会の目的である事項及び

その内容 を示し、書面又は電子メールにより組合員に通知しなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、総会は、組合員の全員の同意があるときは、招集の手続を経 ることなく

開催することができる。  

  

（総会の決議事項） 第３２条  次の事項は、総会の決議を経なければならない。 

一  定款の変更  

二  規約の設定、変更又は廃止  

三  試験研究の実施計画並びに毎事業年度の事業計画及び収支予算の設定又は変更  
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四  費用の賦課及び徴収の方法  

五  本組合の解散  

六  組合員の除名  

七  事業の全部の譲渡  

八  技術研究組合法（以下「法」という。 ）第３４条第５項の規定による役員の本組合に 対する損害賠

償責任の免除  

九  毎事業年度の決算関係書類及び事業報告書  

十  本組合の組織変更、合併又は新設分割  

十一  役員の選任  

十二  損失の処理  

十三  前各号に掲げるもののほか、理事会において必要と認める事項  

  

（総会の議事） 第３３条  総会の議事は、法又はこの定款若しくは規約に特別の定めがある場合を除い

て、 出席者の議決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

２  議長は、総会において選任する。  

３  議長は、組合員として総会の議決に加わる権利を有しない。  

４  総会においては、第３１条第１項の規定によりあらかじめ通知した事項についてのみ議決すること

ができる。ただし、出席した組合員の３分の２以上の同意を得たとき及び同 条第２項の規定により招集

の手続を経ることなく開催する場合は、この限りでない。  

  

（特別の決議） 第３４条  次に掲げる事項は、総組合員の過半数が出席し、その議決権の３分の２以上

の多 数による決議を必要とする。  

一  定款の変更  

二  本組合の解散  

三  組合員の除名  

四  事業の全部の譲渡  

五  法第３４条第５項の規定による役員の本組合に対する損害賠償責任の免除  

六  本組合の組織変更、合併又は新設分割  

  

（総会の議事録） 第３５条  総会の議事については、議事録を作成し、出席した理事及び監事は、これ

に署名 し、又は記名押印しなければならない。  

２  総会の議事録は、開催された日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果、出席した 理事の氏名

その他の規則第５１条第３項各号に掲げる事項を内容とするものでなければ ならない。  

   

第６章  会計  

（事業年度） 第３６条  本組合の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。  

  

（会計帳簿の作成） 第３７条  本組合は、規則第４３条から第４５条までに規定するところにより、適
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とができる。  

４  理事が理事会の決議の目的である事項について提案をした場合において、当該提案に つき理事（当

該事項について議決に加わることができる者に限る。）の全員が書面又は電 磁的記録により同意の意思

表示をしたときは、当該提案を可決する旨の理事会の決議が あったものとみなす。  

５  理事が理事の全員に対して理事会に報告すべき事項を通知したときは、当該事項を理 事会へ報告す

ることを要しない。  

  

（理事会の議長） 第２７条  理事会においては、理事長又は理事会において選任される者が、その議長

となる。 

  

  

（理事会の議事録） 第２８条  理事会の議事については、議事録を作成し、出席した理事及び監事は、

これに署 名し、又は記名押印しなければならない。  

２  理事会の議事録は、開催された日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果、出席し た理事の氏

名その他の技術研究組合法施行規則（以下「規則」という。）第１４条第３項 各号に掲げる事項を内容と

するものでなければならない。  

３  規則第１４条第４項各号に掲げる理事会の決議があったものとみなされた場合及び理 事会への報

告を要しないものとされた場合には、理事会の議事録は、当該各号に定める事 項を内容とするものとす

る。  

  

（通常総会の招集） 第２９条  通常総会は、毎事業年度終了後３ヶ月以内に、理事会の決議を経て、理

事長が招 集する。  

  

（臨時総会の招集） 第３０条  臨時総会は、必要があるときはいつでも、理事会の決議を経て、理事長

が招集す る。  

２  組合員が総組合員の５分の１以上の同意を得て、総会の目的である事項及び召集の理 由を記載した

書面を理事会に提出して総会の招集を請求したときは、理事会は、その請求 のあった日から２０日以内

に臨時総会を招集すべきことを決しなければならない。  

  

（総会招集の手続） 第３１条  総会の招集は、総会の日の１０日前までに、総会の目的である事項及び

その内容 を示し、書面又は電子メールにより組合員に通知しなければならない。  

２  前項の規定にかかわらず、総会は、組合員の全員の同意があるときは、招集の手続を経 ることなく

開催することができる。  

  

（総会の決議事項） 第３２条  次の事項は、総会の決議を経なければならない。 

一  定款の変更  

二  規約の設定、変更又は廃止  

三  試験研究の実施計画並びに毎事業年度の事業計画及び収支予算の設定又は変更  
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四  費用の賦課及び徴収の方法  

五  本組合の解散  

六  組合員の除名  

七  事業の全部の譲渡  

八  技術研究組合法（以下「法」という。 ）第３４条第５項の規定による役員の本組合に 対する損害賠

償責任の免除  

九  毎事業年度の決算関係書類及び事業報告書  

十  本組合の組織変更、合併又は新設分割  

十一  役員の選任  

十二  損失の処理  

十三  前各号に掲げるもののほか、理事会において必要と認める事項  

  

（総会の議事） 第３３条  総会の議事は、法又はこの定款若しくは規約に特別の定めがある場合を除い

て、 出席者の議決権の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。  

２  議長は、総会において選任する。  

３  議長は、組合員として総会の議決に加わる権利を有しない。  

４  総会においては、第３１条第１項の規定によりあらかじめ通知した事項についてのみ議決すること

ができる。ただし、出席した組合員の３分の２以上の同意を得たとき及び同 条第２項の規定により招集

の手続を経ることなく開催する場合は、この限りでない。  

  

（特別の決議） 第３４条  次に掲げる事項は、総組合員の過半数が出席し、その議決権の３分の２以上

の多 数による決議を必要とする。  

一  定款の変更  

二  本組合の解散  

三  組合員の除名  

四  事業の全部の譲渡  

五  法第３４条第５項の規定による役員の本組合に対する損害賠償責任の免除  

六  本組合の組織変更、合併又は新設分割  

  

（総会の議事録） 第３５条  総会の議事については、議事録を作成し、出席した理事及び監事は、これ

に署名 し、又は記名押印しなければならない。  

２  総会の議事録は、開催された日時及び場所、議事の経過の要領及びその結果、出席した 理事の氏名

その他の規則第５１条第３項各号に掲げる事項を内容とするものでなければ ならない。  

   

第６章  会計  

（事業年度） 第３６条  本組合の事業年度は、毎年４月１日に始まり、翌年３月３１日に終わる。  

  

（会計帳簿の作成） 第３７条  本組合は、規則第４３条から第４５条までに規定するところにより、適
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時に、正 確な会計帳簿を作成するものとする。  

  

（残余財産の処分） 第３８条  本組合の解散後の残余財産の処分は、本組合の事業に対して組合員がし

た負担 及び寄与の程度を勘案して、総会の決議により定める方法により行う。  

２  前項の規定にかかわらず、解散の目的が本組合の事業を承継する、一般社団法人、一般 財団法人、

公益社団法人又は公益財団法人の設立の場合にあっては、残余財産（組合の研 究開発に係る知的財産の

一切を含む。）を当該法人に承継するものとする。  

３  組織変更及び新設分割の場合にあっては、法令の規定によるものとする。  

４  第１項及び前項において勘案する組合員がした負担及び寄与の程度には、BIM ライブ ラリーコンソ

ーシアムにおける負担及び寄与の程度を含むものとする。  

  

  

第７章  雑則  

（公告方法） 第３９条  本組合の公告は、本組合の事務所の店頭に掲示する方法により行う。  

  

（規約） 第４０条  この定款に定めるもののほか、本組合の運営に関し必要な事項は、規約で定める。 

  

  

（顧問） 第４１条  本組合は、理事会の決議により、学識経験のある者を顧問とし、常時本組合の重 要

事項に関し助言を求めることができる。ただし、顧問は、本組合を代表することができ ない。  

  

（参事） 第４２条  本組合は、理事会の決議により、参事を選任し、主たる事務所において、本組合 の

業務を行わせることができる。  

  

（使用言語） 第４３条  本組合における使用言語は、日本語とする。  

   

  

付  則 （施行期日） １  この定款は、本組合の設立の登記の日から施行する。  

  

（設立当初の事務所の所在地） ２  本組合の設立当初の事務所の所在地は、東京都中央区新川１丁目２

４番８号に置く。  

  

（設立当初の役員） ３  本組合の設立当初の役員は、第１６条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

理 事 長  奥田 修一（一般財団法人建築保全センター 理事長）  

専務理事 寺本 英治（一般財団法人建築保全センター 理事）  
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時に、正 確な会計帳簿を作成するものとする。  

  

（残余財産の処分） 第３８条  本組合の解散後の残余財産の処分は、本組合の事業に対して組合員がし

た負担 及び寄与の程度を勘案して、総会の決議により定める方法により行う。  

２  前項の規定にかかわらず、解散の目的が本組合の事業を承継する、一般社団法人、一般 財団法人、

公益社団法人又は公益財団法人の設立の場合にあっては、残余財産（組合の研 究開発に係る知的財産の

一切を含む。）を当該法人に承継するものとする。  

３  組織変更及び新設分割の場合にあっては、法令の規定によるものとする。  

４  第１項及び前項において勘案する組合員がした負担及び寄与の程度には、BIM ライブ ラリーコンソ

ーシアムにおける負担及び寄与の程度を含むものとする。  

  

  

第７章  雑則  

（公告方法） 第３９条  本組合の公告は、本組合の事務所の店頭に掲示する方法により行う。  

  

（規約） 第４０条  この定款に定めるもののほか、本組合の運営に関し必要な事項は、規約で定める。 

  

  

（顧問） 第４１条  本組合は、理事会の決議により、学識経験のある者を顧問とし、常時本組合の重 要

事項に関し助言を求めることができる。ただし、顧問は、本組合を代表することができ ない。  

  

（参事） 第４２条  本組合は、理事会の決議により、参事を選任し、主たる事務所において、本組合 の

業務を行わせることができる。  

  

（使用言語） 第４３条  本組合における使用言語は、日本語とする。  

   

  

付  則 （施行期日） １  この定款は、本組合の設立の登記の日から施行する。  

  

（設立当初の事務所の所在地） ２  本組合の設立当初の事務所の所在地は、東京都中央区新川１丁目２

４番８号に置く。  

  

（設立当初の役員） ３  本組合の設立当初の役員は、第１６条の規定にかかわらず、次のとおりとする。 

理 事 長  奥田 修一（一般財団法人建築保全センター 理事長）  

専務理事 寺本 英治（一般財団法人建築保全センター 理事）  
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役員名簿 

                  令和２年 6月 9日 現在 

   

                     

役 職 氏 名 所属先及び役職 

理 事 長 奥田 修一 一般財団法人建築保全センター理事長 

専務理事 寺本 英治 一般財団法人建築保全センター理事・保全技術研究所長 

理  事 居谷 献弥 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 専務理事 

同 一ノ瀬雅之 
 
東京都立大学都市環境学部 准教授 

同 志手 一哉 芝浦工業大学建築学部建築学科 教授 

同 葉石 善一 元一般社団法人日本建設業連合会 常務理事 

同 安田 幸一 東京工業大学 環境・社会理工学院建築学系 教授 

同 山下 純一 一般社団法人 building SMART Japan 代表理事 

同 山本 康友 東京都立大学都市環境学部 客員教授 

監  事 羽山 眞一 一般社団法人公共建築協会 常務理事 
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資料３ 運用規約素案 

規約事項 2020年 3月 31日時点 

 
基本規約事項 

一般財団法人BIMライブラリー協議会（仮称）（以下、当法人という）が提供するBIMライブラリーWebサイ
ト（以下、当Webサイトという）を利用する者は、当Webサイトを利用する前に以下の基本規約事項（以下、本
事項という）等を守ることとする。 
 
第一条 定義 
１）「BIMオブジェクト」とは、BIMライブラリーコンソーシアムの定める標準仕様に準拠して作成された形状
および属性で構成され、建築設計、積算、施工、運用、維持管理に対応したデータを表し、建築向け製品の製

造会社もしくは BIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、または BIMライブラリーコンソーシア
ムで計画され作成されたものをいう。 

２）「BIMライブラリー」とは、BIMオブジェクトが集まったものをいう。 
３）「属性データ」とは、寸法、重量、機能、性能、仕様、取扱説明書等の各種情報を指す。 
４）「Webサイト利用者」とは当Webサイトを介してBIMライブラリーにアクセスする者をいう。 
５）「アカウント管理責任者」は当Webサイトを利用するためのアカウントの発行を申請し、Webサイト利用者
のアカウントを管理する者をいう。当該法人のWebサイト利用者の一が兼ねることが出来る。 

６）「ユーザー」とはWebサイト利用者およびWebサイト利用者を介してBIMオブジェクトを利用する全ての
者を指す。 

 
第二条 アカウント 
１）当Webサイトの利用を希望する企業、団体、教育機関等はアカウント管理責任者を定める。 
２）アカウント管理責任者は、当法人に所定の事項を登録して IDおよびパスワードの組み合わせ（以下、アカウ
ントという）の発行を申請する。当法人は申請者から入手した登録情報を基にアカウントを発行した時点で、

当Webサイトの使用許諾とする。 
３）アカウント管理責任者は当該アカウントの管理について一切の責任を負い、不正使用されないよう適切な処理

をする。 
４）Webサイト利用者は当該アカウントを用いて当Webサイトを介してBIMライブラリーにアクセスすること
ができる。 

５）アカウント管理責任者は、継続利用を希望しないときは当該アカウントの削除を申請することができる。当法

人はこの申請により、利用契約を解除し、当該アカウントを削除する。 
６）当法人は、Webサイト利用者が９条に定める禁止事項に該当した場合、当該アカウントに対するアクセス制限
またはアカウント削除等、必要な措置を講じるものとする。Webサイト利用者とアカウント管理責任者はこの
措置に対して何ら異議を述べない。 

 
第三条 利用の範囲 
１）Webサイト利用者は、BIMライブラリーから必要な BIMオブジェクトをダウンロードし、自身が作成する
建築プロジェクト等で使用することができる。 

２）Webサイト利用者は自身以外のユーザーに本規約を周知し、本規約に同意したユーザーは、Webサイト利用
者がダウンロードしたBIMオブジェクトを使用することができる。  
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役員名簿 

                  令和２年 6月 9日 現在 

   

                     

役 職 氏 名 所属先及び役職 

理 事 長 奥田 修一 一般財団法人建築保全センター理事長 

専務理事 寺本 英治 一般財団法人建築保全センター理事・保全技術研究所長 

理  事 居谷 献弥 一般社団法人日本建築士事務所協会連合会 専務理事 

同 一ノ瀬雅之 
 
東京都立大学都市環境学部 准教授 

同 志手 一哉 芝浦工業大学建築学部建築学科 教授 

同 葉石 善一 元一般社団法人日本建設業連合会 常務理事 

同 安田 幸一 東京工業大学 環境・社会理工学院建築学系 教授 

同 山下 純一 一般社団法人 building SMART Japan 代表理事 

同 山本 康友 東京都立大学都市環境学部 客員教授 

監  事 羽山 眞一 一般社団法人公共建築協会 常務理事 
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資料３ 運用規約素案 
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基本規約事項 

一般財団法人BIMライブラリー協議会（仮称）（以下、当法人という）が提供するBIMライブラリーWebサイ
ト（以下、当Webサイトという）を利用する者は、当Webサイトを利用する前に以下の基本規約事項（以下、本
事項という）等を守ることとする。 
 
第一条 定義 
１）「BIMオブジェクト」とは、BIMライブラリーコンソーシアムの定める標準仕様に準拠して作成された形状
および属性で構成され、建築設計、積算、施工、運用、維持管理に対応したデータを表し、建築向け製品の製

造会社もしくは BIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、または BIMライブラリーコンソーシア
ムで計画され作成されたものをいう。 

２）「BIMライブラリー」とは、BIMオブジェクトが集まったものをいう。 
３）「属性データ」とは、寸法、重量、機能、性能、仕様、取扱説明書等の各種情報を指す。 
４）「Webサイト利用者」とは当Webサイトを介してBIMライブラリーにアクセスする者をいう。 
５）「アカウント管理責任者」は当Webサイトを利用するためのアカウントの発行を申請し、Webサイト利用者
のアカウントを管理する者をいう。当該法人のWebサイト利用者の一が兼ねることが出来る。 

６）「ユーザー」とはWebサイト利用者およびWebサイト利用者を介してBIMオブジェクトを利用する全ての
者を指す。 

 
第二条 アカウント 
１）当Webサイトの利用を希望する企業、団体、教育機関等はアカウント管理責任者を定める。 
２）アカウント管理責任者は、当法人に所定の事項を登録して IDおよびパスワードの組み合わせ（以下、アカウ
ントという）の発行を申請する。当法人は申請者から入手した登録情報を基にアカウントを発行した時点で、

当Webサイトの使用許諾とする。 
３）アカウント管理責任者は当該アカウントの管理について一切の責任を負い、不正使用されないよう適切な処理

をする。 
４）Webサイト利用者は当該アカウントを用いて当Webサイトを介してBIMライブラリーにアクセスすること
ができる。 

５）アカウント管理責任者は、継続利用を希望しないときは当該アカウントの削除を申請することができる。当法

人はこの申請により、利用契約を解除し、当該アカウントを削除する。 
６）当法人は、Webサイト利用者が９条に定める禁止事項に該当した場合、当該アカウントに対するアクセス制限
またはアカウント削除等、必要な措置を講じるものとする。Webサイト利用者とアカウント管理責任者はこの
措置に対して何ら異議を述べない。 

 
第三条 利用の範囲 
１）Webサイト利用者は、BIMライブラリーから必要な BIMオブジェクトをダウンロードし、自身が作成する
建築プロジェクト等で使用することができる。 

２）Webサイト利用者は自身以外のユーザーに本規約を周知し、本規約に同意したユーザーは、Webサイト利用
者がダウンロードしたBIMオブジェクトを使用することができる。  
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第四条 利用状況の開示 
Webサイト利用者は、当Webサイトの利用状況をオブジェクト提供者に開示することに同意する。 
 
第五条 守秘義務 
当法人、オブジェクト提供者およびユーザーは、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘
密を、本事項の有効期間および本事項解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第六条 Webサイトの定期点検 
当法人は、Webサイト利用者が当Webサイトを継続的に利用できるため、当Webサイトの一時停止による定期
点検を行うものとする。定期点検を行う際には、事前にWebサイト利用者に周知するものとする。 
 
第七条 知的所有権の所在 
ユーザーは、BIMオブジェクトには著作権を含む知的財産権が当法人またはデータ提供者に帰属することを承知
の上で利用するものとする。 
 
第八条 不具合データの修正・更新 
１）ユーザーおよびオブジェクト提供者は、BIMライブラリーのBIMオブジェクトの内容に不具合を見つけた際
には、その事実を本法人にすみやかに知らせるものとする。 

２）当法人は、BIMライブラリーのBIMオブジェクトの内容に不具合があることが明らかになった際には、当該
BIMオブジェクトの公開停止等の措置を講ずることができる。 

 
第九条 禁止事項 
当法人は、ユーザーがBIMライブラリーの使用に際して以下の行為を行うことを禁止する。 
イ）法令または関連規約に反する行為 
ロ）知的財産権の侵害行為 
ハ）当WebサイトからダウンロードしたBIMオブジェクトを、当法人の許可無く不特定の者に配布する行為 
ニ）当Webサイトに対し、不正なデータ、虚偽情報および不正なプログラムを書き込む行為 
ホ）当法人、ユーザーおよびBIMオブジェクト提供者を誹謗中傷する行為 
ヘ）その他、公序良俗に反する行為 

 
第十条 免責 
１）当法人は、当Webサイトやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由またはユーザーの行
為に起因する事由でBIMライブラリーをWebサイト利用者が使用できなくなった場合、これに起因してユー
ザーが被った損害に対し責任を負わない。 

２）BIMライブラリー内のBIMオブジェクトに不具合があった場合も、当法人およびオブジェクト提供者はユー
ザーに対し責任を負わない。 

 
第十一条 個人情報 
当法人、オブジェクト提供者、ユーザーおよびWebサイト事業者は、当Webサイト利用に関連して相手方から
入手した個人情報（個人情報保護法 2条 1項に定められたものをいう。以下、「個人情報」という）について、当
Webサイト利用の目的の範囲で取り扱うものとし、その他の目的には使用しない。 
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第十二条 規約の変更 
当法人は、必要に応じ本事項の修正を行うことができる。修正を行う際はその事実をユーザーおよびオブジェク

ト提供者および当サイト事業者に知らせるものとする。 
 
第十三条 損害賠償 
ユーザーがBIMライブラリーの使用に際し、当法人に損害を与えた場合は、その損害を賠償するものとする。 

 
第十四条 規約の解除 
当法人またはオブジェクト提供者は以下の事由に基づき本事項を解除できるものとする。 
イ）当法人がBIMライブラリー提供の運営を断念し、その承継者が見つからない場合 
ロ）当法人およびオブジェクト提供者が、本事項の続行が不可能と認め、本事項違反など相当の事由がある場合 
 
第十五条 データの消去 
前条に基づき本事項を解除した場合、当法人は本Webサイト上のBIMライブラリーからオブジェクト提供者の

BIMオブジェクトを消去することとする。 
 
第十六条 裁判管轄 
本事項に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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第四条 利用状況の開示 
Webサイト利用者は、当Webサイトの利用状況をオブジェクト提供者に開示することに同意する。 
 
第五条 守秘義務 
当法人、オブジェクト提供者およびユーザーは、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘
密を、本事項の有効期間および本事項解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第六条 Webサイトの定期点検 
当法人は、Webサイト利用者が当Webサイトを継続的に利用できるため、当Webサイトの一時停止による定期
点検を行うものとする。定期点検を行う際には、事前にWebサイト利用者に周知するものとする。 
 
第七条 知的所有権の所在 
ユーザーは、BIMオブジェクトには著作権を含む知的財産権が当法人またはデータ提供者に帰属することを承知
の上で利用するものとする。 
 
第八条 不具合データの修正・更新 
１）ユーザーおよびオブジェクト提供者は、BIMライブラリーのBIMオブジェクトの内容に不具合を見つけた際
には、その事実を本法人にすみやかに知らせるものとする。 

２）当法人は、BIMライブラリーのBIMオブジェクトの内容に不具合があることが明らかになった際には、当該
BIMオブジェクトの公開停止等の措置を講ずることができる。 

 
第九条 禁止事項 
当法人は、ユーザーがBIMライブラリーの使用に際して以下の行為を行うことを禁止する。 
イ）法令または関連規約に反する行為 
ロ）知的財産権の侵害行為 
ハ）当WebサイトからダウンロードしたBIMオブジェクトを、当法人の許可無く不特定の者に配布する行為 
ニ）当Webサイトに対し、不正なデータ、虚偽情報および不正なプログラムを書き込む行為 
ホ）当法人、ユーザーおよびBIMオブジェクト提供者を誹謗中傷する行為 
ヘ）その他、公序良俗に反する行為 

 
第十条 免責 
１）当法人は、当Webサイトやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由またはユーザーの行
為に起因する事由でBIMライブラリーをWebサイト利用者が使用できなくなった場合、これに起因してユー
ザーが被った損害に対し責任を負わない。 

２）BIMライブラリー内のBIMオブジェクトに不具合があった場合も、当法人およびオブジェクト提供者はユー
ザーに対し責任を負わない。 

 
第十一条 個人情報 
当法人、オブジェクト提供者、ユーザーおよびWebサイト事業者は、当Webサイト利用に関連して相手方から
入手した個人情報（個人情報保護法 2条 1項に定められたものをいう。以下、「個人情報」という）について、当
Webサイト利用の目的の範囲で取り扱うものとし、その他の目的には使用しない。 
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第十二条 規約の変更 
当法人は、必要に応じ本事項の修正を行うことができる。修正を行う際はその事実をユーザーおよびオブジェク

ト提供者および当サイト事業者に知らせるものとする。 
 
第十三条 損害賠償 
ユーザーがBIMライブラリーの使用に際し、当法人に損害を与えた場合は、その損害を賠償するものとする。 

 
第十四条 規約の解除 
当法人またはオブジェクト提供者は以下の事由に基づき本事項を解除できるものとする。 
イ）当法人がBIMライブラリー提供の運営を断念し、その承継者が見つからない場合 
ロ）当法人およびオブジェクト提供者が、本事項の続行が不可能と認め、本事項違反など相当の事由がある場合 
 
第十五条 データの消去 
前条に基づき本事項を解除した場合、当法人は本Webサイト上のBIMライブラリーからオブジェクト提供者の

BIMオブジェクトを消去することとする。 
 
第十六条 裁判管轄 
本事項に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
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BIMオブジェクト利用規約 

 
BIMライブラリーコンソーシアム（以下、甲という）が提供するBIMライブラリーを利用する企業、団体、教
育機関（以下、乙という）は以下の規約を守るものとする。 
 
第一条 定義 
１）BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器
など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）からなる個々のデジタル・オブジェクト（以下、BIMオブジェ
クトという）で構成される。 

２）各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、
BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、その他からなる。設計者も自身の設計に合わ

せてオブジェクトを作成することがあるが、この利用規則では扱わない。 
３）BIMデータは、BIM関連のソフトウェアで作られるデータである。一般にBIMオブジェクトを含んでいる。 
４）知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この利

用規則ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 
５）ユーザーは、甲の提供する BIMライブラリーを使用する乙の職員または乙の職域内にいる BIM業務支援の
協力会社関係者を指す。 

 
第二条 アカウント 
１）甲が提供するBIMライブラリー（以下、BIMライブラリーという）の利用開始にあたり、乙は甲に所定の事
項を届けた上でアカウント発行を要望するものとする。甲は乙より入手した所定事項を BIMライブラリー運
営上に必要な範囲でのみ使用するものとする。 

２）乙は甲より発行されたアカウントを乙が決めた責任者の管理下におき、アカウントが不正使用されないように

する義務を負う。アカウントの発行をもって乙は利用規則を承諾したことになる。 
３）アカウントを使い、ユーザーは BIMライブラリーに無償でアクセスし必要な BIMオブジェクトをダウンロ
ードできる。 

４）乙が、BIMライブラリーを利用しなくなる際には、早急にアカウントの利用停止を甲に知らせるものとする。
甲はこの申し出により、当該アカウントを削除する。 

 
第三条 利用の範囲 
１）ユーザーは、BIMライブラリーから必要なBIMオブジェクトをダウンロードし、自身が作成するBIMデー
タ内で使用することができる。 

２）ユーザーはダウンロードしたBIMオブジェクトを自身の業務に必要な範囲に限りコピーすることができる。 
３）ユーザーは、BIM オブジェクトを甲に無断で修正して使用することはできない。ただし、パラメータ付きの

BIMオブジェクトでは、その許容されたパラメータ値を使用したBIMオブジェクトの利用は認められる。 
 
第四条 知的所有権の所在 
１）ユーザーは、BIM オブジェクトには著作権を含む知的財産権が甲または原データ提供者にあることを承知の

上で利用するものとする。 
２）ユーザーが、BIMオブジェクトを内包するBIMデータを第三者に提供する際には、BIMオブジェクトの内
包事実と知的財産権の所在も合わせて第三者に確実に知らせるものとする。  
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第五条 不具合データの修正・更新 
１）乙が BIMライブラリーの BIMオブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を甲にすみ
やかに知らせるものとする。  

２）甲は、甲自身または乙が見つけた BIMオブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、
その修正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 

３）BIM オブジェクトの原データの提供者が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、

甲は修正されたBIMオブジェクトの提供を受け更新するものとする。 
４）BIMライブラリーが更新された場合は、甲はその事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 
 
第六条 禁止事項 
乙は、ユーザーが BIM ライブラリーに使用に際して以下の行為を行わないように合理的な措置をとるものとす
る。 
イ）データの無断改変・修正・コピーなど、知的財産権の侵害行為 
ロ）ダウンロードした複数のBIMオブジェクトを、無断で別途に立ち上げたサーバーを介して第三者に有償また

は無償で提供する行為 
ハ）甲のBIMライブラリーのサーバーに対し、無断で不正なデータ、虚偽情報や不正なプログラムを書き込む行

為 
ニ）甲または乙を誹謗中傷する行為 
ホ）法律、条例などに反する行為 
ヘ）その他、公序良俗に反する行為 
 
第七条 免責 
１）甲は、サーバーやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由でBIMライブラリーを乙が使
用できなった場合、これに起因して乙が被った被害に対し責任を負わない。 

２）乙は、BIMオブジェクトを使用する際に注意を払って使うものとする。万一、BIMオブジェクトの内容が不
適切であった場合も、乙は甲に対し責任を問わない。 

 
第八条（個人情報） 
甲は、本件業務に関連して乙から入手した個人情報（個人情報保護法 2条 1項に定められたものをいう。以下、
「個人情報」という）について、本契約の目的の範囲で取り扱うものとし、その他の目的には使用しない。 
 
第九条 規約の変更 
甲は、必要に応じ利用規則の修正を行うことができる。その修正の事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 

 
第十条 損害賠償 
乙が BIM ライブラリーの使用に際し、甲に被害を与えたことが明らかな場合は、その損害を賠償するものとす
る。 
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BIMオブジェクト利用規約 

 
BIMライブラリーコンソーシアム（以下、甲という）が提供するBIMライブラリーを利用する企業、団体、教
育機関（以下、乙という）は以下の規約を守るものとする。 
 
第一条 定義 
１）BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器
など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）からなる個々のデジタル・オブジェクト（以下、BIMオブジェ
クトという）で構成される。 

２）各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、
BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、その他からなる。設計者も自身の設計に合わ

せてオブジェクトを作成することがあるが、この利用規則では扱わない。 
３）BIMデータは、BIM関連のソフトウェアで作られるデータである。一般にBIMオブジェクトを含んでいる。 
４）知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この利

用規則ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 
５）ユーザーは、甲の提供する BIMライブラリーを使用する乙の職員または乙の職域内にいる BIM業務支援の
協力会社関係者を指す。 

 
第二条 アカウント 
１）甲が提供するBIMライブラリー（以下、BIMライブラリーという）の利用開始にあたり、乙は甲に所定の事
項を届けた上でアカウント発行を要望するものとする。甲は乙より入手した所定事項を BIMライブラリー運
営上に必要な範囲でのみ使用するものとする。 

２）乙は甲より発行されたアカウントを乙が決めた責任者の管理下におき、アカウントが不正使用されないように

する義務を負う。アカウントの発行をもって乙は利用規則を承諾したことになる。 
３）アカウントを使い、ユーザーは BIMライブラリーに無償でアクセスし必要な BIMオブジェクトをダウンロ
ードできる。 

４）乙が、BIMライブラリーを利用しなくなる際には、早急にアカウントの利用停止を甲に知らせるものとする。
甲はこの申し出により、当該アカウントを削除する。 

 
第三条 利用の範囲 
１）ユーザーは、BIMライブラリーから必要なBIMオブジェクトをダウンロードし、自身が作成するBIMデー
タ内で使用することができる。 

２）ユーザーはダウンロードしたBIMオブジェクトを自身の業務に必要な範囲に限りコピーすることができる。 
３）ユーザーは、BIM オブジェクトを甲に無断で修正して使用することはできない。ただし、パラメータ付きの

BIMオブジェクトでは、その許容されたパラメータ値を使用したBIMオブジェクトの利用は認められる。 
 
第四条 知的所有権の所在 
１）ユーザーは、BIM オブジェクトには著作権を含む知的財産権が甲または原データ提供者にあることを承知の

上で利用するものとする。 
２）ユーザーが、BIMオブジェクトを内包するBIMデータを第三者に提供する際には、BIMオブジェクトの内
包事実と知的財産権の所在も合わせて第三者に確実に知らせるものとする。  
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第五条 不具合データの修正・更新 
１）乙が BIMライブラリーの BIMオブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を甲にすみ
やかに知らせるものとする。  

２）甲は、甲自身または乙が見つけた BIMオブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、
その修正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 

３）BIM オブジェクトの原データの提供者が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、

甲は修正されたBIMオブジェクトの提供を受け更新するものとする。 
４）BIMライブラリーが更新された場合は、甲はその事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 
 
第六条 禁止事項 
乙は、ユーザーが BIM ライブラリーに使用に際して以下の行為を行わないように合理的な措置をとるものとす
る。 
イ）データの無断改変・修正・コピーなど、知的財産権の侵害行為 
ロ）ダウンロードした複数のBIMオブジェクトを、無断で別途に立ち上げたサーバーを介して第三者に有償また

は無償で提供する行為 
ハ）甲のBIMライブラリーのサーバーに対し、無断で不正なデータ、虚偽情報や不正なプログラムを書き込む行

為 
ニ）甲または乙を誹謗中傷する行為 
ホ）法律、条例などに反する行為 
ヘ）その他、公序良俗に反する行為 
 
第七条 免責 
１）甲は、サーバーやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由でBIMライブラリーを乙が使
用できなった場合、これに起因して乙が被った被害に対し責任を負わない。 

２）乙は、BIMオブジェクトを使用する際に注意を払って使うものとする。万一、BIMオブジェクトの内容が不
適切であった場合も、乙は甲に対し責任を問わない。 

 
第八条（個人情報） 
甲は、本件業務に関連して乙から入手した個人情報（個人情報保護法 2条 1項に定められたものをいう。以下、
「個人情報」という）について、本契約の目的の範囲で取り扱うものとし、その他の目的には使用しない。 
 
第九条 規約の変更 
甲は、必要に応じ利用規則の修正を行うことができる。その修正の事実を乙に電子メールで知らせるものとする。 

 
第十条 損害賠償 
乙が BIM ライブラリーの使用に際し、甲に被害を与えたことが明らかな場合は、その損害を賠償するものとす
る。 
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第十一条 協議 
１）本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題

を解決するものとする。 
２）前項の解決策によっては規約を変更し、乙にその旨を電子メールで知らせるものとする。 
 
第十二条（裁判管轄） 
本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 
以上 
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BIMオブジェクト提供契約（主として対メーカー） 

 
一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、乙
が作成したBIMオブジェクトを甲に提供するに際して以下の契約を結ぶものとする。 
 
第一条 定義 
１）BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器
など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）を表す個別のデジタルデータ（以下、BIMオブジェクトという）
で構成される。 

２）各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、
BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、設計者が自社での利用のために作成したもの

などのうち、甲に提供されるものを指す。 
３）知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この契

約ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 
４）ユーザーは、甲の運営するBIMライブラリーに関して甲が使用許諾を与えた、会社や研究組織の職員、およ
び大学などの教育法人に属する教員およびその指導を受ける学生を指す。 

５）サーバーは、ユーザーがインターネットを介して BIMオブジェクトをアクセスできる機能を提供するコンピ
ュータ上の仕組みを指す。甲は、この仕組みを第三者のサーバー上に設定することがあるが、その場合も甲の

サーバーと称する。 
６）検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 
 
第二条 提供準備 
１）乙は、自身の提供するBIMオブジェクトを甲の指定する形式に沿うように作成または修正するものとする。 
２）乙は自身のBIMオブジェクトをユーザーが検索しやすくするため、甲の指定する形式に基づいた検索データ
をBIMオブジェクトとは別に作成するものとする。 

３）甲は、乙の提供する予定のBIMオブジェクトが甲の指定する形式に合致しているかどうかをユーザーに提供
する前に検査する事ができ、その合否を乙に知らせるものとする。 

４）前項に先立ち、乙は甲に対し、甲の検査方法を使って合否を自身で判定する手段を乙に提供する様に要望する

事ができる。 
５）乙は、BIM オブジェクトまたは検索データを甲の指定する形式で作成する際に問題が生じ解決が難しい場合

は、その問題内容を明示し、可能であれば修正案も提示するものとする。 
第三条 提供方法 
乙は甲に対し BIM オブジェクトと検索データを提供するに際し、以下のどちらかの方法を取るものとし、甲に
その方法を知らせるものとする。 
１）BIMオブジェクトおよび検索データを甲に提供し、甲のサーバー上にどちらも置く。 
２）BIMオブジェクトは乙のサーバーにおき、検索データのみを甲のサーバー上に置く。この場合、乙のオブジェ
クトは甲のサーバーを経由して乙のサーバーからアクセスされる。 
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第十一条 協議 
１）本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題

を解決するものとする。 
２）前項の解決策によっては規約を変更し、乙にその旨を電子メールで知らせるものとする。 
 
第十二条（裁判管轄） 
本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 
以上 
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BIMオブジェクト提供契約（主として対メーカー） 

 
一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、乙
が作成したBIMオブジェクトを甲に提供するに際して以下の契約を結ぶものとする。 
 
第一条 定義 
１）BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器
など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）を表す個別のデジタルデータ（以下、BIMオブジェクトという）
で構成される。 

２）各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、
BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、設計者が自社での利用のために作成したもの

などのうち、甲に提供されるものを指す。 
３）知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この契

約ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 
４）ユーザーは、甲の運営するBIMライブラリーに関して甲が使用許諾を与えた、会社や研究組織の職員、およ
び大学などの教育法人に属する教員およびその指導を受ける学生を指す。 

５）サーバーは、ユーザーがインターネットを介して BIMオブジェクトをアクセスできる機能を提供するコンピ
ュータ上の仕組みを指す。甲は、この仕組みを第三者のサーバー上に設定することがあるが、その場合も甲の

サーバーと称する。 
６）検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 
 
第二条 提供準備 
１）乙は、自身の提供するBIMオブジェクトを甲の指定する形式に沿うように作成または修正するものとする。 
２）乙は自身のBIMオブジェクトをユーザーが検索しやすくするため、甲の指定する形式に基づいた検索データ
をBIMオブジェクトとは別に作成するものとする。 

３）甲は、乙の提供する予定のBIMオブジェクトが甲の指定する形式に合致しているかどうかをユーザーに提供
する前に検査する事ができ、その合否を乙に知らせるものとする。 

４）前項に先立ち、乙は甲に対し、甲の検査方法を使って合否を自身で判定する手段を乙に提供する様に要望する

事ができる。 
５）乙は、BIM オブジェクトまたは検索データを甲の指定する形式で作成する際に問題が生じ解決が難しい場合

は、その問題内容を明示し、可能であれば修正案も提示するものとする。 
第三条 提供方法 
乙は甲に対し BIM オブジェクトと検索データを提供するに際し、以下のどちらかの方法を取るものとし、甲に
その方法を知らせるものとする。 
１）BIMオブジェクトおよび検索データを甲に提供し、甲のサーバー上にどちらも置く。 
２）BIMオブジェクトは乙のサーバーにおき、検索データのみを甲のサーバー上に置く。この場合、乙のオブジェ
クトは甲のサーバーを経由して乙のサーバーからアクセスされる。 
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第四条 使用許諾 
１）乙は、乙の作成したBIMオブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認
めるものとする。 

２）乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該
受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと

する。 
３）乙は、甲が乙から提供を受けた BIMオブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加
工して、新しいBIMオブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新
しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 

 
第五条 知的所有権の所在 
乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの
とする。 
１）甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 
２）ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に

明示する。 
３）乙は、前条３項により甲が加工した BIMオブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利
所在を含むように求めることができる。 

 
第六条 検索履歴 
甲は、乙からBIMオブジェクトの提供を受けた後は、〇ヶ月ごとに乙の提供するBIMオブジェクトに対する
検索履歴などのレポートを乙に提供するものとする。 
 
第七条 不具合データの修正・更新  
１）甲または乙が BIMライブラリーの BIMオブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を
乙または甲にすみやかに知らせるものとする。  

２）甲または乙は、見つかったBIMオブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、その修
正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 

３）乙が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、甲は修正された BIMオブジェクトの
提供を受け更新するものとする。 

 
第八条 責任範囲 
乙は甲に提供した BIM オブジェクトの瑕疵に起因して、ユーザーが損害を受けたとしても責任を負わない。ま
た甲もユーザーの損害に対する責任を負わない。甲は、ユーザーに対する規約にこの免責事項を含むものとする。 
 
第九条 契約の解除 
甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 
１）甲がBIMライブラリーの運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 
２）甲および乙が、本契約の続行が不可能と認める契約違反など、相当の事由がある場合。 

 

ー52ー

第十条 データの消去 
前条に基づき契約を解除した場合、甲は責任を持ってBIMライブラリーから乙のBIMオブジェクトを消去する
義務を負い、乙はその実施結果を確認するものとする。 
 
第十一条 守秘義務 
甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契
約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第十二条 期間 
本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面によ

る通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 
 
第十三条 協議 
本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を

解決する者とする。 
 
第十四条（裁判管轄）  
本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 
以上 
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第四条 使用許諾 
１）乙は、乙の作成したBIMオブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認
めるものとする。 

２）乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該
受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと

する。 
３）乙は、甲が乙から提供を受けた BIMオブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加
工して、新しいBIMオブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新
しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 

 
第五条 知的所有権の所在 
乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの
とする。 
１）甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 
２）ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に

明示する。 
３）乙は、前条３項により甲が加工した BIMオブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利
所在を含むように求めることができる。 

 
第六条 検索履歴 
甲は、乙からBIMオブジェクトの提供を受けた後は、〇ヶ月ごとに乙の提供するBIMオブジェクトに対する
検索履歴などのレポートを乙に提供するものとする。 
 
第七条 不具合データの修正・更新  
１）甲または乙が BIMライブラリーの BIMオブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を
乙または甲にすみやかに知らせるものとする。  

２）甲または乙は、見つかったBIMオブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、その修
正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 

３）乙が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、甲は修正された BIMオブジェクトの
提供を受け更新するものとする。 

 
第八条 責任範囲 
乙は甲に提供した BIM オブジェクトの瑕疵に起因して、ユーザーが損害を受けたとしても責任を負わない。ま
た甲もユーザーの損害に対する責任を負わない。甲は、ユーザーに対する規約にこの免責事項を含むものとする。 
 
第九条 契約の解除 
甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 
１）甲がBIMライブラリーの運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 
２）甲および乙が、本契約の続行が不可能と認める契約違反など、相当の事由がある場合。 
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第十条 データの消去 
前条に基づき契約を解除した場合、甲は責任を持ってBIMライブラリーから乙のBIMオブジェクトを消去する
義務を負い、乙はその実施結果を確認するものとする。 
 
第十一条 守秘義務 
甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契
約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第十二条 期間 
本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面によ

る通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 
 
第十三条 協議 
本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を

解決する者とする。 
 
第十四条（裁判管轄）  
本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 
以上 
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BIMオブジェクト作成・利用契約 

 
一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、乙
が作成したBIMオブジェクトを甲に提供するに際して以下の契約を結ぶものとする。 
 
第一条 定義 
１）BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器
など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）を表す個別のデジタルデータ（以下、BIMオブジェクトという）
で構成される。 

２）各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、
BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、設計者が自社での利用のために作成したもの

などのうち、甲に提供されるものを指す。 
３）知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この契

約ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 
４）ユーザーは、甲の運営するBIMライブラリーに関して甲が使用許諾を与えた、会社や研究組織の職員、およ
び大学などの教育法人に属する教員およびその指導を受ける学生を指す。 

５）サーバーは、ユーザーがインターネットを介して BIMオブジェクトをアクセスできる機能を提供するコンピ
ュータ上の仕組みを指す。甲は、この仕組みを第三者のサーバー上に設定することがあるが、その場合も甲の

サーバーと称する。 
６）検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 
 
第二条 提供準備 
１）乙は、自身のソフトウェアで使用できる BIMオブジェクトを甲の指定する形式に沿うように作成または修正
して提供するものとする。また、このBIMオブジェクトを自身のソフトウェアに組み込むこともできる。 

２）乙は自身のBIMオブジェクトをユーザーが検索しやすくするため、甲の指定する形式に基づいた検索データ
をBIMオブジェクトとは別に作成するものとする。 

３）乙は、甲が所有するBIMオブジェクトの検査ソフトを使って、作成または修正したBIMオブジェクトを検査
するものとする。 

４）乙は、BIM オブジェクトまたは検索データを甲の指定する形式で作成する際に問題が生じ解決が難しい場合

は、その問題内容を明示し、可能であれば修正案も提示するものとする。 
 
第三条 提供方法 
乙は甲に対し BIM オブジェクトと検索データを提供するに際し、以下のどちらかの方法を取るものとし、甲に
その方法を知らせるものとする。 
１）BIMオブジェクトおよび検索データを甲に提供し、甲のサーバー上にどちらも置く。 
２）BIMオブジェクトは乙のサーバーにおき、検索データのみを甲のサーバー上に置く。この場合、乙のオブジェ
クトは甲のサーバーを経由して乙のサーバーからアクセスされる。 
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第四条 使用許諾 
１）乙は、乙の作成したBIMオブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認
めるものとする。 

２）乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該
受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと

する。 
３）乙は、甲が乙から提供を受けた BIMオブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加
工して、新しいBIMオブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新
しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 

 
第五条 知的所有権の所在 
乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの
とする。 
１）甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 
２）ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に

明示する。 
３）乙は、前条３項により甲が加工した BIMオブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利
所在を含むように求めることができる。 

 
第六条 検索履歴 
甲は、乙からBIMオブジェクトの提供を受けた後は、〇ヶ月ごとに乙の提供するBIMオブジェクトに対する
検索履歴などのレポートを乙に提供するものとする。 
 
第七条 不具合データの修正・更新 
１）甲または乙が BIMライブラリーの BIMオブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を
乙または甲にすみやかに知らせるものとする。  

２）甲または乙は、見つかったBIMオブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、その修
正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 

３）乙が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、甲は修正された BIMオブジェクトの
提供を受け更新するものとする。 

 
第八条 責任範囲 
乙は甲に提供した BIM オブジェクトの瑕疵に起因して、ユーザーが損害を受けたとしても責任を負わない。ま
た甲もユーザーの損害に対する責任を負わない。甲は、ユーザーに対する規約にこの免責事項を含むものとする。 
 
第九条 契約の解除 
甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 
１）甲がBIMライブラリーの運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 
２）甲および乙が、本契約の続行が不可能と認める契約違反など、相当の事由がある場合。 
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BIMオブジェクト作成・利用契約 

 
一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、乙
が作成したBIMオブジェクトを甲に提供するに際して以下の契約を結ぶものとする。 
 
第一条 定義 
１）BIMライブラリーは、BIM関連のソフトウェアで用いられる建築的な意味を持った部位（窓、ドア、照明器
など）や素材（煉瓦、ブロック、パイプなど）を表す個別のデジタルデータ（以下、BIMオブジェクトという）
で構成される。 

２）各BIMオブジェクトは、建築向け製品の製造会社またはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、
BIM ライブラリーコンソーシアムで計画され作成されたもの、設計者が自社での利用のために作成したもの

などのうち、甲に提供されるものを指す。 
３）知的財産権には、建築的な著作権、製造物に対する特許、実用新案、発明などに関係する権利を含む。この契

約ではBIMオブジェクトに関する知的財産権を扱う。 
４）ユーザーは、甲の運営するBIMライブラリーに関して甲が使用許諾を与えた、会社や研究組織の職員、およ
び大学などの教育法人に属する教員およびその指導を受ける学生を指す。 

５）サーバーは、ユーザーがインターネットを介して BIMオブジェクトをアクセスできる機能を提供するコンピ
ュータ上の仕組みを指す。甲は、この仕組みを第三者のサーバー上に設定することがあるが、その場合も甲の

サーバーと称する。 
６）検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 
 
第二条 提供準備 
１）乙は、自身のソフトウェアで使用できる BIMオブジェクトを甲の指定する形式に沿うように作成または修正
して提供するものとする。また、このBIMオブジェクトを自身のソフトウェアに組み込むこともできる。 

２）乙は自身のBIMオブジェクトをユーザーが検索しやすくするため、甲の指定する形式に基づいた検索データ
をBIMオブジェクトとは別に作成するものとする。 

３）乙は、甲が所有するBIMオブジェクトの検査ソフトを使って、作成または修正したBIMオブジェクトを検査
するものとする。 

４）乙は、BIM オブジェクトまたは検索データを甲の指定する形式で作成する際に問題が生じ解決が難しい場合

は、その問題内容を明示し、可能であれば修正案も提示するものとする。 
 
第三条 提供方法 
乙は甲に対し BIM オブジェクトと検索データを提供するに際し、以下のどちらかの方法を取るものとし、甲に
その方法を知らせるものとする。 
１）BIMオブジェクトおよび検索データを甲に提供し、甲のサーバー上にどちらも置く。 
２）BIMオブジェクトは乙のサーバーにおき、検索データのみを甲のサーバー上に置く。この場合、乙のオブジェ
クトは甲のサーバーを経由して乙のサーバーからアクセスされる。 
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第四条 使用許諾 
１）乙は、乙の作成したBIMオブジェクトを、甲が運営するサーバーを介してユーザーが無償で使用する事を認
めるものとする。 

２）乙は、ユーザーが自身の受注した業務のために乙のBIMオブジェクトが含まれるBIMデータを作成し、当該
受注業務に関係する建築主、施工会社、施設管理会社などの第三者に渡す可能性があることを承知するものと

する。 
３）乙は、甲が乙から提供を受けた BIMオブジェクトを乙の所有していないソフトウェアでも使用できる様に加
工して、新しいBIMオブジェクトを作成することがあることを認めるものとする。この場合、乙は加工し新
しく作成したBIMオブジェクトの検証を求めることができる。 

 
第五条 知的所有権の所在 
乙は、BIMオブジェクトに対し著作権を含む知的財産権が乙にある事を主張する際は、以下の方法を取るもの
とする。 
１）甲にBIMオブジェクトを提供する際に、権利の所在を検索データに明示する。 
２）ユーザーが権利の所在を知るため、BIM オブジェクト内部にコメントを残す、必要に応じ乙のサーバー上に

明示する。 
３）乙は、前条３項により甲が加工した BIMオブジェクトを作成した場合、甲に対して前２項のどちらかの権利
所在を含むように求めることができる。 

 
第六条 検索履歴 
甲は、乙からBIMオブジェクトの提供を受けた後は、〇ヶ月ごとに乙の提供するBIMオブジェクトに対する
検索履歴などのレポートを乙に提供するものとする。 
 
第七条 不具合データの修正・更新 
１）甲または乙が BIMライブラリーの BIMオブジェクトの内容に不適切な部分を見つけた際には、その事実を
乙または甲にすみやかに知らせるものとする。  

２）甲または乙は、見つかったBIMオブジェクトの不適切部分を検証し、修正が必要と判断した場合は、その修
正結果をもってBIMライブラリーを更新するものとする。 

３）乙が、その製造する製品の改廃などにより原データを修正した場合も、甲は修正された BIMオブジェクトの
提供を受け更新するものとする。 

 
第八条 責任範囲 
乙は甲に提供した BIM オブジェクトの瑕疵に起因して、ユーザーが損害を受けたとしても責任を負わない。ま
た甲もユーザーの損害に対する責任を負わない。甲は、ユーザーに対する規約にこの免責事項を含むものとする。 
 
第九条 契約の解除 
甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 
１）甲がBIMライブラリーの運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 
２）甲および乙が、本契約の続行が不可能と認める契約違反など、相当の事由がある場合。 
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第十条 データの消去 
前条に基づき契約を解除した場合、乙の BIM オブジェクトのどのデータを消去するかを甲と相談するものとす
る。消去する場合、甲は責任を持ってBIMライブラリーから該当する乙のBIMオブジェクトを消去する義務を負
い、乙はその実施結果を確認するものとする。 
 
第十一条 守秘義務 
甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契
約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第十二条 期間 
本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面によ

る通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 
 
第十三条 協議 
本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を

解決する者とする。 
 
第十四条（裁判管轄）  
本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
 

以上 
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BIMライブラリー構築・運用契約 

 
一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、
甲がBIMオブジェクトを乙のサーバーを経由してユーザーへ提供するにあたり、甲が乙に委託する業務に関し
て、以下の契約を結ぶものとする。 
 
第一条 定義 
１）「BIMオブジェクト」とは、BIMライブラリーコンソーシアムの定める標準仕様に準拠して作成された形状
および属性で構成され、建築設計、積算、施工、運用、維持管理に対応したデータを表し、建築向け製品の

製造会社もしくはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、またはBIMライブラリーコンソーシ
アムで計画され作成されたものをいう。 

２）「BIMライブラリー」とは、BIMオブジェクトが集まったものをいう。 
３）「属性データ」とは、寸法、重量、機能、性能、仕様、取扱説明書等の各種情報を指す。 
４）「ユーザー」とはWebサイト利用者およびWebサイト利用者を介してBIMオブジェクトを利用する全ての
者を指す。 

５）サーバーは、ユーザーがインターネットを介してBIMオブジェクトにアクセスできる機能を提供する乙のコ
ンピュータ上の仕組みを指す。 

６）検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 
７）メニューとは、ユーザーがインターネットを介してBIMライブラリー上のBIMオブジェクトを閲覧、検
索、ダウンロードおよびアップロードを行う機能を提供する仕組みを指す。 

 
第二条 委託する業務と確認 
１）乙は、甲が企図したサーバー上のメニューおよびBIMライブラリーを甲と協議の上で構築する業務、および

BIMオブジェクトのBIMライブラリーへの初期登録業務を、甲から委託され受託する。この際、乙はまず
協議に基づき仕様書を作成するものとする。乙は自身が以前から所有していたサーバー上の機能を基にして

メニューおよびBIMライブラリーを構築することもできるが、甲にその範囲と内容を事前に伝えるものし、
仕様書にも明示するものとする。 

２）乙は、構築されたメニューおよびBIMライブラリーを甲およびユーザーが使用できる環境を契約期間の間、
維持する業務を甲から委託され受託する。この期間中にBIMオブジェクトをBIMライブラリーに登録また
は変更する業務は、原則として甲またはユーザーが行うものとする。 

３）甲は委託期間の間に、BIMライブラリーの維持に必要なソフトを乙に提供することがある。この場合、乙は
サーバー上でそのソフトをユーザーが使用できる機能を設定するものとする。 

４）乙は第二項の業務期間中に、ユーザーのBIMライブラリーの検索の際に、乙のサーバー上のメニューを経由
してユーザーのアクセスがBIMオブジェクトを提供する会社のサイトへ及ぶ事がある事、およびそのための
機能を初期構築の際に付加する事を承諾するものとする。 

５）万一、契約が解除された場合には、乙は甲に対して、６０日以内に仕様書およびBIMライブラリーおよびメ
ニューのバックアップを甲が読み取れる形式で渡すものとする。 

６）乙は、甲から委託された業務を第三者に再委託してはならない。 
 
第三条 報酬 
１）甲は乙に対し、初期の環境構築費用として、〇〇〇万円を完了時までに契約時と業務完了時の２回に分けて
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第十条 データの消去 
前条に基づき契約を解除した場合、乙の BIM オブジェクトのどのデータを消去するかを甲と相談するものとす
る。消去する場合、甲は責任を持ってBIMライブラリーから該当する乙のBIMオブジェクトを消去する義務を負
い、乙はその実施結果を確認するものとする。 
 
第十一条 守秘義務 
甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契
約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第十二条 期間 
本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面によ

る通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 
 
第十三条 協議 
本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を

解決する者とする。 
 
第十四条（裁判管轄）  
本契約に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 
 

以上 
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BIMライブラリー構築・運用契約 

 
一般社団法人BIMライブラリー協議会（仮称：以下、甲と称する）と〇〇株式会社（以下、乙と称する）は、
甲がBIMオブジェクトを乙のサーバーを経由してユーザーへ提供するにあたり、甲が乙に委託する業務に関し
て、以下の契約を結ぶものとする。 
 
第一条 定義 
１）「BIMオブジェクト」とは、BIMライブラリーコンソーシアムの定める標準仕様に準拠して作成された形状
および属性で構成され、建築設計、積算、施工、運用、維持管理に対応したデータを表し、建築向け製品の

製造会社もしくはBIMソフトウェアのベンダーから提供されるもの、またはBIMライブラリーコンソーシ
アムで計画され作成されたものをいう。 

２）「BIMライブラリー」とは、BIMオブジェクトが集まったものをいう。 
３）「属性データ」とは、寸法、重量、機能、性能、仕様、取扱説明書等の各種情報を指す。 
４）「ユーザー」とはWebサイト利用者およびWebサイト利用者を介してBIMオブジェクトを利用する全ての
者を指す。 

５）サーバーは、ユーザーがインターネットを介してBIMオブジェクトにアクセスできる機能を提供する乙のコ
ンピュータ上の仕組みを指す。 

６）検索とは、ユーザーがサーバー上でBIMオブジェクトを探す行為を指す。 
７）メニューとは、ユーザーがインターネットを介してBIMライブラリー上のBIMオブジェクトを閲覧、検
索、ダウンロードおよびアップロードを行う機能を提供する仕組みを指す。 

 
第二条 委託する業務と確認 
１）乙は、甲が企図したサーバー上のメニューおよびBIMライブラリーを甲と協議の上で構築する業務、および

BIMオブジェクトのBIMライブラリーへの初期登録業務を、甲から委託され受託する。この際、乙はまず
協議に基づき仕様書を作成するものとする。乙は自身が以前から所有していたサーバー上の機能を基にして

メニューおよびBIMライブラリーを構築することもできるが、甲にその範囲と内容を事前に伝えるものし、
仕様書にも明示するものとする。 

２）乙は、構築されたメニューおよびBIMライブラリーを甲およびユーザーが使用できる環境を契約期間の間、
維持する業務を甲から委託され受託する。この期間中にBIMオブジェクトをBIMライブラリーに登録また
は変更する業務は、原則として甲またはユーザーが行うものとする。 

３）甲は委託期間の間に、BIMライブラリーの維持に必要なソフトを乙に提供することがある。この場合、乙は
サーバー上でそのソフトをユーザーが使用できる機能を設定するものとする。 

４）乙は第二項の業務期間中に、ユーザーのBIMライブラリーの検索の際に、乙のサーバー上のメニューを経由
してユーザーのアクセスがBIMオブジェクトを提供する会社のサイトへ及ぶ事がある事、およびそのための
機能を初期構築の際に付加する事を承諾するものとする。 

５）万一、契約が解除された場合には、乙は甲に対して、６０日以内に仕様書およびBIMライブラリーおよびメ
ニューのバックアップを甲が読み取れる形式で渡すものとする。 

６）乙は、甲から委託された業務を第三者に再委託してはならない。 
 
第三条 報酬 
１）甲は乙に対し、初期の環境構築費用として、〇〇〇万円を完了時までに契約時と業務完了時の２回に分けて
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支払うものとする。甲は、乙から業務が完了した旨の連絡を受けた後、メニューおよびBIMライブラリーが
甲の企図した通りに構築されたか確認するものとする。 

２）甲は、乙に対し、BIMライブラリーサーバーの維持管理費用として、年〇〇〇万円を毎年、双方で合意した
月の月末までに支払うものとする。 

３）BIMライブラリーサーバー内のBIMライブラリー容量が当初予定した容量を大きく超えた際は、甲乙は協
議の上で前項の費用を見直すものとする。 

 
第四条 管理者 
乙は、甲の委託した第二条の業務を実行するにあたり、業務の管理者を決め、甲に知らせるもととする。管理者

は甲からの問い合わせ、および業務遂行上の問題確認とその解決に責任を持ってあたることとする。 
 
第五条 ユーザー 
１）甲は、乙に対し新規ユーザーに関する情報を適宜、知らせるものとし、乙はそのユーザーがBIMライブラリ
ーにアクセスできるように図るものとする。 

２）BIMライブラリーに関するユーザーの権利は、甲が提供する情報に基づき乙は以下のどれかに設定するもの
とする。 
イ）BIMライブラリー上のすべてのオブジェクトの検索と読み取り 
ロ）BIMライブラリー上のすべてのオブジェクトの検索と読み取り、更新、書き込み 
ハ）自身の提供するBIMオブジェクトに対する検索と読み取り、更新、書き込み、または提供した以外の

BIMオブジェクトの検索と読み取り 
 
第六条 アクセスの監視 
１）乙は、BIMオブジェクトに対するアクセス情報を収集し、〇ヶ月毎に甲に指定された形式のレポートデータ
として知らせるものとする。 

２）乙は、BIMオブジェクトに対し、ユーザーが不正に更新または書き込みをした場合、または不明なユーザー
がBIMライブラリーにアクセスした場合は、速やかにその事実を甲に知らせると共に、そのユーザーのアク
セスを拒否するなど適切な措置をとるものとする。 

 
第七条 知的所有権の所在 
１）乙は、BIMオブジェクトには甲または別の作者の著作権を含む知的財産権がある事を承知し、その保護に努
めるものとする。また、乙はBIMオブジェクトに対する権利を主張しない。 

２）乙は、BIMライブラリーをアクセスするために作成したメニューおよび機能に対し、甲および乙の知的財産
権がある事を承知するものとする。ただし、乙が甲との契約前から所有していた機能に関しては、その範囲

と内容を甲に明示し、甲の権利が制限される可能性がある事を知らせるものとする。 
 
第八条 免責 
１）甲および乙は、当Webサイトやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由またはユーザー
の行為に起因する事由でBIMライブラリーをユーザーが使用できなくなった場合、これに起因してユーザー
が被った損害に対し責任を負わない。 

２）甲および乙はBIMライブラリー内のBIMオブジェクトに不具合があった場合もユーザーに対し責任を負わ
ない。 
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３）甲は、ユーザーと結ぶ規約に第一項および第二項を明示するものとする。 
 
第九条 サーバーのダウン対策 
１）乙は、BIMライブラリーのサーバーが機能不全になる場合に備え、BIMライブラリーおよびメニューのバッ
クアップを取るものとする。バックアップの仕組みおよび期間は仕様書で定めるものとする。 

２）通常の運用時に万一、BIMライブラリーのサーバーがダウンした場合は、速やかに甲にその事実を知らせる
と共に、早急な復旧に努めるものとする。 

３）地震、天災などやむを得ない事情により、サーバーがダウンした場合は、早期復旧に向け甲と乙は相談して

対応するものとする。 
 
第十条 契約の解除 
１）甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 
イ）甲がBIMライブラリー提供の運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 
ロ）甲または乙に契約違反などの事由があり、相手方に相当期間を定めて催告してもなお是正されない場

合。 
２）契約解除が年度途中である場合、維持管理委託費用を月割りした残額を甲乙双方で相談の上、解約金または

違約金を含んで精算するものとする。 
 
第十一条データの消去 
前条に基づき契約を解除した場合、乙は、第二条３項の作業をした後、責任を持ってBIMライブラリーから

BIMオブジェクトを消去する義務を負い、甲はその実施結果を確認するものとする。 
 
第十二条守秘義務 
甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契
約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第十三条期間 
本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面による

通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 
 
第十四条協議 
本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を解

決するものとする。 
 
第十五条裁判管轄 
本事項に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

以上 
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支払うものとする。甲は、乙から業務が完了した旨の連絡を受けた後、メニューおよびBIMライブラリーが
甲の企図した通りに構築されたか確認するものとする。 

２）甲は、乙に対し、BIMライブラリーサーバーの維持管理費用として、年〇〇〇万円を毎年、双方で合意した
月の月末までに支払うものとする。 

３）BIMライブラリーサーバー内のBIMライブラリー容量が当初予定した容量を大きく超えた際は、甲乙は協
議の上で前項の費用を見直すものとする。 

 
第四条 管理者 
乙は、甲の委託した第二条の業務を実行するにあたり、業務の管理者を決め、甲に知らせるもととする。管理者

は甲からの問い合わせ、および業務遂行上の問題確認とその解決に責任を持ってあたることとする。 
 
第五条 ユーザー 
１）甲は、乙に対し新規ユーザーに関する情報を適宜、知らせるものとし、乙はそのユーザーがBIMライブラリ
ーにアクセスできるように図るものとする。 

２）BIMライブラリーに関するユーザーの権利は、甲が提供する情報に基づき乙は以下のどれかに設定するもの
とする。 
イ）BIMライブラリー上のすべてのオブジェクトの検索と読み取り 
ロ）BIMライブラリー上のすべてのオブジェクトの検索と読み取り、更新、書き込み 
ハ）自身の提供するBIMオブジェクトに対する検索と読み取り、更新、書き込み、または提供した以外の

BIMオブジェクトの検索と読み取り 
 
第六条 アクセスの監視 
１）乙は、BIMオブジェクトに対するアクセス情報を収集し、〇ヶ月毎に甲に指定された形式のレポートデータ
として知らせるものとする。 

２）乙は、BIMオブジェクトに対し、ユーザーが不正に更新または書き込みをした場合、または不明なユーザー
がBIMライブラリーにアクセスした場合は、速やかにその事実を甲に知らせると共に、そのユーザーのアク
セスを拒否するなど適切な措置をとるものとする。 

 
第七条 知的所有権の所在 
１）乙は、BIMオブジェクトには甲または別の作者の著作権を含む知的財産権がある事を承知し、その保護に努
めるものとする。また、乙はBIMオブジェクトに対する権利を主張しない。 

２）乙は、BIMライブラリーをアクセスするために作成したメニューおよび機能に対し、甲および乙の知的財産
権がある事を承知するものとする。ただし、乙が甲との契約前から所有していた機能に関しては、その範囲

と内容を甲に明示し、甲の権利が制限される可能性がある事を知らせるものとする。 
 
第八条 免責 
１）甲および乙は、当Webサイトやネットワークの不具合およびこれに起因すると思われる事由またはユーザー
の行為に起因する事由でBIMライブラリーをユーザーが使用できなくなった場合、これに起因してユーザー
が被った損害に対し責任を負わない。 

２）甲および乙はBIMライブラリー内のBIMオブジェクトに不具合があった場合もユーザーに対し責任を負わ
ない。 
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３）甲は、ユーザーと結ぶ規約に第一項および第二項を明示するものとする。 
 
第九条 サーバーのダウン対策 
１）乙は、BIMライブラリーのサーバーが機能不全になる場合に備え、BIMライブラリーおよびメニューのバッ
クアップを取るものとする。バックアップの仕組みおよび期間は仕様書で定めるものとする。 

２）通常の運用時に万一、BIMライブラリーのサーバーがダウンした場合は、速やかに甲にその事実を知らせる
と共に、早急な復旧に努めるものとする。 

３）地震、天災などやむを得ない事情により、サーバーがダウンした場合は、早期復旧に向け甲と乙は相談して

対応するものとする。 
 
第十条 契約の解除 
１）甲または乙は以下の事由に基づき本契約を解除できるものとする。 
イ）甲がBIMライブラリー提供の運営を断念し、その承継者が見つからない場合。 
ロ）甲または乙に契約違反などの事由があり、相手方に相当期間を定めて催告してもなお是正されない場

合。 
２）契約解除が年度途中である場合、維持管理委託費用を月割りした残額を甲乙双方で相談の上、解約金または

違約金を含んで精算するものとする。 
 
第十一条データの消去 
前条に基づき契約を解除した場合、乙は、第二条３項の作業をした後、責任を持ってBIMライブラリーから

BIMオブジェクトを消去する義務を負い、甲はその実施結果を確認するものとする。 
 
第十二条守秘義務 
甲および乙は、BIMオブジェクトの提供に関して知り得た相手方の業務上の秘密を、本契約の有効期間および契
約解除後も第三者に漏らし、または利用してはならない。 
 
第十三条期間 
本契約の有効期間は締結日より三年間とする。ただし、当該期間満了日の一ヶ月前までに相手方に対し書面による

通知が無い場合は、同一内容をもって期間を一年間延長するものとし、以降も同様とする。 
 
第十四条協議 
本規約に定めのない事項および各条項の解釈に疑義が生じた場合は、甲と乙は誠意をもって協議し、その問題を解

決するものとする。 
 
第十五条裁判管轄 
本事項に関し裁判上の紛争が生じたときには、東京地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

以上 
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資料４ 

BIM オブジェクトライブラリの拡充と法適合判定等に必要な情報連携手法の開発 

エクゼクティブサマリ 

 

業務１のまとめ 

業務１-1：既存の BIMオブジェクトライブラリデータに係る調査 

 建築設計等の実務に供される既存の BIMオブジェクトの整備状況について、設計事務所、ゼ

ネコン、ソフトベンダーに対し、「建築意匠設計」「建築構造設計」「設備設計」「建築施工」

「設備施工」「建築系メーカー」「設備件メーカー」「BIMベンダー」という 8つの回答者分類

にアンケート調査を依頼した。 

 

有効回答数 100のデータを分析し、各社の利用状況、対応状況がある程度把握出来た。 

各社で共通した問題点を上げるとするならば、業界に共通したルールがないため、属性情報

の項目が各社によってバラバラであることが挙げられる。そのため、今後、統一化が出来るな

らば、あらゆる問題点が解消されるという意見もあった。その標準化では、日本の基準を改め

て作るのではなく、既に海外で普及している国際基準を参考にして日本の産業に適合するよう

なカスタマイズを施すことも重要である。 

BIMの活用にあたってのワークフローにおいては、企画から基本設計、実施設計、施工、維持

管理までデータを一気通貫で利用することは容易ではないが、そのための環境整備として属性

情報の共通化が肝要である。建設に関わる全ての企業が共通化されたルールの元に属性情報を

運用していけば、建設プロセスの効率化に大きく寄与すると考えられる。 

 

業務 1-2：BIMオブジェクトライブラリデータ形状・属性情報に係る仕様案の確定 

 実用化段階の整備に必要な仕様案を確定するために、BLC-BIMオブジェクト標準（Version1.0）

に定義した属性項目、データ型を入力した BIM オブジェクトを試作した。加えて、BIM ソフト

ウェアの仕様に合わせてシステムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトごとにパラメー

タ付与方法について整理をした。 

 

業務 1-3：部位・部品を代表するライブラリデータの作成 

 2018年度業務で作成した BIM オブジェクトを拡充するための、部位・部品を代表する BIM オ

ブジェクトを作成した。 

 BIMのオブジェクトに関して、2018年度までの一義的な「オブジェクト」という理解から今

年度は BIMソフトの特性を鑑みたオブジェクトの分類を行った。 

ARCHICAD、Vectorworks に関するオブジェクトの配信についてはそれ単体を配信することは

運用上または技術的に、Revit に関するジェネリックオブジェクトを配信することは運用上困

難なため、それ以外の配信方法を検討する必要があり、今年度の PRISMでは BLCJパラメータを
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プロジェクトファイル内に設定するインポータ（アドオン）の検討も併せて行った。 

従来は、オブジェクトを多数集めるライブラリを想定していたが、特に建築において、イン

ポータによって標準化を図る方法を併用することで、ライブラリに格納するオブジェクトを減

らすことが今後の有力な選択肢となった。 

 

 種類については、「窓」「ドア」「壁」「天井」「床」「キッチン」「洗面化粧台」「バスユ

ニット」「エレベータ」「エスカレータ・動く歩道」の 10種類とし、Revitのコンポーネント

ファミリを想定して検証するオブジェクトの種類を具体にリストアップした。 

業務 1-4：試作対象となる部位・部品の個別具体のライブラリデータ作成環境の調査 

部位・部品を代表する BIM オブジェクトに対応する、個別具体の BIMオブジェクトについて、

部位・部品の製造者の対応状況について調査を行った。 

 

 調査の結果、どの職種においても、基本設計と実施設計でのオブジェクトの利用が多いこと、

設備施工では、機械設備において、メーカー系オブジェクトの利用度が高いことが把握できた。 

オブジェクトとして、１つの製品で、他の部材と関係なく、性能を明示できる設備系機械設

備（冷凍機、熱源機等）はメーカーオブジェクトとして、数が増えると思われる。仮に FMが BIM

オブジェクトを利用することで実施されるようになると、建築設備機器の BIM情報の整備は必

要となると思われ、その時は、メーカー系オブジェクトのニーズが増すと推測される。 

 

業務２のまとめ 

業務 2-1 データ配信環境に必要となる情報システムの要件、技術的仕様案の確定 

 「2-1-1前年度調査結果の整理」では、前年度検討した 24の要件を整理し手示した。 

 「2-1-2 実用化に向けた考慮事項」では、実用化への考慮のポイントとしては次の 3 項目を

挙げて前年度の 24の要件を見直し、第 1段階には 16項目の機能要件、第 2段階、第 3段階は

各々1項目の機能要件に整理した。 

① BIMライブラリに要求する機能であるか 

② 段階的開発を前提とした場合、第一段階で必要か、それ以降か 

③ ＢＩＭライブラリの機能か、その他要件か 

「2-1-3機能要件書」では委託先との業務区分のもと、効率的に機能要件書(RFP)を作成した。 

機能要件書を用いて開発者の公募を行うスケジュールの検討を行った。 

 

業務 2-2効率的な BIM オブジェクトライブラリデータ配信環境の検討 

「2-2-1企業の個別・具体の BIMオブジェクトライブラリデータの状況」として業務 1での

アンケート結果を別の視点から考察しているが、今後量的な過不足に関しても分析ができると

考えている。 
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 「2-2-2API方式等の整理と適用に関する考察」では API方式に関する資料を整理して、定

義やメリットを把握した。またアンケート結果では、2割程度の企業が条件寄っては、ふるい

はすぐに提供できると回答があり、検討するも含めると約半数が可能性がある。 

 したがって、単に作成に注力するだけでく、これらの BIMオブジェクト資源を活用して、効

率的な BIMに繋げる事も探るべきであると考える。 

 

業務 2-3 BIMオブジェクトライブラリデータの配信環境の改良 

昨年度開発した試作ライブラリを改良し、次の段階に繋げられることを行った。 

 

業務３のまとめ 

業務 3-1建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討のまとめ 

 現状を把握する必要があるため、建築審査機関でのヒアリングを踏まえて、既に行われてい

るＢＩＭを活用した確認申請事例を調査し、その課題などについての整理検討を行った。 

その結果、建築関係規定の確認において、現状では、ＢＩＭを使用する場合と使用しない場

合に、それほどの差異は見受けられないと考えられる。しかしながら、図面相互間の整合性や

明示事項の確認審査には、ＢＩＭを活用した場合には整合の一致や省力化に役立っていること

がわかった。 

 今後、ＢＩＭを活用しての建築確認審査で行うには、①ＢＩＭデータが軽いこと、②ＢＩＭ

データに加筆修正が加えられないこと、③ＢＩＭ運用のシステム操作が簡易であること、④図

面とＢＩＭデータが一体化しており、必要な情報が簡単に閲覧できること、⑤建築確認審査機

関にとっての必要な情報のみが表示されることなどが必要であることが挙げられる。 

  

大臣認定されている防耐火構造、防火材料、防火設備等についての帳簿についても、（一社）

建築性能基準推進協会からヒアリングした。認定材料などは、認定番号ごとに、付番方法が決

められており、構造においては、構造種別、時間、部位と、さらに対象品目別の認定番号を付

与することで、その内容がわかるようになっている。また、認定では、多様な材料や構造など

を、各会社別の区分けをしてあることもわかった。 

 

 このように、建築確認申請に伴う必要な図面表現の整理や属性情報の整理を進めることが重

要であり、使用頻度の高い凡例についても、確認申請審査機関がわかり易い表現が必要なこと

や確認申請図面についても、ＢＩＭを活用することで、提出図面枚数の削減が繋がっていくこ

とがわかった。このような検討の結果、今後、ＢＩＭオブジェクトデータの入出力情報の整理、

図記号表現やパラメータの標準化が必要と考えられる。 

 

業務 3-2積算及び工事仕様に係る情報との連携手法の検討 

積算及び工事仕様に係る情報と、ＢＩＭオブジェクトライブラリ―データの属性情報との連

ー62ー

携についての検討を行った。海外におけるＩＳＯ12006-2に準拠して作成された OmniClass(主

として米国、カナダ、オーストラリアで利用)や Uniclass2015(主として英国などで利用)を踏

まえて、公共建築工事標準仕様書との検証を行った。 

具体的には、積算に係るコード類の情報と建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事

項との連携について可能であるかを確認するため、現状の仕様書を分析した。 
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1 業務の目的及び概要 

1-1 業務の名称 

 

 「BIM オブジェクトライブラリの拡充と法適合判定等に必要な情報連携手法の開発」 

 

1-2 業務の目的 

 

本業務は、平成 31 年度に国立研究開発法人建築研究所で実施している指定研究課題「熟練技術者・技

能者の減少を克服する建築の合理的品質管理体系に関する研究」を含む建設産業の情報連携の確立とそ

の発展として情報プラットフォームを視野に入れた、官民研究開発投資拡大プログラム（PRISM）課題「国

１：i-Construction の推進」の中の「建築プロジェクト管理を省力化、高度化する BIM データ活用」の

検討に位置付けられ、施工出来形と設計との整合確認を自動化し省力化させ、設計、施工管理に関する情

報を共有化し、行政手続き等の作業を簡素化するとともに、適切な維持管理を支えるシステムを構築す

ることを目的としている。 

 

1-3 業務の概要 

 

 本業務は、平成 30 年度「BIM オブジェクトライブラリの運用システムの試作検討業務」（以下、「過年

度業務」）の成果を踏まえ、BIM オブジェクトライブラリを実用に供するために必要な BIM オブジェクト

データの拡充、配信環境等の具体的な技術的仕様の検討、運用可能なシステムの改良及び建築の法適合

に係る情報、積算に係る情報及び工事仕様に係る情報との連携に関する技術的仕様の検討を行う者で、

具体的な業務内容は以下のとおりである。 

 ただし、業務容量所に示す BIM オブジェクトライブラリデータは、以下では BIM オブジェクトとして

いる。なお業務においては内容を鑑みて BIM オブジェクトライブラリとしている。 

 

□業務１ 「BIM オブジェクトの拡充」 

業務 1-1 既存の BIM オブジェクトに係る調査 

 

BIM オブジェクトの形状・属性情報に係る仕様の確定の参考とするため、設計事務所、総合建設業、

ソフトウェアベンダにおいて、建築設計等の実務に供される既存の BIM オブジェクトの整備状況につ

いて調査を行う。 

調査の対象は、設計事務所、総合建設業、ソフトウェアベンダ各 2 者程度以上とし、下記の事項に

関わる内容について調査を行う。 

・対象とする BIM オブジェクトの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

  ・ 保有する BIM オブジェクトの点数 

・BIM オブジェクトとしての提供の可否 
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業務 1-2 BIM オブジェクトの形状・属性情報に係る仕様案の確定 

 

BIM オブジェクトの拡充にあたり、BIM オブジェクトの形状情報、属性情報について、過年度業務

のデータ仕様について、実用化段階における整備に必要な下記事項に係る仕様案を確定する。 

・BIM オブジェクトのデータサイズ 

・BIM オブジェクトのデータ形式 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報項目の構成 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報のデータ型 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報を補完する外部参照データ 

形状・属性情報に係る仕様の定義は、BIM オブジェクト標準と整合するよう、要件定義書として取り

まとめる。 

 

業務 1-3 部位・部品を代表する BIM オブジェクの作成 

 

過年度業務で作成した BIM オブジェクトを拡充するための、部位・部品を代表する BIM オブジェク

トを作成する。 

ここで、部位・部品を代表する BIM オブジェクトとは、当該部位・部品について、個別の製造者や

製品を特定することなく、当該部位・部品の機能、性能、形状等に係る設計上の意図を明示することを

目的として、BIM モデル上に表現するために供される BIM オブジェクトのデータを指す。試作対象と

なる部位・部品を代表する BIMオブジェクトは、1-2 で確定したオブジェクト仕様を満たすものとし、

下記に示す対象、個数を標準とする。 

 

・建築意匠設計で使用する部位・部材・機器類、50 個 

・建築設備設計で使用する部位・部材・機器類、100 個 

 

また、属性情報項目に収蔵する属性値については、当該部位・部品の機能、性能、形状等に関する設

計上の意図の表現例として、収蔵するものとする。 

ライブラリデータの作成時および、作成された BIM オブジェクトが要件定義書の内容を満たすか否

かについての確認を行うために供するソフトウェアは、下記のソフトウェアのいずれかを用いること

を原則とする。 

 

・ オートデスク株式会社：「REVIT」（Revit 2017 以降） 

・ グラフィソフトジャパン株式会社：「ARCHICAD」（ARCHICAD19 以降） 

・ 福井コンピュータアーキテクト株式会社：「GLOOBE」（GLOOBE2017 以降） 

・ エーアンドエー株式会社：「Vectorworks」(Vectorworks2017 以降) 

・ 株式会社 NYK システムズ：「Rebro」（Rebro2017 以降） 

・ 株式会社ダイテック：「CADWe'll Tfas」(CADWe'll Tfas 9 以降) 
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業務 1-4 試作対象となる部位・部品の個別具体の BIM オブジェクト作成環境の調査 

 

業務 1-3 で作成した部位・部品を代表する BIM オブジェクトに対応する、個別具体の BIMオブジェ

クトについて、部位・部品の製造者の対応状況について調査を行う。 

ここで、部位・部品の個別具体の BIM オブジェクトとは、当該部位・部品について、個別の製造者

や製品を特定し、当該部位・部品の機能、性能、形状等に係る設計上の意図を満たす具体的な部位・部

品を、BIM モデル上に表現するために供される BIM オブジェクトのデータを指す。 

調査の対象は、過年度業務で作成した、および、今年度業務で作成する部位・部品を代表する BIM オ

ブジェクトに対応する、個別具体の部位・部品の 1 種当たり 1 者以上とし、下記の事項について調査

を行う。 

 

・対象とする BIM オブジェクトの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトの点数 

・BIM オブジェクトとしての提供の可否 

 

□業務 2 BIM オブジェクトライブラリの配信環境の開発 

業務 2-1 データ配信環境に必要となる情報システムの要件、技術的仕様案の確定 

 

過年度業務で試作した BIM オブジェクトライブラリの配信環境の運用上の課題を踏まえ、実用化段

階における整備に必要な技術的仕様案を確定する。 

技術的仕様案の確定は、BIM オブジェクトライブラリの公共性を考慮し、個社の取り組みに基づく

既存の BIM オブジェクトライブラリでは、当該ライブラリの利用者及び情報提供者の効率性、利便性

が損なわれるという観点で、BIM オブジェクトライブラリの配信環境に具備すべき技術の仕様を整理

するものとする。 

整理した項目については、BIM オブジェクトライブラリの運用システムの機能要件書の形式で取り

まとめる。 

 

業務 2-2 効率的な BIM オブジェクトライブラリ配信環境の検討 

 

部位・部品の個別具体の BIM オブジェクトについて、当該データの配信、情報の維持管理を効率的

行う事の出来る、BIM オブジェクトライブラリ配信環境ついて検討・整理を行う。 

ここでは、部位・部品が提供する個別具体の BIM オブジェクトについて、BIM オブジェクトライブ

ラリの配信環境に収蔵することなく、データ連携により配信する方法について、その可否、技術的課題

等について検討した上で、技術的な要件項目を整理する。 
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業務 2-3 BIM オブジェクトライブラリの配信環境の改良 

 

業務 2-1、業務 2-2 の結果に基づき、過年度に試作した BIM オブジェクトライブラリの配信環境を

改良する。改良の結果については、過年度作成の仕様要件書に対する変更項目が分かるよう整理すると

ともに、改良後の配信環境に対する新たな仕様要件書として取りまとめる。 

 

□業務 3 法適合判定等に必要な情報連携手法の検討 

業務 3-1 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討 

 

建築に係る法適合に係る情報との連携手法として、下記の項目について BIM オブジェクトの属性情

報と連携しうるかについて、検討を行う。 

 

・建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報 

・告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

・建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

 

業務 3-2 積算及び工事仕様に係る情報との連携手法の検討 

 

積算及び工事仕様に係る情報との連携手法として、下記の項目について BIM オブジェクトライブラ

リデータの属性情報と連携しうるかについて、検討を行う。 

 

・積算に係るコード類の情報 

・建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事項 

 

  

ー70ー

2 業務の実施 

2-1 業務実施方針及び業務実施上の配慮事項 

2-1-1 業務実施方針 

 

約 3 か月の短期間に、大きくは 3 つに分類される研究テーマとそれに関連する多くのサブテーマの調

査研究に取り組み、的確にスケジュール管理を行い、要求される成果に結びつけるために、以下の方針で

取り組む。 

(1)的確な調査研究実施体制の構築 

2019 年 8 月に設立された BIM ライブラリ技術研究組合(BLCJ)は、BIM ライブラリコンソーシアムの

組織を踏まえて、図 2-2-1に示す 5部会と 16WGで構成される。部会、WGの責任者を表 2-2-1に示す。

また技術研究組合の構成員を表 2-2-2に示す。 

(2)調査研究分担の明確化と調査研究のリーダーシップの必要性 

(1)に示す組織は、短期間の集約的な調査研究を行うプロジェクトに取り組むことは初めてであり、 

短期間のプロジェクトを適切に、効率的に進めるためには、調査研究分担の明確化と、調査研究チーム

でのリーダーシップの存在が必要であり、このため契約前の準備期間に、図 2-2-2 の分担を示して了

解をとり、WG主査等のリーダーシップ意識の形成を図っている。 

(3)前年度での課題の見直しを今年度研究テーマの掘り下げに活用 

前年度の調査研究で示された多くの課題(参考資料 2)を事前に見直し、その見直しを今年度の研究テ

ーマの掘り下げに活用した。具体的には、オブジェクトに要求されるパラメトリック性(可変性)と作

成するジェネリックオブジェクトを中間ファイル形式とするか、ネイティブファイル形式にするかの

課題、あるいは建築のシステムオブジェクト(レイヤードオブジェクト)の標準の配信方法等である。 

(4)前年度の実績を活用した的確なスケジュールマネジメントの実施 

昨年度の必要作業時間をもとに業務スケジュールを設定した。また次工程の着手も速やかに行った。 

(5)関連するテーマの情報連携 

業務 1,2,3に分割されているが、一方では業務 2-2効率的な配信方法の検討と業務 1-3オブジェクト

の作成とは関連があり、連携することが必要となる。 

 

2-1-2 業務実施上の配慮事項 

 

業務十上の配慮事項として、以下に配慮する。 

(1)BIMライブラリコンソーシアム(BLC)の研究成果の活用 (例：オブジェクト標準、前年度研究) 

(2)直接に研究成果を求められていない活動との連携 (例：運用時の規約類等) 

(3)建築確認関係団体、積算関係団体との情報連携を行う。 
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業務 2-3 BIM オブジェクトライブラリの配信環境の改良 
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2-2 実施体制 

2-2-1  BIMライブラリ技術研究組合の研究実施体制 

  

2019年 8月に設立された BIMライブラリ技術研究組合(BLCJ)の研究実施体制を以下に示す。 

 

 

 

   

図 2-2-1 BIMライブラリ技術研究組合(BLCJ)の研究実施体制 
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表 2-2-1 BIMライブラリ技術研究組合の部会長、副部会長、WG主査等 

技術研究 

組合 

理事長 

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾘｰﾀｰ 

奥田  修一 

寺本  英治 

(一財)建築保全センター理事長 

(一財)建築保全センター保全技術研究所長 

在り方部会 部会長 

副部会長 

ビジネスモデルWG 

ライブラリ WG 

ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ在り方検討 WG 主査 

情報 WG 主査 

モニタリング WG 

安田  幸一 

山下  純一 

山下 純一 

寺本 英治 

安田  幸一 

鬼頭  篤子 

(未 定) 

東京工業大学 教授 

(一社)buildingSMART Japan代表理事 

(前出) 

(前出) 

(前出) 

BIM ライブラリ技術研究組合 

 

建築部会 

 

 

 

部会長  

副部会長 

形状 WG(WG1)主査 

属性情報 WG(WG2)主査 

建築ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ作成 WG 主査 

施工計画 WG 主査 

構造 WG 主査 

志手  一哉 

岩村  雅人 

網元  順也    

石川  隆一 

石田  憲 

志手  一哉 

大越  潤 

芝浦工業大学教授 

(株)日本設計 

(株)佐藤総合計画 

(株)梓設計 

(株)日建設計 

(前出) 

大成建設(株) 

設備部会 

 

 

 

 

部会長 

副部会長・機械設備ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ作成WG 主査 

副部会長・電気設備ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ作成WG 主査 

設備 WG 主査 

BE-Bridge WG 主査 

一ノ瀬 雅之 

吉原  和正 

吉永  修 

焼山  誠 

谷内  秀敬 

首都大学東京准教授 

(株)日本設計 

(株)日建設計 

(株)大林組 

(一社)buildingSMART Japan 

運用部会 

 

部会長 

副部会長 

山本  康友  

榊原  克巳 

首都大学東京客員教授 

(一社) buildingSMART Japan 

連携部会 

 

 

部会長 

建築確認 WG 主査 

仕様情報 WG 主査 

山本  康友 

寺本  英治 

堀    直志 

(再出) 

(前出)  

BIM ライブラリ技術研究組合 

事務局 研究部長 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

担当 

堀   直志 

山中  隆 

鬼頭  篤子 

福島  孝治 

丸田  茂 

黒川  直樹 

新宅  浩明 

影山  徹 

渋田  玲 

BIM ライブラリ技術研究組合 

BIM ライブラリ技術研究組合 

BIM ライブラリ技術研究組合 

BIM ライブラリ技術研究組合 

(一財)建築保全センター 

(一財)建築保全センター 

(一財)建築保全センター 

(一財)建築保全センター 

(株)ジェスプロジェクトルーム 
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2-2 実施体制 

2-2-1  BIMライブラリ技術研究組合の研究実施体制 
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図 2-2-1 BIMライブラリ技術研究組合(BLCJ)の研究実施体制 
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表 2-2-2 BIMライブラリ技術研究組合の構成員(1) 

 

Zo 会 社 名 区

分 Zo 会 社 名 区分

1 東京工業大学(在り方部会長：安田幸一) T1

2 芝浦工業大学(建築部会長：志手一哉) T1

3 首都大学東京(設備部会長：一ノ瀬雅之) T1

4 首都大学東京(運用部会長：山本康友) T1

正会員(企業) 特別会員(団体)
1 アイテック(株) S3 1 (一社)buildingSMART Japan T2

2 (株)朝日工業社 S1 2 (NPO)建築技術支援協会 T2

3 アズビル(株) S1 3 (一社)全国建設業協会 T2

4 (株)梓設計 S1 4 (公社)日本建築家協会 T2

5 (株)イズミシステム設計 S3 5 (一社)日本建設業連合会 T2

6 (株)NYKシステムズ S2 6 (一社)日本建築積算事務所協会 T2

7 エーアンドエー(株) S3 7 (一社)日本建築士事務所協会連合会 T2

8 (株)FMシステム S3 8 　(公社)日本建築士会連合会 T2

9 (株)大林組 S1 9 日本建築仕上材工業会 T2

10 (株)大塚商会 S1 10 (公社)日本建築積算協会 T2

11 応用技術(株) S1 11 (一社)日本サッシ協会 T2

12 (株)奥村組 S1 12 (一社)日本電設工業協会 T2

13 オートデスク(株) S1 13 (一社)日本リノベーションマネジメント協会 T2

14 河村電器産業(株) S1 14 (公社)ロングライフビル推進協会 T2

15 鹿島建設(株) S1

16 (株)関電工 S1

17 (株)キッツ S1

18 (株)キャディアン S2

19 (株)きんでん S1

20 (株)久慈設計 S1

21 (株)熊谷組 S1

22 (株)久米設計 S2

23 グラフィソフトジャパン(株) S2

24 (一財)建築保全センター
25 (一財)建設業振興基金 S1

26 (株)建築ピボット S3

27 (株)構造計画研究所 S1

28 佐藤工業(株) S1

29 (株)佐藤総合計画 S1

30 (有組)C-PES研究会 S3

31 (株)ＣＢＳ S3

32 (株)シスプロ S2

33 清水建設(株) S1

34 新菱冷熱工業(株) S1

35 住友セメントシステム開発(株) S3

36 大成建設(株) S3

37 (株)大建設計 S1

38 ダイキン工業(株) S1

39 (株)ダイテック S1

40 高砂熱学工業(株) S1
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表 2-2-2 BIMライブラリ技術研究組合の構成員(2) 

  

41 (株)竹中工務店 S1

42 (株)中電工 S1

43 (株)テイル S3

44 デュアル･アイ･ティ(株) S3

45 東急建設(株) S1

46 戸田建設(株) S1

47 東電設計(株) S2

48 ＴＯＴＯ(株) S1

49 (株)トーエネック S1

50 東芝キヤリア(株) S1

51 東洋熱工業(株) S1

52 (株)日積サーベイ S3

53 (株)日建設計 S1

55 (株)日本設計 S1

56 日本郵政(株) S1

57 日本ピーマック(株) S1

58 日本メックス(株) S1

59 野原ホールディングス(株) S1

60 (株)ノーリツ S1

61 パナソニック(株) S1

62 日立グローバルライフソリューションズ(株) S1

63 (株)ファーストスキル S3

64 福井コンピュータアーキテクト(株) S1

65 ブレンスタッフ(株) S1

66 プロパティデータバンク(株) S3

67 (株)ベイテクノ S3

68 三谷産業(株) S1

69 三井物産(株) S1

70 三菱電機(株)　 S1

71 (株)安井建築設計事務所 S3

72 (株)山下設計 S3

73 (株)LIXIL S1

74 (株)四電工 S1

75 ＹＫＫ ＡＰ(株) S1
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表 2-2-2 BIMライブラリ技術研究組合の構成員(1) 

 

Zo 会 社 名 区

分 Zo 会 社 名 区分

1 東京工業大学(在り方部会長：安田幸一) T1

2 芝浦工業大学(建築部会長：志手一哉) T1

3 首都大学東京(設備部会長：一ノ瀬雅之) T1

4 首都大学東京(運用部会長：山本康友) T1

正会員(企業) 特別会員(団体)
1 アイテック(株) S3 1 (一社)buildingSMART Japan T2

2 (株)朝日工業社 S1 2 (NPO)建築技術支援協会 T2

3 アズビル(株) S1 3 (一社)全国建設業協会 T2

4 (株)梓設計 S1 4 (公社)日本建築家協会 T2

5 (株)イズミシステム設計 S3 5 (一社)日本建設業連合会 T2

6 (株)NYKシステムズ S2 6 (一社)日本建築積算事務所協会 T2

7 エーアンドエー(株) S3 7 (一社)日本建築士事務所協会連合会 T2

8 (株)FMシステム S3 8 　(公社)日本建築士会連合会 T2

9 (株)大林組 S1 9 日本建築仕上材工業会 T2

10 (株)大塚商会 S1 10 (公社)日本建築積算協会 T2

11 応用技術(株) S1 11 (一社)日本サッシ協会 T2

12 (株)奥村組 S1 12 (一社)日本電設工業協会 T2

13 オートデスク(株) S1 13 (一社)日本リノベーションマネジメント協会 T2

14 河村電器産業(株) S1 14 (公社)ロングライフビル推進協会 T2

15 鹿島建設(株) S1

16 (株)関電工 S1

17 (株)キッツ S1

18 (株)キャディアン S2

19 (株)きんでん S1

20 (株)久慈設計 S1

21 (株)熊谷組 S1

22 (株)久米設計 S2

23 グラフィソフトジャパン(株) S2

24 (一財)建築保全センター
25 (一財)建設業振興基金 S1

26 (株)建築ピボット S3

27 (株)構造計画研究所 S1

28 佐藤工業(株) S1

29 (株)佐藤総合計画 S1

30 (有組)C-PES研究会 S3

31 (株)ＣＢＳ S3

32 (株)シスプロ S2

33 清水建設(株) S1

34 新菱冷熱工業(株) S1

35 住友セメントシステム開発(株) S3

36 大成建設(株) S3

37 (株)大建設計 S1

38 ダイキン工業(株) S1

39 (株)ダイテック S1

40 高砂熱学工業(株) S1
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表 2-2-2 BIMライブラリ技術研究組合の構成員(2) 

  

41 (株)竹中工務店 S1

42 (株)中電工 S1

43 (株)テイル S3

44 デュアル･アイ･ティ(株) S3

45 東急建設(株) S1

46 戸田建設(株) S1

47 東電設計(株) S2

48 ＴＯＴＯ(株) S1

49 (株)トーエネック S1

50 東芝キヤリア(株) S1

51 東洋熱工業(株) S1

52 (株)日積サーベイ S3

53 (株)日建設計 S1

55 (株)日本設計 S1

56 日本郵政(株) S1

57 日本ピーマック(株) S1

58 日本メックス(株) S1

59 野原ホールディングス(株) S1

60 (株)ノーリツ S1

61 パナソニック(株) S1

62 日立グローバルライフソリューションズ(株) S1

63 (株)ファーストスキル S3

64 福井コンピュータアーキテクト(株) S1

65 ブレンスタッフ(株) S1

66 プロパティデータバンク(株) S3

67 (株)ベイテクノ S3

68 三谷産業(株) S1

69 三井物産(株) S1

70 三菱電機(株)　 S1

71 (株)安井建築設計事務所 S3

72 (株)山下設計 S3

73 (株)LIXIL S1

74 (株)四電工 S1

75 ＹＫＫ ＡＰ(株) S1
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2-2-2 PRISM業務の実施体制 

 2019年度の PRISM業務の実施体制を以下に示す。 

 

図 2-2-2 2019年度 PRISMの実施体制  
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2-2-2 PRISM業務の実施体制 

 2019年度の PRISM業務の実施体制を以下に示す。 
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業務１ BIM オブジェクトライブラリデータの拡充 

1-1 既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査- 

1-1-1 業務要領  

 業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

 

1)-1 既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査 

BIM オブジェクトライブラリデータの形状・属性情報に係る仕様の確定の参考とするため、設計事

務所、総合建設業、ソフトウェアベンダにおいて、建築設計等の実務に供される既存の BIM オブジェ

クトライブラリデータの整備状況について調査を行う。 

調査の対象は、設計事務所、総合建設業、ソフトウェアベンダ各 2 者程度以上とし、下記の事項に

関わる内容について調査を行うこととし、調査の詳細については、協議 

により定めることとする。 

 

・対象とする BIM オブジェクトライブラリデータの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトライブラリデータの点数 

・BIM オブジェクトライブラリデータとしての提供の可否 

 

1-1-2 調査目的  

 BIM ライブラリ技術研究組合(以下「BLCJ」という。) は、2019 年 8 月に国土交通大臣の認可を受けて

設立され、前身の BIM ライブラリーコンソーシアムの成果を引き継いで BIM モデルの属性の標準化と活

用に関する研究活動を進めている。また BLCJ は、国土交通省の「建築 BIM 推進会議」の下の「BIM モデ

ルの形状と属性情報の標準化検討部会（部会２）」の実施団体として位置付けられ、「BIM モデルの形状

と属性情報の標準化」の役割を担っている。その活動の一環として、実務における BIM オブジェクト(エ

レメント)ライブラリの整備状況に関する現況を調査する。この調査は、2020 年度秋に BLCJ が開設を計

画している BIM オブジェクト（エレメント）ライブラリの配信内容を検討するために、実務におけるライ

ブラリの整備状況を調査するものである。 

 業務実施要領に示されるように、「業務 1-1 既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査」

では、BIM オブジェクトライブラリデータの形状・属性情報に係る仕様の確定の参考とするため、設計事

務所、総合建設業、ソフトウェアベンダーにおいて、建築設計等の実務に供される既存の BIM オブジェク

トライブラリデータの整備状況について調査を行うものである。 

 ここでは BIM の活用で先行して多くの BIM プロジェクトの経験を積んでいる BLCJ 組合員の設計事務

所、ゼネコン・設備サブコン等(大手企業が多い)、またソフトウェアベンダーが、どのようなオブジェク

トを社内で作成して BIM の活用に役立てているかを把握する。 
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1-1-3 調査項目の設定と調査票 

調査項目の設定 

 回答を依頼する項目は、設計事務所、ゼネコン、ソフトウェアベンダーの保有する BIM ライブラリの調

査を目的に、設問 1から設問 8までの項目を設定し、BIM ライブラリ技術研究組合会員を中心にアンケー

ト調査を行った。 

 

調査票 

 本調査において下記の調査票を各担当者宛にメールで配布して、「建築意匠設計」「建築構造設計」「設

備設計」「建築施工」「設備施工」「建築系メーカー」「設備系メーカー」「BIM ベンダー」という 8つ

の回答者の立場ごとに調査を依頼した。 

 

調査項目の設定に当たっては業務要領に示される 

・対象とする BIM オブジェクトライブラリデータの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトライブラリデータの点数 

・BIM オブジェクトライブラリデータとしての提供の可否 

を考慮するとともに、業務 1-4 も併せて調査することを予定することから、 

・対象とする BIM オブジェクトライブラリデータの種別  

・形状情報、属性情報の構成  

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法  

・保有する BIM オブジェクトライブラリデータの点数  

・BIM オブジェクトライブラリデータとしての提供の可否 

を加えて設定した。また約 100 社程度の結果の集計・整理の効率化を図るため、Microsoft 社の EXCEL 形

式で集計システムを内在させ、集計・整理の迅速化を図った。 

 

 次ページより、アンケートに使用した調査票を示す。 
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業務１ BIM オブジェクトライブラリデータの拡充 

1-1 既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査- 

1-1-1 業務要領  

 業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

 

1)-1 既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査 

BIM オブジェクトライブラリデータの形状・属性情報に係る仕様の確定の参考とするため、設計事

務所、総合建設業、ソフトウェアベンダにおいて、建築設計等の実務に供される既存の BIM オブジェ

クトライブラリデータの整備状況について調査を行う。 

調査の対象は、設計事務所、総合建設業、ソフトウェアベンダ各 2 者程度以上とし、下記の事項に

関わる内容について調査を行うこととし、調査の詳細については、協議 

により定めることとする。 

 

・対象とする BIM オブジェクトライブラリデータの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトライブラリデータの点数 

・BIM オブジェクトライブラリデータとしての提供の可否 

 

1-1-2 調査目的  

 BIM ライブラリ技術研究組合(以下「BLCJ」という。) は、2019 年 8 月に国土交通大臣の認可を受けて

設立され、前身の BIM ライブラリーコンソーシアムの成果を引き継いで BIM モデルの属性の標準化と活

用に関する研究活動を進めている。また BLCJ は、国土交通省の「建築 BIM 推進会議」の下の「BIM モデ

ルの形状と属性情報の標準化検討部会（部会２）」の実施団体として位置付けられ、「BIM モデルの形状

と属性情報の標準化」の役割を担っている。その活動の一環として、実務における BIM オブジェクト(エ

レメント)ライブラリの整備状況に関する現況を調査する。この調査は、2020 年度秋に BLCJ が開設を計

画している BIM オブジェクト（エレメント）ライブラリの配信内容を検討するために、実務におけるライ

ブラリの整備状況を調査するものである。 

 業務実施要領に示されるように、「業務 1-1 既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査」

では、BIM オブジェクトライブラリデータの形状・属性情報に係る仕様の確定の参考とするため、設計事

務所、総合建設業、ソフトウェアベンダーにおいて、建築設計等の実務に供される既存の BIM オブジェク

トライブラリデータの整備状況について調査を行うものである。 

 ここでは BIM の活用で先行して多くの BIM プロジェクトの経験を積んでいる BLCJ 組合員の設計事務

所、ゼネコン・設備サブコン等(大手企業が多い)、またソフトウェアベンダーが、どのようなオブジェク

トを社内で作成して BIM の活用に役立てているかを把握する。 
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1-1-3 調査項目の設定と調査票 

調査項目の設定 

 回答を依頼する項目は、設計事務所、ゼネコン、ソフトウェアベンダーの保有する BIM ライブラリの調

査を目的に、設問 1から設問 8までの項目を設定し、BIM ライブラリ技術研究組合会員を中心にアンケー

ト調査を行った。 

 

調査票 

 本調査において下記の調査票を各担当者宛にメールで配布して、「建築意匠設計」「建築構造設計」「設

備設計」「建築施工」「設備施工」「建築系メーカー」「設備系メーカー」「BIM ベンダー」という 8つ

の回答者の立場ごとに調査を依頼した。 

 

調査項目の設定に当たっては業務要領に示される 

・対象とする BIM オブジェクトライブラリデータの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトライブラリデータの点数 

・BIM オブジェクトライブラリデータとしての提供の可否 

を考慮するとともに、業務 1-4 も併せて調査することを予定することから、 

・対象とする BIM オブジェクトライブラリデータの種別  

・形状情報、属性情報の構成  

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法  

・保有する BIM オブジェクトライブラリデータの点数  

・BIM オブジェクトライブラリデータとしての提供の可否 

を加えて設定した。また約 100 社程度の結果の集計・整理の効率化を図るため、Microsoft 社の EXCEL 形

式で集計システムを内在させ、集計・整理の迅速化を図った。 

 

 次ページより、アンケートに使用した調査票を示す。 
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表 1-1-3-1 調査票 （回答者情報） 
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  表 1-1-3-2 調査票 （設問１と設問 2-a 建築系ジェネリックオブジェクト） 
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表 1-1-3-1 調査票 （回答者情報） 
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  表 1-1-3-2 調査票 （設問１と設問 2-a 建築系ジェネリックオブジェクト） 
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   表 1-1-3-3 調査票 （設問 2-a 設備系ジェネリックオブジェクト） 
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     表 1-1-3-4 調査票 （設問 2-b 建築系メーカーオブジェクト） 
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   表 1-1-3-3 調査票 （設問 2-a 設備系ジェネリックオブジェクト） 
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     表 1-1-3-4 調査票 （設問 2-b 建築系メーカーオブジェクト） 

 

 

  

ー89ー



資料 5  業務 1-7 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

   表 1-1-3-5 調査票 （設問 2-b 設備系メーカーオブジェクト） 
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        表 1-1-3-6 調査票 （設問 3から設問 6） 
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        表 1-1-3-6 調査票 （設問 3から設問 6） 
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          表 1-1-3-7 調査票 （設問 7と設問 8） 
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1-1-4 調査対象  

 BIM ライブラリ技術研究組合の調査開始時点の組合員数のうち、団体等を除く企業全社７１社（22 建

築保全センターは除く）に調査票をメールで送付して依頼、回答は６３社、延べ 100 件となった。調査期

間は、2020 年１月１７日～１月３０日とした。 

  

表 1-1-4-1 調査対象の組合員等（１） 

（空欄は①～⑧に該当しない企業） 
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          表 1-1-3-7 調査票 （設問 7と設問 8） 

 

  

ー92ー

資料 5  業務 1-10 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

1-1-4 調査対象  

 BIM ライブラリ技術研究組合の調査開始時点の組合員数のうち、団体等を除く企業全社７１社（22 建

築保全センターは除く）に調査票をメールで送付して依頼、回答は６３社、延べ 100 件となった。調査期

間は、2020 年１月１７日～１月３０日とした。 

  

表 1-1-4-1 調査対象の組合員等（１） 

（空欄は①～⑧に該当しない企業） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー93ー



資料 5  業務 1-11 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

             表 1-1-4-2 調査対象の組合員等(2) 
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1-1-5 調査結果概要  

 63 社の企業、100 件の回答が得られた。その内訳は、建築意匠設計者が 21件、建築構造設計者が 11件、

設備設計社が 14 件、建築施工者が 7件、設備施工者が 12 件、BIM ベンダーが 8件であった。これらの回

答と BIM ライブラリ技術研究組合（BLCJ）の会員との関係および送付数に対する回答数の割合などを図

1-1-5-1 にまとめる。 

 分野ごとに利用形態は違うが、アンケート結果により各社の利用状況、対応状況がある程度把握出来

た。各社で共通した問題点を上げるとするならば、業界に共通したルールがないため、属性情報の項目が

各社によってバラバラであることが挙げられる。そのため、今後、統一化が出来るならば、あらゆる問題

点が解消されるという意見もあった。その標準化では、日本の基準を改めて作るのではなく、既に海外で

普及している国際基準を参考にして日本の産業に適合するようなカスタマイズを施すことも重要である。

ワークフローにおいては、企画から基本、実施、施工、維持管理までデータを一気通貫で利用することは

容易ではないが、そのための環境整備として属性情報の共通化が肝要である。建設に関わる全ての企業

が共通化されたルールの元に属性情報を運用していけば、建設プロセスの効率化に大きく寄与すると考

えられる。BLCJ ではアンケートを来年度も実施し、属性項目標準に対する要望や動向を精度よく把握し

ていきたいと考えている。 

 

 

            図 1-1-5-1 回答者の立場 
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1-1-6 調査結果の分析 

(1)建築意匠設計 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）(図 1-1-6-1 参照) 

自社で整備しているが、62％。なおかつ社外に公表しているが、5％。38％が外販のライブラリを利用

している。また、協力事務所のみに公開している場合が多い。 

 

 

図 1-1-6-1 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

構造部材に関しては柱、梁のジェネリックオブジェクトが多い。意匠では窓、ドアが 89％、壁 67％、

柱は 50％がジェネリックオブジェクトであり、BIM ソフトウェアに用意されているオブジェクトを利用

しているケースが多いのではないかと推測される。その他の項目ではエレベータ―61％、エスカレータ

ー、キッチンが 56％。設備に関しては、やはり衛生器具が 17％で多いことが解る。外構に関しては自転

車置き場 22％、カーポート、門扉が 17％であった。メーカーオブジェクトに関しては、建築意匠設計で

整備している回答はほとんどない。意匠では、ドア 11％、窓、仕上げ 6％とメーカーオブジェクトの利用

率は低い。機械設備ではポンプ、送風機、空調機が各々6％という状況であった。電気設備は照明のみが

6％であった。外構ではフェンスの利用率が高く 17％、自転車置き場、門扉が各 11％。カーポートが 6％

であった。 

 ジェネリックオブジェクトの整備数は、構造が、50 以上 100 未満が多く 7 社。ついで 50 未満 6 社。

100 以上 200 未満 4社。500 以上 1000 未満が 1社であった。意匠は、200 以上 500未満 4社、50以上 100

未満、1000 以上 3社等であった。その他は、50 未満 5社、100以上 200 未満、200 以上 500 未満 2社等。

機械設備は 50 以上 100 未満 2 社、100 以上 200 未満、200 以上 500 未満 1 社であった。電気設備 200 以

上 500 未満 2社、50 未満、50以上 100 未満 1社であった。 

 外構 50 未満 5 社、50 以上 100 未満 2 社、500 以上 1000 未満 1 社。構造メーカーオブジェクトの整備

数は 0社。意匠は 500 以上 1000 未満 1社のみであった。その他は 50未満 2社、50 以上 100 未満、100 以

上 200 未満、1社等であった。機械設備は 200 以上 500 未満 1社のみであった。電気設備は 100 以上 200

未満 1社。外構 50未満 2社のみであった。 

 

ー96ー

資料 5  業務 1-14 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）(図１-1-6-2 参照) 

 属性の整備については、社内での共通ルールによる整備が 72％。BLC 準拠は 0％。IFC 標準に準拠が

6％。属性を整備していないが 11％であった。属性については図面作成での利用に特化して整備している

と思われる。      

 

図 1-1-6-2 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

回答者の内、78％が Revit、22％が ARCHICAD、11％が GLOOBE を利用している。しかし、複数のソフト

を利用している回答もあるため、これらの数値をソフトウェアのシェアと考えることはできない。また

意匠設計担当者からの回答だが、TeklaStructures(構造用ソフトウェア)、Rebro(設備用ソフトウェア)も

利用されている。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-3 参照） 

 1 社で複数のソフトウェアを利用しているので答えが 100％にならないが、社内人材で整備しているの

が 83％、外部企業に委託が 44％、ソフトウェアに付随していたライブラリをカスタマイズが 44％という

結果であった。 

 

図 1-1-6-3 オブジェクトの作成方法 

 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-1-6-4 参照） 

 基本設計用が 83％、実施設計用が 67％と設計段階で利用するオブジェクトの整備が多い。施工用は
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11％と低い結果であった。      
 

 

図 1-1-6-4 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 検討するが 39％、連携は可能が 11％で、連携は困難という回答は 0％であった。今後の連携   

  協力に期待したい。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・設計ステージによりオブジェクトの活用もかわってくるので LOD 分類整備と共通パラメータ(共用で

はありません)が整備できればオブジェクトの共有も出てくると思います。 

 

・設計事務所として、ジェネリックオブジェクトの必要性は大変重要と考えていま 

  す。また、現在、オブジェクトは設計・施工・維持管理・積算で共通的に利用でき 

  ることで検討されていますが、シミュレーションでも活用できるオブジェクトとし 

  ても活用できることが必要になってくると思います。 

   

（意見) BIM ソフトウェアがオリジナルで持っているオブジェクトもある意味ジェネリックと考えられ

ますので、ジェネリックオブジェクトの形式をＩＦＣ認定のような認定方式も導入し、認定基準も公開

することで、新たに参入するソフトウェアメーカーや既存ソフトのバージョンアップに柔軟に対応でき

る方法と体制が必要と考えます。新たなソフトウェアなどに対応したオブジェクトを永遠作り続けるの

は課題が多いかと考えます。 

 

・いつでも、だれでもが利用可能なオブジェクト運用を期待したい。また、それが 

  各々のオブジェクト利用の基準となるものになれば尚よい。 

  

・設計に GLOOBE を利用しているため、GLOOBE のネイティブデータの部品の充実を希望 

  します。ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFC の 

  部品提供も希望します。 
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 ・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

  のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

  

・Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

  

・オブジェクトそのものより、業界を渡っていけるコードの標準化の必要性が大きい。 

  

・属性情報の名前について各社独自のパラメータ名との重複を避けるため、また共通 

  のパラメータとしての位置づけを明確にするため、命名規則として「BLCJ_」のよう 

  なものを頭に付ける等、工夫をして頂きたい。 

 

・BIM 活用の後進組合員としては、どのような形態になるのか解りませんが、現時点と 

  将来の日本の BIM活用の方向性を知りたい。 

 

 

(2)構造設計 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-5 参照） 

自社で整備しているが、45％。なおかつ社外に公表しているが 18％。27％が外販のライブラリを利用

している。また、協力事務所のみに公開している場合が多い。 

 

 

図 1-1-6-5 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

（図 1-1-6-6～7 参照） 

 構造部材に関しては柱、梁のジェネリックオブジェクトが 89%。床、壁 33％。他の項目については構造

設計なのでなしである。 

ー99ー



資料 5  業務 1-15 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

11％と低い結果であった。      
 

 

図 1-1-6-4 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 検討するが 39％、連携は可能が 11％で、連携は困難という回答は 0％であった。今後の連携   

  協力に期待したい。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・設計ステージによりオブジェクトの活用もかわってくるので LOD 分類整備と共通パラメータ(共用で

はありません)が整備できればオブジェクトの共有も出てくると思います。 

 

・設計事務所として、ジェネリックオブジェクトの必要性は大変重要と考えていま 

  す。また、現在、オブジェクトは設計・施工・維持管理・積算で共通的に利用でき 

  ることで検討されていますが、シミュレーションでも活用できるオブジェクトとし 

  ても活用できることが必要になってくると思います。 

   

（意見) BIM ソフトウェアがオリジナルで持っているオブジェクトもある意味ジェネリックと考えられ

ますので、ジェネリックオブジェクトの形式をＩＦＣ認定のような認定方式も導入し、認定基準も公開

することで、新たに参入するソフトウェアメーカーや既存ソフトのバージョンアップに柔軟に対応でき

る方法と体制が必要と考えます。新たなソフトウェアなどに対応したオブジェクトを永遠作り続けるの

は課題が多いかと考えます。 

 

・いつでも、だれでもが利用可能なオブジェクト運用を期待したい。また、それが 

  各々のオブジェクト利用の基準となるものになれば尚よい。 

  

・設計に GLOOBE を利用しているため、GLOOBE のネイティブデータの部品の充実を希望 

  します。ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFC の 

  部品提供も希望します。 
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 ・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

  のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

  

・Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

  

・オブジェクトそのものより、業界を渡っていけるコードの標準化の必要性が大きい。 

  

・属性情報の名前について各社独自のパラメータ名との重複を避けるため、また共通 

  のパラメータとしての位置づけを明確にするため、命名規則として「BLCJ_」のよう 

  なものを頭に付ける等、工夫をして頂きたい。 

 

・BIM 活用の後進組合員としては、どのような形態になるのか解りませんが、現時点と 

  将来の日本の BIM活用の方向性を知りたい。 

 

 

(2)構造設計 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-5 参照） 

自社で整備しているが、45％。なおかつ社外に公表しているが 18％。27％が外販のライブラリを利用

している。また、協力事務所のみに公開している場合が多い。 

 

 

図 1-1-6-5 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

（図 1-1-6-6～7 参照） 

 構造部材に関しては柱、梁のジェネリックオブジェクトが 89%。床、壁 33％。他の項目については構造

設計なのでなしである。 
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図 1-1-6-6 ジェネリックオブジェクト（メーカーを特定しないオブジエクト） 

 

図 1-1-6-7 メーカーその他オブジェクト：構造 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-8 参照） 

 社内での共通ルールによる整備が 89％。BLC 準拠に準拠と IFC 標準に準拠が共に 0％、属性を整備して

いないが 11％であった。属性の利用は図面作成に特化していると思われる。 

 

図 1-1-6-8 オブジェクトの属性項目を整備 

 
・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

構造設計に関しては Revit が 100％であった。 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-9 参照） 

 複数回答なので答えが 100％にならないが、社内人材で整備作成が 78％、外部企業に委託、付随してい

たライブラリをカスタマイズが 33％であった。 
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図 1-1-6-9 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況） 

 基本設計用 78％、実施設計用 89％と設計段階での利用が多いことがわかる。施工用は 0％であった。

部位にもよるが、形状については LOD350 前後と生産設計用（施工モデル）を考慮しているが、製作レベ

ルは考慮していない。ただし、製作会社で必要な属性情報は考慮している。      
 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 連携の困難は 0％であった。ベンダー限定で聞いている BLCJ 属性インポータの開発は 0％であった。

その他は 22％で、具体的には「権利関係など具体的な調整は必要と考えますが、無償配布しているもの

なので連携は可能かと考えております」という意見があった。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・構造においては、ST-Bridge の規格が存在するが、同じバージョンでも使用するソフ 

  トによって、データ構造が違うことが問題であると考える。新たに規格を開発する 

  のではなく、読み込みデータ、書き込みデータの形式を整える必要があると考える。   

  また、ファミリの項目が各社異なっているので、項目の置き換え、書き換えのできる   

  ソフトがあると便利かもしれません。 

 

・社内リソース等を考えると、ジェネリックオブジェクトは統一化されることが連携 

  面でも望ましい。 

 

・性能規定での設計を行う場合があるため、「メーカー名」「型番」のみでの指定と 

  なるオブジェクトは避けて頂きたい。 

 

・既成品を使用する場合に複数の製品を選択できる方向性も考えて欲しい。（公共案 

  件の設計フェーズを想定） 

 

・構造関連のオブジェクトについては、パラメータやオブジェクトに関して各団体で 

  の整理が進んでいるため、それらの流れを考慮して頂きたい。 
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図 1-1-6-6 ジェネリックオブジェクト（メーカーを特定しないオブジエクト） 

 

図 1-1-6-7 メーカーその他オブジェクト：構造 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-8 参照） 

 社内での共通ルールによる整備が 89％。BLC 準拠に準拠と IFC 標準に準拠が共に 0％、属性を整備して

いないが 11％であった。属性の利用は図面作成に特化していると思われる。 

 

図 1-1-6-8 オブジェクトの属性項目を整備 

 
・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

構造設計に関しては Revit が 100％であった。 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-9 参照） 

 複数回答なので答えが 100％にならないが、社内人材で整備作成が 78％、外部企業に委託、付随してい

たライブラリをカスタマイズが 33％であった。 
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図 1-1-6-9 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況） 

 基本設計用 78％、実施設計用 89％と設計段階での利用が多いことがわかる。施工用は 0％であった。

部位にもよるが、形状については LOD350 前後と生産設計用（施工モデル）を考慮しているが、製作レベ

ルは考慮していない。ただし、製作会社で必要な属性情報は考慮している。      
 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 連携の困難は 0％であった。ベンダー限定で聞いている BLCJ 属性インポータの開発は 0％であった。

その他は 22％で、具体的には「権利関係など具体的な調整は必要と考えますが、無償配布しているもの

なので連携は可能かと考えております」という意見があった。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・構造においては、ST-Bridge の規格が存在するが、同じバージョンでも使用するソフ 

  トによって、データ構造が違うことが問題であると考える。新たに規格を開発する 

  のではなく、読み込みデータ、書き込みデータの形式を整える必要があると考える。   

  また、ファミリの項目が各社異なっているので、項目の置き換え、書き換えのできる   

  ソフトがあると便利かもしれません。 

 

・社内リソース等を考えると、ジェネリックオブジェクトは統一化されることが連携 

  面でも望ましい。 

 

・性能規定での設計を行う場合があるため、「メーカー名」「型番」のみでの指定と 

  なるオブジェクトは避けて頂きたい。 

 

・既成品を使用する場合に複数の製品を選択できる方向性も考えて欲しい。（公共案 

  件の設計フェーズを想定） 

 

・構造関連のオブジェクトについては、パラメータやオブジェクトに関して各団体で 

  の整理が進んでいるため、それらの流れを考慮して頂きたい。 
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・設計、確認申請、施工の各段階で求められる情報は異なるため、それらを踏まえた 

  在り方を考えて頂きたい。むやみに最大公約数ばかりを目指しても実用に耐えられ 

  ないものになり得る。 

 

・構造については解析ソフトとの連動も考慮して欲しい。 

 

・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

  のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

 

・Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

 

・標準化、共通化が急務と考えております。 

 

・広く普及させるには無償での提供が必要と考えていますので、有償となれば協力し 

  かねます。 

 

 

(3)設備設計  

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-10 参照） 

 自社で整備しているが、36％、社外に公表しているが 7％、14％が外販のライブラリを利用している、

整備していないが 50％であった。 

 

図 1-1-6-10 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

 設備ジェネリックオブジェクトその他に関してはエレベータ―、エスカレーターが 14％。施工系機械

も 14％。機械設備は冷凍機、熱源機、衛生器具、給排水が 29％。ポンプ、湯沸かし器、熱源補器類、そ

の他機器類が 14％。電気設備は、電気機器は 57％。照明器具、配電機器 29％。弱電機器/ICT 器 14％。
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メーカー設備系オブジェクト機械設備は熱源器、ポンプ、送風機、空調機、湯沸かし器、熱源補器類が

14％。その他が 29％。電気設備は照明器具のみで 14％。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-11 参照） 

 社内での共通ルールによる整備が 71％、BLC 準拠、属性情報は整備していない、IFC 標準に準拠が各々

0％であった。その他の状況としては「属性情報は、メーカー名・型番・能力等、カタログに記載されて

いる最低限の内容を付与」という回答があった。 

 

 図 1-1-6-11 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

Revit が 57％、Rebro43％、CADWe'll Tfas が 14％。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-12 参照） 

 複数回答なので合計が 100％にならないが、社内人材で整備作成が 100％、外部企業に委託が 29％、付

随していたライブラリをカスタマイズが 71％であった。 

 

図 1-1-6-12 オブジェクトの作成 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-1-6-13 参照） 

 基本設計用が 71％、実施設計用が 86％と設計段階での利用が多いことが解る。施工用は 14％であっ

た。その他の具体的な意見としては「基本設計と実施設計は共通のオブジェクトを利用」「メンテスペー

スを含む程度」という意見が得られた。 
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・設計、確認申請、施工の各段階で求められる情報は異なるため、それらを踏まえた 

  在り方を考えて頂きたい。むやみに最大公約数ばかりを目指しても実用に耐えられ 

  ないものになり得る。 

 

・構造については解析ソフトとの連動も考慮して欲しい。 

 

・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

  のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

 

・Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

 

・標準化、共通化が急務と考えております。 

 

・広く普及させるには無償での提供が必要と考えていますので、有償となれば協力し 

  かねます。 

 

 

(3)設備設計  

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-10 参照） 

 自社で整備しているが、36％、社外に公表しているが 7％、14％が外販のライブラリを利用している、

整備していないが 50％であった。 

 

図 1-1-6-10 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

 設備ジェネリックオブジェクトその他に関してはエレベータ―、エスカレーターが 14％。施工系機械

も 14％。機械設備は冷凍機、熱源機、衛生器具、給排水が 29％。ポンプ、湯沸かし器、熱源補器類、そ

の他機器類が 14％。電気設備は、電気機器は 57％。照明器具、配電機器 29％。弱電機器/ICT 器 14％。

ー102ー

資料 5  業務 1-20 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

メーカー設備系オブジェクト機械設備は熱源器、ポンプ、送風機、空調機、湯沸かし器、熱源補器類が

14％。その他が 29％。電気設備は照明器具のみで 14％。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-11 参照） 

 社内での共通ルールによる整備が 71％、BLC 準拠、属性情報は整備していない、IFC 標準に準拠が各々

0％であった。その他の状況としては「属性情報は、メーカー名・型番・能力等、カタログに記載されて

いる最低限の内容を付与」という回答があった。 

 

 図 1-1-6-11 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

Revit が 57％、Rebro43％、CADWe'll Tfas が 14％。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-12 参照） 

 複数回答なので合計が 100％にならないが、社内人材で整備作成が 100％、外部企業に委託が 29％、付

随していたライブラリをカスタマイズが 71％であった。 

 

図 1-1-6-12 オブジェクトの作成 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-1-6-13 参照） 

 基本設計用が 71％、実施設計用が 86％と設計段階での利用が多いことが解る。施工用は 14％であっ

た。その他の具体的な意見としては「基本設計と実施設計は共通のオブジェクトを利用」「メンテスペー

スを含む程度」という意見が得られた。 
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図 1-1-6-13 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 条件により提供または連携が 29％、提供は困難だが連携は可能 14％。検討する 43％であり、連携は困

難という回答は 0％であった。わからない、自社で整備が 0％であった。具体的な意見には「協議による」

「Autodesk の了解が必要だが、再販せず無償提供ならば提供可能」「社員が納まり検討のために作成し

ており、弊社オリジナルな作りこみになってしまっている為、提供できない」との意見があった。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・属性情報を中心にしたライブラリーとし、製造者の最新情報を集約し検索可能なラ 

  イブラリーを実現して欲しい。 

 

・BIM オブジェクトはクラウド上でパラメトリックに形状調整し BIM ソフトにダウロー 

ドする仕組みの構築を目指して欲しい。その仕組みができるまでは、ベンダーやユー  

ザー会が所有しているネイティブデータを有効活用して欲しい。 

  

・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

  のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

 

・Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

 

・標準的な機器名称の設定し（パッケージ等はメーカーごとに名称が異なっている 

  為）、より連携しやすいオブジェクトなる思われます。 

 

・衛生器具は部材の組合せで成り立っている為、現状のオブジェクトは使用しづらい 

  と考えているので、衛生器具のオブジェクト考え方は再検討する必要があると思われ 

  ます。 

 

・ソフト、ツールに拠らず同一のオブジェクトを使えるようになることを期待してい 

  る。 
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・電気機器・器具のオブジェクト（ジェネリック、メーカー共）が活用できるように 

  なれば、BIM を実施する際の作業量が大幅に軽減できる。 

 

・できるだけ早くライブラリーサイトが活用できるようになると良い。 

 

BIM を FM として利用する視点で見た場合 

・製品番号の+α要素として製造ロット番号が分かるといいと思います。製品に不具合 

  が起きた際、それがいつの製造ロットかが分かれば特定の割り出しが簡易になるので 

  不具合対応に活用できます。 

 

・保証期間について。保証期間はメーカーによって「購入してから」「導入してか 

  ら」といった具合で異なるので、単純に「1年」、「3年」という括りでの表記では 

  なく「いつからいつまで」といった表記だと利便性があると思います。 

 

・更新（定期的な更新も含めて）の時期が入力されていると、これも利便性が上がる 

  と思います。 

 

・基本的に Rebro の標準オブジェクトを使用しており、現場ごとに作り替えていま 

  す。ジェネリックオブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様 

  に合わせたサイズの変更ができるものがあると現場展開できるかと思います。 

 

 

(4)建築施工 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-14 参照） 

 自社で整備しているが、71％、社外に公表しているが 29％、43％が外販のライブラリを利用している

と整備していないが 0％であった。その他意見としては「建具などのオブジェクトは ARCHICAD デフォル

トのオブジェクトを利用」「作図用のラベルなどは自社で整備済み」という意見があった。 

 

図 1-1-6-14 BIM オブジェクトのライブラリ整備 
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図 1-1-6-13 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 条件により提供または連携が 29％、提供は困難だが連携は可能 14％。検討する 43％であり、連携は困

難という回答は 0％であった。わからない、自社で整備が 0％であった。具体的な意見には「協議による」

「Autodesk の了解が必要だが、再販せず無償提供ならば提供可能」「社員が納まり検討のために作成し

ており、弊社オリジナルな作りこみになってしまっている為、提供できない」との意見があった。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・属性情報を中心にしたライブラリーとし、製造者の最新情報を集約し検索可能なラ 

  イブラリーを実現して欲しい。 

 

・BIM オブジェクトはクラウド上でパラメトリックに形状調整し BIM ソフトにダウロー 

ドする仕組みの構築を目指して欲しい。その仕組みができるまでは、ベンダーやユー  

ザー会が所有しているネイティブデータを有効活用して欲しい。 

  

・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

  のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

 

・Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

 

・標準的な機器名称の設定し（パッケージ等はメーカーごとに名称が異なっている 

  為）、より連携しやすいオブジェクトなる思われます。 

 

・衛生器具は部材の組合せで成り立っている為、現状のオブジェクトは使用しづらい 

  と考えているので、衛生器具のオブジェクト考え方は再検討する必要があると思われ 

  ます。 

 

・ソフト、ツールに拠らず同一のオブジェクトを使えるようになることを期待してい 

  る。 
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・電気機器・器具のオブジェクト（ジェネリック、メーカー共）が活用できるように 

  なれば、BIM を実施する際の作業量が大幅に軽減できる。 

 

・できるだけ早くライブラリーサイトが活用できるようになると良い。 

 

BIM を FM として利用する視点で見た場合 

・製品番号の+α要素として製造ロット番号が分かるといいと思います。製品に不具合 

  が起きた際、それがいつの製造ロットかが分かれば特定の割り出しが簡易になるので 

  不具合対応に活用できます。 

 

・保証期間について。保証期間はメーカーによって「購入してから」「導入してか 

  ら」といった具合で異なるので、単純に「1年」、「3年」という括りでの表記では 

  なく「いつからいつまで」といった表記だと利便性があると思います。 

 

・更新（定期的な更新も含めて）の時期が入力されていると、これも利便性が上がる 

  と思います。 

 

・基本的に Rebro の標準オブジェクトを使用しており、現場ごとに作り替えていま 

  す。ジェネリックオブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様 

  に合わせたサイズの変更ができるものがあると現場展開できるかと思います。 

 

 

(4)建築施工 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-14 参照） 

 自社で整備しているが、71％、社外に公表しているが 29％、43％が外販のライブラリを利用している

と整備していないが 0％であった。その他意見としては「建具などのオブジェクトは ARCHICAD デフォル

トのオブジェクトを利用」「作図用のラベルなどは自社で整備済み」という意見があった。 

 

図 1-1-6-14 BIM オブジェクトのライブラリ整備 
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・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

（図 1-1-6-37～46参照） 

 構造部材に関しては柱、梁、その他のジェネリックオブジェクト(メーカーを特定しないオブジェクト)

が 29％、床、壁が 14％。意匠ではその他が 43％、ドア、窓、仕上げが 29％、壁が 14％。その他オブジ

ェクトでは、施工系機械が 71％。エレベータ―、エスカレーター、ユニットバスが 43％。キッチン、そ

の他が 29％。機械設備では、その他 43％、衛生器具、その他機器類が 14％。電気設備は、その他 29％、

照明器具、電気機器が 14％。外構では、自転車置き場、フェンス、門扉が 29％。カーポート 14％。その

他が 43％となっている。メーカーオブジェクト構造は、柱、はり 11％。その他は 22％。意匠は仕上げの

みで 14％。その他はユニットバスが 14％。施工系機械が 29％。機械設備はその他のみで 14％。電気設備

が、その他のみで、14％。外構等もその他のみで 14％。 

 具体的な意見としては、ARCHICAD はデフォルトで揃っている。 構造設計用部材は Revit ファミリで自

社仕様を整備済み。鉄筋（配筋）、設備基礎、梁貫通可能範囲、杭。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-15 参照） 

 社内での共通ルールによる整備が 71％、BLC 準拠、属性情報は整備していない、IFC標準に準拠が 0％

であった。その他 29％で、その他の状況としては「使用目的によって整備する属性項目は異なる」「整

備しているのは構造部材、仮設資機材、維持管理用設備部材など」「今後整備予定は仕上げ表、建具など

意匠系の項目。 今後、設計から製作へ流すべき特記仕様情報について bSJ にて整備する予定だが、BIM

オブジェクトを対象にしたモノではない」「また、smartCON Planner をそのまま利用している」という

記載があった。 

 

図 1-1-6-15 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

 Revit が 71％、ARCHICAD57％、Rebro14％という回答であった。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-16 参照） 

 複数回答なので合計が 100％にならないが、外部企業に委託 57％、社内人材で整備作成 71％、付随し

ていたライブラリをカスタマイズ 43％、その他は 14％で、具体的な意見は「smartCON Planner をそのま

ま利用している」であった。 
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図 1-1-6-16 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（施工用オブジェクトの整備状況）（図 1-1-6-17 参照） 

 基本設計用が 43％、実施設計用が 43％と設計段階での利用が多いことがわかる。施工用は 57％であっ

た。その他の具体的な意見としては、「詳細度の定義が曖昧なので、質問自体がおかしい」「施工機械部

品のため LOD の定義が不明」「設計・施工共通部品として整備」との意見があった。 

 

 

図 1-1-6-17 施工用オブジェクトの整備状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 条件により提供または連携が 0％、提供は困難だが連携は可能 14％、検討するが 43％。わからないが

0％であった。具体的な意見には、「外販している（BooT.ONE）、購入後ファミリの複製利用は可能とな

ります」「現状、一般に提供しているライブラリはほぼ役に立たないし、使いたいとも思わない」「当社

で作成しているオブジェクトも素人には使って欲しくない」「使いこなせる人だけに使って欲しいので、

同業者間で整備をしたい」「smartCON Planner をそのまま利用しているため提供できる BIM オブジェク

トがありません」等の意見があった。 

 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・BIM オブジェクトは、一社で作成し管理していくのは困難のため、オブジェクトの   

 サービスをしているクラウドサービスは、有効である。 

 

・本当の活用シーンをイメージできているのか？3D 表現したいだけならルールは必要ない。 

重要なのは必要な情報を受け渡すことであり、オブジェクトを引き継ぐことではない。 
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・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

（図 1-1-6-37～46参照） 

 構造部材に関しては柱、梁、その他のジェネリックオブジェクト(メーカーを特定しないオブジェクト)

が 29％、床、壁が 14％。意匠ではその他が 43％、ドア、窓、仕上げが 29％、壁が 14％。その他オブジ

ェクトでは、施工系機械が 71％。エレベータ―、エスカレーター、ユニットバスが 43％。キッチン、そ

の他が 29％。機械設備では、その他 43％、衛生器具、その他機器類が 14％。電気設備は、その他 29％、

照明器具、電気機器が 14％。外構では、自転車置き場、フェンス、門扉が 29％。カーポート 14％。その

他が 43％となっている。メーカーオブジェクト構造は、柱、はり 11％。その他は 22％。意匠は仕上げの

みで 14％。その他はユニットバスが 14％。施工系機械が 29％。機械設備はその他のみで 14％。電気設備

が、その他のみで、14％。外構等もその他のみで 14％。 

 具体的な意見としては、ARCHICAD はデフォルトで揃っている。 構造設計用部材は Revit ファミリで自

社仕様を整備済み。鉄筋（配筋）、設備基礎、梁貫通可能範囲、杭。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-15 参照） 

 社内での共通ルールによる整備が 71％、BLC 準拠、属性情報は整備していない、IFC標準に準拠が 0％

であった。その他 29％で、その他の状況としては「使用目的によって整備する属性項目は異なる」「整

備しているのは構造部材、仮設資機材、維持管理用設備部材など」「今後整備予定は仕上げ表、建具など

意匠系の項目。 今後、設計から製作へ流すべき特記仕様情報について bSJ にて整備する予定だが、BIM

オブジェクトを対象にしたモノではない」「また、smartCON Planner をそのまま利用している」という

記載があった。 

 

図 1-1-6-15 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

 Revit が 71％、ARCHICAD57％、Rebro14％という回答であった。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-16 参照） 

 複数回答なので合計が 100％にならないが、外部企業に委託 57％、社内人材で整備作成 71％、付随し

ていたライブラリをカスタマイズ 43％、その他は 14％で、具体的な意見は「smartCON Planner をそのま

ま利用している」であった。 
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図 1-1-6-16 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（施工用オブジェクトの整備状況）（図 1-1-6-17 参照） 

 基本設計用が 43％、実施設計用が 43％と設計段階での利用が多いことがわかる。施工用は 57％であっ

た。その他の具体的な意見としては、「詳細度の定義が曖昧なので、質問自体がおかしい」「施工機械部

品のため LOD の定義が不明」「設計・施工共通部品として整備」との意見があった。 

 

 

図 1-1-6-17 施工用オブジェクトの整備状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 条件により提供または連携が 0％、提供は困難だが連携は可能 14％、検討するが 43％。わからないが

0％であった。具体的な意見には、「外販している（BooT.ONE）、購入後ファミリの複製利用は可能とな

ります」「現状、一般に提供しているライブラリはほぼ役に立たないし、使いたいとも思わない」「当社

で作成しているオブジェクトも素人には使って欲しくない」「使いこなせる人だけに使って欲しいので、

同業者間で整備をしたい」「smartCON Planner をそのまま利用しているため提供できる BIM オブジェク

トがありません」等の意見があった。 

 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・BIM オブジェクトは、一社で作成し管理していくのは困難のため、オブジェクトの   

 サービスをしているクラウドサービスは、有効である。 

 

・本当の活用シーンをイメージできているのか？3D 表現したいだけならルールは必要ない。 

重要なのは必要な情報を受け渡すことであり、オブジェクトを引き継ぐことではない。 
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・ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFC の部品提供 

  も希望します。 

 

・段階によって入れる情報のルールを整備していただきたい。 

 

・FM 対応出来るような情報を入れられるように整備していただきたい。 

 

・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

 のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

  

・設計・施工・データ連携のために必要な仕様の共通化などを行なった情報（建築 BIM 

  推進会議部会 5など）や、各社の競争領域で作成している項目との整合性について、 

  協議していけたらと思います。 

 

 

(5)設備施工 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-18 参照） 

自社で整備しているが 36％。なおかつ社外に公表しているが、9％。外販のライブラリを利用した事例は

なかった。また自社で作成したライブラリを社外に無償提供して公開している事例も見られた。 

 

 

図 1-1-6-18 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

 ジェネリックの構造関連のオジェクトに関しては柱、梁、床、壁、その他がそれぞれ 17％であり、設

備機器以外に建築の取り合いを確認するための建築モデルのオブジェクトが BIM ソフトウェアに用意さ

れているケースではないかと推測される。 

 ジェネリックの機械設備関連のオブジェクトに関しては冷凍機、熱源機、空調機、熱源補機類が 33％、
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送風機、湯沸し器、給排水、その他機器類、その他が 17％であった。またこれ以外にも設備基礎、制気

口、スリーブなど床や壁と接して関連するオブジェクトもあった。このことから設備 BIM ソフトウェア

に一定のジェネリックオブジェクトが必要とされ準備されていると推測される。電気設備では照明器具、

配電器具、電気機器、配線器具、弱電機器/ICT 器、その他が 17％であった。 

 メーカー建築系のその他のオブジェクトはエレベータ―、ユニットバス、その他が 8％であった。メー

カー設備系オブジェクトのうち、機械設備は冷凍機、熱源機、給排水、その他が 50％で、ポンプ、送風

機、空調機、湯沸かし器、熱源補機類が 67％、衛生器具、その他機器類が 33％であった。これ以外にも

室外機基礎、制気口、浴室乾燥機、ディスポーザー、集合管、制気口、自動制御、生産機器、防振架台、

免震継手のオブジェクトを作成しているとの回答があった。このことから機械設備のオブジェクトが揃

いつつある状況がうかがえる。 

電気設備では照明器具は 33％、配電機器、電気機器、配線機器、弱電機器/ICT 器、その他が 17％で、こ

れ以外にも避雷、ハンドホール、ケーブルラックを作成しているとの回答があった。このことから機械設

備に加え電気設備のオブジェクト整備が比較的進んでいないことがうかがえる。 

 ジェネリックオブジェクトの整備数は、機械設備は 50 以上 100 未満 2 社、100 以上 200 未満、200 以

上 500 未満 1社であった。電気設備 200 以上 500 未満 2社、50未満、50以上 100 未満 1社であった。 

機械設備は 200 以上 500 未満 1社のみであった。電気設備は 100 以上 200 未満 1社。外構 50未満 2社の

みであった。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-19 参照） 

属性の整備については、社内での共通ルールによる整備が 50％。BLC準拠は 0％。IFC 標準に準拠、その

他が 17％、属性を整備していないが 33％であった。また、回答には最低限の内容限るといった事例もあ

り、属性の整備についてはいまだ半数ほどに留まっており、今後対応されると思われる。 

 

図 1-1-6-19 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

回答者の内、50％が Revit、50％が Rebro、17％が CADWellTfas、DesignDraft を利用している。その他や

複数のソフトを利用している回答がなかったため、ほぼこの 4 つのソフトウェアのシェアが設備関連の

施工 BIM に活用されていると思われる。 
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・ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFC の部品提供 

  も希望します。 

 

・段階によって入れる情報のルールを整備していただきたい。 

 

・FM 対応出来るような情報を入れられるように整備していただきたい。 

 

・各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 

 のファミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 

  等）が必要と感じています。 

  

・設計・施工・データ連携のために必要な仕様の共通化などを行なった情報（建築 BIM 

  推進会議部会 5など）や、各社の競争領域で作成している項目との整合性について、 

  協議していけたらと思います。 

 

 

(5)設備施工 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-18 参照） 

自社で整備しているが 36％。なおかつ社外に公表しているが、9％。外販のライブラリを利用した事例は

なかった。また自社で作成したライブラリを社外に無償提供して公開している事例も見られた。 

 

 

図 1-1-6-18 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（部材ごとの必要性、独自製作した部材の把握、同一部材の運用状況） 

 ジェネリックの構造関連のオジェクトに関しては柱、梁、床、壁、その他がそれぞれ 17％であり、設

備機器以外に建築の取り合いを確認するための建築モデルのオブジェクトが BIM ソフトウェアに用意さ

れているケースではないかと推測される。 

 ジェネリックの機械設備関連のオブジェクトに関しては冷凍機、熱源機、空調機、熱源補機類が 33％、
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送風機、湯沸し器、給排水、その他機器類、その他が 17％であった。またこれ以外にも設備基礎、制気

口、スリーブなど床や壁と接して関連するオブジェクトもあった。このことから設備 BIM ソフトウェア

に一定のジェネリックオブジェクトが必要とされ準備されていると推測される。電気設備では照明器具、

配電器具、電気機器、配線器具、弱電機器/ICT 器、その他が 17％であった。 

 メーカー建築系のその他のオブジェクトはエレベータ―、ユニットバス、その他が 8％であった。メー

カー設備系オブジェクトのうち、機械設備は冷凍機、熱源機、給排水、その他が 50％で、ポンプ、送風

機、空調機、湯沸かし器、熱源補機類が 67％、衛生器具、その他機器類が 33％であった。これ以外にも

室外機基礎、制気口、浴室乾燥機、ディスポーザー、集合管、制気口、自動制御、生産機器、防振架台、

免震継手のオブジェクトを作成しているとの回答があった。このことから機械設備のオブジェクトが揃

いつつある状況がうかがえる。 

電気設備では照明器具は 33％、配電機器、電気機器、配線機器、弱電機器/ICT 器、その他が 17％で、こ

れ以外にも避雷、ハンドホール、ケーブルラックを作成しているとの回答があった。このことから機械設

備に加え電気設備のオブジェクト整備が比較的進んでいないことがうかがえる。 

 ジェネリックオブジェクトの整備数は、機械設備は 50 以上 100 未満 2 社、100 以上 200 未満、200 以

上 500 未満 1社であった。電気設備 200 以上 500 未満 2社、50未満、50以上 100 未満 1社であった。 

機械設備は 200 以上 500 未満 1社のみであった。電気設備は 100 以上 200 未満 1社。外構 50未満 2社の

みであった。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-19 参照） 

属性の整備については、社内での共通ルールによる整備が 50％。BLC準拠は 0％。IFC 標準に準拠、その

他が 17％、属性を整備していないが 33％であった。また、回答には最低限の内容限るといった事例もあ

り、属性の整備についてはいまだ半数ほどに留まっており、今後対応されると思われる。 

 

図 1-1-6-19 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

回答者の内、50％が Revit、50％が Rebro、17％が CADWellTfas、DesignDraft を利用している。その他や

複数のソフトを利用している回答がなかったため、ほぼこの 4 つのソフトウェアのシェアが設備関連の

施工 BIM に活用されていると思われる。 
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・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-20 参照） 

1 社で複数のソフトウェアを利用しているので答えが 100％にならないが、社内人材で整備しているの

が 83％、外部企業に委託が 33％、ソフトウェアに付随していたライブラリをカスタマイズが 50％、その

他が 17％という結果であった。回答の中には外部企業への委託を行なって、機械系 CAD で作成したデー

タを BIM ソフトウェアのフォーマットに変換し修正している事例も見られた。 

 
図 1-1-6-20 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（施工用オブジェクトの整備状況）（図 1-1-6-21 参照） 

基本設計用が 33％、実施設計用が 50％と設計段階で利用するオブジェクトの整備が多い。施工用、そ

の他が 33％となった。 

回答の中には施工であってもデータ量を軽くするために簡易化したモデルを利用している事例や、詳細

度というよりは施工に必要な情報として接続面や吊位置などに注力しているといった内容が寄せられて

いる。 

施工用のオブジェクトの利用が実施設計用よりも低く、基本設計と同じ比率という結果になった。部位

によって利活用が分かれるため一概に推測はできないが、設計時のオブジェクトと施工時のオブジェク

トには差異がなく、部位ごとの必要性によって活用を左右しているように見受けられる。 

 

図 1-1-6-21 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

検討するが 67％で最も多く、連携は可能が 17％で、連携は困難という回答は 0％であった。今後の連携

協力に期待したい。 
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・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・海外では「BIM 図面 = Revit」の傾向となっています。 

 

・日系企業の海外進出に関しては、日本にて設計するのか、海外にアウトソーシング 

  するのかにより、扱う BIM のファイル形式が変わると思います。 

       

・日本施設の海外設計についても同じことが言えます。海外展開も視野に入れた BIM 

  ファイル形式の検討も必要になってくると思います。 

 

・本当に必要な属性情報はメーカーが入力することはできません。例えば機器の運転点やメーカー・代理

店の担当者、連絡先など、現場でしか入力できないデータが、実は施工時でも運用時でも重要なデー

タである。これらをすべて現場にて入力するのは、たとえユーザーインターフェースが整備されても

容易なことではない。ライブラリーという箱だけでなく、それを活用するためのルールやフィーの整

備も進めないと活用は難しいのではないか。 

 

・各社が様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する、自社のファミリと置き換

えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と感じています。 

 

・基本的に Rebro の標準オブジェクトを使用しており、現場ごとに作り替えています。ジェネリックオ

ブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様に合わせたサイズの変更ができるもの

があると現場展開できるかと思います。 

 

・利用者の立場としては、汎用オブジェクトよりも各機器メーカーのオブジェクトが充実している方が

使い勝手が良い。汎用オブジェクトは最終的に必ず何らかのメーカーオブジェクトに置き換える必要

がある。最初からメーカーオブジェクトを使用していれば、全体の何割かのオブジェクトは置き換え

なくて済む可能性がある。 

   

・最近では、構造にかかわる設備要望の早期提出が現場でマストになっている。メーカーが決定していな

い中での作業となるので、標準図がどのメーカーにも対応できると作業的にありがたい。 

 

・設備の施工側は主にメーカーオブジェクトを使用していくことになりますので、設計段階のジェネリ

ックオブジェクトからの置き換えも考慮に入れたライブラリーの整備と、各ソフトベンダーやメーカ

ーが共通のオブジェクトを整備できるよう属性の明確化をお願いします。 

 

・空調機などのオーダーメイド品について、メーカーオブジェクトが充実すると生産性向上が図れる。風

量、能力、番手などの条件により外形が調整できることが望ましい。 
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・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-20 参照） 

1 社で複数のソフトウェアを利用しているので答えが 100％にならないが、社内人材で整備しているの

が 83％、外部企業に委託が 33％、ソフトウェアに付随していたライブラリをカスタマイズが 50％、その

他が 17％という結果であった。回答の中には外部企業への委託を行なって、機械系 CAD で作成したデー

タを BIM ソフトウェアのフォーマットに変換し修正している事例も見られた。 

 
図 1-1-6-20 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（施工用オブジェクトの整備状況）（図 1-1-6-21 参照） 

基本設計用が 33％、実施設計用が 50％と設計段階で利用するオブジェクトの整備が多い。施工用、そ

の他が 33％となった。 

回答の中には施工であってもデータ量を軽くするために簡易化したモデルを利用している事例や、詳細

度というよりは施工に必要な情報として接続面や吊位置などに注力しているといった内容が寄せられて

いる。 

施工用のオブジェクトの利用が実施設計用よりも低く、基本設計と同じ比率という結果になった。部位

によって利活用が分かれるため一概に推測はできないが、設計時のオブジェクトと施工時のオブジェク

トには差異がなく、部位ごとの必要性によって活用を左右しているように見受けられる。 

 

図 1-1-6-21 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

検討するが 67％で最も多く、連携は可能が 17％で、連携は困難という回答は 0％であった。今後の連携

協力に期待したい。 
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・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・海外では「BIM 図面 = Revit」の傾向となっています。 

 

・日系企業の海外進出に関しては、日本にて設計するのか、海外にアウトソーシング 

  するのかにより、扱う BIM のファイル形式が変わると思います。 

       

・日本施設の海外設計についても同じことが言えます。海外展開も視野に入れた BIM 

  ファイル形式の検討も必要になってくると思います。 

 

・本当に必要な属性情報はメーカーが入力することはできません。例えば機器の運転点やメーカー・代理

店の担当者、連絡先など、現場でしか入力できないデータが、実は施工時でも運用時でも重要なデー

タである。これらをすべて現場にて入力するのは、たとえユーザーインターフェースが整備されても

容易なことではない。ライブラリーという箱だけでなく、それを活用するためのルールやフィーの整

備も進めないと活用は難しいのではないか。 

 

・各社が様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する、自社のファミリと置き換

えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と感じています。 

 

・基本的に Rebro の標準オブジェクトを使用しており、現場ごとに作り替えています。ジェネリックオ

ブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様に合わせたサイズの変更ができるもの

があると現場展開できるかと思います。 

 

・利用者の立場としては、汎用オブジェクトよりも各機器メーカーのオブジェクトが充実している方が

使い勝手が良い。汎用オブジェクトは最終的に必ず何らかのメーカーオブジェクトに置き換える必要

がある。最初からメーカーオブジェクトを使用していれば、全体の何割かのオブジェクトは置き換え

なくて済む可能性がある。 

   

・最近では、構造にかかわる設備要望の早期提出が現場でマストになっている。メーカーが決定していな

い中での作業となるので、標準図がどのメーカーにも対応できると作業的にありがたい。 

 

・設備の施工側は主にメーカーオブジェクトを使用していくことになりますので、設計段階のジェネリ

ックオブジェクトからの置き換えも考慮に入れたライブラリーの整備と、各ソフトベンダーやメーカ

ーが共通のオブジェクトを整備できるよう属性の明確化をお願いします。 

 

・空調機などのオーダーメイド品について、メーカーオブジェクトが充実すると生産性向上が図れる。風

量、能力、番手などの条件により外形が調整できることが望ましい。 
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(6)BIM ベンダー 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-22 参照） 

回答では自社で整備しているが、18％。なおかつ社外に公表しているが、35％。外販のライブラリを標準

として使用しているが 6％、整備していないが 24％、その他が 41％であった。整備していないが自社で

整備しているを上回る結果になった。回答の中で最も多い意見では、オブジェクトを BIM ソフトウェア

の本体に実装している場合であり、これが結果に繋がったと思われる。 

それらはソフトウェアの機能として一体で考えられており、システムオブジェクトまたはジェネリック

オブジェクトとして機能していると思われる。これ以外にもプラグインとして別途追加インストールを

する形式や、販売提供する場合、ユーザーグループで作成したライブラリを製品に同梱するとして提供

する場合があった。 

また BIM ソフトウェアの開発元ではなくツールやライブラリを提供する BIM ベンダーはクライアントや

メーカーから依頼されて都度作成する場合やジェネリックライブラリおよびメーカーライブラリのダウ

ンロード提供する場合があった。 

 

図 1-1-6-22 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（供給内容や種類、ジェネリックに対するメーカーオブジェクトの整備状況） 

(図 1-1-6-23～27 参照) 

BIM ベンダーへのライブラリ整備状況の確認においては意匠、構造、設備が混在しているため、全体的

にオブジェクトの種類を網羅するが、その比率や件数については把握しにくい結果になった。 

 ジェネリック建築系オブジェクトの構造では柱、梁、床、壁が 31％、その他が 15％であった。これ以

外にもフーチング、ブレース等の回答があった。中にはオブジェクトを数としてとらえていないとの意

見もみられた。構造系 BIM ソフトウェアの分野でシステムオブジェクトがこれらの比率を占めたためこ

のような結果になったと思われる。 

 ジェネリック建築系オブジェクトの意匠では柱、梁、床、壁、ドア、窓が 46％、仕上が 31％、その他

が 23％であった。これ以外にも、天井、屋根、階段、外構部品・植栽・家具・事務機器・オフィス用品

その他の回答があった。意匠系 BIM ソフトウェアの分野でシステムオブジェクトがこれらの比率を占め

たため、意匠、構造、設備 BIM ソフトウェアの回答を按分する結果になったと思われる。 

 ジェネリック建築系のその他ではエレベータ―、エスカレーター、ユニットバス、施工系機械が 23％、
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キッチンが 31％、その他が 8％であった。こちらも回答全体に対する意匠系 BIM ソフトウェアの比率に

近い結果になったと思われる。 

 ジェネリック設備系の機械設備では冷凍機、送風機、空調機、湯沸かし器、衛生器具、が 46％、熱源

機、ポンプ、熱源補機類、給排水、その他機器類が 38％、その他が 15％であった。制気口・ガラリ、消

火設備、ダンパー、桝、バルブ、継手等の回答があった。全体の回答を按分した結果としてとらえるとこ

の結果は高い割合にとらえられる。設備 BIM ソフトウェアではジェネリックオブジェクトの需要が比較

的高いと思われる。 

 ジェネリック設備系の電気設備では照明器具が 54％、配電機器が 46％、電気機器、配線機器が 31％、

弱電機器/ICT 器が 38％、その他が 15％であった。これ以外には舞台照明用装置の回答があった。 

こちらも。全体の回答を按分した結果としてとらえるとこの結果は高い割合にとらえられる。電気系設

備 BIM ソフトウェアもジェネリックオブジェクトの需要が比較的高いと思われる。 

 ジェネリックその他の外構等ではカーポート、自転車置き場が 15％、フェンス、門扉が 31％、その他

が 8％という結果になった。これ以外にも駐車場輪留め・カラーコーンの回答があった。意匠系 BIM ソフ

トウェアでは外構等のジェネリックオブジェクトが準備され整備されていることがうかがえる。 

 メーカー建築系の構造では柱、梁、その他が 8％で、床、壁が 0％であった。これ以外にも鉄骨柱脚の

回答があった。構造系 BIM ソフトウェアでは柱、梁、床、壁がシステムオブジェクトで作成されているた

め、メーカーを指定したコンポーネントオブジェクトの形態をとっておらず比較的低い割合になってい

ると思われる。 

 メーカー建築系の意匠では柱、床が 0％で、梁、窓、仕上が 8％、壁、ドアが 15％であった。これ以外

にも医療機器／設備、一般家具等の回答があった。意匠系 BIM ソフトウェアでは柱、梁、床、壁がシステ

ムオブジェクトで作成されているため、メーカーを指定したコンポーネントオブジェクトの形態をとっ

ておらず比較的低い割合になっていると思われる。ドアや窓についてもメーカーオブジェクトの配信に

ついてはベンダーとして用意せず、メーカーの配信に任せている状況がうかがえる。 

 メーカー建築系のその他ではエレベータ―、キッチンが 15％、エスカレーターが 23％、施工系機械が

8％、ユニットバスが 0％であった。ジェネリックオブジェクトの整備状況と比較するとメーカーの配信

に任せている事例はあるもののジェネリックとメーカーの整備状況はほぼ同じような状況であることが

うかがえる。 

 
図 1-1-6-23 メーカー建築系オブジェクト：意匠 
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(6)BIM ベンダー 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-1-6-22 参照） 

回答では自社で整備しているが、18％。なおかつ社外に公表しているが、35％。外販のライブラリを標準

として使用しているが 6％、整備していないが 24％、その他が 41％であった。整備していないが自社で

整備しているを上回る結果になった。回答の中で最も多い意見では、オブジェクトを BIM ソフトウェア

の本体に実装している場合であり、これが結果に繋がったと思われる。 

それらはソフトウェアの機能として一体で考えられており、システムオブジェクトまたはジェネリック

オブジェクトとして機能していると思われる。これ以外にもプラグインとして別途追加インストールを

する形式や、販売提供する場合、ユーザーグループで作成したライブラリを製品に同梱するとして提供

する場合があった。 

また BIM ソフトウェアの開発元ではなくツールやライブラリを提供する BIM ベンダーはクライアントや

メーカーから依頼されて都度作成する場合やジェネリックライブラリおよびメーカーライブラリのダウ

ンロード提供する場合があった。 

 

図 1-1-6-22 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（供給内容や種類、ジェネリックに対するメーカーオブジェクトの整備状況） 

(図 1-1-6-23～27 参照) 

BIM ベンダーへのライブラリ整備状況の確認においては意匠、構造、設備が混在しているため、全体的

にオブジェクトの種類を網羅するが、その比率や件数については把握しにくい結果になった。 

 ジェネリック建築系オブジェクトの構造では柱、梁、床、壁が 31％、その他が 15％であった。これ以

外にもフーチング、ブレース等の回答があった。中にはオブジェクトを数としてとらえていないとの意

見もみられた。構造系 BIM ソフトウェアの分野でシステムオブジェクトがこれらの比率を占めたためこ

のような結果になったと思われる。 

 ジェネリック建築系オブジェクトの意匠では柱、梁、床、壁、ドア、窓が 46％、仕上が 31％、その他

が 23％であった。これ以外にも、天井、屋根、階段、外構部品・植栽・家具・事務機器・オフィス用品

その他の回答があった。意匠系 BIM ソフトウェアの分野でシステムオブジェクトがこれらの比率を占め

たため、意匠、構造、設備 BIM ソフトウェアの回答を按分する結果になったと思われる。 

 ジェネリック建築系のその他ではエレベータ―、エスカレーター、ユニットバス、施工系機械が 23％、
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キッチンが 31％、その他が 8％であった。こちらも回答全体に対する意匠系 BIM ソフトウェアの比率に

近い結果になったと思われる。 

 ジェネリック設備系の機械設備では冷凍機、送風機、空調機、湯沸かし器、衛生器具、が 46％、熱源

機、ポンプ、熱源補機類、給排水、その他機器類が 38％、その他が 15％であった。制気口・ガラリ、消

火設備、ダンパー、桝、バルブ、継手等の回答があった。全体の回答を按分した結果としてとらえるとこ

の結果は高い割合にとらえられる。設備 BIM ソフトウェアではジェネリックオブジェクトの需要が比較

的高いと思われる。 

 ジェネリック設備系の電気設備では照明器具が 54％、配電機器が 46％、電気機器、配線機器が 31％、

弱電機器/ICT 器が 38％、その他が 15％であった。これ以外には舞台照明用装置の回答があった。 

こちらも。全体の回答を按分した結果としてとらえるとこの結果は高い割合にとらえられる。電気系設

備 BIM ソフトウェアもジェネリックオブジェクトの需要が比較的高いと思われる。 

 ジェネリックその他の外構等ではカーポート、自転車置き場が 15％、フェンス、門扉が 31％、その他

が 8％という結果になった。これ以外にも駐車場輪留め・カラーコーンの回答があった。意匠系 BIM ソフ

トウェアでは外構等のジェネリックオブジェクトが準備され整備されていることがうかがえる。 

 メーカー建築系の構造では柱、梁、その他が 8％で、床、壁が 0％であった。これ以外にも鉄骨柱脚の

回答があった。構造系 BIM ソフトウェアでは柱、梁、床、壁がシステムオブジェクトで作成されているた

め、メーカーを指定したコンポーネントオブジェクトの形態をとっておらず比較的低い割合になってい

ると思われる。 

 メーカー建築系の意匠では柱、床が 0％で、梁、窓、仕上が 8％、壁、ドアが 15％であった。これ以外

にも医療機器／設備、一般家具等の回答があった。意匠系 BIM ソフトウェアでは柱、梁、床、壁がシステ

ムオブジェクトで作成されているため、メーカーを指定したコンポーネントオブジェクトの形態をとっ

ておらず比較的低い割合になっていると思われる。ドアや窓についてもメーカーオブジェクトの配信に

ついてはベンダーとして用意せず、メーカーの配信に任せている状況がうかがえる。 

 メーカー建築系のその他ではエレベータ―、キッチンが 15％、エスカレーターが 23％、施工系機械が

8％、ユニットバスが 0％であった。ジェネリックオブジェクトの整備状況と比較するとメーカーの配信

に任せている事例はあるもののジェネリックとメーカーの整備状況はほぼ同じような状況であることが

うかがえる。 

 
図 1-1-6-23 メーカー建築系オブジェクト：意匠 
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図 1-1-6-24 メーカー建築系オブジェクト：その他

 

図 1-1-6-25 メーカー設備系オブジェクト：機械設備 

 
図 1-1-6-26 メーカー設備系オブジェクト：電気設備 
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図 1-1-6-27 メーカーその他オブジェクト：外構等 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-28 参照） 

 属性の整備については、社内での共通ルールによる整備、その他が 38％。BLC準拠、属性を整備してい

ないが 15％。IFC 標準に準拠が 23％であった。回答の中には属性項目は使用者に自由にゆだねる場合や

明確な定義づけをしていないなどの意見がみられた。 

設計、施工やメーカーに比べて IFC 標準の準拠に対応した回答が多い。設備系 BIM ソフトウェアのベン

ダーの回答には Stem 標準対応が含まれていると思われる。これに比べて意匠、構造では属性の標準化の

上で属性情報の整備の必要性がうかがえる。 

 

図 1-1-6-28 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

 回答者の内、Revit が 38％、ARCHICAD が 15％、Vectorworks,GLOOBE、Rebro,DesignDraft、FILDERCube、

CADｗellTfas、CADEWAReal、IFC が 8％、DWG/DXF、その他が 0％であった。BIM ソフトウェアを開発して

いるベンダーが一律の統計結果を占める。また BIM ソフトウェア開発によらずツールやライブラリのみ

を提供する BIM ベンダーでは Revit をサポートしており、それに続いて ARCHICAD をサポートしているこ

とがうかがえる。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-29 参照） 

 1 社で複数のソフトウェアを利用しているので答えが 100％にならないが、社内人材で整備しているの
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図 1-1-6-24 メーカー建築系オブジェクト：その他

 

図 1-1-6-25 メーカー設備系オブジェクト：機械設備 

 
図 1-1-6-26 メーカー設備系オブジェクト：電気設備 

 

23%

15%

23%

15%

0%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.エレベータ

2.エスカレーター

3.キッチン

4.ユニットバス

5.施工系機械

6.その他

BIMﾍﾞﾝﾀﾞｰ

ー114ー

資料 5  業務 1-32 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

 
図 1-1-6-27 メーカーその他オブジェクト：外構等 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-1-6-28 参照） 

 属性の整備については、社内での共通ルールによる整備、その他が 38％。BLC準拠、属性を整備してい

ないが 15％。IFC 標準に準拠が 23％であった。回答の中には属性項目は使用者に自由にゆだねる場合や

明確な定義づけをしていないなどの意見がみられた。 

設計、施工やメーカーに比べて IFC 標準の準拠に対応した回答が多い。設備系 BIM ソフトウェアのベン

ダーの回答には Stem 標準対応が含まれていると思われる。これに比べて意匠、構造では属性の標準化の

上で属性情報の整備の必要性がうかがえる。 

 

図 1-1-6-28 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

 回答者の内、Revit が 38％、ARCHICAD が 15％、Vectorworks,GLOOBE、Rebro,DesignDraft、FILDERCube、

CADｗellTfas、CADEWAReal、IFC が 8％、DWG/DXF、その他が 0％であった。BIM ソフトウェアを開発して

いるベンダーが一律の統計結果を占める。また BIM ソフトウェア開発によらずツールやライブラリのみ

を提供する BIM ベンダーでは Revit をサポートしており、それに続いて ARCHICAD をサポートしているこ

とがうかがえる。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法）（図 1-1-6-29 参照） 

 1 社で複数のソフトウェアを利用しているので答えが 100％にならないが、社内人材で整備しているの
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が 54％、外部企業に委託が 31％、ソフトウェアに付随していたライブラリをカスタマイズが 15％、その

他が 46％であった。 

 回答の中にはメーカーオブジェクトについてはメーカーから提供されている事例が多かった。またオ

ブジェクトの作成にあたり特定の会社での作業や監修を受けた場合やユーザーグループと協力して整備

した事例が見受けられた。 

 CAD の仕組み上、システムオブジェクトは外部企業に委託して作成する場合から除かれると思われ、オ

ブジェクトの種類や性質によって対応が分かれることがわかった。 

 
図 1-1-6-29 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-1-6-30 参照） 

 基本設計用、実施設計用が 54％。施工用が 46％、その他が 8％であった。それぞれの回答に比率に大

きな差異がないことから、BIM ベンダーとしては設計全体のフェーズに対応して活用できるオブジェクト

を提供する事を配慮していることが見受けられる。 

 

図 1-1-6-30 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 回答では条件により提供または連携できるが8％。検討するが38％、わからないが 23％、その他が31％。

提供は困難だか連携は可能、提供は可能だが連携は困難、BLC に対する属性情報のインポート・エクスポ

ート機能を自社で整備するは 0％であった。 

 回答には協業が可能としながらも協議が必要といった意見や、より具体的な仕様によって対応したい

とした意見があった。今後より具体的な方策をベンダーと共有しつつ連携協力に期待したい。 
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・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・弊社では BIM と連携したソフトウェアを開発・販売をしているので、オブジェクトが統一されること

を期待しております。 

 

・プロパティ情報の種類や数の標準化を各団体と協議してほしい。団体や業種で違っている状態では標

準にならないと思う。 

 

・国内仕様のものが少ない。検索方法をもう少し判りやすく、簡単にしてほしい。なお、Revit は 3D オ

ブジェクトについて、パラメトリックな扱いが出来るため、設備・構造はカッコ外の数字はオブジェク

ト数、カッコ内の数字はタイプ数を記入しています。建築は数が多く、弊社も把握できていないため、

おおよその数字を記入しています。 

 

 

1-1-7 考察 

 
(1)建築意匠設計 

 アンケ―ト集計結果を見ると BIM 利用率は建築意匠設計での利用が高いことがわかる。BIM オブジェク

ト整備も社内での共通ルールによる整備が多く独自な物になっている可能性が高い。今後の日本での BIM

普及と効率化を考えると、共通した BIM オブジェクトの整備が求められると考えられる。どの分野でも

そうだが、LOD の考え方を整理しないと今後の共通化に支障が出ると思われる。 

 

(2)構造設計 

 構造設計事務所単独でのアンケート回答は得られていない。ゼネコンや設計事務所からの回答が多い。

意匠設計と同じだが、こちらも社内共通ルール整備が多いことがわかる。しかし、構造分野での BIM 共通

化は進んでいるので期待したい。 

 

(3)設備設計 

 14 社から回答を得られた。50％が属性を整備していない。活用方法の期待することの意見にもあるが、

プロパティの共通化が急がれている。特に設備は FM（AIM）での活用が期待されている為、共通化は急務

だと思われる。また色々な形状、仕様、更新時期等の入力がされていると利便性も上がり、利用率も上が

るだろう。メーカーとの協働作業が進む事に期待したい。 

 

(4)建築施工 

 7 社から回答が得られた概ねの整備状況を確認できたように思われる。設計とは異なり BIM ソフトウェ

アに付帯するオブジェクトの活用が目立っている。これは施工に特化したソフトウェアの活用が進んで

いるため、設計中心のライブラリとは別に施工活用に合わせたオブジェクトが準備されていると思われ

る。施工活用も視野にオブジェクトライブラリを整備する場合には設計とは違う視点で活用を把握して

オブジェクトに反映させる必要があると感じた。 
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が 54％、外部企業に委託が 31％、ソフトウェアに付随していたライブラリをカスタマイズが 15％、その

他が 46％であった。 

 回答の中にはメーカーオブジェクトについてはメーカーから提供されている事例が多かった。またオ

ブジェクトの作成にあたり特定の会社での作業や監修を受けた場合やユーザーグループと協力して整備

した事例が見受けられた。 

 CAD の仕組み上、システムオブジェクトは外部企業に委託して作成する場合から除かれると思われ、オ

ブジェクトの種類や性質によって対応が分かれることがわかった。 

 
図 1-1-6-29 オブジェクトの作成 

 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-1-6-30 参照） 

 基本設計用、実施設計用が 54％。施工用が 46％、その他が 8％であった。それぞれの回答に比率に大

きな差異がないことから、BIM ベンダーとしては設計全体のフェーズに対応して活用できるオブジェクト

を提供する事を配慮していることが見受けられる。 

 

図 1-1-6-30 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

 回答では条件により提供または連携できるが8％。検討するが38％、わからないが 23％、その他が31％。

提供は困難だか連携は可能、提供は可能だが連携は困難、BLC に対する属性情報のインポート・エクスポ

ート機能を自社で整備するは 0％であった。 

 回答には協業が可能としながらも協議が必要といった意見や、より具体的な仕様によって対応したい

とした意見があった。今後より具体的な方策をベンダーと共有しつつ連携協力に期待したい。 
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・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・弊社では BIM と連携したソフトウェアを開発・販売をしているので、オブジェクトが統一されること

を期待しております。 

 

・プロパティ情報の種類や数の標準化を各団体と協議してほしい。団体や業種で違っている状態では標

準にならないと思う。 

 

・国内仕様のものが少ない。検索方法をもう少し判りやすく、簡単にしてほしい。なお、Revit は 3D オ

ブジェクトについて、パラメトリックな扱いが出来るため、設備・構造はカッコ外の数字はオブジェク

ト数、カッコ内の数字はタイプ数を記入しています。建築は数が多く、弊社も把握できていないため、

おおよその数字を記入しています。 

 

 

1-1-7 考察 

 
(1)建築意匠設計 

 アンケ―ト集計結果を見ると BIM 利用率は建築意匠設計での利用が高いことがわかる。BIM オブジェク

ト整備も社内での共通ルールによる整備が多く独自な物になっている可能性が高い。今後の日本での BIM

普及と効率化を考えると、共通した BIM オブジェクトの整備が求められると考えられる。どの分野でも

そうだが、LOD の考え方を整理しないと今後の共通化に支障が出ると思われる。 

 

(2)構造設計 

 構造設計事務所単独でのアンケート回答は得られていない。ゼネコンや設計事務所からの回答が多い。

意匠設計と同じだが、こちらも社内共通ルール整備が多いことがわかる。しかし、構造分野での BIM 共通

化は進んでいるので期待したい。 

 

(3)設備設計 

 14 社から回答を得られた。50％が属性を整備していない。活用方法の期待することの意見にもあるが、

プロパティの共通化が急がれている。特に設備は FM（AIM）での活用が期待されている為、共通化は急務

だと思われる。また色々な形状、仕様、更新時期等の入力がされていると利便性も上がり、利用率も上が

るだろう。メーカーとの協働作業が進む事に期待したい。 

 

(4)建築施工 

 7 社から回答が得られた概ねの整備状況を確認できたように思われる。設計とは異なり BIM ソフトウェ

アに付帯するオブジェクトの活用が目立っている。これは施工に特化したソフトウェアの活用が進んで

いるため、設計中心のライブラリとは別に施工活用に合わせたオブジェクトが準備されていると思われ

る。施工活用も視野にオブジェクトライブラリを整備する場合には設計とは違う視点で活用を把握して

オブジェクトに反映させる必要があると感じた。 
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(5)設備施工 

サブコンを中心に 12 社から回答が得られた。設備設計と同じように多くのオブジェクトが揃いつつある

状況ではあるが、属性の活用の整備について今後に期待される。設備設計と設備施工との間にオブジェ

クトの LOD に差異はないものの、例えば躯体との取り合い検討に必要な属性や形状をオブジェクトに反

映する部材もあるといった施工での活用を反映した意見も寄せられた。このことからもメーカーオブジ

ェクトの整備と並行して、現場の状況によって形状変更や属性変更が求められるオブジェクトの活用の

把握と整備が必要であると感じた。 

 

(6)BIM ベンダー 

17 社から回答が寄せられた。各社、意匠、構造、設備用にオブジェクトが用意されており、充実化が図

られているが国内仕様ではない物も多いのが現状です。ベンダーも含めた各団体との協議、協働体制を

早期実現しジェネリックオブジェクトの充実化と属性情報の標準化を図る必要がある。 

  

ー118ー

資料 5  業務 1-36 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

 

  

ー119ー



資料 5  業務 1-35 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
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映する部材もあるといった施工での活用を反映した意見も寄せられた。このことからもメーカーオブジ

ェクトの整備と並行して、現場の状況によって形状変更や属性変更が求められるオブジェクトの活用の

把握と整備が必要であると感じた。 

 

(6)BIM ベンダー 

17 社から回答が寄せられた。各社、意匠、構造、設備用にオブジェクトが用意されており、充実化が図

られているが国内仕様ではない物も多いのが現状です。ベンダーも含めた各団体との協議、協働体制を

早期実現しジェネリックオブジェクトの充実化と属性情報の標準化を図る必要がある。 
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1-2 BIM オブジェクトライブラリデータの形状・属性情報に係る仕様案の確定 

1-2-1 業務要領 

 業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

 

 

BIM オブジェクトライブラリデータの拡充にあたり、BIM オブジェクトの形状情報、属性情報につ

いて、過年度業務のデータ仕様について、実用化段階における整備に必要な下記事項に係る仕様案を

確定することとし、仕様案の項目の詳細については、協議により定めることとする。 

 

・BIM オブジェクトライブラリデータのデータサイズ 

・BIM オブジェクトライブラリデータのデータ形式 

・BIM オブジェクトライブラリデータに収蔵する属性情報項目の構成 

・BIM オブジェクトライブラリデータに収蔵する属性情報のデータ型 

・BIM オブジェクトライブラリデータに収蔵する属性情報を補完する外部参照データ 

 

形状・属性情報に係る仕様の定義は、BIM オブジェクト標準と整合するよう、要件定義書として取

りまとめるものとする。 
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1-2-2 前年度調査結果の整理 

(1)データサイズ 

 

 データサイズに関しては BLC 標準において、BIMオブジェクトの詳細度とともに、データサイズを次の

とおり規定している。 

表 1-2-2-1 

 詳細度 
 

ジェネリックオブジェクト 

メーカーオブジェクト 

・1/100、1/50、1/20 等の図面で、必要とされる情報と形を表示する

適切な形状の詳細度を示す。 

・詳細度はオブジェクトのデータ容量に関係するので、多数繰り返さ

れるオブジェクトは概ね 1MB を目安とし、複雑な形状や多くのパーツ

で構成されるオブジェクトは、それを超えても差し支えない。 

 

 

(2)データ形式 

 

建築系オブジェクトのデータ形式は下記の a～dが仕様書で示されている。 

設備系オブジェクトのデータ形式は下記の e～fが同じく仕様書で示されている。 

 

a. オートデスク株式会社:「REVIT」(Revit 2017 以降)  

b. グラフィソフトジャパン株式会社:「ARCHICAD」(ARCHICAD19 以降)  

c. 福井コンピュータアーキテクト株式会社:「GLOOBE」(GLOOBE2017 以降)  

d. エーアンドエー株式会社:「Vectorworks」(Vectorworks2017 以降)  

e. 株式会社 NYK システムズ:「Rebro」(Rebro2017 以降)  

f. 株式会社ダイテック:「CADWe'll Tfas」(CADWe'll Tfas 9 以降)  
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(3)属性情報項目の構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 1-2-2-1 BLCJ 属性情報項目 
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（4）属性情報のデータ型 

a. BLC 管理情報項目 

表 1-2-2-2  BLC 管理情報項目 

項目 
（プロパテ

ィ名） 

項目の説明（プロパティ要件） 
 

データ 
タイプ 

 例 

企業コード 企業コードは、「標準（統一）

企業コード(6 桁)」による。こ

のコードは、（一財）日本情報

経済社会推進協会(JIPDEC) が
一元管理する業界横断的な企業

コードである。 

文字  000000 

企業名 企業名を示す。 文字  （株）BLC 会社 
企業 URL 企業の(連携可能)なホームペー

ジを示す。 
文字  http://www.kaisha 

分類コード 製品の分類コートを示す。 
当面建築は Uniclass2015 を、

設備は CI-NET コードを用い

る。 

文字  50050501100010 

製品グルー

プ 
Web サイトでの検索用の分類。

別途定義する。 
文字  ボイラー 

メーカー型

番 
製品等の(メーカー商品)型番を

示す。 
文字   

型式名称 製品等のメーカーによる型式名

称を示す。 
文字   

製品写真 製品グループと連携し、製品イ

メージを示す写真。サムネイル

程度の画像品質を用いる。 

文字   

3D ファイル

形式 
製品等の 3D ファイル形式を示

す。 
複数の形式を使用する場合は、

列記する。 

文字   

製品リリー

ス年月 
当該の製品等の販売開始時期を

年、月で示す。 
文字  2018 年 8 月 

製造停止年

月日 
当該製品の製造が停止された時

期を年、月で示す。当該事由が

生じた時に記載。 

文字   
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(3)属性情報項目の構成 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 1-2-2-1 BLCJ 属性情報項目 
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（4）属性情報のデータ型 

a. BLC 管理情報項目 

表 1-2-2-2  BLC 管理情報項目 

項目 
（プロパテ

ィ名） 

項目の説明（プロパティ要件） 
 

データ 
タイプ 

 例 

企業コード 企業コードは、「標準（統一）

企業コード(6 桁)」による。こ

のコードは、（一財）日本情報

経済社会推進協会(JIPDEC) が
一元管理する業界横断的な企業

コードである。 

文字  000000 

企業名 企業名を示す。 文字  （株）BLC 会社 
企業 URL 企業の(連携可能)なホームペー

ジを示す。 
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当面建築は Uniclass2015 を、

設備は CI-NET コードを用い

る。 
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Web サイトでの検索用の分類。

別途定義する。 
文字  ボイラー 
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番 
製品等の(メーカー商品)型番を

示す。 
文字   

型式名称 製品等のメーカーによる型式名
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製品写真 製品グループと連携し、製品イ

メージを示す写真。サムネイル

程度の画像品質を用いる。 

文字   

3D ファイル

形式 
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す。 
複数の形式を使用する場合は、

列記する。 

文字   

製品リリー
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当該の製品等の販売開始時期を

年、月で示す。 
文字  2018 年 8 月 

製造停止年

月日 
当該製品の製造が停止された時

期を年、月で示す。当該事由が

生じた時に記載。 

文字   
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製品出荷対

象国・地域 
製品が使用可能で出荷対象とし

ている国・地域を記載。 
文字  日本国内 

BLC 標準バ

ージョン 
BLC 標準のバージョンを記載す

る。 
Version の場合は 1.0 と記載。 

文字  1.0 

参照してい

る仕様書等

のバージョ

ン 

各種仕様書等の版を記載する。 文字  〇〇標準仕様書 
※※年版 

 

 

b.  IFC 

表 1-2-2-3 

第 2 章 情報要件 
2.5 IFC 
2.5.1 IFC4 共通プロパティセット 
BIM オブジェクトは、建設製品および入手可能な場合、関連した IFC 要素タイプオブジェクトに関

係づけられる IFC4 の共通プロパティセット（Pset xxxxCommon）を含むことができる。 
2.5.2 Proxy 
BIM オブジェクトは、IFC4 にそのオブジェクトの IFC 共通プロパティセット(Pset_xxxxCommon)
を持たない場合、BuildingElementProxyCommon の P セットを含むことができる。 
2.5.3 IFC2×3 
BIM オブジェクトは IFC4 付録 2 に加え、IFC2×3 (ISO/PAS 16739)の追加情報を含むことができる。 

 

 
 

 

c. BOS 一般 

表 1-2-2-4 BOS 一般プロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタイプ 例 
作成者 オブジェクトを作成した個人、組織、ライブラリ

ー製作者の名前 
英数字 Company 

 
製造者名 製品の製造者の名前。プロパティはジェネリッ

クオブジェクトでは省略することができる。 
英数字 Company 

 
製造者ホーム

ページ 
有効な製造者ホームページへのリンク先。プロ

パティはジェネリックオブジェクトでは省略す

ることができる。 

英数字 www.company. 
com 
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<仕様書>説明 適切な仕様書システム条項タイトルを含むこと

ができる。記載された場合、<仕様書>を NBS 仕

様書体系参照などの複数の仕様書体系で置き換

えることができる。 

英数字 Hand Dryer 
 

<仕様書>参照 
 

適切な仕様書システム条項の参照を含むことが

できる。記載された場合、<仕様書>を NBS 参

照などの複数の仕様書体系名をで置き換えるこ

とができる。 

英数字 54896 

製品情報 
 
 
 
 

製品のより詳細な情報の有効なホームページリ

ンク先、(例)技術的文書、設置ガイド、証明書、

製品カタログ、説明書、そして文書の所在を示す

英数字の値。プロパティはジェネリックオブジ

ェクトでは省略できる。 

  

改定 プロジェクト環境の中での完成のために。  n/a 
<分類>コード 適切な分類コード。<分類>を分類体系(例えば

Uniclass2015 コード)で置き換えることができ

る。複数の分類体系を参照することも含む。 

 Pr_40_70_62_37 
 

<分類>タイト

ル 
適切な分類タイトル。<分類>を分類体系(例えば

Uniclass2015 タイトル参照)で置き換えること

ができる。複数の分類体系を参照することも含

む。 

  

<分類>版 適切な分類版。<分類>を分類体系 (例えば

Uniclass2015 版)で置き換えることができる。複

数の分類体系を参照することも含む。 

  

版 オブジェクト発行の結果の指示。   
 

 

d. COBie              

表 1-2-2-5 COBie タイププロパティ 

プロパテ

ィ名 
プロパティ要件 データ

タイプ 
例 

アクセス

ビリティ

性能 

製品が満足するアクセスヒリテ

ィ事項を表示する英数字 
アクセスビリティは、製品が対

象とする、あるいは利用できる

人の範囲を示す。 
(例：老人、成人、子供) 

英数字 自動 
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製品出荷対

象国・地域 
製品が使用可能で出荷対象とし

ている国・地域を記載。 
文字  日本国内 

BLC 標準バ

ージョン 
BLC 標準のバージョンを記載す

る。 
Version の場合は 1.0 と記載。 

文字  1.0 

参照してい

る仕様書等

のバージョ

ン 

各種仕様書等の版を記載する。 文字  〇〇標準仕様書 
※※年版 

 

 

b.  IFC 

表 1-2-2-3 

第 2 章 情報要件 
2.5 IFC 
2.5.1 IFC4 共通プロパティセット 
BIM オブジェクトは、建設製品および入手可能な場合、関連した IFC 要素タイプオブジェクトに関

係づけられる IFC4 の共通プロパティセット（Pset xxxxCommon）を含むことができる。 
2.5.2 Proxy 
BIM オブジェクトは、IFC4 にそのオブジェクトの IFC 共通プロパティセット(Pset_xxxxCommon)
を持たない場合、BuildingElementProxyCommon の P セットを含むことができる。 
2.5.3 IFC2×3 
BIM オブジェクトは IFC4 付録 2 に加え、IFC2×3 (ISO/PAS 16739)の追加情報を含むことができる。 

 

 
 

 

c. BOS 一般 

表 1-2-2-4 BOS 一般プロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタイプ 例 
作成者 オブジェクトを作成した個人、組織、ライブラリ

ー製作者の名前 
英数字 Company 

 
製造者名 製品の製造者の名前。プロパティはジェネリッ

クオブジェクトでは省略することができる。 
英数字 Company 

 
製造者ホーム

ページ 
有効な製造者ホームページへのリンク先。プロ

パティはジェネリックオブジェクトでは省略す

ることができる。 

英数字 www.company. 
com 
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<仕様書>説明 適切な仕様書システム条項タイトルを含むこと

ができる。記載された場合、<仕様書>を NBS 仕

様書体系参照などの複数の仕様書体系で置き換

えることができる。 

英数字 Hand Dryer 
 

<仕様書>参照 
 

適切な仕様書システム条項の参照を含むことが

できる。記載された場合、<仕様書>を NBS 参

照などの複数の仕様書体系名をで置き換えるこ

とができる。 

英数字 54896 

製品情報 
 
 
 
 

製品のより詳細な情報の有効なホームページリ

ンク先、(例)技術的文書、設置ガイド、証明書、

製品カタログ、説明書、そして文書の所在を示す

英数字の値。プロパティはジェネリックオブジ

ェクトでは省略できる。 

  

改定 プロジェクト環境の中での完成のために。  n/a 
<分類>コード 適切な分類コード。<分類>を分類体系(例えば

Uniclass2015 コード)で置き換えることができ

る。複数の分類体系を参照することも含む。 

 Pr_40_70_62_37 
 

<分類>タイト

ル 
適切な分類タイトル。<分類>を分類体系(例えば

Uniclass2015 タイトル参照)で置き換えること

ができる。複数の分類体系を参照することも含

む。 

  

<分類>版 適切な分類版。<分類>を分類体系 (例えば

Uniclass2015 版)で置き換えることができる。複

数の分類体系を参照することも含む。 

  

版 オブジェクト発行の結果の指示。   
 

 

d. COBie              

表 1-2-2-5 COBie タイププロパティ 

プロパテ

ィ名 
プロパティ要件 データ

タイプ 
例 

アクセス

ビリティ

性能 

製品が満足するアクセスヒリテ

ィ事項を表示する英数字 
アクセスビリティは、製品が対

象とする、あるいは利用できる

人の範囲を示す。 
(例：老人、成人、子供) 

英数字 自動 
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アセット

タイプ 
英数字のデフォールト値で; 
「固定」は固定された設備、設

置された製品で建物性能と一体

のものを示す。 
(例)熱源、配管、エレベータ― 
「可動」は、建物から独立した

装置、製品を示す。(例)椅子、テ

ーブル、ランプ 

英数字 固定 

カテゴリ

ー 
分類コード。(例)Uniclass2015 
分類番号、コロン、分類タイプか

ら成る単一のテキスト列で示す。 

英数字 Pr_40_70_62_37: 
Hand driers 

法令性能 英数字の値で、製品が満たすべ

き法令コンプライアンス要件を

示す。 

英数字 完全にアースされている 

色 英数字の値で、製品の主要な色

を示す。 
英数字 白 

構成要素 製品の様々なパーツの詳細を含

む英数字の値 
英数字 電気モーター 

説明 英数字の値で BIM オブジェクト

を示す製品の簡潔な説明を示

す。メーカーオブジェクトは事

実情報に限定され、製造者の業

種かつカタログ名を含むことが

できる。 

英数字 軽量の手の乾燥機 

耐用単位 耐用期間記録する単位。典型的

には年。 
英数字 年 

期待耐用

年数 
数値の値で、製品の期待耐用期間

を示す。単位は「耐用単位」で記

録される。 

数値 10 
 

特徴 英数字の値で製品の仕様に関す

る主要な特徴や重要な特色を示

す。 

英数字 静音運転、耐変更性、 
ロッキングねじ 

仕上げ 英数字の値で製品の特徴的な主

要な仕上げを示す。 
英数字 マットな 

グレード 英数字の値で製品に対応する標

準グレードを示す。 
英数字 クラス 1 適合 
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製造者 製品の供給、製造に責任を持つ

組織の、有効なメールアドレス 
英数字 company@email.com 

材料 
 

英数字の値で特徴ある、主要な

製品の材料示す。 
英数字 ダイキャストアルミニウム 

製品番

号?? 
英数字の値で製品の製造者が定

める製品、品目、単位番号を示

す。これはパーツ番号、SKU カ

タログ番号あるいはその類でも

よい。 

英数字 553 
 

製品参照 英数字の値で製造者が使用する

製造品目の名前 
英数字 エクセルハンドドライヤー 

名前 独自の人間が読める英数字の名

前で、製品タイプで始まる。 
英数字 Hand dryer 

 

公称高さ 公称高さ(一般的に製品の垂直の

特性寸法)の mm 数値 
数値 240 

公称長さ 公称長さ(一般的に製品の直行す

る 2 つの水平寸法の主要なまた

は長い寸法の mm 数値) 

数値  

公称幅 公称長さ(一般的に製品の直行す

る 2 つの水平寸法の二次的また

は短い寸法の mm 数値) 

数値  

更新コス

ト 
プロジェクト通貨での製品の更

新コストを示す数値。プロジェ

クト通貨が不明の場合、地方通

貨で示す。 

数値  

形状 
 

英数字の値で製品の形状の特徴

を示す。 
英数字 長方形 

形状 英数字の値で製品サイズの特徴

を示す。 
(例)50 リットル 

英数字 310 x 240 x 
180 mm 

サステナ

ビリティ

性能 

英数字の値で製品が満足すべき

サステナビリティ項目を示す。 
英数字 Low-energy 

 

保証説明 
 

英数字の値で、保証内容と除外

事項を簡潔に説明するもの 
英数字 現地の保証と高度な更新 

保証サー

ビス期間 
保証サービス期間を示す数値。

単位は保証期間単位で記録。 
数値 5 
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アセット

タイプ 
英数字のデフォールト値で; 
「固定」は固定された設備、設

置された製品で建物性能と一体

のものを示す。 
(例)熱源、配管、エレベータ― 
「可動」は、建物から独立した

装置、製品を示す。(例)椅子、テ

ーブル、ランプ 

英数字 固定 

カテゴリ

ー 
分類コード。(例)Uniclass2015 
分類番号、コロン、分類タイプか

ら成る単一のテキスト列で示す。 

英数字 Pr_40_70_62_37: 
Hand driers 

法令性能 英数字の値で、製品が満たすべ

き法令コンプライアンス要件を

示す。 

英数字 完全にアースされている 

色 英数字の値で、製品の主要な色

を示す。 
英数字 白 

構成要素 製品の様々なパーツの詳細を含

む英数字の値 
英数字 電気モーター 

説明 英数字の値で BIM オブジェクト

を示す製品の簡潔な説明を示

す。メーカーオブジェクトは事

実情報に限定され、製造者の業

種かつカタログ名を含むことが

できる。 

英数字 軽量の手の乾燥機 

耐用単位 耐用期間記録する単位。典型的

には年。 
英数字 年 

期待耐用

年数 
数値の値で、製品の期待耐用期間

を示す。単位は「耐用単位」で記

録される。 

数値 10 
 

特徴 英数字の値で製品の仕様に関す

る主要な特徴や重要な特色を示

す。 

英数字 静音運転、耐変更性、 
ロッキングねじ 

仕上げ 英数字の値で製品の特徴的な主

要な仕上げを示す。 
英数字 マットな 

グレード 英数字の値で製品に対応する標

準グレードを示す。 
英数字 クラス 1 適合 
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製造者 製品の供給、製造に責任を持つ

組織の、有効なメールアドレス 
英数字 company@email.com 

材料 
 

英数字の値で特徴ある、主要な

製品の材料示す。 
英数字 ダイキャストアルミニウム 

製品番

号?? 
英数字の値で製品の製造者が定

める製品、品目、単位番号を示

す。これはパーツ番号、SKU カ

タログ番号あるいはその類でも

よい。 

英数字 553 
 

製品参照 英数字の値で製造者が使用する

製造品目の名前 
英数字 エクセルハンドドライヤー 

名前 独自の人間が読める英数字の名

前で、製品タイプで始まる。 
英数字 Hand dryer 

 

公称高さ 公称高さ(一般的に製品の垂直の

特性寸法)の mm 数値 
数値 240 

公称長さ 公称長さ(一般的に製品の直行す

る 2 つの水平寸法の主要なまた

は長い寸法の mm 数値) 

数値  

公称幅 公称長さ(一般的に製品の直行す

る 2 つの水平寸法の二次的また

は短い寸法の mm 数値) 

数値  

更新コス

ト 
プロジェクト通貨での製品の更

新コストを示す数値。プロジェ

クト通貨が不明の場合、地方通

貨で示す。 

数値  

形状 
 

英数字の値で製品の形状の特徴

を示す。 
英数字 長方形 

形状 英数字の値で製品サイズの特徴

を示す。 
(例)50 リットル 

英数字 310 x 240 x 
180 mm 

サステナ

ビリティ

性能 

英数字の値で製品が満足すべき

サステナビリティ項目を示す。 
英数字 Low-energy 

 

保証説明 
 

英数字の値で、保証内容と除外

事項を簡潔に説明するもの 
英数字 現地の保証と高度な更新 

保証サー

ビス期間 
保証サービス期間を示す数値。

単位は保証期間単位で記録。 
数値 5 
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部品交換

サービス

期間 

部品(交換)保証期間を示す数値。

単位は保証期間単位で記録。 
数値 5 

保証サー

ビス期間

の単位 

保証期間の記録に使用される単

位。一般的には年。 
英数字 年 

保証サー

ビス担当

組織 

保証サービスに責任ある組織の

有効なメールアドレス 
英数字 company@email.com 

 

部品(交
換)保証担

当組織 

部品(交換)保証に責任ある組織の

有効なメールアドレス 
英数字 company@email.com 

 

 

 
 
(5) 属性情報を補完する外部参照データ 

BLC BIM オブジェクト標準では、属性情報に関して次のように規定している（1-1-2-表 12）。 

本業務では、詳細が定義されていない、2.6.1 FM プロパティに基づく情報項目、2.8 BOS 照明に基づ

く情報項目、2.9 BOS 環境に基づく情報項目、法令に基づく情報項目(確認申請殿連携項目)、2.10 補足

プロパティに基づく情報項目は、対象外とする。 

 技術情報等を補完する外部参照データは現段階ではないが、BOS 証明データ等で、確認申請に対応する

例えば耐火部品等が、別途データベース化されれば、外部参照データとなる。 

 

 

(6)詳細度、円滑さ 

表 1-2-2-1(再掲) 

 詳細度 
 

ジェネリックオブジェクト 

メーカーオブジェクト 

・1/100、1/50、1/20 等の図面で、必要とされる情報と形を

表示する適切な形状の詳細度を示す。 

・詳細度はオブジェクトのデータ容量に関係するので、多

数繰り返されるオブジェクトは概ね 1MB を目安とし、複雑

な形状や多くのパーツで構成されるオブジェクトは、それ

を超えても差し支えない。 
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(7)原点、配置点 

BLC 標準では「原点の取り方」を次のように定めている。 

ソフトウェアによって異なるが、一例として BIM オブジェクトの中心を取る例(建築・ドア)（図 1-1-

2-2）、オブジェクトの端に取る例(設備・衛生器具、ルームエアコン)を以下に示す（図 1-1-2-3、

4）。 

 
 

 

図 1-2-1-2 ドア 

 

 

 
図 1-2-1-3 衛生器具 
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部品交換

サービス

期間 

部品(交換)保証期間を示す数値。

単位は保証期間単位で記録。 
数値 5 

保証サー

ビス期間

の単位 

保証期間の記録に使用される単

位。一般的には年。 
英数字 年 

保証サー

ビス担当

組織 

保証サービスに責任ある組織の

有効なメールアドレス 
英数字 company@email.com 

 

部品(交
換)保証担

当組織 

部品(交換)保証に責任ある組織の

有効なメールアドレス 
英数字 company@email.com 

 

 

 
 
(5) 属性情報を補完する外部参照データ 

BLC BIM オブジェクト標準では、属性情報に関して次のように規定している（1-1-2-表 12）。 

本業務では、詳細が定義されていない、2.6.1 FM プロパティに基づく情報項目、2.8 BOS 照明に基づ

く情報項目、2.9 BOS 環境に基づく情報項目、法令に基づく情報項目(確認申請殿連携項目)、2.10 補足

プロパティに基づく情報項目は、対象外とする。 

 技術情報等を補完する外部参照データは現段階ではないが、BOS 証明データ等で、確認申請に対応する

例えば耐火部品等が、別途データベース化されれば、外部参照データとなる。 

 

 

(6)詳細度、円滑さ 

表 1-2-2-1(再掲) 

 詳細度 
 

ジェネリックオブジェクト 

メーカーオブジェクト 

・1/100、1/50、1/20 等の図面で、必要とされる情報と形を

表示する適切な形状の詳細度を示す。 

・詳細度はオブジェクトのデータ容量に関係するので、多

数繰り返されるオブジェクトは概ね 1MB を目安とし、複雑

な形状や多くのパーツで構成されるオブジェクトは、それ

を超えても差し支えない。 
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(7)原点、配置点 

BLC 標準では「原点の取り方」を次のように定めている。 

ソフトウェアによって異なるが、一例として BIM オブジェクトの中心を取る例(建築・ドア)（図 1-1-

2-2）、オブジェクトの端に取る例(設備・衛生器具、ルームエアコン)を以下に示す（図 1-1-2-3、

4）。 

 
 

 

図 1-2-1-2 ドア 

 

 

 
図 1-2-1-3 衛生器具 
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図 1-2-1-4 ルームエアコン 

 

 

(8)公平性、実用性等 

ジェネリックオブジェクトの公平性、中立性に関しては現在別途検討中であるが、一般的に特定のメー

カーを推定させるものではならない。 

 また実用性に関しては、総合的に実用に耐える内容、形状であることが考えられる。 

 

(9) BLC-BIM オブジェクト標準(Version1.0)の背景 
 同じ建設要素だとしても，建設要素への要求仕様は集団規定や単体規定あるいは空間の用途に応じて

変わるし、要求仕様に対する構工法的な解決である設計仕様も多様である。こうした設計行為の情報は、

属性情報に明示して共有することになる。要求仕様や設計仕様を属性情報として BIM オブジェクトと一

体的に扱うことができれば、設計図面の作成，建築確認，積算，工事契約などの業務に BIM を応用するこ

とが可能となる。 

 英国政府が 2011 年に公布した「Government Construction Strategy1」は、プロジェクトの関係者が協

調的な関係でプロジェクトを進めるために BIM を用いたコラボレーションが必要としている。言い換え

れば、建設の「やりよう」を検討するプレコンストラクションと、「ありよう」を定義する設計業務をコ

ンカレントに進めることに BIM を導入する目的がある。この「Government Construction Strategy」で

                                                      
1  Cabinet Office, “ Government Construction Strategy ”  , GOV.UK, 2011.3, 
https://www.gov.uk/government/publications/government-construction-strategy, （2018.6.8 閲覧） 
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英国政府が 2016 年までに BIM Level 2 を公共プロジェクトで義務付けることを宣言したことを発端に、

政府出資で BIM Task Group が結成された。その検討成果を元にして、BIM Level 2 を達成するための要

件を定義した「PAS 1192-2:2013 Specification for information management for the capital/delivery 

phase of construction projects using building information modelling」をはじめとする、BIM の実

行に関する標準文書群が BSI（英国規格協会）によって纏められた。さらに、王立英国建築家協会（RIBA）

のナレッジマネジメントビジネスを展開する組織 RIBA Enterprise が有する、仕様書などを販売してき

た企業 NBS（National Building Specification）が、PAS1192-2 に呼応した各種のツールや BIM オブジ

ェクトのライブラリー（NBS BIM Object Library：NBL）を開発・公開し、プロジェクトで BIM を利用す

るシステム環境が整えられた。 

 NBS は、BIM オブジェクトの標準を定義した「BIM Object Standard(Version 2.0)2」で、属性項目の標

準を定め、自身が配信している「NBS BIM Object Library：NBL」に実装している。NBL の属性項目標準

は「IFC」「COBie」「BOS_General」「<SpecificationSource>_Data」という 4つのプロパティグループ

で構造化されている。 

 

a. IFC 

 buildingSMART の IFC4 で規定されている Property sets が該当する。Property sets には、ビルディ

ングエレメントや材料に要求する性能が列記されている。壁であれば、遮音等級、耐火等級、可燃性区分、

熱還流率、外部区分、耐力部材、防火区画などの属性項目が BIM オブジェクトにあらかじめ設定されてい

て、設計者が入力できるようになっている。「ガラスドア」のように異なるエレメントの組み合わせで建

築 部 品 が 構 成 さ れ て い る 場 合 、 表 に 示 す ご と く 「 Pset_DoorCommon （ ド ア ） 」 と

「Pset_DoorWindowGlazingType（ガラス）」の Property sets を併記する。IFC の属性項目は、ビルディ

ングエレメントのクラスごとに異なる項目となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
2 NBS“NBS BIM Object Standard v2.0” 
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図 1-2-1-4 ルームエアコン 
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1  Cabinet Office, “ Government Construction Strategy ”  , GOV.UK, 2011.3, 
https://www.gov.uk/government/publications/government-construction-strategy, （2018.6.8 閲覧） 
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英国政府が 2016 年までに BIM Level 2 を公共プロジェクトで義務付けることを宣言したことを発端に、
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2 NBS“NBS BIM Object Standard v2.0” 
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表 1-2-2-1 ガラスドアに対する IFC の属性項目 

 

 

b. COBie 

 buildingSMARTalliance などからスプレッドシートの形式で提供されている COBie（Construction-

Operations Building Information Exchange , COBie v2.4 = COBie UK 2012 = BS1192-4）の「Type」

シートと「Component」シートに記載されている項目が該当する。これらの項目は、仕様（色、材料構成、

材質など）、形状（呼び寸法、サイズなど）、資産情報（資産の種類、保証期間など）といった、調達し

た製品に関する情報で、全てのオブジェクトで同じ項目が採用される。Type シートの項目は配置するオ

ブジェクトのタイプに対して定義する内容で、Component シートの項目は配置されたオブジェクトの個々

（インスタンス）に対して記述する内容である。 
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表 1-2-2-2 COBie の属性項目 

 

 

 

c. BOS_General 

 製品の製造者、分類コード、NBS 仕様標準の番号、NBS の認定番号など、検討・調達した製品を識別す

るための情報である。NBL が配信するオブジェクト全てで同じ項目となる。 
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図 1-2-2-1  BOS_General の記述例（NBL サイトより） 

 

d. <SpecificationSource>_Data 

 上記の 1～3に含まれない追加的な項目である。例えば製品カタログに記載されている内容を製品の製

造者が自由に追加できる領域である。 

 

NBS における属性項目標準の意義 

 標準化された、要求性能、製品の仕様、識別のための情報などの属性項目は、BIM ソフトウェアとそれ

に関連する様々なアプリケーション間で共通のプロトコルとなる。例えば、概算用のアプリケーション

は、概算に必要な属性項目が不足していると機能を発揮できない場合もあり、設備の保全管理に利用す

る CMMS（Computerized Maintenance Management System）は、管理台帳データに必要な属性項目が不足

しているとデータ構築に多大な手間がかかる。加えて、属性項目が約束されていれば、それを利用したア

プリケーション開発に多様な人材が参加しやすくなり、そのことは、建築産業のイノベーションにつな

がると考える。こうした BIM オブジェクトの属性項目の標準化に対し、NBS や実務者が独自に属性項目を

検討・設定するのではなく、IFC や COBie といった国際標準の属性項目をそのまま適用していることに重

要な意味がある。 

 設計を進め、積算して見積りし、工事契約をするためには、工事仕様、出来栄え、検査方法など、様々

な仕様を定義する必要がある。NBS は、ビルディングエレメントである BIM モデルのオブジェクトと仕様

のマスターデータを取り持つ BIM ソフトウェアのアドインツール（NBS Create/NBS Plus）やクラウドの

建築仕様書作成システム（NBS Chorus）を開発し、提供している。NBS Create は、英国の分類コード

「Uniclass2015」をキーとしてマスターとして蓄積されている仕様のデータを検索し、その中から当該プ

ロジェクトで採用する仕様を選択し、そのテキストデータを BIM オブジェクトとリンクしてオブジェク

トごとに設計の段階に応じて保管する。NBS Plus は NBS Create に内蔵されたプログラムで、部品や機器
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といった製造者が提供している製品仕様のマスターデータを検索し、その条文を NBS Create で保管して

いるオブジェクトごとの仕様領域に追加する。これらの機能により、部位・部分、工種、使用材料、要求

性能、施工条件、工法、検査方法、出来栄え、製品仕様など、各種の仕様がオブジェクトごとに集められ

た仕様書が作成されていく。仕様書や詳細図に示された各資機材に対する具体な製品の情報がデジタル

に結び付けば、資機材の調達、製造、施工管理、維持保全・管理の基盤データとなる。 

 

 建設産業の生産性を向上させるための鍵は、建設にかかわる各種の業務におけるソフトウェアの発展

にかかっている。ソフトウェア相互で情報を確実にやり取りするには、共通言語が必要である。また，

ソフトウェアの開発は、オープンな環境で行われるからこそイノベーティブなソリューションが生まれ

てくる。それを促すには、グローバルに共通な考え方に準拠した属性項目の標準化が必要である。建設

情報の中核を為す属性項目の標準化は、多様なソフトウェアを開発しやすい環境につながる。 

 我が国でも、「BIM ライブラリ技術研究組合（BLCJ）」の前身である「BIM ライブラリーコンソーシア

ム（BLC）」が、NBS の考え方を踏襲した BIM オブジェクトの属性項目の標準を検討し、2018 年 10 月 4 日

に「BLC-BIM オブジェクト標準 Version1.0」として公表した。下記に、BLC-BIM オブジェクト標準

Version1.0 で定義したプロパティグループの表を示す。 

 

 

表１-2-2-3 BLC-BIM オブジェクト標準（Version1.0）で定義したプロパティグループ 

 
 

(10) 前年度調査結果の整理 
 2018 年度の業務では、建築意匠設計での使用が想定され、部位・部品を代表するライブラリデータと

して、壁、床、建具、ユニット部品等から 2種を選定し、選定した各種類当たり、5 種、建築設備設計

での使用が想定され、部位・部品を代表するライブラリデータとして、設備機器類、配管、ダクト等か

ら 1種を選定し、選定した各種類当たり、8 種のオブジェクトデータを試作した。ここで、部位・部品
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図 1-2-2-1  BOS_General の記述例（NBL サイトより） 
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といった製造者が提供している製品仕様のマスターデータを検索し、その条文を NBS Create で保管して
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を代表するライブラリデータとは、当該部位・部品について、個別の製造者や製品を特定することな

く、当該部位・部品の機能、性能、形状等に係る設計上の意図を明示することを目的として、BIM モデ

ル上に表現するために供される BIM オブジェクトのデータを指す。試作対象となる部位・部品を代表

するライブラリデータには、工事仕様書類で示される一般的な機能、性能、形状が表現されるものとし

た。 

 建築については、建物を構成する部位として複数の材料が層状に組み合わされ空間を垂直方向に仕切

る「壁」と、建築部品として人や物の出入り、搬出入等に重要な製品としての「建具」をそのまま部

位・部材として選定することとした。設備については、｢空調｣｢衛生｣｢電気｣設備機器の代表機器の展開

事例として、｢空調機器｣⇒｢マルチパッケージ室内機(天井カセット 4方向)｣、｢衛生機器｣⇒｢大便器(壁

掛)｣、｢電気機器｣⇒｢照明器具(埋込型)｣を選定し、下記展開モデルの試行作成を行った。 

 

表 1-2-2-4 試作対象とした建築の部位・部品 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-2-2-5 試作対象とした設備部品 
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1-2-3 業務実施要領に示される今年度の検討項目 

 

(1) 2018 年度の PRISM の課題整理 

 

表 1-2-3-1 2018 年度の PRISM の課題整理(1) 

■WG の略称と担当   

建築ＷＧ：建築部会建築オブジェクト作成 WG、 設備 WG：設備部会機械設備オブジェクト WG 及び電気設備オブジェクト WG  

ﾋﾞﾞｼﾞﾈｽ WG:：在り方部会ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ WG、       ﾗｲﾌﾞ WG：在り方部会ライブラリ WG  ｵﾌﾞｼﾞｪｸﾄ WG：在り方部会オブジ

ェクト在り方検討 WG  技術運営：技術運営委員会(現合同コア部会)  

採用：〇採用する、×採用しない、△要検討、未定    ● 主担当、  〇 サブ担当 
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表 1-2-3-2 2018 年度の PRISM の課題整理(2) 
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表 1-2-3-2 2018 年度の PRISM の課題整理(2) 
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表 1-2-3-3 2018 年度の PRISM の課題整理(3) 

 

 

  

ー142ー

資料 5  業務 1-60 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

表 1-2-3-4 2018 年度の PRISM の課題整理(4) 
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表 1-2-3-3 2018 年度の PRISM の課題整理(3) 
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表 1-2-3-4 2018 年度の PRISM の課題整理(4) 
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図 1-2-3-1 2018 年度の PRISM の課題整理(1) 

 

図 1-2-3-2 2018 年度の PRISM の課題整理(2) 
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(2) 前年度の課題と業務実施要領を踏まえたオブジェクト標準の考え方 

    前年度の取り組みで試作したオブジェクトを BLC の会員企業で検証し、次に示す課題が抽出さ

れ、2019 年度の BLCJ 合同コア会議で対応の検討を行った。 

 

① 試作したオブジェクトがパラメトリックの操作に対応していないため実務で使いにくい 

・対象部品の特性や実務での利用のしやすさを考慮してパラメトリック（ネイティブデータ）を

加えるか表のオブジェクトを多数作成（中間ファイル）かを分類する。 

②  試作に際して設定した LOD（Level of Detail）が実務で要求するレベルに比して低い 

・縮尺に応じた２次元表現は設計 11 社会等と要調整、表形式の図面（ソフトウェアの集計機能

など）の配信も視野に入れて概ね合意できる LOD でジェネリックオブジェクトを作成する（設計

フェーズに合わせた複数の LOD を用意しない）。 

③  レイヤードオブジェクト（システムオブジェクト）に類する分類をオブジェクトとして作成す

る必要はないのではないか 

・レイヤードオブジェクト（システムオブジェクト）（床、壁、天井）はソフトウェアの特性に

応じてネイティブデータを配信（標準を示すだけとするソフトウェアもあり得る）、3次元での

層表現の標準は⑤の検討結果に従う。 

④  属性情報のデータタイプを標準化すべきではないか 

・オブジェクトごとに属性項目の入力例や使用するラベルの一覧を配信する。 

⑤  ジェネリックオブジェクトの定義が曖昧である 

・ネイティブデータの配信や基本設計での一般的な利用に配慮したジェネリックオブジェクトの

要求仕様の設定と作成されたオブジェクトの確認を実施する。 

 
(3) 建築のオブジェクト（エレベータ―、エスカレーター、システムキッチンなどを含む） 

①  建築の BIM オブジェクトは、以下のように分類される。 

    ・コンポーネント型：部位、部材、機器等でひとつのまとまった製品 

    窓、ドア、エレベータ―、エスカレーター、設備機器など 

    ・システム型：材料や建材等を層状に組み合わせて施工されるもの 

    壁、床、天井など 

② 基本計画・設計段階から運用・維持管理段階に至るライフサイクルで必要な情報を、標準化され

た共有プロパティとして定義している。これにより、同時に業務に取り組む関係者相互や、異な

る段階の関係者間で、情報伝達が円滑に進められる。 

③  オブジェクトの試作は次の 2つのケースを検証する 

    ・BLC-BIM オブジェクト標準（Version1.0）に定義した属性項目、データ型を実装する BIM オブジ

ェクトはネイティブデータとし、ソフトウェアの特性に応じて、属性項目を配信者が設定した

オブジェクトをファイルで提供する。 

・テンプレートのような環境設定で標準の属性項目を利用者が設定する。 

④ 属性項目を配信者が設定してファイルを提供する BIM オブジェクトは、建築部品のメーカーや

BIM オブジェクト配信サイトの運営者が、BLCJ-BIM オブジェクト標準（Version1.0）の属性項目
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図 1-2-3-1 2018 年度の PRISM の課題整理(1) 

 

図 1-2-3-2 2018 年度の PRISM の課題整理(2) 
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にパラメータを入力した「メーカーオブジェクト」の配信を想定する。 

⑥ ソフトウェアの内部でオブジェクトを生成する場合のオブジェクトは、形状で「ジェネ  

リックオブジェクト」と「メーカーオブジェクト」の区別をしない。 
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1-2-4  BIM オブジェクトライブラリデータの形状・属性情報に係る仕様案 

 

(1)建築編 

前年度の属性整理項目に今年度はシステムキッチン、洗面化粧台、ユニットバス、エレベータ―、エ

スカレーター・動く歩道の属性の整理をして加えた。以下の表 1-2-4(1)-1 のとおりである。 

 

表 1-2-4(1)-1 例：システムキッチンの属性項目(１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次ページに拡大表 
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表 1-2-4(1)-2 例：システムキッチンの属性項目(2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
a. 昨年度に整理した属性項目に今年度追加定義した属性項目（システムキッチン、エレベーター洗面

化粧台、ユニットバス、エスカレーター・動く歩道）を反映した BLCJ-BIM オブジェクト標準

（Version1.0）を設定するオブジェクト 50個を作成する。 

b. 加えて 属性項目、データ型を、各ソフトウェアのオブジェクトに実装する方法について検討を行

う。その方法は、ソフトウェアのオブジェクトとパラメータの扱い方で異なるが、部品オブジェクト

である「コンポーネントオブジェクト」と層状の構成要素を持ち、面的に広がり、包絡処理がされる

壁などの「システムオブジェクト」に大別できる。前者については属性項目、データ型を設定し、オ

ブジェクト開発者や BIM マネージャーが決めたオブジェクト作成ルールに従って作成する場合が多

い。後者については、収蔵する属性情報項目、データ型を定義した CSV ファイルを BLCJ パラメータ

と称し、それらの情報を BIM ソフトウェアのネイティブファイル内に整備するためのインポータ（ア

ドオン）を BIM ライブラリ技術研究組合（BLCJ）の負担で開発した。次の図 1-2-4-3 にオブジェクト

整備における属性項目の設定方法を示す。 
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図 1-2-4(1)-1 オブジェクト整備における属性項目の設定方法 

c. この属性項目を自動で設定するインポータを利用することで BIM環境整備担当者と BIMユーザーが実

務で BLCJ パラメータを利用しやすいものにすること並びに BLCJ パラメータの普及プロセスについて

検討する。 

① 収蔵する属性情報項目、データ型を定義した CSV ファイルを BLCJ パラメータと称し、それらの

情報を BIM ソフトウェアのネイティブファイル内に整備するためのインポータ（アドオン）を、

Revit と ARCHICAD 用に作成し、ソフトウェア内で BLCJ-BIM オブジェクト標準（Version1.0）の属

性項目を配置したオブジェクトに自動で追記することを検証する。 

② 上記の方法を、GLOOBE、Vectorworks で行うことの可能性を考察する。 

③ Revit のコンポーネント型オブジェクトについては BLJC-BIM オブジェクト標準（Version1.0）の

属性項目を入力したオブジェクト（ファミリ）データを作成する。 
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表 1-2-4(1)-2 例：システムキッチンの属性項目(2) 
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(2）設備編 
 

ｉ設備仕様属性項目一覧 

a)BLCJ｢設備仕様｣機器分類毎の仕様属性項目リスト｢ジェネリックオブジェクト｣Parameter Mapping 

管理項目情報の仕様書バージョンに加え､データ作成ソフトバージョンを追加した。 

表 1-2-4(2)-1 
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ｂ)BLCJ｢設備仕様｣機器分類毎の仕様属性項目リスト｢メーカーオブジェクト｣Parameter Mapping 

表 1-2-4(2)-2 
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ｂ)BLCJ｢設備仕様｣機器分類毎の仕様属性項目リスト｢メーカーオブジェクト｣Parameter Mapping 

表 1-2-4(2)-2 
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ｃ)BLCJ｢電気仕様｣機器分類毎の仕様属性項目リスト Parameter Mapping 

電気設備仕様属性項目の見直し追加編成を行った。 

表 1-2-4(2)-3 
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ｃ)BLCJ｢電気仕様｣機器分類毎の仕様属性項目リスト Parameter Mapping 

電気設備仕様属性項目の見直し追加編成を行った。 
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ｄ)BLCJ｢設備｣資機材コード体系 

設備機器分類コード編成を示す。 

表 1-2-4(2)-4 
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e)BLCJ｢設備｣資機材コード体系 

設備機器分類コード編成を示す。 

表 1-2-4(2)-5 
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ｄ)BLCJ｢設備｣資機材コード体系 
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ｆ)BLCJ｢電気｣資機材コード体系 

電気機器分類コード編成を示す。 

表 1-2-4(2)-6 
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ｆ)BLCJ｢電気｣資機材コード体系 

電気機器分類コード編成を示す。 

表 1-2-4(2)-6 
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1-3 部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータの作成 

1-3-1 業務要領（製造者各１社程度以上のオブジェクトの状況調査） 

業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

 

1)-3 部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータの作成  

過年度業務で作成した BIM オブジェクトライブラリデータを拡充するための、部位・部品を代表

する BIM オブジェクトライブラリデータを作成する。  

ここで、部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータとは、当該部位・部品につい

て、個別の製造者や製品を特定することなく、当該部位・部品の機能、性能、形状等に係る設計上の

意図を明示することを目的として、BIM モデル上に表現するために供される BIM オブジェクトのデ

ータを指す。  

試作対象となる部位・部品を代表するライブラリデータは、1)-2 で確定したデータ仕様を満たす

ものとし、下記に示す対象、個数を標準とする。  

  

・建築意匠設計で使用する部位・部材・機器類、50 個  

・建築設備設計で使用する部位・部材・機器類、100 個  

 

また、属性情報項目に収蔵する属性値については、当該部位・部品の機能、性能、形状等に関する

設計上の意図の表現例として、収蔵するものとする。ライブラリデータの作成時および、作成された 

BIM オブジェクトライブラリデータが要件定義書の内容を満たすか否かについての確認を行うために

供するソフトウェアは、下記のソフトウェアのいずれかを用いることを原則とする。またこれ以外の

ソフトウェアを使用する場合については、発注者と協議の上、使用することを認めるものとする。  

  

・ オートデスク株式会社： 「Revit」 （Revit 2017 以降）  

・ グラフィソフトジャパン株式会社： 「ARCHICAD」（ARCHICAD19 以降）  

・ 福井コンピュータアーキテクト株式会社：「GLOOBE」（GLOOBE2017 以降）  

・ エーアンドエー株式会社：「Vectorworks」(Vectorworks2017 以降)  

・ 株式会社 NYK システムズ：「Rebro」 （Rebro2017 以降）  

・ 株式会社ダイテック：「CADWe'll Tfas」(CADWe'll Tfas 9 以降)  

  

なお、具体的な BIM オブジェクトライブラリデータの作成作業については、受注者の監督の下、

当該製品の作図等の能力のある BIM ソフトウェアのオペレーターによる業務として、外部委託する

ことを認める。  

  

 

 

 

1-3-2 前年度調査結果の整理 

 2018 年度の業務では、建築意匠設計での使用が想定され、部位・部品を代表するライブラリデータと

して、壁、床、建具、ユニット部品等から 2種を選定し、選定した各種類当たり、5種、建築設備設計で
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の使用が想定される部位・部品を代表するライブラリデータとして、設備機器類、配管、ダクト等から 1

種を選定し、選定した各種類当たり、8種のオブジェクトデータを試作した。試作したオブジェクトの個

別具体な一覧を下表に示す。 

 

表 1-3-2-1 オブジェクト確認結果の総括表 

 

 

建築 

仕様書に示されるオブジェクト作成要求個数 

( )内は企画提案書の提案数 

壁  5 種類  計 20 個(20 個) 

建具 5 種類  計 20 個(20 個) 

計 40 個(40 個) 

オブジェクト作成個数 ArchiCAD  壁  5 種類  計 20 個 

建具 5 種類  計 20 個 

Revit    壁  5 種類  計 20 個 

建具 4 種類  計 11 個 

計 71 個>40 個 

①すべて要件を満たしたオブジェクト個数 ArchiCAD   0 個、Revit     0 個 

②概ね要件を満たしたオブジェクト個数 ArchiCAD   40 個、Revit    23 個 

③半数以上要件を満たさないオブジェクト個

数 

ArchiCAD   0 個、Revit     8 個 

④建築の計(①+②) 63 個 

 

 

設備 

仕様書に示されるオブジェクト作成要求個数

( )内は企画提案書の提案数 

機械設備  6 種類 計 36 個(39 個) 

電気設備  2 種類 計 12 個(12 個) 

計 48 個(51 個) 

オブジェクト作成個数 機械設備 機器設備   5 種類 計 64 個 

     衛生器具  1 種類 計 14 個 

電気設備 照明器具  1 種類 計 12 個 

     配電機器  1 種類 計 12 個 

計 102個>48個(51個) 

BIM ソフトウェアベンダー、メーカーが作成         ベンダー  メーカー 

機械設備 機器設備   6 個    3 個 

     衛生器具  6 個    2 個 

電気設備 照明器具  6 個    1 個 

     配電機器    個     個 

⑤すべて要件を満たしたオブジェクト個数 12 個 

⑥概ね要件を満たしたオブジェクト個数 38 個 

⑦半数以上要件を満たさないオブジェクト個

数 

1 個 

⑧評価していないもの(メーカー、ベンダ作成) 24 個 

⑨設備の計(⑤+⑥) 50 個 

合計 ⑩建築と設備の合計(④+⑨) 113 個>88 個(仕様書)、91 個(企画提案) 
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1-3 部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータの作成 

1-3-1 業務要領（製造者各１社程度以上のオブジェクトの状況調査） 

業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

 

1)-3 部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータの作成  

過年度業務で作成した BIM オブジェクトライブラリデータを拡充するための、部位・部品を代表

する BIM オブジェクトライブラリデータを作成する。  

ここで、部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータとは、当該部位・部品につい

て、個別の製造者や製品を特定することなく、当該部位・部品の機能、性能、形状等に係る設計上の

意図を明示することを目的として、BIM モデル上に表現するために供される BIM オブジェクトのデ

ータを指す。  

試作対象となる部位・部品を代表するライブラリデータは、1)-2 で確定したデータ仕様を満たす

ものとし、下記に示す対象、個数を標準とする。  

  

・建築意匠設計で使用する部位・部材・機器類、50 個  

・建築設備設計で使用する部位・部材・機器類、100 個  

 

また、属性情報項目に収蔵する属性値については、当該部位・部品の機能、性能、形状等に関する

設計上の意図の表現例として、収蔵するものとする。ライブラリデータの作成時および、作成された 

BIM オブジェクトライブラリデータが要件定義書の内容を満たすか否かについての確認を行うために

供するソフトウェアは、下記のソフトウェアのいずれかを用いることを原則とする。またこれ以外の

ソフトウェアを使用する場合については、発注者と協議の上、使用することを認めるものとする。  

  

・ オートデスク株式会社： 「Revit」 （Revit 2017 以降）  

・ グラフィソフトジャパン株式会社： 「ARCHICAD」（ARCHICAD19 以降）  

・ 福井コンピュータアーキテクト株式会社：「GLOOBE」（GLOOBE2017 以降）  

・ エーアンドエー株式会社：「Vectorworks」(Vectorworks2017 以降)  

・ 株式会社 NYK システムズ：「Rebro」 （Rebro2017 以降）  

・ 株式会社ダイテック：「CADWe'll Tfas」(CADWe'll Tfas 9 以降)  

  

なお、具体的な BIM オブジェクトライブラリデータの作成作業については、受注者の監督の下、

当該製品の作図等の能力のある BIM ソフトウェアのオペレーターによる業務として、外部委託する

ことを認める。  

  

 

 

 

1-3-2 前年度調査結果の整理 

 2018 年度の業務では、建築意匠設計での使用が想定され、部位・部品を代表するライブラリデータと

して、壁、床、建具、ユニット部品等から 2種を選定し、選定した各種類当たり、5種、建築設備設計で
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の使用が想定される部位・部品を代表するライブラリデータとして、設備機器類、配管、ダクト等から 1

種を選定し、選定した各種類当たり、8種のオブジェクトデータを試作した。試作したオブジェクトの個

別具体な一覧を下表に示す。 

 

表 1-3-2-1 オブジェクト確認結果の総括表 

 

 

建築 

仕様書に示されるオブジェクト作成要求個数 

( )内は企画提案書の提案数 

壁  5 種類  計 20 個(20 個) 

建具 5 種類  計 20 個(20 個) 

計 40 個(40 個) 

オブジェクト作成個数 ArchiCAD  壁  5 種類  計 20 個 

建具 5 種類  計 20 個 

Revit    壁  5 種類  計 20 個 

建具 4 種類  計 11 個 

計 71 個>40 個 

①すべて要件を満たしたオブジェクト個数 ArchiCAD   0 個、Revit     0 個 

②概ね要件を満たしたオブジェクト個数 ArchiCAD   40 個、Revit    23 個 

③半数以上要件を満たさないオブジェクト個

数 

ArchiCAD   0 個、Revit     8 個 

④建築の計(①+②) 63 個 

 

 

設備 

仕様書に示されるオブジェクト作成要求個数

( )内は企画提案書の提案数 

機械設備  6 種類 計 36 個(39 個) 

電気設備  2 種類 計 12 個(12 個) 

計 48 個(51 個) 

オブジェクト作成個数 機械設備 機器設備   5 種類 計 64 個 

     衛生器具  1 種類 計 14 個 

電気設備 照明器具  1 種類 計 12 個 

     配電機器  1 種類 計 12 個 

計 102個>48個(51個) 

BIM ソフトウェアベンダー、メーカーが作成         ベンダー  メーカー 

機械設備 機器設備   6 個    3 個 

     衛生器具  6 個    2 個 

電気設備 照明器具  6 個    1 個 

     配電機器    個     個 

⑤すべて要件を満たしたオブジェクト個数 12 個 

⑥概ね要件を満たしたオブジェクト個数 38 個 

⑦半数以上要件を満たさないオブジェクト個

数 

1 個 

⑧評価していないもの(メーカー、ベンダ作成) 24 個 

⑨設備の計(⑤+⑥) 50 個 

合計 ⑩建築と設備の合計(④+⑨) 113 個>88 個(仕様書)、91 個(企画提案) 
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1-3-3 業務実施要領を踏まえた拡充のための BIM オブジェクト作成要領 

(1)建築編 

建築については、オブジェクトライブラリデータの拡充に関して、「検証のための拡充」から「ユーザ

ー利用による需要に応じた拡充」を踏まえた現実的な拡充手法の検討も必要になる。オブジェクトを一つ

ひとつ作る 2018 年度までの手法から、今年度は BIM ソフトのパラメータ設定機能を利用して BLCJ パラ

メータをプロジェクトファイル内に設定する仕組みについての検討も行った。なお、Revit のコンポーネ

ントオブジェクト（コンポーネントファミリ）については、株式会社日本設計が整備しているテンプレー

トの中から 50 個のファミリを選定して、BLCJ パラメータを予め設定したファミリのファイルを作成し

た。 

 

a. システムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトに対する検討 

  BIM のオブジェクトに関して、2018 年度までの一義的な「オブジェクト」という理解から今年度は

BIM ソフトの特性を鑑みたオブジェクトの分類を行った。 

BIM のオブジェクトは、部品オブジェクトである「コンポーネントオブジェクト」と層状の構成要素を

持ち、面的に広がり、包絡処理がされる壁などの「システムオブジェクト」に大別でき、ソフトごとに

その特性が異なることも整理した。 

 

表 1-3-3(1)-1 各ソフトウェアにおけるオブジェクト分類の捉え方 

 Revit ARCHICAD GLOOBE Vectorworks 

 

システムオブジ

ェクト 

・壁ツール 

・スラブツール 

・天井ツール 

・屋根ツール 

・カーテンウォール

ツール 

・階段ツール 

・壁ツール 

・柱ツール 

・梁ツール 

・屋根ツール 

・シェルツール 

・スラブツール 

・壁・壁仕上げ 

・天井仕上げ 

・床仕上げ 

・エレベータ― 

・エスカレーター 

・壁 

・スラブ 

・屋根・屋根面 

 

コンポーネント 

オブジェクト 

上記以外のオブジェ

クト 

・ドアツール 

・窓ツール 

・コーナー窓ツール 

・カーテンウォール

ツール 

・天窓ツール 

・オブジェクトツー

ル 

・壁の終端ツール 

・ランプツール 

補助コンピュータ

ー整備の「カタロ

グ」にて１０万点

のオブジェクトを

ユーザーは使用可 

シンボル 

プラグインオブジェ

クト（図形） 
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備考  コンポーネントオブ

ジェクトをシステム

オブジェクトでコン

トロールしているツ

ールもある 

 

・開口ツール 

・ゾーンツール 

・階段ツール 

・手摺りツール 

・通り芯ツール 

  

 

b. ソフトウェアの特性の整理 

ⅰ Revit 

Revit の BIM ライブラリは「ファミリ」として定義され、コンポーネントファミリとシステムファ

ミリに大別され、カテゴリおよびサブカテゴリにより、そのオブジェクトのソフトウェア上での振る

舞いが決まる。 

定義可能なパラメータの種類としては、プロジェクトに依存しない「共有パラメータ」、そのプロ

ジェクト共通で利用する「プロジェクトパラメータ」、ファミリに共通の「ファミリパラメータ」の

3種類があり、このうちオブジェクトに関係するパラメータはファミリパラメータである。 

ファミリパラメータはファミリで共通の「タイプパラメータ」とオブジェクト配置ごとに決定する

ことが可能となる「インスタンスパラメータ」があり、それぞれ実状に応じて定義する。 

タイプパラメータに BLCJ パラメータを定義することで、ライブラリの提供が可能になる。 

 

ⅱ ARCHICAD 

システムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトの両方について共通に「分類」と呼ばれる要

素の種別を定義することができる。「プロパティマネージャー」という分類別に利用できるパラメー

タを追加できる機能を利用することでBLCJパラメータをプロジェクトファイル内に設定することが

可能になる。 

 

ⅲ GLOOBE 

システムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトのプロパティ項目を作成することができ共

有することができる。ソフトの性質上、BLCJ パラメータとソフト側のパラメータを掛け合わせる必

要がありすべての項目が順番通りにソフト内で表示するわけではない。また、専用の仕上げや 3Dカ
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1-3-3 業務実施要領を踏まえた拡充のための BIM オブジェクト作成要領 

(1)建築編 

建築については、オブジェクトライブラリデータの拡充に関して、「検証のための拡充」から「ユーザ

ー利用による需要に応じた拡充」を踏まえた現実的な拡充手法の検討も必要になる。オブジェクトを一つ

ひとつ作る 2018 年度までの手法から、今年度は BIM ソフトのパラメータ設定機能を利用して BLCJ パラ

メータをプロジェクトファイル内に設定する仕組みについての検討も行った。なお、Revit のコンポーネ

ントオブジェクト（コンポーネントファミリ）については、株式会社日本設計が整備しているテンプレー

トの中から 50 個のファミリを選定して、BLCJ パラメータを予め設定したファミリのファイルを作成し

た。 

 

a. システムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトに対する検討 

  BIM のオブジェクトに関して、2018 年度までの一義的な「オブジェクト」という理解から今年度は

BIM ソフトの特性を鑑みたオブジェクトの分類を行った。 

BIM のオブジェクトは、部品オブジェクトである「コンポーネントオブジェクト」と層状の構成要素を

持ち、面的に広がり、包絡処理がされる壁などの「システムオブジェクト」に大別でき、ソフトごとに

その特性が異なることも整理した。 

 

表 1-3-3(1)-1 各ソフトウェアにおけるオブジェクト分類の捉え方 

 Revit ARCHICAD GLOOBE Vectorworks 

 

システムオブジ

ェクト 

・壁ツール 

・スラブツール 

・天井ツール 

・屋根ツール 

・カーテンウォール

ツール 

・階段ツール 

・壁ツール 

・柱ツール 

・梁ツール 

・屋根ツール 

・シェルツール 

・スラブツール 

・壁・壁仕上げ 

・天井仕上げ 

・床仕上げ 

・エレベータ― 

・エスカレーター 

・壁 

・スラブ 

・屋根・屋根面 

 

コンポーネント 

オブジェクト 

上記以外のオブジェ

クト 

・ドアツール 

・窓ツール 

・コーナー窓ツール 

・カーテンウォール

ツール 

・天窓ツール 

・オブジェクトツー

ル 

・壁の終端ツール 

・ランプツール 

補助コンピュータ

ー整備の「カタロ

グ」にて１０万点

のオブジェクトを

ユーザーは使用可 

シンボル 

プラグインオブジェ

クト（図形） 
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備考  コンポーネントオブ

ジェクトをシステム

オブジェクトでコン

トロールしているツ

ールもある 

 

・開口ツール 

・ゾーンツール 

・階段ツール 

・手摺りツール 

・通り芯ツール 

  

 

b. ソフトウェアの特性の整理 

ⅰ Revit 

Revit の BIM ライブラリは「ファミリ」として定義され、コンポーネントファミリとシステムファ

ミリに大別され、カテゴリおよびサブカテゴリにより、そのオブジェクトのソフトウェア上での振る

舞いが決まる。 

定義可能なパラメータの種類としては、プロジェクトに依存しない「共有パラメータ」、そのプロ

ジェクト共通で利用する「プロジェクトパラメータ」、ファミリに共通の「ファミリパラメータ」の

3種類があり、このうちオブジェクトに関係するパラメータはファミリパラメータである。 

ファミリパラメータはファミリで共通の「タイプパラメータ」とオブジェクト配置ごとに決定する

ことが可能となる「インスタンスパラメータ」があり、それぞれ実状に応じて定義する。 

タイプパラメータに BLCJ パラメータを定義することで、ライブラリの提供が可能になる。 

 

ⅱ ARCHICAD 

システムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトの両方について共通に「分類」と呼ばれる要

素の種別を定義することができる。「プロパティマネージャー」という分類別に利用できるパラメー

タを追加できる機能を利用することでBLCJパラメータをプロジェクトファイル内に設定することが

可能になる。 

 

ⅲ GLOOBE 

システムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトのプロパティ項目を作成することができ共

有することができる。ソフトの性質上、BLCJ パラメータとソフト側のパラメータを掛け合わせる必

要がありすべての項目が順番通りにソフト内で表示するわけではない。また、専用の仕上げや 3Dカ
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タログ部品や建築基準法関連にも対応している性質上、壁の構成と仕上げなどが分類訳けされてお

りプロパティ内容を検討する必要がある。BLCJパラメータを標準セットしDBに書き出すことでBLCJ

パラメータが組み込まれた DBの二次利用も可能となっている。 

 

ⅳ Vectorworks 

建物モデルに関する主なオブジェクトの種類は壁、スラブ、屋根、プラグインオブジェクト、一

般オブジェクト（パラメトリックでない）に大別される。プラグインオブジェクトは標準で用意さ

れているもの以外に独自に開発することが可能である。 

オブジェクトをライブラリとして配信するには、オブジェクトをシンボル定義リソースとして、

あるいはオブジェクトのパラメータセットをオブジェクトスタイルリソースとして共有することに

なる。（独自開発のプラグインオブジェクトの場合は、そのプログラムファイルも共有する必要が

ある。） 

リソースはいずれもドキュメントファイルに保存され、リソースマネージャー機能によりサーバ

ー上のファイル等のリソースへアクセスする仕組みである。 

オブジェクトにはレコードにより属性を付与することができ、BLCJ パラメータの付与はこの機能

を利用するのが適当であると判断した。レコードは属性のセットで、その定義はレコードフォーマ

ットリソースである。 

 

c. ネイティブデータ配信に対する検討 

ⅰ ネイティブデータとしてジェネリックオブジェクトを配信することは、関連する属性設定（線種や材

質など）のセットアップが別途必要になるため不向きである。 

ⅱ 関連する属性設定を所定の外部ファイルとして配信してセットアップする場合でも、各属性の GUID

の設定との干渉によりプロジェクトファイル内で整備されているアウトプットに向けたシステムを壊

す恐れがあるため不向きである。 

ⅲ BLCJ オブジェクトやそれに関連する属性設定を含むテンプレートとして配信した場合は各社の他の

テンプレート内容との統合の観点で不向きである。 

ⅳ ジェネリックオブジェクトについてはどのようにパラメータを付与しておくかのケーススタディを

行う必要があり、今回の検討については BLCJ パラメータの整備という観点にとどめる。 

ⅴ BLCJ が BIM に関する全てのワークフローに合わせたテンプレートファイルを整備することが現実的

に難しいため、BLCJ パラメータを BIM ソフトのネイティブファイルにインポートすることで、各社で

整備しているテンプレートと BLCJ パラメータの両方が活かせる運用が可能になる。 

 

 上記の条件整理により ARCHICAD、Vectorworks に関するオブジェクトの配信についてはそれ単体を配

信することは運用上または技術的に、Revit に関するジェネリックオブジェクトを配信することは運用上

困難なため、それ以外の配信方法を検討する必要があり、今年度の PRISM では BLCJ パラメータをプロジ

ェクトファイル内に設定するインポータ（アドオン）の検討も併せて行う。 

 また、BIM ソフトの GLOOBE に関しては開発元である福井コンピュータアーキテクト株式会社が提供す

る「3D カタログ.com」からのオブジェクト提供がユーザーサポートとして行われており、上記 3つのソフ

トとは異なる方法での配信を行える可能性があり、福井コンピュータアーキテクト株式会社との調整を

今後行う必要がある。 
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d. 部位・部材の種類の選定 

 1-3-3(1)-2 に示した Revit で作成するファミリの対象としたオブジェクトのタイプは、BLCJ-BIM オブ

ジェクト標準（Version1.0）で属性項目を定義した「窓」「ドア」「壁」「天井」「床」「キッチン」「洗

面化粧台」「バスユニット」「エレベータ―」「エスカレーター・動く歩道」の 10 種類とし、Revit の

コンポーネントファミリを想定して検証するオブジェクトの種類を具体にリストアップした。各タイプ

について具体なオブジェクトの種類を選定する際の考え方は次の通りである。 

〇 窓・ドア：国土交通省建築工事標準詳細図（平成 28 年版）に記載のある、窓 8種、ドア 29 種 

〇 キッチン、洗面化粧台、バスユニット：使用頻度の高いものを、キッチン 5種、洗面化粧台 4種、

バスユニット 2種 

〇 エレベータ―、エスカレーター：使用頻度の高いものを各 1種ずつ 

 上記について、Revit のファミリをコンポーネントオブジェクト（50 個）として作成した。加えて、

Revit と ARCHICAD については、外部ファイルから属性をインポートするために開発したアドオンを利用

して属性項目標準がオブジェクトに追加されるかを確認した。GLOOBE と Vectorworks については、属性

項目標準をソフトウェア内のオブジェクトに追加する方法について検討をした。 

 

表 1-3-3(1)-2 検証の対象としたオブジェクト一覧表(50 個)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e.BLCJ-BIM オブジェクト標準 version1 で定めた属性項目標準検討手順 

 建築のオブジェクトについては、オブジェクトのクラス別に次の手順で属性項目を検討した。 

 

① 調達に必要な情報として下記の資料を選定し、属性項目としてオブジェクトに入力可能な項目を抽出。 

 窓、ドア：公共建築協会の建築工事標準詳細図に掲載されている建具表 

 壁、天井、床：防火構造の大臣認定を得ている構造の仕様書 

 キッチン、洗面化粧台、バスユニット：メーカーのカタログ 

 エレベータ―、エスカレーター・動く歩道：施工図およびメーカーのカタログ 

② プロパティグループ「IFC」の対象として IFC4 の Property Sets を選択・定義。 
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タログ部品や建築基準法関連にも対応している性質上、壁の構成と仕上げなどが分類訳けされてお

りプロパティ内容を検討する必要がある。BLCJパラメータを標準セットしDBに書き出すことでBLCJ

パラメータが組み込まれた DBの二次利用も可能となっている。 

 

ⅳ Vectorworks 

建物モデルに関する主なオブジェクトの種類は壁、スラブ、屋根、プラグインオブジェクト、一

般オブジェクト（パラメトリックでない）に大別される。プラグインオブジェクトは標準で用意さ

れているもの以外に独自に開発することが可能である。 

オブジェクトをライブラリとして配信するには、オブジェクトをシンボル定義リソースとして、

あるいはオブジェクトのパラメータセットをオブジェクトスタイルリソースとして共有することに

なる。（独自開発のプラグインオブジェクトの場合は、そのプログラムファイルも共有する必要が

ある。） 

リソースはいずれもドキュメントファイルに保存され、リソースマネージャー機能によりサーバ

ー上のファイル等のリソースへアクセスする仕組みである。 

オブジェクトにはレコードにより属性を付与することができ、BLCJ パラメータの付与はこの機能

を利用するのが適当であると判断した。レコードは属性のセットで、その定義はレコードフォーマ

ットリソースである。 

 

c. ネイティブデータ配信に対する検討 

ⅰ ネイティブデータとしてジェネリックオブジェクトを配信することは、関連する属性設定（線種や材

質など）のセットアップが別途必要になるため不向きである。 

ⅱ 関連する属性設定を所定の外部ファイルとして配信してセットアップする場合でも、各属性の GUID

の設定との干渉によりプロジェクトファイル内で整備されているアウトプットに向けたシステムを壊

す恐れがあるため不向きである。 

ⅲ BLCJ オブジェクトやそれに関連する属性設定を含むテンプレートとして配信した場合は各社の他の

テンプレート内容との統合の観点で不向きである。 

ⅳ ジェネリックオブジェクトについてはどのようにパラメータを付与しておくかのケーススタディを

行う必要があり、今回の検討については BLCJ パラメータの整備という観点にとどめる。 

ⅴ BLCJ が BIM に関する全てのワークフローに合わせたテンプレートファイルを整備することが現実的

に難しいため、BLCJ パラメータを BIM ソフトのネイティブファイルにインポートすることで、各社で

整備しているテンプレートと BLCJ パラメータの両方が活かせる運用が可能になる。 

 

 上記の条件整理により ARCHICAD、Vectorworks に関するオブジェクトの配信についてはそれ単体を配

信することは運用上または技術的に、Revit に関するジェネリックオブジェクトを配信することは運用上

困難なため、それ以外の配信方法を検討する必要があり、今年度の PRISM では BLCJ パラメータをプロジ

ェクトファイル内に設定するインポータ（アドオン）の検討も併せて行う。 

 また、BIM ソフトの GLOOBE に関しては開発元である福井コンピュータアーキテクト株式会社が提供す

る「3D カタログ.com」からのオブジェクト提供がユーザーサポートとして行われており、上記 3つのソフ

トとは異なる方法での配信を行える可能性があり、福井コンピュータアーキテクト株式会社との調整を

今後行う必要がある。 
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d. 部位・部材の種類の選定 

 1-3-3(1)-2 に示した Revit で作成するファミリの対象としたオブジェクトのタイプは、BLCJ-BIM オブ

ジェクト標準（Version1.0）で属性項目を定義した「窓」「ドア」「壁」「天井」「床」「キッチン」「洗

面化粧台」「バスユニット」「エレベータ―」「エスカレーター・動く歩道」の 10 種類とし、Revit の

コンポーネントファミリを想定して検証するオブジェクトの種類を具体にリストアップした。各タイプ

について具体なオブジェクトの種類を選定する際の考え方は次の通りである。 

〇 窓・ドア：国土交通省建築工事標準詳細図（平成 28 年版）に記載のある、窓 8種、ドア 29 種 

〇 キッチン、洗面化粧台、バスユニット：使用頻度の高いものを、キッチン 5種、洗面化粧台 4種、

バスユニット 2種 

〇 エレベータ―、エスカレーター：使用頻度の高いものを各 1種ずつ 

 上記について、Revit のファミリをコンポーネントオブジェクト（50 個）として作成した。加えて、

Revit と ARCHICAD については、外部ファイルから属性をインポートするために開発したアドオンを利用

して属性項目標準がオブジェクトに追加されるかを確認した。GLOOBE と Vectorworks については、属性

項目標準をソフトウェア内のオブジェクトに追加する方法について検討をした。 

 

表 1-3-3(1)-2 検証の対象としたオブジェクト一覧表(50 個)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

e.BLCJ-BIM オブジェクト標準 version1 で定めた属性項目標準検討手順 

 建築のオブジェクトについては、オブジェクトのクラス別に次の手順で属性項目を検討した。 

 

① 調達に必要な情報として下記の資料を選定し、属性項目としてオブジェクトに入力可能な項目を抽出。 

 窓、ドア：公共建築協会の建築工事標準詳細図に掲載されている建具表 

 壁、天井、床：防火構造の大臣認定を得ている構造の仕様書 

 キッチン、洗面化粧台、バスユニット：メーカーのカタログ 

 エレベータ―、エスカレーター・動く歩道：施工図およびメーカーのカタログ 

② プロパティグループ「IFC」の対象として IFC4 の Property Sets を選択・定義。 
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 窓：Pset_WindowCommon、Pset_DoorWindowGlazingType 

 ドア：Pset_DoorCommon、Pset_DoorWindowGlazingType 

 壁：Pset_WallCommon 

 天井：Pset_CoveringCeiling、Pset_CoveringCommon 

 床：Pset_CoveringFlooring、Pset_CoveringCommon 

 キッチン：下記に例示するユニットの単位で Property Sets を検討・選択 

  共通事項：カスタムプロパティセットを定義 

  基本ユニット：カスタムプロパティセットを定義 

  水栓：Pset_ValveTypeFaucet 

  食器洗い乾燥機：カスタムプロパティセットを定義 

  加熱機器：カスタムプロパティセットを定義 

  レンジフード：カスタムプロパティセットを定義 

  ウォールキャビネット：カスタムプロパティセットを定義 

  ディスポーザー：Pset_WasteTerminalTypeWasteDisposalUnit 

 洗面化粧台：下記に例示するユニットの単位で Property Sets を検討・選択 

  共通事項：カスタムプロパティセットを定義 

  洗面化粧台本体：カスタムプロパティセットを定義 

  水栓：Pset_ValveTypeFaucet 

  洗面化粧台ミラーキャビネット：カスタムプロパティセットを定義 

  洗面化粧台周辺収納：カスタムプロパティセットを定義 

 バスユニット：下記に例示するユニットの単位で Property Sets を検討・選択 

  共通事項：カスタムプロパティセットを定義 

  ユニットバスルーム：カスタムプロパティセットを定義 

  水栓：Pset_ValveTypeFaucet 

  洗い場水栓：カスタムプロパティセットを定義 

  シャワー：Pset_SanitaryTerminalTypeShower 

  浴槽：カスタムプロパティセットを定義 

  ユニットバス用大便器：カスタムプロパティセットを定義 

  ユニットバス用洗面器：カスタムプロパティセットを定義 

  浴室換気扇：カスタムプロパティセットを定義 

 エレベータ―：Pset_TransportElementCommon、Pset_TransportElementElevator 

 エスカレーター・動く歩道：Pset_TransportElementCommon 

③ ①で抽出したオブジェクトに入力可能な項目から、②で選択・定義したプロパティグループ「IFC」の

項目とプロパティグループ「COBie」に記載されている内容の項目を削除し、プロパティグループ「BLC 技

術情報項目（以降、「BOS_Data」と呼ぶ）」とする。 
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表 1-3-3(1)-3 窓、ドア、壁、天井、床、エレベータ―、エスカレーター・動く歩道の Psets 
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 窓：Pset_WindowCommon、Pset_DoorWindowGlazingType 

 ドア：Pset_DoorCommon、Pset_DoorWindowGlazingType 

 壁：Pset_WallCommon 

 天井：Pset_CoveringCeiling、Pset_CoveringCommon 

 床：Pset_CoveringFlooring、Pset_CoveringCommon 

 キッチン：下記に例示するユニットの単位で Property Sets を検討・選択 

  共通事項：カスタムプロパティセットを定義 

  基本ユニット：カスタムプロパティセットを定義 

  水栓：Pset_ValveTypeFaucet 

  食器洗い乾燥機：カスタムプロパティセットを定義 

  加熱機器：カスタムプロパティセットを定義 

  レンジフード：カスタムプロパティセットを定義 

  ウォールキャビネット：カスタムプロパティセットを定義 

  ディスポーザー：Pset_WasteTerminalTypeWasteDisposalUnit 

 洗面化粧台：下記に例示するユニットの単位で Property Sets を検討・選択 

  共通事項：カスタムプロパティセットを定義 

  洗面化粧台本体：カスタムプロパティセットを定義 

  水栓：Pset_ValveTypeFaucet 

  洗面化粧台ミラーキャビネット：カスタムプロパティセットを定義 

  洗面化粧台周辺収納：カスタムプロパティセットを定義 

 バスユニット：下記に例示するユニットの単位で Property Sets を検討・選択 

  共通事項：カスタムプロパティセットを定義 

  ユニットバスルーム：カスタムプロパティセットを定義 

  水栓：Pset_ValveTypeFaucet 

  洗い場水栓：カスタムプロパティセットを定義 

  シャワー：Pset_SanitaryTerminalTypeShower 

  浴槽：カスタムプロパティセットを定義 

  ユニットバス用大便器：カスタムプロパティセットを定義 

  ユニットバス用洗面器：カスタムプロパティセットを定義 

  浴室換気扇：カスタムプロパティセットを定義 

 エレベータ―：Pset_TransportElementCommon、Pset_TransportElementElevator 

 エスカレーター・動く歩道：Pset_TransportElementCommon 

③ ①で抽出したオブジェクトに入力可能な項目から、②で選択・定義したプロパティグループ「IFC」の

項目とプロパティグループ「COBie」に記載されている内容の項目を削除し、プロパティグループ「BLC 技

術情報項目（以降、「BOS_Data」と呼ぶ）」とする。 
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表 1-3-3(1)-3 窓、ドア、壁、天井、床、エレベータ―、エスカレーター・動く歩道の Psets 
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表 1-3-3(1)-4 キッチン、洗面化粧台、バスユニットのカスタムプロパティセット 
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表 1-3-3(1)-5 BLC 管理情報項目、COBie、BOS_General 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-3(1)-6 BLC 技術情報項目（窓、ドア、壁、天井、床、キッチン、洗面化粧台、バスユニット） 
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表 1-3-3(1)-4 キッチン、洗面化粧台、バスユニットのカスタムプロパティセット 
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表 1-3-3(1)-5 BLC 管理情報項目、COBie、BOS_General 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-3(1)-6 BLC 技術情報項目（窓、ドア、壁、天井、床、キッチン、洗面化粧台、バスユニット） 
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表 1-3-3(1)-7 BLC 技術情報項目（エレベータ―、エスカレーター・動く歩道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ.プロパティグループ基本形とソフトウェアごとの属性項目設定方法の検討 

 BIM ソフトごとにネイティブファイル内に所定のパラメータをインポータ（アドオン）で整備するた

めに、エクセルファイル（インポータへの読み込みは CSV ファイル）のマトリックス表のフォーマット

と BIM ソフトの機能との紐づけを行う条件について整理した。ARCHICAD も Revit も紐づけのトリガーと

なるコメントを各列の 1行目に設け、2行目以降に BLCJ パラメータを定義するための条件等をマトリッ

クス表に記述する。また、その詳細については次の項目で説明する。 

 

       表 1-3-3(1)-8  CSV フォーマット例（ARCHICAD の場合）(1) 

 A B C D E 

１ パラメータ名 データタイプ グループ 値 使用可能な分類 

2      

3      

4      

5      
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表 1-3-3(1)-9   CSV フォーマット例（ARCHICAD の場合）（2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、プロパティグループについては、「BLC 管理情報項目」、「IFC4 Add2」、「COBie」、

「BOS_General」、「BOS_Data」の５つとした。 

各ソフトウェアの属性項目設定については次に記す。 

 

ⅰ Revit 

＜マトリックス表のコラム項目と BIM 機能名＞ 

 BLCJ パラメータマトリックス表のコラム項目が Revit 内でパラメータを設定するためのどの機能に該

当するかを示した。また、Revit の場合はパラメータを設定する機能が複数（共有パラメータ、プロジ

ェクトパラメータ、ファミリパラメータ）あるため、どのパラメータ設定機能を使うかを示した。 

 

表 1-3-3(1)-10 マトリックス表のコラム項目、BIM 機能、BIM ソフト内のパラメータ設定機能(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 1-3-3(1)-10 に示す「BIM 機能名」の「①グループ」は、図 1-3-3-1 で赤く囲われた「①グルー

プ」に対応しており、また表 1-3-3-11 Revit 用マトリックス表のテンプレートに示す「①共有パラメ

ータグループ」に当てはまる。②、③はパラメータの名前を示しており、以下④～⑦も３つの図表の中

でそれぞれ対応している。 
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表 1-3-3(1)-7 BLC 技術情報項目（エレベータ―、エスカレーター・動く歩道） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｆ.プロパティグループ基本形とソフトウェアごとの属性項目設定方法の検討 

 BIM ソフトごとにネイティブファイル内に所定のパラメータをインポータ（アドオン）で整備するた

めに、エクセルファイル（インポータへの読み込みは CSV ファイル）のマトリックス表のフォーマット

と BIM ソフトの機能との紐づけを行う条件について整理した。ARCHICAD も Revit も紐づけのトリガーと

なるコメントを各列の 1行目に設け、2行目以降に BLCJ パラメータを定義するための条件等をマトリッ

クス表に記述する。また、その詳細については次の項目で説明する。 

 

       表 1-3-3(1)-8  CSV フォーマット例（ARCHICAD の場合）(1) 

 A B C D E 

１ パラメータ名 データタイプ グループ 値 使用可能な分類 

2      

3      

4      

5      
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表 1-3-3(1)-9   CSV フォーマット例（ARCHICAD の場合）（2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、プロパティグループについては、「BLC 管理情報項目」、「IFC4 Add2」、「COBie」、

「BOS_General」、「BOS_Data」の５つとした。 

各ソフトウェアの属性項目設定については次に記す。 

 

ⅰ Revit 

＜マトリックス表のコラム項目と BIM 機能名＞ 

 BLCJ パラメータマトリックス表のコラム項目が Revit 内でパラメータを設定するためのどの機能に該

当するかを示した。また、Revit の場合はパラメータを設定する機能が複数（共有パラメータ、プロジ

ェクトパラメータ、ファミリパラメータ）あるため、どのパラメータ設定機能を使うかを示した。 

 

表 1-3-3(1)-10 マトリックス表のコラム項目、BIM 機能、BIM ソフト内のパラメータ設定機能(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 表 1-3-3(1)-10 に示す「BIM 機能名」の「①グループ」は、図 1-3-3-1 で赤く囲われた「①グルー

プ」に対応しており、また表 1-3-3-11 Revit 用マトリックス表のテンプレートに示す「①共有パラメ

ータグループ」に当てはまる。②、③はパラメータの名前を示しており、以下④～⑦も３つの図表の中

でそれぞれ対応している。 
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図 1-3-3(1)-1 共有パラメータの設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-3(1)-2 プロジェクトパラメータ設定 
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表 1-3-3(1)-11 Revit 用マトリックス表のテンプレート 

 

 

イ) ARCHICAD 
＜マトリックス表のコラム項目と BIM 機能＞ 

※ARCHICAD では「プロパティマネージャー」機能のみでパラメータ設定する。 

  Revit の項目で示したものと同じく、表 1-3-3-12「①プロパティ名」は表 1-3-3-13 の「パラメー

タ名」に対応し、また図 1-3-3-3 ARCHICAD 用マトリックス表のテンプレートの「①プロパティ名」

に当てはまる。②～⑤についても３つの図表でそれぞれ対応している。 

 

 

 

 

表 1-3-3(1)-12 マトリックス表のコラム項目と BIM 機能(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-3(1)-13 ARCHICAD 用マトリックス表のテンプレート(CSV ファイル) 
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図 1-3-3(1)-1 共有パラメータの設定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-3(1)-2 プロジェクトパラメータ設定 
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表 1-3-3(1)-11 Revit 用マトリックス表のテンプレート 

 

 

イ) ARCHICAD 
＜マトリックス表のコラム項目と BIM 機能＞ 

※ARCHICAD では「プロパティマネージャー」機能のみでパラメータ設定する。 

  Revit の項目で示したものと同じく、表 1-3-3-12「①プロパティ名」は表 1-3-3-13 の「パラメー

タ名」に対応し、また図 1-3-3-3 ARCHICAD 用マトリックス表のテンプレートの「①プロパティ名」

に当てはまる。②～⑤についても３つの図表でそれぞれ対応している。 

 

 

 

 

表 1-3-3(1)-12 マトリックス表のコラム項目と BIM 機能(1) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-3(1)-13 ARCHICAD 用マトリックス表のテンプレート(CSV ファイル) 
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図 1-3-3(1)-3 ARCHICAD 用マトリックス表のテンプレート(CSV ファイル) 
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ⅲ GLOOBE 

BLCJ 標準パラメータの追加する方法はシステム内で自由に作成や自由な名称・入力方法（テキスト・

選択式・数値・日付など）は可能となっている。エクセル表などの 2次的なデータから取り込む方法は現

段階では無い。また BLCJ 標準パラメータを一括して取り込めた場合、個々のオブジェクトに埋め込むプ

ロパティとシステム上で紐づいた状態（リンク）での閲覧と分ける必要があると思われる。将来的にはオ

ブジェクトに保持するプロパティとDBで保持するプロパティとを精査し関連付けを行えるような仕組み

を検討している。 

表 1-3-3(1)-14 システム表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状でも BLCJ 標準パラメータをセットすることは可能となっている。 

カタログ部品のみコンポーネントオブジェクトとなり他はシステムオブジェクトとなる。コンポーネン

トオブジェクト・システムオブジェクト共プロパティを追加できる。 
表 1-3-3(1)-15 プロパティ表 
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図 1-3-3(1)-3 ARCHICAD 用マトリックス表のテンプレート(CSV ファイル) 
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ⅲ GLOOBE 

BLCJ 標準パラメータの追加する方法はシステム内で自由に作成や自由な名称・入力方法（テキスト・
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ⅳ Vectorworks 

オブジェクト（図形）に属性を付加するには、レコードフォーマットを利用する。 

レコードフォーマットは、さまざまなデータを保存できる。図形またはシンボル定義に連結されたレコ

ードは、永久的にその図形またはシンボル定義の一部となる。図形またはシンボルを他の図面に取り込

んだり、カット＆ペーストしたりしても、レコードは連結されたままになる。複数のレコードフォーマ

ットを単一の図形またはシンボルに連結できるほか、レコードが連結された各図形またはシンボルイン

スタンスのレコード値を個別に変更できる。 

 

g.ベースとなるオブジェクトの選定（ソフトウェアごと） 

ⅰ Revit 

 システムオブジェクト（Revit ではシステムファミリ）とコンポーネントオブジェクト（Revit ではコ

ンポーネントファミリ）のそれぞれについて別に選定を行った。 

 コンポーネントオブジェクトについては株式会社日本設計が整備しているテンプレートから下図に示

す 50個を選定して、それらに BLCJ パラメータを入力して設定した。 

 システムオブジェクトについては BLCJ パラメータを Revit の共有パラメータに設定し、それをカテゴ

リごとに指定したプロジェクトパラメータとして利用することで、その設定をしたプロジェクトファイ

ル内では配置したオブジェクト全てに BLCJ パラメータが付与される環境を作ることができるため、シス

テムオブジェクトに関してはベースとなるオブジェクトの選定は行う必要がない。 

 

ⅱ ARCHICAD 

 ARCHICAD でパラメータ付与はコンポーネントオブジェクトに個別に設定する方法とシステムオブジェ

クト及びコンポーネントオブジェクトに対して分類別にパラメータ付与を行う「プロパティマネージャ

ー」という機能がある。BLCJ パラメータをこの「プロパティマネージャー」を利用して整備することで

その設定をしたプロジェクトファイル内では配置したオブジェクト全てにBLCJパラメータが付与される

環境を作ることができるため、システムオブジェクトに関してはベースとなるオブジェクトの選定は行

う必要がない。 

 

ⅲ GLOOBE 

現在はオブジェクトの作成に対応することは時間的に難しいが、コンポーネントオブジェクト（部品）

としての提供サービスはすでに行われている。GLOOBE で使うシステムオブジェクトは形状の LOD は問わ

ず BLCJ 標準パラメータを付与することを目的に検討している。また壁・壁仕上げ・天井仕上げ・床仕上

げ・エレベータ―・エスカレーターはソフトウェア内でシステムオブジェクトとして保持している。ダウ

ンロード提供などのコンポーネントオブジェクトとは別のオブジェクトになっているため、ソフトウェ

ア内のオブジェクトはダウンロード提供ではなくテンプレートとして提供している。テンプレートは自

由に作成することができる仕様となっておりオブジェクトの固有パラメータとシステムパラメータは別
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の管理となりオブジェクトの提供方法に関して工夫が必要になる。 

 

ⅳ Vectorworks 

 出荷状態のソフトウェアにより生成できるオブジェクトを対象とした。その他のオブジェクトも一般

オブジェクトないしはプラグインオブジェクトとして作成し共有可能である。 

いずれの場合も、レコードによる方法で統一的に属性が付与可能である。 

 

ⅴ BLCJ コンポーネントオブジェクトの有無  

 

表 1-3-3(1)-18 BLCJ コンポーネントオブジェクト有無 

オブジェクト種類 Revit ARCHICAD GLOOBE VectorWorks 

ドア 

片開き扉 〇 〇 〇 〇 

片開き扉_欄間付 〇 〇 〇 〇 

両開き扉 〇 〇 〇 〇 

両開き扉_スイング 〇 〇 〇 〇 

親子開き扉 〇 〇 〇 〇 

親子扉_幕板 〇 〇 〇 〇 

親子扉_欄間付 〇 〇 〇 〇 

点検扉_1枚_四方枠 〇 ✖ 〇 〇 

点検扉_3枚 〇 ✖ 〇 〇 

片引き戸 〇 〇 〇 〇 

引違い 〇 〇 〇 〇 

両引き戸 〇 〇 〇 〇 

常開防火戸_親子開き_180 度 〇 〇   

常開防火戸_親子開き_90 度 〇 〇   

常開防火戸_親子開き折戸_180 度 〇 〇   

常開防火戸_親子開き折戸_90 度 〇 〇   

常開防火戸_片開き_180 度 〇 〇 〇  

常開防火戸_片開き_90 度 〇 〇 〇  

常開防火戸_片開き折戸_180 度 〇 〇   
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ⅳ Vectorworks 

オブジェクト（図形）に属性を付加するには、レコードフォーマットを利用する。 

レコードフォーマットは、さまざまなデータを保存できる。図形またはシンボル定義に連結されたレコ

ードは、永久的にその図形またはシンボル定義の一部となる。図形またはシンボルを他の図面に取り込

んだり、カット＆ペーストしたりしても、レコードは連結されたままになる。複数のレコードフォーマ

ットを単一の図形またはシンボルに連結できるほか、レコードが連結された各図形またはシンボルイン

スタンスのレコード値を個別に変更できる。 

 

g.ベースとなるオブジェクトの選定（ソフトウェアごと） 

ⅰ Revit 

 システムオブジェクト（Revit ではシステムファミリ）とコンポーネントオブジェクト（Revit ではコ

ンポーネントファミリ）のそれぞれについて別に選定を行った。 

 コンポーネントオブジェクトについては株式会社日本設計が整備しているテンプレートから下図に示

す 50個を選定して、それらに BLCJ パラメータを入力して設定した。 

 システムオブジェクトについては BLCJ パラメータを Revit の共有パラメータに設定し、それをカテゴ

リごとに指定したプロジェクトパラメータとして利用することで、その設定をしたプロジェクトファイ

ル内では配置したオブジェクト全てに BLCJ パラメータが付与される環境を作ることができるため、シス

テムオブジェクトに関してはベースとなるオブジェクトの選定は行う必要がない。 

 

ⅱ ARCHICAD 

 ARCHICAD でパラメータ付与はコンポーネントオブジェクトに個別に設定する方法とシステムオブジェ

クト及びコンポーネントオブジェクトに対して分類別にパラメータ付与を行う「プロパティマネージャ

ー」という機能がある。BLCJ パラメータをこの「プロパティマネージャー」を利用して整備することで

その設定をしたプロジェクトファイル内では配置したオブジェクト全てにBLCJパラメータが付与される

環境を作ることができるため、システムオブジェクトに関してはベースとなるオブジェクトの選定は行

う必要がない。 

 

ⅲ GLOOBE 

現在はオブジェクトの作成に対応することは時間的に難しいが、コンポーネントオブジェクト（部品）

としての提供サービスはすでに行われている。GLOOBE で使うシステムオブジェクトは形状の LOD は問わ

ず BLCJ 標準パラメータを付与することを目的に検討している。また壁・壁仕上げ・天井仕上げ・床仕上

げ・エレベータ―・エスカレーターはソフトウェア内でシステムオブジェクトとして保持している。ダウ

ンロード提供などのコンポーネントオブジェクトとは別のオブジェクトになっているため、ソフトウェ

ア内のオブジェクトはダウンロード提供ではなくテンプレートとして提供している。テンプレートは自

由に作成することができる仕様となっておりオブジェクトの固有パラメータとシステムパラメータは別
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の管理となりオブジェクトの提供方法に関して工夫が必要になる。 

 

ⅳ Vectorworks 

 出荷状態のソフトウェアにより生成できるオブジェクトを対象とした。その他のオブジェクトも一般

オブジェクトないしはプラグインオブジェクトとして作成し共有可能である。 

いずれの場合も、レコードによる方法で統一的に属性が付与可能である。 

 

ⅴ BLCJ コンポーネントオブジェクトの有無  

 

表 1-3-3(1)-18 BLCJ コンポーネントオブジェクト有無 

オブジェクト種類 Revit ARCHICAD GLOOBE VectorWorks 

ドア 

片開き扉 〇 〇 〇 〇 

片開き扉_欄間付 〇 〇 〇 〇 

両開き扉 〇 〇 〇 〇 

両開き扉_スイング 〇 〇 〇 〇 

親子開き扉 〇 〇 〇 〇 

親子扉_幕板 〇 〇 〇 〇 

親子扉_欄間付 〇 〇 〇 〇 

点検扉_1枚_四方枠 〇 ✖ 〇 〇 

点検扉_3枚 〇 ✖ 〇 〇 

片引き戸 〇 〇 〇 〇 

引違い 〇 〇 〇 〇 

両引き戸 〇 〇 〇 〇 

常開防火戸_親子開き_180 度 〇 〇   

常開防火戸_親子開き_90 度 〇 〇   

常開防火戸_親子開き折戸_180 度 〇 〇   

常開防火戸_親子開き折戸_90 度 〇 〇   

常開防火戸_片開き_180 度 〇 〇 〇  

常開防火戸_片開き_90 度 〇 〇 〇  

常開防火戸_片開き折戸_180 度 〇 〇   
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常開防火戸_片開き折戸_90 度 〇 〇 〇  

常開防火戸_両開き_180 度 〇 〇   

常開防火戸_両開き_180 度 90 度 〇 〇   

常開防火戸_両開き_90 度 〇 〇   

シャッター 〇 〇 〇  

シャッター+潜戸 〇 〇 〇  

一方枠 〇 〇 〇 〇 

三方枠 〇 〇 〇 〇 

二方枠 〇 〇 〇 〇 

EV 用ドア_2枚 〇  〇  

窓 

窓_簡略 〇 〇 〇 〇 

窓_簡易パネル 〇 〇 〇 〇 

窓_簡易嵌殺し 〇 〇 〇 〇 

窓_簡易嵌殺し_フリーサイズ 〇 〇 〇 〇 

ガラリ_簡易ガラリ羽 〇 〇 〇 〇 

ガラリ_簡易ガラリ羽-タテ 〇 〇 〇  

ガラリ_簡易ガラリ羽-ヨコ 〇 〇 〇 〇 

ガラリ_簡易パネル 〇 〇 〇  

EV 

EV 〇 〇 〇 〇 

ESC 

エスカレーター 〇 〇 〇 〇 

エスカレーター_2D_文字版 〇 ？  ？ 

キッチン 

家具システム_キッチン_I 型 〇 〇 〇  

家具システム_キッチン_L 型 〇 〇 〇  

家具システム_キッチン_アイランド型 〇 〇 〇  
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家具システム_キッチン_オープン型 〇 〇 〇  

家具システム_キッチン_コ型 〇 〇 〇  

洗面化粧台 

衛生器具_洗面化粧台_1ボウル四角 〇 〇 〇  

衛生器具_洗面化粧台_2ボウル四角 〇 〇 〇  

衛生器具_WC手洗い 〇 〇 〇  

衛生器具_WC手洗い大 〇 〇 〇  

UB 

衛生器具_UB_縦入り 〇 ✖ 〇  

衛生器具_UB_横入り 〇 ✖ 〇  
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常開防火戸_片開き折戸_90 度 〇 〇 〇  

常開防火戸_両開き_180 度 〇 〇   

常開防火戸_両開き_180 度 90 度 〇 〇   

常開防火戸_両開き_90 度 〇 〇   

シャッター 〇 〇 〇  

シャッター+潜戸 〇 〇 〇  

一方枠 〇 〇 〇 〇 

三方枠 〇 〇 〇 〇 

二方枠 〇 〇 〇 〇 

EV 用ドア_2枚 〇  〇  

窓 

窓_簡略 〇 〇 〇 〇 

窓_簡易パネル 〇 〇 〇 〇 

窓_簡易嵌殺し 〇 〇 〇 〇 

窓_簡易嵌殺し_フリーサイズ 〇 〇 〇 〇 

ガラリ_簡易ガラリ羽 〇 〇 〇 〇 

ガラリ_簡易ガラリ羽-タテ 〇 〇 〇  

ガラリ_簡易ガラリ羽-ヨコ 〇 〇 〇 〇 

ガラリ_簡易パネル 〇 〇 〇  

EV 

EV 〇 〇 〇 〇 

ESC 

エスカレーター 〇 〇 〇 〇 

エスカレーター_2D_文字版 〇 ？  ？ 

キッチン 

家具システム_キッチン_I 型 〇 〇 〇  

家具システム_キッチン_L 型 〇 〇 〇  

家具システム_キッチン_アイランド型 〇 〇 〇  
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家具システム_キッチン_オープン型 〇 〇 〇  

家具システム_キッチン_コ型 〇 〇 〇  

洗面化粧台 

衛生器具_洗面化粧台_1ボウル四角 〇 〇 〇  

衛生器具_洗面化粧台_2ボウル四角 〇 〇 〇  

衛生器具_WC手洗い 〇 〇 〇  

衛生器具_WC手洗い大 〇 〇 〇  

UB 

衛生器具_UB_縦入り 〇 ✖ 〇  

衛生器具_UB_横入り 〇 ✖ 〇  
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h) 本年度、検証し作成したオブジェクト（50 個） 

下記に、本年度、検証し、作成したオブジェクト（50個）を示す。 

 

表 1-3-3(1)-2 検証の対象としたオブジェクト一覧表(50 個) （再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に代表オブジェックトの形状を示す。 

 

＜扉＞ BLCJ_01 片開き扉 
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＜窓＞窓_簡易パネル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜エレベーター＞ EV 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜エスカレーター＞ エスカレーター 
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h) 本年度、検証し作成したオブジェクト（50 個） 

下記に、本年度、検証し、作成したオブジェクト（50個）を示す。 

 

表 1-3-3(1)-2 検証の対象としたオブジェクト一覧表(50 個) （再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

次に代表オブジェックトの形状を示す。 

 

＜扉＞ BLCJ_01 片開き扉 
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＜窓＞窓_簡易パネル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜エレベーター＞ EV 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜エスカレーター＞ エスカレーター 
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＜キッチン＞ キッチン_I 型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜洗面化粧台＞ 洗面化粧台_1 ボウル四角 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ユニットバス＞ UB_横入り 

 

 

ー206ー

資料 5  業務 1-124 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

 (2) 設備編（機械設備、電気設備含む） 

a. 部位・部品の種類の選定 

 建築設備設計での使用が想定される部位・部品として、設備機器類、配管、ダクト等のうち、BLCJ 

BIM オブジェクト標準 version1.0 で編成しているのは、設備機器類に限定されているため、検討は設備

機器類で何を選択すべきか検討した。 

 BIM オブジェクトライブラリーの拡充にあたっては、以下の文献やライブラリーデータを考慮に入れ

た上で選定を行った。 

① 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編、機械設備工事編） 

② 公共建築工事標準図（電気設備編、機械設備編） 

③ BIMMS における、部位・部品の使用状況 

④ 建築基準法 

⑤ BLCJ が所有する BLCJ-BIM オブジェクトのデータ内容、協力可能企業 

⑥ 先行して検討が進んでいる RUG データの内容（注：RUGは Revit User Group の略） 

 

 昨年度の PRISM 報告書では、設備機械類を代表する 8種類に対してそれぞれ代表機器を 8機種と、そ

の 8種類に対して部品・部位の個別具体のライブラリーデータを各 5、6機種作成し、合計で 51 機種の

試作を行った。 

表 1-3-3(2)-1 昨年度作成した部位・部品の代表機器 

 部品部位の代表 試作する代表機器  

設備  

 

機械類 

 

（8種） 

 

冷凍機 吸収冷凍機 1 

ポンプ 空調用ポンプ_立形 1 

送風機 全熱交換器 1 

空調機 コンパクト空調機 1 

湯沸器 ガス給湯器連結式 1 

衛生器具 洋風大便器_壁掛 1 

照明器具 システム天井用照明 1 

配電機器 実験盤 1 
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＜キッチン＞ キッチン_I 型 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜洗面化粧台＞ 洗面化粧台_1 ボウル四角 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ユニットバス＞ UB_横入り 
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 (2) 設備編（機械設備、電気設備含む） 

a. 部位・部品の種類の選定 

 建築設備設計での使用が想定される部位・部品として、設備機器類、配管、ダクト等のうち、BLCJ 

BIM オブジェクト標準 version1.0 で編成しているのは、設備機器類に限定されているため、検討は設備

機器類で何を選択すべきか検討した。 

 BIM オブジェクトライブラリーの拡充にあたっては、以下の文献やライブラリーデータを考慮に入れ

た上で選定を行った。 

① 公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編、機械設備工事編） 

② 公共建築工事標準図（電気設備編、機械設備編） 

③ BIMMS における、部位・部品の使用状況 

④ 建築基準法 

⑤ BLCJ が所有する BLCJ-BIM オブジェクトのデータ内容、協力可能企業 

⑥ 先行して検討が進んでいる RUG データの内容（注：RUGは Revit User Group の略） 

 

 昨年度の PRISM 報告書では、設備機械類を代表する 8種類に対してそれぞれ代表機器を 8機種と、そ

の 8種類に対して部品・部位の個別具体のライブラリーデータを各 5、6機種作成し、合計で 51 機種の

試作を行った。 

表 1-3-3(2)-1 昨年度作成した部位・部品の代表機器 

 部品部位の代表 試作する代表機器  

設備  

 

機械類 

 

（8種） 

 

冷凍機 吸収冷凍機 1 

ポンプ 空調用ポンプ_立形 1 

送風機 全熱交換器 1 

空調機 コンパクト空調機 1 

湯沸器 ガス給湯器連結式 1 

衛生器具 洋風大便器_壁掛 1 

照明器具 システム天井用照明 1 

配電機器 実験盤 1 
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表 1-3-3(2)-2 昨年度作成した部位・部品の個別具体のライブラリーデータ 

 部品・部位の個別具体のライブラリーデータ 個 

設備  
 

機械類 
 

(8 種) 
 

冷凍機 
排熱投入型冷
温水機 

空冷ヒート
ポンプ 

遠心冷凍機 
スクリュ
ー冷凍機 

吸収冷温水
機 

 5 

ポンプ 空調用ポンプ
(横型） 

揚水ポンプ 
(横型） 

水道用直結
加圧ポンプ 

水中ポン
プ 

消火ポンプ  5 

送風機 天井扇 
遠心送風機 
(片吸込） 

遠心送風機
(両吸込） 

軸流送風
機 

消音ボック
ス付送風機 排煙機 6 

空調機 ユニット形空
調機 

ファンコイ
ルユニット 

パッケージ
型空調機 

ルームエ
アコン 

マルチパッケ
ージ室外機 

マルチパ
ッケージ
室内機 

6 

湯沸器 ガス給湯器 貯湯槽横形 貯湯式電気
温水器 

ヒートポ
ンプ給湯
器 

貯湯槽立形  5 

衛生器
具 

洋風大便器_
床置 

小便器 
(壁掛） 

小便器 
(床置） 

洗面器 手洗器 掃除流
し 

6 

照明器
具 

照明器具ベー
スライト型
(露出型） 

照明器具ベ
ースライト
型(埋込型） 

照明器具
(ダウンラ
イト) 

非常用照
明 

誘導灯  5 

配電機
器 OA 盤 分電盤 制御盤 開閉器盤 警報盤  5 

本年度に試作するオブジェクトは、建築 BIM 環境設備部会で取りまとめている「建築分野における

BIM の標準ワークフローとその活用方策に関するガイドライン第 1版」で対象にしている、延べ床面積

が 5,000～10,000 ㎡程度の規模の建築物で必要となる設備機械類を優先して選定することとし、大規模

建築物でなければ選定されることが少ない、中央熱源に関する設備機械類については対象外とした。 

また、昨年度は、1機種に対して１番手のみの試作に留まっていたため、今回は実用上必要となる、

能力の違いによる複数番手の整備も行うこととし、昨年試作したオブジェクトから下記赤文字の機種の

拡充を行った。なお、時間的な制約から、下線が引いている代表 3機種に限って「2D-6 面外形図」も作

成した。 

表 1-3-3(2)-3 本年度拡充した部位・部品のライブラリーデータ 

 部品・部位の個別具体のライブラリーデータ 

冷凍機 吸収冷凍機 
排熱投入型
冷温水機 

空冷ヒート
ポンプ 

遠心冷凍機 
スクリュー
冷凍機 

吸収冷温水
機 

 

ポンプ 
空調用ポン
プ_立形 

空調用ポン
プ(横型） 

揚水ポンプ
(横型） 

水道用直結
加圧ポンプ 

水中ポンプ 消火ポンプ  

送風機 全熱交換器 天井扇 
遠心送風機
(片吸込） 

遠心送風機
(両吸込） 

軸流送風機 
消音ボック
ス付送風機 

排煙機 

空調機 
コンパクト
空調機 

ユニット形
空調機 

ファンコイ
ルユニット 

パッケージ
型空調機 

ルームエア
コン 

マルチパッ
ケージ室外
機 

マルチパッ
ケージ室内
機 

湯沸器 ガス給湯器
連結式 

ガス給湯器 貯湯槽横形 
貯湯式電気
温水器 

ヒートポン
プ給湯器 

貯湯槽立形  

衛生器具 洋風大便器
_壁掛 

洋風大便器
_床置 

小便器 
(壁掛） 

小便器 
(床置） 

洗面器 手洗器 掃除流し 

照明器具 
システム天
井用照明 

照明器具ベ
ースライト
型(露型） 

照明器具ベ
ースライト
型(埋込型） 

照明器具
(ダウンラ
イト) 

非常用照明 誘導灯  

配電機器 実験盤 OA 盤 分電盤 制御盤 開閉器盤 警報盤  

 部品・部位の個別具体のライブラリーデータ 

その他機
器類 有圧扇       

給排水 受水タンク 
小型給水ポ
ンプユニッ
ト_縦形 
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下記に、本年度作成する試作オブジェクトの一覧表を示す。23種類の設備機械類に対して複数番手を

ラインナップし、合計 135 個の試作を行った。この表中、緑色の列の機器は、「2D-6 面外形図」も作成

した代表 3機種を示す。 

表 1-3-3(2)-4 本年度拡充した設備機械の一覧 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

1  ポンプ 揚水ポンプ 片吸込多段渦巻形  50mm× 50mm、 5.50kw 

2  ポンプ 揚水ポンプ 片吸込多段渦巻形  80mm× 65mm、11.00kw 

3  ポンプ 揚水ポンプ 片吸込多段渦巻形 100mm× 80mm、18.00kw 

4  ポンプ 水道用直結加圧形ポンプユニット キャビネット形  25mm、 0.40kw×2 台 

5  ポンプ 水道用直結加圧形ポンプユニット キャビネット形  32mm、 0.40kw×2 台 

6  ポンプ 水道用直結加圧形ポンプユニット キャビネット形  40mm、 0.75kw×2 台 

7  ポンプ 排水ポンプ 水中形  40mm、 0.15kw 

8  ポンプ 排水ポンプ 水中形  50mm、 0.40kw 

9  ポンプ 消火ポンプユニット 総合形  40mm、 3.70kw 

10  ポンプ 消火ポンプユニット 総合形  50mm、 5.50kw 

11  ポンプ 消火ポンプユニット 総合形  65mm、 5.50kw 

12  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  150 形 

13  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  250 形 

14  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  350 形 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

15  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  500 形 

16  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  650 形 

17  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  800 形 

18  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形 1000 形 

19  送風機 天井換気扇 低騒音形    50 ㎥/h× 60Pa 

20  送風機 天井換気扇 低騒音形   100 ㎥/h× 65Pa 

21  送風機 天井換気扇 低騒音形   100 ㎥/h× 90Pa 

22  送風機 天井換気扇 低騒音形   120 ㎥/h× 80Pa 

23  送風機 天井換気扇 低騒音形   120 ㎥/h× 78Pa 

24  送風機 天井換気扇 低騒音形   280 ㎥/h×  0Pa 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

25  送風機 天井換気扇 低騒音形   200 ㎥/h×200Pa 

26  送風機 天井換気扇 低騒音形   320 ㎥/h×  0Pa 

27  送風機 天井換気扇 低騒音形   430 ㎥/h×  0Pa 

28  送風機 天井換気扇 低騒音形   550 ㎥/h×  0Pa 

29  送風機 天井換気扇 低騒音形   550 ㎥/h×  0Pa 

30  送風機 天井換気扇 低騒音形   800 ㎥/h×  0Pa 
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表 1-3-3(2)-2 昨年度作成した部位・部品の個別具体のライブラリーデータ 

 部品・部位の個別具体のライブラリーデータ 個 

設備  
 

機械類 
 

(8 種) 
 

冷凍機 
排熱投入型冷
温水機 

空冷ヒート
ポンプ 

遠心冷凍機 
スクリュ
ー冷凍機 

吸収冷温水
機 

 5 

ポンプ 空調用ポンプ
(横型） 

揚水ポンプ 
(横型） 

水道用直結
加圧ポンプ 

水中ポン
プ 

消火ポンプ  5 

送風機 天井扇 
遠心送風機 
(片吸込） 

遠心送風機
(両吸込） 

軸流送風
機 

消音ボック
ス付送風機 排煙機 6 

空調機 ユニット形空
調機 

ファンコイ
ルユニット 

パッケージ
型空調機 

ルームエ
アコン 

マルチパッケ
ージ室外機 

マルチパ
ッケージ
室内機 

6 

湯沸器 ガス給湯器 貯湯槽横形 貯湯式電気
温水器 

ヒートポ
ンプ給湯
器 

貯湯槽立形  5 

衛生器
具 

洋風大便器_
床置 

小便器 
(壁掛） 

小便器 
(床置） 

洗面器 手洗器 掃除流
し 

6 

照明器
具 

照明器具ベー
スライト型
(露出型） 

照明器具ベ
ースライト
型(埋込型） 

照明器具
(ダウンラ
イト) 

非常用照
明 

誘導灯  5 

配電機
器 OA 盤 分電盤 制御盤 開閉器盤 警報盤  5 

本年度に試作するオブジェクトは、建築 BIM 環境設備部会で取りまとめている「建築分野における

BIM の標準ワークフローとその活用方策に関するガイドライン第 1版」で対象にしている、延べ床面積

が 5,000～10,000 ㎡程度の規模の建築物で必要となる設備機械類を優先して選定することとし、大規模

建築物でなければ選定されることが少ない、中央熱源に関する設備機械類については対象外とした。 

また、昨年度は、1機種に対して１番手のみの試作に留まっていたため、今回は実用上必要となる、

能力の違いによる複数番手の整備も行うこととし、昨年試作したオブジェクトから下記赤文字の機種の

拡充を行った。なお、時間的な制約から、下線が引いている代表 3機種に限って「2D-6 面外形図」も作

成した。 

表 1-3-3(2)-3 本年度拡充した部位・部品のライブラリーデータ 

 部品・部位の個別具体のライブラリーデータ 

冷凍機 吸収冷凍機 
排熱投入型
冷温水機 

空冷ヒート
ポンプ 

遠心冷凍機 
スクリュー
冷凍機 

吸収冷温水
機 

 

ポンプ 
空調用ポン
プ_立形 

空調用ポン
プ(横型） 

揚水ポンプ
(横型） 

水道用直結
加圧ポンプ 

水中ポンプ 消火ポンプ  

送風機 全熱交換器 天井扇 
遠心送風機
(片吸込） 

遠心送風機
(両吸込） 

軸流送風機 
消音ボック
ス付送風機 

排煙機 

空調機 
コンパクト
空調機 

ユニット形
空調機 

ファンコイ
ルユニット 

パッケージ
型空調機 

ルームエア
コン 

マルチパッ
ケージ室外
機 

マルチパッ
ケージ室内
機 

湯沸器 ガス給湯器
連結式 

ガス給湯器 貯湯槽横形 
貯湯式電気
温水器 

ヒートポン
プ給湯器 

貯湯槽立形  

衛生器具 洋風大便器
_壁掛 

洋風大便器
_床置 

小便器 
(壁掛） 

小便器 
(床置） 

洗面器 手洗器 掃除流し 

照明器具 
システム天
井用照明 

照明器具ベ
ースライト
型(露型） 

照明器具ベ
ースライト
型(埋込型） 

照明器具
(ダウンラ
イト) 

非常用照明 誘導灯  

配電機器 実験盤 OA 盤 分電盤 制御盤 開閉器盤 警報盤  

 部品・部位の個別具体のライブラリーデータ 

その他機
器類 有圧扇       

給排水 受水タンク 
小型給水ポ
ンプユニッ
ト_縦形 
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下記に、本年度作成する試作オブジェクトの一覧表を示す。23種類の設備機械類に対して複数番手を

ラインナップし、合計 135 個の試作を行った。この表中、緑色の列の機器は、「2D-6 面外形図」も作成

した代表 3機種を示す。 

表 1-3-3(2)-4 本年度拡充した設備機械の一覧 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

1  ポンプ 揚水ポンプ 片吸込多段渦巻形  50mm× 50mm、 5.50kw 

2  ポンプ 揚水ポンプ 片吸込多段渦巻形  80mm× 65mm、11.00kw 

3  ポンプ 揚水ポンプ 片吸込多段渦巻形 100mm× 80mm、18.00kw 

4  ポンプ 水道用直結加圧形ポンプユニット キャビネット形  25mm、 0.40kw×2 台 

5  ポンプ 水道用直結加圧形ポンプユニット キャビネット形  32mm、 0.40kw×2 台 

6  ポンプ 水道用直結加圧形ポンプユニット キャビネット形  40mm、 0.75kw×2 台 

7  ポンプ 排水ポンプ 水中形  40mm、 0.15kw 

8  ポンプ 排水ポンプ 水中形  50mm、 0.40kw 

9  ポンプ 消火ポンプユニット 総合形  40mm、 3.70kw 

10  ポンプ 消火ポンプユニット 総合形  50mm、 5.50kw 

11  ポンプ 消火ポンプユニット 総合形  65mm、 5.50kw 

12  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  150 形 

13  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  250 形 

14  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  350 形 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

15  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  500 形 

16  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  650 形 

17  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形  800 形 

18  送風機 全熱交換ユニット 天井吊(隠ぺい)形 1000 形 

19  送風機 天井換気扇 低騒音形    50 ㎥/h× 60Pa 

20  送風機 天井換気扇 低騒音形   100 ㎥/h× 65Pa 

21  送風機 天井換気扇 低騒音形   100 ㎥/h× 90Pa 

22  送風機 天井換気扇 低騒音形   120 ㎥/h× 80Pa 

23  送風機 天井換気扇 低騒音形   120 ㎥/h× 78Pa 

24  送風機 天井換気扇 低騒音形   280 ㎥/h×  0Pa 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

25  送風機 天井換気扇 低騒音形   200 ㎥/h×200Pa 

26  送風機 天井換気扇 低騒音形   320 ㎥/h×  0Pa 

27  送風機 天井換気扇 低騒音形   430 ㎥/h×  0Pa 

28  送風機 天井換気扇 低騒音形   550 ㎥/h×  0Pa 

29  送風機 天井換気扇 低騒音形   550 ㎥/h×  0Pa 

30  送風機 天井換気扇 低騒音形   800 ㎥/h×  0Pa 
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No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

31  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.3 

32  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.3 1/2 

33  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.4 

34  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.4 1/2 

35  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.5 

36  送風機 軸流式送風機 天吊形 No.5 

37  送風機 軸流式送風機 天吊形 No.5 1/2 

38  送風機 軸流式送風機 天吊形 No.6 

39  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   150 ㎥/h 

40  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   300 ㎥/h 

41  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   400 ㎥/h 

42  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   500 ㎥/h 

43  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   650 ㎥/h 

44  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   800 ㎥/h 

45  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   900 ㎥/h 

46  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,000 ㎥/h 

47  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,200 ㎥/h 

48  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,500 ㎥/h 

49  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,800 ㎥/h 

50  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 2,100 ㎥/h 

51  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 2,400 ㎥/h 

52  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 3,000 ㎥/h 

53  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 4,500 ㎥/h 

54  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 5,500 ㎥/h 

55  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 8,000 ㎥/h 

56  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:10,000 ㎥/h 

57  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.4 

58  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.4 1/2 

59  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.5 

60  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.5 1/2 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

61  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   40 型 

62  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   45 型 

63  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   50 型 

64  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   56 型 

65  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   63 型 
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No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

66  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   80 型 

67  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  112 型 

68  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  140 型 

69  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

70  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   40 型 

71  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   45 型 

72  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   50 型 

73  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   56 型 

74  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   63 型 

75  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   80 型 

76  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  112 型 

77  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  140 型 

78  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  160 型 

79  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  140 型 

80  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

81  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

82  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

83  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

84  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

85  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

86  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

87  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

88  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

89  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

90  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

91  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

92  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

93  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

94  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

95  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

96  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   28 型 

97  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   36 型 

98  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   45 型 

99  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   56 型 

100  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   71 型 

101  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   80 型 
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No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

31  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.3 

32  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.3 1/2 

33  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.4 

34  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.4 1/2 

35  送風機 遠心式送風機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置) No.5 

36  送風機 軸流式送風機 天吊形 No.5 

37  送風機 軸流式送風機 天吊形 No.5 1/2 

38  送風機 軸流式送風機 天吊形 No.6 

39  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   150 ㎥/h 

40  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   300 ㎥/h 

41  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   400 ㎥/h 

42  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   500 ㎥/h 

43  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   650 ㎥/h 

44  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   800 ㎥/h 

45  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:   900 ㎥/h 

46  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,000 ㎥/h 

47  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,200 ㎥/h 

48  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,500 ㎥/h 

49  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 1,800 ㎥/h 

50  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 2,100 ㎥/h 

51  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 2,400 ㎥/h 

52  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 3,000 ㎥/h 

53  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 4,500 ㎥/h 

54  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 5,500 ㎥/h 

55  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量: 8,000 ㎥/h 

56  送風機 斜流式送風機 消音ボックス付 標準風量:10,000 ㎥/h 

57  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.4 

58  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.4 1/2 

59  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.5 

60  送風機 排煙機 片吸込ｼﾛｯｺ形(床置形・電動機駆動) No.5 1/2 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

61  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   40 型 

62  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   45 型 

63  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   50 型 

64  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   56 型 

65  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   63 型 
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No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

66  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)   80 型 

67  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  112 型 

68  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  140 型 

69  空調機 パッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

70  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   40 型 

71  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   45 型 

72  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   50 型 

73  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   56 型 

74  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   63 型 

75  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   80 型 

76  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  112 型 

77  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  140 型 

78  空調機 パッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  160 型 

79  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  140 型 

80  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

81  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

82  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

83  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

84  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

85  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

86  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

87  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

88  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

89  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

90  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

91  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

92  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

93  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

94  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

95  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室外機) 空冷ヒートポンプ式(冷暖切替)  160 型 

96  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   28 型 

97  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   36 型 

98  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   45 型 

99  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   56 型 

100  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   71 型 

101  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   80 型 
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No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

102  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   90 型 

103  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  112 型 

104  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  140 型 

105  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  160 型 

106  湯沸器 ガス湯沸器 屋外壁掛形 24 号 

107  湯沸器 ガス湯沸器 屋外壁掛形 32 号 

108  湯沸器 ガス湯沸器 屋外壁掛形 50 号 

109  湯沸器 電気温水器 貯湯式  6L 

110  湯沸器 電気温水器 貯湯式 12L 

111  湯沸器 電気温水器 貯湯式 25L 

112  照明器具 照明器具ベースライト型（埋込型）   LRS3-2-30 (3000lm) 

113  照明器具 照明器具ベースライト型（埋込型）   LRS3-4-37 (3800lm) 

114  照明器具 照明器具ベースライト型（埋込型）   LRS3-4-65 (6680lm) 

115  照明器具 非常照明（電源別置）埋込形   K0-LRS11-D6 

116  照明器具 非常照明（電池内蔵）埋込形   K1-LRS11-1 

117  照明器具 非常照明（電池内蔵）直付形   K1-LSS11-2 

118  照明器具 B 級避難口誘導灯   SH1-FBC20-BH 

119  照明器具 C 級避難口誘導灯   SH1-FBC20C 

120  照明器具 B 級通路誘導灯   ST1-FBC22-BH 

121  照明器具 C 級通路誘導灯   ST1-FBC22-C 

122  照明器具 階段通路誘導灯   SK1-LBF11 

123  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 25cm、0.031kw 

124  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 30cm、0.052kw 

125  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 35cm、0.081kw 

126  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 35cm、0.121kw 

127  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、0.135kw 

128  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、0.225kw 

129  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、0.620kw 

130  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、1.030kw 

131  給排水 受水タンク FRP 製ﾊﾟﾈﾙ形 4×3×3(L×W×H) 

132  給排水 受水タンク FRP 製ﾊﾟﾈﾙ形 5×3×3(L×W×H) 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

133  給排水 小形給水ポンプユニット 推定末端圧力一定形  40mm、 1.10kw×2 台 

134  給排水 小形給水ポンプユニット 推定末端圧力一定形  50mm、 2.20kw×2 台 

135  給排水 小形給水ポンプユニット 推定末端圧力一定形  65mm、 3.70kw×2 台 

 

ー212ー

資料 5  業務 1-130 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

b. 作成するデータ形式について 

i. 中間ファイル ：｢3D-DWG｣ 、｢6 面 2D-DXF｣(3 機種のみ)、「IDX データ(TXT カンマ区切り)」 

今回試作した設備系オブジェクトは、中間ファイル形式（3D-DWG・2D-DXF、IDX データ）により整備

した。形状を作成する上では、機器メーカーのカタログを元にせざるを得ない場合も多いが、公平性を

踏まえて可能な限りデフォルメした表現になるように心掛けた。 

接続口については、ジェネリックオブジェクトにおいても必要とされる場合が多いが、メーカーカタ

ログを参考にせざるを得ないこともあり、公平性を踏まえ今回試作したジェネリックオブジェクトで

は、一部を除き対応しないこととした。今後は、ジェネリックオブジェクトでの接続口の入力方法の在

り方について検討する必要がある。 

属性情報項目については、BLCJ オブジェクト標準 1.0 で必須「◎」、推奨「●」の項目を入力した。

メーカーの型式名称や仕様値とは別に、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編、機械設備工事編）

等で定義される呼称や形式や、建築設備設計基準や建築設備計画基準等の文献に記載されている能力・

風量・水量等、更に Uniclass コードや Omniclass コード等を入力した。属性情報の入力にあたって

は、風量の特強や強、弱運転など複数の条件下での数値入力が必要な場合があるので、「条件設定 ID」

という仕組みを用いて入力を行った。ただし、50Hz と 60Hz などの周波数の違いによる能力値の記載に

ついては、今回は「条件設定 ID」を用いず、別オブジェクトとして整理することにした。今後の正式な

ライブラリー整備にあたっては、周波数についても「条件設定 ID」を用いて属性情報データベースの整

備を行う予定である。 

ⅱ.中間ファイルから、設備系ＣＡＤベンダー｢ネイティブデータ｣への変換 

中間ファイルの試作に加えて、利用者の使い勝手を評価可能なように、ベンダーに協力を仰ぎ中間フ

ァイル形式からの変換ソフトを利用して、設備系 CAD ソフトへのネイティブデータ（CADW’ell Tfas、

Rebro、CADEWA Smart、Design Draft、FILDER CeeD）の試作も併せて行った。 

 

・(株)ダイテック：CADWe'll Tfas モデル 

・(株)ＮＹＫシステムズ：Rebro モデル 

・(株)四電工：CADEWA Smart モデル 

・(株)シスプロ：DesignDraft モデル 

・ダイキン工業(株)：FILDER CeeD モデル 
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No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

102  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)   90 型 

103  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  112 型 

104  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  140 型 

105  空調機 マルチパッケージ形空気調和機(室内機) カセット形(4方向吹出形)  160 型 

106  湯沸器 ガス湯沸器 屋外壁掛形 24 号 

107  湯沸器 ガス湯沸器 屋外壁掛形 32 号 

108  湯沸器 ガス湯沸器 屋外壁掛形 50 号 

109  湯沸器 電気温水器 貯湯式  6L 

110  湯沸器 電気温水器 貯湯式 12L 

111  湯沸器 電気温水器 貯湯式 25L 

112  照明器具 照明器具ベースライト型（埋込型）   LRS3-2-30 (3000lm) 

113  照明器具 照明器具ベースライト型（埋込型）   LRS3-4-37 (3800lm) 

114  照明器具 照明器具ベースライト型（埋込型）   LRS3-4-65 (6680lm) 

115  照明器具 非常照明（電源別置）埋込形   K0-LRS11-D6 

116  照明器具 非常照明（電池内蔵）埋込形   K1-LRS11-1 

117  照明器具 非常照明（電池内蔵）直付形   K1-LSS11-2 

118  照明器具 B 級避難口誘導灯   SH1-FBC20-BH 

119  照明器具 C 級避難口誘導灯   SH1-FBC20C 

120  照明器具 B 級通路誘導灯   ST1-FBC22-BH 

121  照明器具 C 級通路誘導灯   ST1-FBC22-C 

122  照明器具 階段通路誘導灯   SK1-LBF11 

123  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 25cm、0.031kw 

124  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 30cm、0.052kw 

125  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 35cm、0.081kw 

126  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 35cm、0.121kw 

127  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、0.135kw 

128  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、0.225kw 

129  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、0.620kw 

130  その他機器類 有圧換気扇 低騒音形 40cm、1.030kw 

131  給排水 受水タンク FRP 製ﾊﾟﾈﾙ形 4×3×3(L×W×H) 

132  給排水 受水タンク FRP 製ﾊﾟﾈﾙ形 5×3×3(L×W×H) 

No 設備機器類 機器名称 仕様 能力等 

133  給排水 小形給水ポンプユニット 推定末端圧力一定形  40mm、 1.10kw×2 台 

134  給排水 小形給水ポンプユニット 推定末端圧力一定形  50mm、 2.20kw×2 台 

135  給排水 小形給水ポンプユニット 推定末端圧力一定形  65mm、 3.70kw×2 台 
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b. 作成するデータ形式について 

i. 中間ファイル ：｢3D-DWG｣ 、｢6 面 2D-DXF｣(3 機種のみ)、「IDX データ(TXT カンマ区切り)」 

今回試作した設備系オブジェクトは、中間ファイル形式（3D-DWG・2D-DXF、IDX データ）により整備

した。形状を作成する上では、機器メーカーのカタログを元にせざるを得ない場合も多いが、公平性を

踏まえて可能な限りデフォルメした表現になるように心掛けた。 

接続口については、ジェネリックオブジェクトにおいても必要とされる場合が多いが、メーカーカタ

ログを参考にせざるを得ないこともあり、公平性を踏まえ今回試作したジェネリックオブジェクトで

は、一部を除き対応しないこととした。今後は、ジェネリックオブジェクトでの接続口の入力方法の在

り方について検討する必要がある。 

属性情報項目については、BLCJ オブジェクト標準 1.0 で必須「◎」、推奨「●」の項目を入力した。

メーカーの型式名称や仕様値とは別に、公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編、機械設備工事編）

等で定義される呼称や形式や、建築設備設計基準や建築設備計画基準等の文献に記載されている能力・

風量・水量等、更に Uniclass コードや Omniclass コード等を入力した。属性情報の入力にあたって

は、風量の特強や強、弱運転など複数の条件下での数値入力が必要な場合があるので、「条件設定 ID」

という仕組みを用いて入力を行った。ただし、50Hz と 60Hz などの周波数の違いによる能力値の記載に

ついては、今回は「条件設定 ID」を用いず、別オブジェクトとして整理することにした。今後の正式な

ライブラリー整備にあたっては、周波数についても「条件設定 ID」を用いて属性情報データベースの整

備を行う予定である。 

ⅱ.中間ファイルから、設備系ＣＡＤベンダー｢ネイティブデータ｣への変換 

中間ファイルの試作に加えて、利用者の使い勝手を評価可能なように、ベンダーに協力を仰ぎ中間フ

ァイル形式からの変換ソフトを利用して、設備系 CAD ソフトへのネイティブデータ（CADW’ell Tfas、

Rebro、CADEWA Smart、Design Draft、FILDER CeeD）の試作も併せて行った。 

 

・(株)ダイテック：CADWe'll Tfas モデル 

・(株)ＮＹＫシステムズ：Rebro モデル 

・(株)四電工：CADEWA Smart モデル 

・(株)シスプロ：DesignDraft モデル 

・ダイキン工業(株)：FILDER CeeD モデル 
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図 1-3-3(2)-1 試作したデータ形式とデータ変換フロー 

ⅲ.パラメトリックなネイティブデータの収集 

中間ファイル形式からの変換が現時点では対応できていない Revit データについては、BLCJ オブジェ

クト標準 1.0 に則った属性情報を、Revit の共有パラメーターとして格納したジェネリックファミリを

ベンダーから提供頂き、比較評価した。昨年度課題としてあげられたように、ジェネリックオブジェク

トは、ソフト上での振る舞いも考慮しておく必要があり、形状も外形寸法という属性情報に連動してパ

ラメトリックに可変することが望まれる。パラメトリックなオブジェクトは、ネイティブデータとして

整備する必要があるため、ベンダーに協力を仰ぎジェネリックオブジェクトを参考で提供頂いた 

・オートデスク(株)： Revit モデル 

 

ⅳ.メーカーオブジェクトの収集 

メーカーの協力も仰ぎ、設備系メーカーオブジェクトの収集も行った。機種については、ジェネリッ

クオブジェクトの試作で、「2D-6 面外形図」も作成した代表 3機種を中心に収集した。 

 

①空調機：空冷 HPマルチパッケージ形空調機、室内機_カセット形(4方向吹出形) 

28 型、36 型、45 型、56 型、71 型、80 型、90 型、112 型、140 型、160 型 

・ダイキン工業(株) 

・東芝キヤリア(株) 

・日立アプライアンス(株) 

・三菱電機(株)  

 

②湯沸器：ガス湯沸器 

24 号、32 号、50 号 

・(株)ノーリツ 
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③照明器具：照明器具ベースライト形_埋込型 

 LRS3-2-30 (3000lm)、LRS3-4-37 (3800lm)、LRS3-4-65 (6680lm) 

・三菱電機照明(株) 

 

④衛生器具 

・TOTO(株) 

・(株)LIXIL 

 

⑤盤関係 

・河村電器産業(株) 

 

 メーカーからのデータ収集にあたっては、ジェネリックオブジェクトで整備した属性情報と連携可

能なように、以下に示すようなスプレッドシートで展開して、属性情報の記入をお願いした。 

 記入にあたっては、JIS 基準等に基づくなど、メーカーとのヒアリングを行いながら実施したもの

の、能力値を記載する上での単位系のルールや、騒音値を騒音レベルと音響パワーレベルのどちらで

記載するのかなど、更に踏み込んだ属性情報の入力ルールを共有しておく必要性が浮き彫りになっ

た。今後実装にあたっては、これらのルールを整理していく必要がある。 

 

図 1-3-3(2)-2 属性情報入力フォーマット(スプレッドシート) 
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c. 作成したオブジェクトの評価 

ⅰ．作成したオブジェクトについて 

以下に、今回作成した設備系ジェネリックオブジェクトのうち、代表 3機種の形状データ、属性情報

データを示す。 
 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 
 

 

図 1-3-3(2)-2 マルチパッケージ形空気調和機(室内機)カセット形(4方向吹出形) 3D-DWG データ 

 

 

図 1-3-3(2)-3 マルチパッケージ形空気調和機(室内機)カセット形(4方向吹出形) IDX データ 

 

 

 

ガス湯沸器 屋外壁掛形 
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図 1-3-3(2)-4 ガス湯沸器 屋外壁掛形 3D-DWG データ 

 

 

図 1-3-3(2)-5 ガス湯沸器 屋外壁掛形 IDX データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照明器具ベースライト型（埋込型） 
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c. 作成したオブジェクトの評価 

ⅰ．作成したオブジェクトについて 

以下に、今回作成した設備系ジェネリックオブジェクトのうち、代表 3機種の形状データ、属性情報

データを示す。 
 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 
 

 

図 1-3-3(2)-2 マルチパッケージ形空気調和機(室内機)カセット形(4方向吹出形) 3D-DWG データ 

 

 

図 1-3-3(2)-3 マルチパッケージ形空気調和機(室内機)カセット形(4方向吹出形) IDX データ 

 

 

 

ガス湯沸器 屋外壁掛形 
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図 1-3-3(2)-4 ガス湯沸器 屋外壁掛形 3D-DWG データ 

 

 

図 1-3-3(2)-5 ガス湯沸器 屋外壁掛形 IDX データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

照明器具ベースライト型（埋込型） 
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図 1-3-3(2)-6 照明器具ベースライト型（埋込型） 3D-DWG データ 

 

 
図 1-3-3(2)-7 照明器具ベースライト型（埋込型） IDX データ 

 

これら代表 3機種以外のジェネリックオブジェクトや、設備系ＣＡＤベンダー｢ネイティブデータ｣、

の形状データや属性情報については、資料編に記載する。 

また、メーカーオブジェクトの形状データや属性情報については、2-3 の「BIM オブジェクトライブラ

リーデータの配信環境の改良」にて記載する。 

 

 

ⅱ.作成したオブジェクトの評価結果と今後の課題 

作成したジェネリックオブジェクトを試行サイトにデータ登録した上で、機械設備オブジェクト作成

WG、電気設備オブジェクト作成 WGに参加頂いた設計事務所、ゼネコン、サブコン各社に評価して頂い

た。 

具体的には、今回試作したジェネリックオブジェクトの作成要件である、BLCJ オブジェクト標準 1.0

の必須「◎」、推奨「●」の属性情報が入力されているかや、形状データのデータ容量が過大になって
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いないか、形状データが公平性を踏まえて適度にデフォルメされたものになっているかなどについて、

「オブジェクト評価シート」に則って記載して頂き、取りまとめを行った。 

このオブジェクト評価シートの総括表、個表については資料編に掲載する。 

 

全体を通じて概ね要件を満足していたものの、実用を踏まえると、ジェネリックオブジェクトにおい

ても接続口の設定は必要であるという意見が多いことや、属性情報についても実用を考えると推奨

「●」の項目を増やす必要性があること、建築確認申請や各種届出で必要となる属性情報を追加するべ

きであること、などの意見も出ており、今後のジェネリックオブジェクト整備で対応していく必要があ

ると考えられる。 

また、設備は機種によって推奨「●」にすべき項目が異なってくるが、中分類ごとの仕様属性項目の

仕分けでは機種による違いを整理することができていないので、もう一段階細かい分類で(小分類だと

細か過ぎる)必須と推奨を仕分けする必要がある。 

 

 メーカーから収集したメーカーオブジェクトについても、試行サイトにデータ登録した上で、データ

の登録状況を確認した。メーカーがオブジェクトを作成する上で、属性情報に入力する数値の単位につ

いてルール化が必要である点や、形状寸法を正確に再現すべき範囲は外形・接続口位置・固定位置・吊位

置以外にどこまであるか、形状寸法について可変するもの(最小～最大等)の扱いをどうしたら良いか、

複数ユニットの場合の接続口の設定方法をどうするかなどの意見が出ており、ジェネリックオブジェク

ト以上に細かな方針を決めておく必要があることが改めて浮き彫りになった。今後、施工者を中心に指

針を定めていく必要があると考えられる。 

 

d. データ拡充に向けて必要となる変換ソフト整備について 

 今回の設備系のジェネリックオブジェクト拡充は中間ファイル形式を中心に実施したが、中間ファイ

ル形式で、様々な建物用途でしかも小規模から大規模建築物までをカバー可能な設備機器のオブジェク

トを拡充するには、数千～数万点を整備する必要があり膨大な作業を要しコストと時間を浪費しかねな

い。 

オブジェクト整備を効率化し、最新の機器データの情報を継続して反映していくためには、以下の変換ソ

フト(変換①～③)を整備することの方が重要で、オブジェクト整備よりも先に、ソフト開発を優先する必要性が

あると考えられる。 

特に、属性情報をネイティブデータにインポートする変換ソフト(変換①)が整備されれば、メーカーの最新

情報を BIM ソフトに反映することが可能となり、少なくとも属性情報を連携することができれば、建築確認申

請や省エネ適判への活用の道を開くことが可能になると考えられる。 

 形状データについても、空調機や送風機、ポンプ、照明器具など機種ラインナップが膨大にある汎用機器

のオブジェクト整備を考えると、中間ファイルで形状データを作成し続けるのは困難を極めるに違いない。今

後、設備系のすべての機種をカバーしていくためには、パラメトリックに形状や接続位置変更が可能なネイ

ティブデータを元に、形状データを変換可能なソフト(変換③)を開発してオブジェクトを拡充することが現実

的な進め方であると考えられる。 
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図 1-3-3(2)-6 照明器具ベースライト型（埋込型） 3D-DWG データ 

 

 
図 1-3-3(2)-7 照明器具ベースライト型（埋込型） IDX データ 
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きであること、などの意見も出ており、今後のジェネリックオブジェクト整備で対応していく必要があ

ると考えられる。 

また、設備は機種によって推奨「●」にすべき項目が異なってくるが、中分類ごとの仕様属性項目の

仕分けでは機種による違いを整理することができていないので、もう一段階細かい分類で(小分類だと

細か過ぎる)必須と推奨を仕分けする必要がある。 

 

 メーカーから収集したメーカーオブジェクトについても、試行サイトにデータ登録した上で、データ

の登録状況を確認した。メーカーがオブジェクトを作成する上で、属性情報に入力する数値の単位につ

いてルール化が必要である点や、形状寸法を正確に再現すべき範囲は外形・接続口位置・固定位置・吊位

置以外にどこまであるか、形状寸法について可変するもの(最小～最大等)の扱いをどうしたら良いか、

複数ユニットの場合の接続口の設定方法をどうするかなどの意見が出ており、ジェネリックオブジェク

ト以上に細かな方針を決めておく必要があることが改めて浮き彫りになった。今後、施工者を中心に指

針を定めていく必要があると考えられる。 

 

d. データ拡充に向けて必要となる変換ソフト整備について 

 今回の設備系のジェネリックオブジェクト拡充は中間ファイル形式を中心に実施したが、中間ファイ

ル形式で、様々な建物用途でしかも小規模から大規模建築物までをカバー可能な設備機器のオブジェク

トを拡充するには、数千～数万点を整備する必要があり膨大な作業を要しコストと時間を浪費しかねな

い。 

オブジェクト整備を効率化し、最新の機器データの情報を継続して反映していくためには、以下の変換ソ

フト(変換①～③)を整備することの方が重要で、オブジェクト整備よりも先に、ソフト開発を優先する必要性が

あると考えられる。 

特に、属性情報をネイティブデータにインポートする変換ソフト(変換①)が整備されれば、メーカーの最新

情報を BIM ソフトに反映することが可能となり、少なくとも属性情報を連携することができれば、建築確認申

請や省エネ適判への活用の道を開くことが可能になると考えられる。 

 形状データについても、空調機や送風機、ポンプ、照明器具など機種ラインナップが膨大にある汎用機器

のオブジェクト整備を考えると、中間ファイルで形状データを作成し続けるのは困難を極めるに違いない。今

後、設備系のすべての機種をカバーしていくためには、パラメトリックに形状や接続位置変更が可能なネイ

ティブデータを元に、形状データを変換可能なソフト(変換③)を開発してオブジェクトを拡充することが現実

的な進め方であると考えられる。 
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変換②についても、BLCJ オブジェクト標準 1.0 に準拠したマスターデータ(KANREN.mdb)を早急に確定

した上で、各設備系ネイティブソフトに対応してもらう必要がある。今後は、属性項目を変更する場合には、

差し替えるのではなく、古い属性情報 ID を残したままで、新規に属性情報 ID を増やすなど変更対応が容

易になるように配慮すべきである。理想は、マスターデータ(KANREN.mdb)をクラウドに配置して、リアルタイ

ムに属性項目が更新可能な仕組みの構築を目指すべきである。 

 

変換①：属性情報データベースから、ジェネリック・メーカーオブジェクトへのパラメーターインポーター 

変換②：BLCJ 変換(CSV＋DXF⇒ネイティブ)のバージョンアップ 

変換③：パラメトリックなネイティブのオブジェクトから、3D-DWG+2D-DXF への変換(当初は手動) 

 

図 1-3-3(2)-8 今後整備すべき変換ソフトとデータ変換フロー 
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1-3-4 BIM オブジェクトライブラリデータの拡充 

（１） 建築編 

a. Revit で作成したオブジェクト（ファミリ）-1：50 個 

 

表 1-3-4(1)-1 検証の対象としたオブジェクト一覧表(50 個)（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a.  
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変換②についても、BLCJ オブジェクト標準 1.0 に準拠したマスターデータ(KANREN.mdb)を早急に確定

した上で、各設備系ネイティブソフトに対応してもらう必要がある。今後は、属性項目を変更する場合には、

差し替えるのではなく、古い属性情報 ID を残したままで、新規に属性情報 ID を増やすなど変更対応が容

易になるように配慮すべきである。理想は、マスターデータ(KANREN.mdb)をクラウドに配置して、リアルタイ

ムに属性項目が更新可能な仕組みの構築を目指すべきである。 

 

変換①：属性情報データベースから、ジェネリック・メーカーオブジェクトへのパラメーターインポーター 

変換②：BLCJ 変換(CSV＋DXF⇒ネイティブ)のバージョンアップ 

変換③：パラメトリックなネイティブのオブジェクトから、3D-DWG+2D-DXF への変換(当初は手動) 

 

図 1-3-3(2)-8 今後整備すべき変換ソフトとデータ変換フロー 
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1-3-4 BIM オブジェクトライブラリデータの拡充 

（１） 建築編 

a. Revit で作成したオブジェクト（ファミリ）-1：50 個 

 

表 1-3-4(1)-1 検証の対象としたオブジェクト一覧表(50 個)（再掲） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a.  
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図 1-3-4(1)-1 作成したファミリ一覧 
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図 1-3-4(1)-2「BLCJ_キッチン_L型」（再掲） 

 

 

b. Revit で作成したオブジェクト-2 : 16 個 

Revit にデフォルトで用意されている壁、窓、床、ドアの 4 種類のオブジェクトに属性標準をイン

ポータで付与して作成した成果品（4 種類のプロジェクトファイルにそれぞれ 4 種類のオブジェク

ト：16 個） 

 

 
図 1-3-4(1)-3 インポータで属性を付与したオブジェクト 

(※標準パラメータが設定されていない壁 rvt ファイルに 4種類のドアが入力されているのでサイズは大きい)      
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図 1-3-4(1)-1 作成したファミリ一覧 
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図 1-3-4(1)-2「BLCJ_キッチン_L型」（再掲） 

 

 

b. Revit で作成したオブジェクト-2 : 16 個 

Revit にデフォルトで用意されている壁、窓、床、ドアの 4 種類のオブジェクトに属性標準をイン

ポータで付与して作成した成果品（4 種類のプロジェクトファイルにそれぞれ 4 種類のオブジェク

ト：16 個） 

 

 
図 1-3-4(1)-3 インポータで属性を付与したオブジェクト 

(※標準パラメータが設定されていない壁 rvt ファイルに 4種類のドアが入力されているのでサイズは大きい)      
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図 1-3-4(1)-4 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(１) 

 
000 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-5 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(２) 
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図 1-3-4(1)-6 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(３) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-7 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(４) 
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図 1-3-4(1)-4 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(１) 

 
000 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-5 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(２) 
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図 1-3-4(1)-6 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(３) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-7 属性標準をインポートしたドア：両袖片開き_ガラス四方框(４) 
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図 1-3-4(1)-8 属性標準をインポートしたドア：片開き_框(１) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-9 属性標準をインポートしたドア：片開き_框(２) 
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図 1-3-4(1)-10 属性標準をインポートしたドア：片開き_框(３) 
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図 1-3-4(1)-8 属性標準をインポートしたドア：片開き_框(１) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-9 属性標準をインポートしたドア：片開き_框(２) 
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図 1-3-4(1)-10 属性標準をインポートしたドア：片開き_框(３) 
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図 1-3-4(1)-11 属性標準をインポートしたドア：引違い戸(１) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-12 属性標準をインポートしたドア：引違い戸(２) 
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図 1-3-4(1)-13 属性標準をインポートしたドア：引違い戸(３) 
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図 1-3-4(1)-11 属性標準をインポートしたドア：引違い戸(１) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-12 属性標準をインポートしたドア：引違い戸(２) 
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図 1-3-4(1)-13 属性標準をインポートしたドア：引違い戸(３) 

 
 
 
 
  

ー229ー



資料 5  業務 1-147 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 1-3-4(1)-14 属性標準をインポートした床：現場打ちコンクリート 225mm(１) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-15 属性標準をインポートした床：現場打ちコンクリート 225mm(２) 
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図 1-3-4(1)-16 属性標準をインポートした床：現場打ちコンクリート 225mm(３) 
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図 1-3-4(1)-14 属性標準をインポートした床：現場打ちコンクリート 225mm(１) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-15 属性標準をインポートした床：現場打ちコンクリート 225mm(２) 
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図 1-3-4(1)-16 属性標準をインポートした床：現場打ちコンクリート 225mm(３) 
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図 1-3-4(1)-17 属性標準をインポートした床：一般 150 mm -塗り潰し－１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-18 属性標準をインポートした床：一般 150 mm -塗り潰し(２) 
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図 1-3-4(1)-19 属性標準をインポートした床：一般 150 mm -塗り潰し(３) 

 
c. ARCHICAD にインポータを利用して属性を付与したオブジェクトの拡充について 

ARCHICAD にインポータで BLCJ-BIM オブジェクト標準（Version1.0）属性項目を設定した。この場合は、

プロジェクトファイルに内包されるオブジェクトのすべてに属性標準が設定されるので個数は挙げてい

ない。次項で属性がオブジェクトに設定されていることを確認している。なお、Revit も Vectorworks も

同様の仕組みを採用している。 

 
d. 属性情報項目標準の検証 

ⅰ インポータを利用して作成したオブジェクトについての確認項目の設定 

確認を依頼する項目は、ソフトウェア（Revit、ARCHICAD）ごとにインポータを利用して作成した

オブジェクトについて、設問１から設問 7までの項目を設定し、BIM ライブラリ技術研究組合建築部

会建築 WGメンバーから有志を募って行い、7件の回答が寄せられた。 

 

ⅱ  確認を依頼する項目は、ソフトウェア（Revit、ARCHICAD）ごとにインポータを利用して  作成し

たオブジェクトについて、設問１から設問 7までの項目を設定し、BIM ライブラリ技術研究組合建築部

会建築 WGメンバーから有志を募って行い、7件の回答が寄せられた。 

 

ⅲ オブジェクト確認結果記入シート 

本調査において下記の表 1-2-6-1 オブジェクト確認結果シートと、BLCJ_BIM オブジェクト標準

（version1）標準パラメータの確認要領、および各ソフトウェア（Revit、ARCHICAD）の対応ファイル

を送付して属性項目の確認を依頼した。 

 

ⅳ 属性項目の確認を依頼した標準パラメータを設定したファイル 

Revit については、ソフトウェアにデフォルトで用意されている壁、窓、床、ドアの 4種類のオブ 

ジェクトごとに標準パラメータをインポータで設定して配置したプロジェクトファイル(.rvt)を用

ー233ー



資料 5  業務 1-149 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-17 属性標準をインポートした床：一般 150 mm -塗り潰し－１ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-3-4(1)-18 属性標準をインポートした床：一般 150 mm -塗り潰し(２) 
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図 1-3-4(1)-19 属性標準をインポートした床：一般 150 mm -塗り潰し(３) 

 
c. ARCHICAD にインポータを利用して属性を付与したオブジェクトの拡充について 

ARCHICAD にインポータで BLCJ-BIM オブジェクト標準（Version1.0）属性項目を設定した。この場合は、

プロジェクトファイルに内包されるオブジェクトのすべてに属性標準が設定されるので個数は挙げてい

ない。次項で属性がオブジェクトに設定されていることを確認している。なお、Revit も Vectorworks も

同様の仕組みを採用している。 

 
d. 属性情報項目標準の検証 

ⅰ インポータを利用して作成したオブジェクトについての確認項目の設定 

確認を依頼する項目は、ソフトウェア（Revit、ARCHICAD）ごとにインポータを利用して作成した

オブジェクトについて、設問１から設問 7までの項目を設定し、BIM ライブラリ技術研究組合建築部

会建築 WGメンバーから有志を募って行い、7件の回答が寄せられた。 

 

ⅱ  確認を依頼する項目は、ソフトウェア（Revit、ARCHICAD）ごとにインポータを利用して  作成し

たオブジェクトについて、設問１から設問 7までの項目を設定し、BIM ライブラリ技術研究組合建築部

会建築 WGメンバーから有志を募って行い、7件の回答が寄せられた。 

 

ⅲ オブジェクト確認結果記入シート 

本調査において下記の表 1-2-6-1 オブジェクト確認結果シートと、BLCJ_BIM オブジェクト標準

（version1）標準パラメータの確認要領、および各ソフトウェア（Revit、ARCHICAD）の対応ファイル

を送付して属性項目の確認を依頼した。 

 

ⅳ 属性項目の確認を依頼した標準パラメータを設定したファイル 

Revit については、ソフトウェアにデフォルトで用意されている壁、窓、床、ドアの 4種類のオブ 

ジェクトごとに標準パラメータをインポータで設定して配置したプロジェクトファイル(.rvt)を用
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意した。ARCHICAD については開発元の GRAPHISOFT が公開している RC 造用のテンプレートファイルを

利用してインポータで属性項目を設定したファイル(.pla)を配布した。確認事項は以下の表 1-3-4-1

のとおりの 7項目である。 

 

表 1-3-4(1)-1 オブジェクト確認結果記載シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-20 確認したドアの属性項目(１) 
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図 1-3-4(1)-21 確認したドアの属性項目(２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-22 確認したドアの属性項目(３) 
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意した。ARCHICAD については開発元の GRAPHISOFT が公開している RC 造用のテンプレートファイルを

利用してインポータで属性項目を設定したファイル(.pla)を配布した。確認事項は以下の表 1-3-4-1

のとおりの 7項目である。 

 

表 1-3-4(1)-1 オブジェクト確認結果記載シート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-20 確認したドアの属性項目(１) 
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図 1-3-4(1)-21 確認したドアの属性項目(２) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-22 確認したドアの属性項目(３) 
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d.インポータで設定したオブジェクトの属性項目の確認結果 

 

ⅰ Revit で確認した場合 

 

確認事項１（オブジェクトタイプごとに必要なパラメータが充足されているか） 

・壁に防火区画か否かの入力欄がない、防火性能と併せてインスタンスがよい。 

・必要なものは充足しているが、実際不要なものも見受けられる。 

 

確認事項２（パラメータに値を入力した際に不都合はないか） 

 ・壁の構造体との接触_t は、LGS のみスラブまで伸びているときはボードを別入力することが前提

でしょうか。壁の耐力部材_t は、壁の構造_i と重複入力を避けたい。また、壁の外部区分_t は、

壁の機能_t と重複入力を避けたい。 

 

 確認事項３（標準パラメータをどのように活用できそうか） 

  ・使用する立場によってニーズは変わる。施設管理、仕様確認、制作情報、発注割合分析等が必要と

なる。 

  ・見積時点の仕様確認の要素として使用できそうである。 

 

 確認事項４（標準パラメータのタイプ・インスタンス等の持ち方、振り分け方は適切か） 

  ・壁：仕上げ***_t、断熱***は壁タイプパラメータに必要か。 

  ・インスタンスが少なく感じる。そもそも、タイプ定義がはっきり決まっていないのでは。 

 

 確認事項５（パラメータの型(テキスト・数値など)は適切か） 

  ・壁の仕上げ材の厚さは実数ではないか。 

・床のレベリングの必要性はあるか。Bool でもよい。 

・床のワーヤメッシュの必要性はあるか。Bool でもよい。  

・ドアの定格荷重は実数ないか。 

・窓の指詰め防止金物の有無は Bool でもよいのではないか。 

・壁の接着強度、断熱性は実数ではないか。 

・床の耐熱温度は実数ではないか。 

・窓の額縁アングルの有無は Bool でよい。 

 

 確認事項６（パラメータ標準の改善点、問題点など） 

  ・利用想定、運用方法が課題。誰がどのタイミングで入力、チェックするか。 

  ・利用目的に応じた入力補助ツールが必要である。モデルから拾える情報と標準パラメータへの手

入力情報との齟齬やフェーズによる齟齬など）。 

  ・別 DB で情報を持たせる手段もある（多視点での可視化、モデル軽量化も兼ねて）。 

  ・タイプの定義が必要である。 
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 確認事項７（問題点などその他、気づいたこと） 

・テスト_壁.rvt 内のプロジェクトパラメータ内に「仕上げ」と「分類コード」が重複で存在してい

る。 

・00)Excel 表の 1.1.4 と 1.2.11「防火性」が重複している。 

 

 

ⅱ ARCHICAD で確認した場合 

 

確認事項１（オブジェクトタイプごとに必要なパラメータが充足されているか） 

 ・壁、スラブ、天井、オブジェクト（キッチン、ユニットバス、洗面化粧台、エレベータ 

ー、エスカレーター）に関しては充足されている。 

  ・ドアに関しては「開口種別」「形式記号」「枠形状」「沓摺仕上」「扉 見込・材質・仕上・召合

せ」「額 縁材質・仕上」「ガラス 押縁」「ガラリ 成」が不足しているのではないか。 

  ・窓に関しては「形式記」「枠 材質・仕上」「障子 材質・仕上」「水切 見込・材質・仕上」「額

縁 材質・仕上」「グレイジング」「網戸 材質・開閉方式」「金物」が不足しているのではない

か。 

 

確認事項２（パラメータに値を入力した際に不都合はないか） 

  ・「IFC4 Add2」の中で、不燃性能（不燃、準不燃、難燃）は「防火性」に記入するのでよいか。 

  ・「IFC4 Add2」の中で、「ガラス率」とはなにか。 

  ・「COBie」の中で、「法令性能」とは？記入範囲が広すぎではないか。 

  ・「COBie」の中で、「説明」「特徴」などは「自由記述欄」として 1プロパティでも良いのではな

いか。 

  ・「COBie」の中で、「グレード」とは何をしますのか。「程度品」を記入するのか。 

  ・「COBie」の中で、「更新コスト」とは「／年」「／10 年」など部材によって変動すると 

   考えてよいのか。 

 

 確認事項３（標準パラメータをどのように活用できそうか） 

  ・それぞれのオブジェクトに必要な属性が明確になれば、それ以外は情報をもたなくてもよくなり、

設計作業が明快になるのは良いことだと思う。また、この情報が積み重なり、ビッグデータとな

り、データベース化できれば、新規プロジェクト時に水平展開できるようになることは良い。 

 

 確認事項４（標準パラメータのタイプ・インスタンス等の持ち方、振り分け方は適切か） 

  ・各職能（設計事務所、積算事務所、見積事務所、施工会社）で「管理情報項目」「IFC4 Add2」「COBie」

「BOS_General」「BOS_Data」のどれを必須で記入するか定義しておく必要があるのではないか。 

・「設計段階での必要最低限情報」と「生産段階での必要最低限情報」をいかにシームレスにつなげ

るかが課題だと思います。 
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d.インポータで設定したオブジェクトの属性項目の確認結果 

 

ⅰ Revit で確認した場合 

 

確認事項１（オブジェクトタイプごとに必要なパラメータが充足されているか） 

・壁に防火区画か否かの入力欄がない、防火性能と併せてインスタンスがよい。 

・必要なものは充足しているが、実際不要なものも見受けられる。 

 

確認事項２（パラメータに値を入力した際に不都合はないか） 

 ・壁の構造体との接触_t は、LGS のみスラブまで伸びているときはボードを別入力することが前提

でしょうか。壁の耐力部材_t は、壁の構造_i と重複入力を避けたい。また、壁の外部区分_t は、

壁の機能_t と重複入力を避けたい。 

 

 確認事項３（標準パラメータをどのように活用できそうか） 

  ・使用する立場によってニーズは変わる。施設管理、仕様確認、制作情報、発注割合分析等が必要と

なる。 

  ・見積時点の仕様確認の要素として使用できそうである。 

 

 確認事項４（標準パラメータのタイプ・インスタンス等の持ち方、振り分け方は適切か） 

  ・壁：仕上げ***_t、断熱***は壁タイプパラメータに必要か。 

  ・インスタンスが少なく感じる。そもそも、タイプ定義がはっきり決まっていないのでは。 

 

 確認事項５（パラメータの型(テキスト・数値など)は適切か） 

  ・壁の仕上げ材の厚さは実数ではないか。 

・床のレベリングの必要性はあるか。Bool でもよい。 

・床のワーヤメッシュの必要性はあるか。Bool でもよい。  

・ドアの定格荷重は実数ないか。 

・窓の指詰め防止金物の有無は Bool でもよいのではないか。 

・壁の接着強度、断熱性は実数ではないか。 

・床の耐熱温度は実数ではないか。 

・窓の額縁アングルの有無は Bool でよい。 

 

 確認事項６（パラメータ標準の改善点、問題点など） 

  ・利用想定、運用方法が課題。誰がどのタイミングで入力、チェックするか。 

  ・利用目的に応じた入力補助ツールが必要である。モデルから拾える情報と標準パラメータへの手

入力情報との齟齬やフェーズによる齟齬など）。 

  ・別 DB で情報を持たせる手段もある（多視点での可視化、モデル軽量化も兼ねて）。 

  ・タイプの定義が必要である。 
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 確認事項７（問題点などその他、気づいたこと） 

・テスト_壁.rvt 内のプロジェクトパラメータ内に「仕上げ」と「分類コード」が重複で存在してい

る。 

・00)Excel 表の 1.1.4 と 1.2.11「防火性」が重複している。 

 

 

ⅱ ARCHICAD で確認した場合 

 

確認事項１（オブジェクトタイプごとに必要なパラメータが充足されているか） 

 ・壁、スラブ、天井、オブジェクト（キッチン、ユニットバス、洗面化粧台、エレベータ 

ー、エスカレーター）に関しては充足されている。 

  ・ドアに関しては「開口種別」「形式記号」「枠形状」「沓摺仕上」「扉 見込・材質・仕上・召合

せ」「額 縁材質・仕上」「ガラス 押縁」「ガラリ 成」が不足しているのではないか。 

  ・窓に関しては「形式記」「枠 材質・仕上」「障子 材質・仕上」「水切 見込・材質・仕上」「額

縁 材質・仕上」「グレイジング」「網戸 材質・開閉方式」「金物」が不足しているのではない

か。 

 

確認事項２（パラメータに値を入力した際に不都合はないか） 

  ・「IFC4 Add2」の中で、不燃性能（不燃、準不燃、難燃）は「防火性」に記入するのでよいか。 

  ・「IFC4 Add2」の中で、「ガラス率」とはなにか。 

  ・「COBie」の中で、「法令性能」とは？記入範囲が広すぎではないか。 

  ・「COBie」の中で、「説明」「特徴」などは「自由記述欄」として 1プロパティでも良いのではな

いか。 

  ・「COBie」の中で、「グレード」とは何をしますのか。「程度品」を記入するのか。 

  ・「COBie」の中で、「更新コスト」とは「／年」「／10 年」など部材によって変動すると 

   考えてよいのか。 

 

 確認事項３（標準パラメータをどのように活用できそうか） 

  ・それぞれのオブジェクトに必要な属性が明確になれば、それ以外は情報をもたなくてもよくなり、

設計作業が明快になるのは良いことだと思う。また、この情報が積み重なり、ビッグデータとな

り、データベース化できれば、新規プロジェクト時に水平展開できるようになることは良い。 

 

 確認事項４（標準パラメータのタイプ・インスタンス等の持ち方、振り分け方は適切か） 

  ・各職能（設計事務所、積算事務所、見積事務所、施工会社）で「管理情報項目」「IFC4 Add2」「COBie」

「BOS_General」「BOS_Data」のどれを必須で記入するか定義しておく必要があるのではないか。 

・「設計段階での必要最低限情報」と「生産段階での必要最低限情報」をいかにシームレスにつなげ

るかが課題だと思います。 
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 確認事項５（パラメータの型(テキスト・数値など)は適切か） 

  ・NUMBER（数値）に関して、基本設計段階では「○○mm 以上」とか「○○mm+△△mm」など TEXT 表

現の場合の扱いをどうするのか。 

  ・「True／False」「該当／非該当」「未記入」「未選択」などの違いをどう表現するかのか。 

 

 確認事項６（パラメータの型(テキスト・数値など)は適切か） 

  ・標準としては、本当に必要最小限に絞ったほうが良いとも思う。詳細段階では、各社でプロパティ

を拡張できる仕組みを作っておけば良いと考える。 

  ・パラメータの受け皿としては全情報が記入できるようにしておくが、「必須項目」とそうではない

項目が分かるようにする必要があるのではないか。 

 

 確認事項７（問題点などその他、気づいたこと） 

  ・「管理情報項目」にある「分類コード」「メーカー型番」と「COBie」にある「分類」「品番」な

ど、記入の重複があるのは宜しくないのではないか。 

  ・パラメータの参考例が「アルミニウム建具」で記入されているため具体的な内容の確認ができなか

った。 

  ・「資産識別子」「バーコード」「設置日」「シリアルナンバー」「資産管理番号」「保証開始日」

「メーカー型番」に関しては、Revit にはなく、ARCHIACD のみのようです。 
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h. 属性情報項目の構成（ソフトウェアごと） 

ⅰ 属性項目作成支援アドオンツールの検討 

 1-3-3(1)f でまとめたプロパティグループ基本形とソフトウェアごとの属性項目設定方法に BLCJ パラ

メータをインポータ（アドオン）によって BIM のネイティブファイルに設定することを目指す。 
 
ⅱ Revit 

表 1-3-4(1)-17 マトリックス表のコラム項目、BIM 機能、BIM ソフト内のパラメータ設定機能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-4 アドオンが処理するフローチャート図 
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 確認事項５（パラメータの型(テキスト・数値など)は適切か） 

  ・NUMBER（数値）に関して、基本設計段階では「○○mm 以上」とか「○○mm+△△mm」など TEXT 表

現の場合の扱いをどうするのか。 

  ・「True／False」「該当／非該当」「未記入」「未選択」などの違いをどう表現するかのか。 

 

 確認事項６（パラメータの型(テキスト・数値など)は適切か） 

  ・標準としては、本当に必要最小限に絞ったほうが良いとも思う。詳細段階では、各社でプロパティ

を拡張できる仕組みを作っておけば良いと考える。 

  ・パラメータの受け皿としては全情報が記入できるようにしておくが、「必須項目」とそうではない

項目が分かるようにする必要があるのではないか。 

 

 確認事項７（問題点などその他、気づいたこと） 

  ・「管理情報項目」にある「分類コード」「メーカー型番」と「COBie」にある「分類」「品番」な

ど、記入の重複があるのは宜しくないのではないか。 

  ・パラメータの参考例が「アルミニウム建具」で記入されているため具体的な内容の確認ができなか

った。 

  ・「資産識別子」「バーコード」「設置日」「シリアルナンバー」「資産管理番号」「保証開始日」

「メーカー型番」に関しては、Revit にはなく、ARCHIACD のみのようです。 
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h. 属性情報項目の構成（ソフトウェアごと） 

ⅰ 属性項目作成支援アドオンツールの検討 

 1-3-3(1)f でまとめたプロパティグループ基本形とソフトウェアごとの属性項目設定方法に BLCJ パラ

メータをインポータ（アドオン）によって BIM のネイティブファイルに設定することを目指す。 
 
ⅱ Revit 

表 1-3-4(1)-17 マトリックス表のコラム項目、BIM 機能、BIM ソフト内のパラメータ設定機能 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-4 アドオンが処理するフローチャート図 
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ⅲ ARCHICAD 

 

表 1-3-4(1)-18 マトリックス表のコラム項目、BIM 機能、BIM ソフト内のパラメータ設定機能 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 1-3-4(1)-5 アドオンが処理するフローチャート図 
 
ⅳ GLOOBE 

 プロジェクト単位で属性情報を追加する方法を検討中。 

 
ⅴ Vectorworks 

BLCJ 属性のカテゴリごとにレコードフォーマットを作り、オブジェクトに付与した。 

レコードフォーマットの作成には簡単なスクリプトを作り、属性名の一覧テキストからレコードフォ

ーマットを作るようにした。 
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i.確認の経緯と結果（ソフトウェアごと） 

ⅰ Revit 

☆ ファミリとして作成したデータ 

 図 1-3-4(1)-6～1-3-4(1)-7 に示す、50 個のファミリを作成し、属性項目が設定されていることを確認

した。図 1-3-4(1)-8～1-3-4(1)-10 に「BLCJ_キッチン_L 型」の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-6 作成したファミリ(１) 
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ⅲ ARCHICAD 

 

表 1-3-4(1)-18 マトリックス表のコラム項目、BIM 機能、BIM ソフト内のパラメータ設定機能 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

図 1-3-4(1)-5 アドオンが処理するフローチャート図 
 
ⅳ GLOOBE 

 プロジェクト単位で属性情報を追加する方法を検討中。 

 
ⅴ Vectorworks 

BLCJ 属性のカテゴリごとにレコードフォーマットを作り、オブジェクトに付与した。 

レコードフォーマットの作成には簡単なスクリプトを作り、属性名の一覧テキストからレコードフォ

ーマットを作るようにした。 
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i.確認の経緯と結果（ソフトウェアごと） 

ⅰ Revit 

☆ ファミリとして作成したデータ 

 図 1-3-4(1)-6～1-3-4(1)-7 に示す、50 個のファミリを作成し、属性項目が設定されていることを確認

した。図 1-3-4(1)-8～1-3-4(1)-10 に「BLCJ_キッチン_L 型」の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-6 作成したファミリ(１) 
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図 1-3-4(1)-7 作成したファミリ(２) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-8 「BLCJ_キッチン_L 型」の属性項目確認(１) 
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図 1-3-4(1)-9 「BLCJ_キッチン_L 型」の属性項目確認(２) 

 

 

図 1-3-4(1)-10 「BLCJ_キッチン_L 型」の属性項目確認(３) 
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図 1-3-4(1)-7 作成したファミリ(２) 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-8 「BLCJ_キッチン_L 型」の属性項目確認(１) 
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図 1-3-4(1)-9 「BLCJ_キッチン_L 型」の属性項目確認(２) 

 

 

図 1-3-4(1)-10 「BLCJ_キッチン_L 型」の属性項目確認(３) 
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☆ インポータで属性を付与したデータ 

 ドア、窓、壁、床、４つのカテゴリに 4種類をそれぞれ 1プロジェクトファイルに配置して、検証を

行った。同一カテゴリのファミリであれば、プロジェクトファイルに配置されたすべてのファミリに対

して BLCJ パラメータが設定されていることを確認した。窓についての確認を図 1-3-3-11～1-3-3-13

に、壁についての確認を図 1-3-3-14～1-3-3-15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-11 インポートした窓の属性項目確認(１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー244ー

資料 5  業務 1-162 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

 

図 1-3-4(1)-12 インポートした窓の属性項目確認(２) 

 

 

図 1-3-4(1)-13 インポートした窓の属性項目確認(３) 
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☆ インポータで属性を付与したデータ 

 ドア、窓、壁、床、４つのカテゴリに 4種類をそれぞれ 1プロジェクトファイルに配置して、検証を

行った。同一カテゴリのファミリであれば、プロジェクトファイルに配置されたすべてのファミリに対

して BLCJ パラメータが設定されていることを確認した。窓についての確認を図 1-3-3-11～1-3-3-13

に、壁についての確認を図 1-3-3-14～1-3-3-15 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-11 インポートした窓の属性項目確認(１) 
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図 1-3-4(1)-12 インポートした窓の属性項目確認(２) 

 

 

図 1-3-4(1)-13 インポートした窓の属性項目確認(３) 
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図 1-3-4(1)-14 インポートした壁の属性項目確認(１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-15 インポートした壁の属性項目確認(２) 
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ⅱ ARCHICAD 

ARCHICAD はシステムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトの両方に同じパラメータ付与の仕組

み（プロパティマネージャー）があり、インポータ（アドオン）にて設定した。 

 

①インポータをインストールするとメニューバーに「BLCJParameterImporter」のメニューが表示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-16 インポータを使用する手順(１) 

 

「BLCJParamerimporter」 

のメニューが表示される 

① 
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図 1-3-4(1)-14 インポートした壁の属性項目確認(１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-15 インポートした壁の属性項目確認(２) 
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ⅱ ARCHICAD 

ARCHICAD はシステムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトの両方に同じパラメータ付与の仕組

み（プロパティマネージャー）があり、インポータ（アドオン）にて設定した。 

 

①インポータをインストールするとメニューバーに「BLCJParameterImporter」のメニューが表示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-16 インポータを使用する手順(１) 

 

「BLCJParamerimporter」 

のメニューが表示される 

① 
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②メニューバーの「BLCJParameterImporter」のメニューを選択して「CSV からインポート」の項目を選

択する。 

 

③CSVファイル選択ダイアログが展開するのでBLCJパラメータ内容を入力したCSVファイルを選択する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-17 インポータを使用する手順(２) 

 

 
 

②

③
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④読み込まれたパラメータはプロパティグループごとに分けられている。 

 

図左「BLC 管理情報項目」、図中「IFC4 Add2」、図右「COBie」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-18 インポートした BLCJ パラメータ項目確認(１) 

  

BLC 管理情報項目

IFC4 Add2 
COBie 
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②メニューバーの「BLCJParameterImporter」のメニューを選択して「CSV からインポート」の項目を選

択する。 

 

③CSVファイル選択ダイアログが展開するのでBLCJパラメータ内容を入力したCSVファイルを選択する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-17 インポータを使用する手順(２) 

 

 
 

②

③
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④読み込まれたパラメータはプロパティグループごとに分けられている。 

 

図左「BLC 管理情報項目」、図中「IFC4 Add2」、図右「COBie」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-18 インポートした BLCJ パラメータ項目確認(１) 

  

BLC 管理情報項目

IFC4 Add2 
COBie 
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図左「BOS_General」、図右「BOS_Data」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-19 インポートした BLCJ パラメータ項目確認(２) 

 

 

ⅲ GLOOBE 

 プロジェクト単位で属性情報を追加する方法を検討中のため記載なし。 

  

BOS_General 

BOS_Data 
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ⅳ Vectorworks 

 各レコードフォーマットに正しく属性フィールドが設定され、オブジェクトにレコードが付加されて

いることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-21  Vectorworks 確認(2) 

扉：BLC 管理情報

図 1-3-4(1)-20  Vectorworks 確認

(1) 
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図左「BOS_General」、図右「BOS_Data」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-19 インポートした BLCJ パラメータ項目確認(２) 

 

 

ⅲ GLOOBE 

 プロジェクト単位で属性情報を追加する方法を検討中のため記載なし。 

  

BOS_General 

BOS_Data 
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ⅳ Vectorworks 

 各レコードフォーマットに正しく属性フィールドが設定され、オブジェクトにレコードが付加されて

いることを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(1)-21  Vectorworks 確認(2) 

扉：BLC 管理情報

図 1-3-4(1)-20  Vectorworks 確認

(1) 
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図 1-3-4(1)-22  Vectorworks 確認(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 1-3-4(1)-23  Vectorworks 確認
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(2)設備編 
 

a. BIM オブジェクトライブラリ作成状況 
 

i. 機械設備機器｢ジェネリック BIM モデル作成 

1) 機械(空調・衛生)機器・電気(照明･盤)機器､BIM モデル作成 
 

ii. 機器メーカー展開モデル作成状況 

1) ｢空調設備関連機器｣ 

2) ｢換気設備関連機器｣ 

3) ｢衛生設備関連機器｣ 

4) ｢電気設備関連機器｣ 
 

iii. 設備 CAD ベンダー展開モデル作成状況 
 

b. BIM 拡充に係る、オブジェクトライブラリデータの作成業務 

i. ジェネリックオブジェクト作成作業 

1) BIM オブジェクト作成ソフト一覧 

2) ジェネリックオブジェクト一覧 
 

ii. 仕様属性データ作成作業 

1) データ作成支援ツールソフト一覧 

2) 作成上の事前確認・注意事項、検討事項 

3) 仕様属性情報｢IDX｣ファイル作成手順 
 

iii. BLJC サイト登録編成データ作成 

1) データ作成･チェックツールソフト一覧 

2) BLCJ-Web サイト登録編成データ作成 
 

iv. 試行オブジェクト各種マスターデータベース改修編成調整 
 

v. 登録データ編成作業履歴 

 

c. データ作成および確認を容易とする作成支援ツール改修作業 

i. データ生成ソフト｢仕様属性 IDX ファイル編成｣ 

ii. 試行オブジェクト各種マスターデータベース改修 

iii. データチェックソフト試行検証 

iv. データ構成チェック･BIM モデルチェック試行検証 
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図 1-3-4(1)-22  Vectorworks 確認(3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  図 1-3-4(1)-23  Vectorworks 確認
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(2)設備編 
 

a. BIM オブジェクトライブラリ作成状況 
 

i. 機械設備機器｢ジェネリック BIM モデル作成 

1) 機械(空調・衛生)機器・電気(照明･盤)機器､BIM モデル作成 
 

ii. 機器メーカー展開モデル作成状況 

1) ｢空調設備関連機器｣ 

2) ｢換気設備関連機器｣ 

3) ｢衛生設備関連機器｣ 

4) ｢電気設備関連機器｣ 
 

iii. 設備 CAD ベンダー展開モデル作成状況 
 

b. BIM 拡充に係る、オブジェクトライブラリデータの作成業務 

i. ジェネリックオブジェクト作成作業 

1) BIM オブジェクト作成ソフト一覧 

2) ジェネリックオブジェクト一覧 
 

ii. 仕様属性データ作成作業 

1) データ作成支援ツールソフト一覧 

2) 作成上の事前確認・注意事項、検討事項 

3) 仕様属性情報｢IDX｣ファイル作成手順 
 

iii. BLJC サイト登録編成データ作成 

1) データ作成･チェックツールソフト一覧 

2) BLCJ-Web サイト登録編成データ作成 
 

iv. 試行オブジェクト各種マスターデータベース改修編成調整 
 

v. 登録データ編成作業履歴 

 

c. データ作成および確認を容易とする作成支援ツール改修作業 

i. データ生成ソフト｢仕様属性 IDX ファイル編成｣ 

ii. 試行オブジェクト各種マスターデータベース改修 

iii. データチェックソフト試行検証 

iv. データ構成チェック･BIM モデルチェック試行検証 
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(2)設備編 

試作対象部位･部品代表･部品､並びに個別具体オブジェクトの作成作業 

 

業務要領に示される内容に従って作成したジェネリック BIM オブジェクトを｢135 モデル｣試作。 

 

BIM オブジェクトライブラリデータ-の拡充として､ジェネリックモデルに充当するメーカー 

オブジェクト｢機器メーカーモデル｣を｢320 モデル｣を試作展開。 

 

課題で作成したジェネリック BIM モデルを､設備 CAD ベンダー側でインポートを行い､｢設備 CAD 

ネイティブモデル｣を｢93 モデル｣試行展開。 

 

試作対象部位･部品代表･部品､並びに個別具体オブジェクトの試作総数は｢548 モデル｣を作成。 
 

a. BIM オブジェクトライブラリ作成状況 

i. 機械設備機器｢ジェネリック BIM モデル作成 

機械(空調・衛生)機器・電気(照明･盤)機器､BIM モデル作成 

 

※PRISM 試行：設備 BIM モデル拡充総数： 「 548 モデル」 

 

 
図 1-3-4(2)-1 BLCJ-PRISM 試行 BIM モデル展開 

 

 

機械設備機器｢ジェネリック BIM モデル作成状況 
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PRISM 試行 BLCJ ジェネリックベースモデル  昨年度 

「 135 モデル」 ｢ 51 モデル｣ 

空調設備機器   ： 108 モデル ： 26 モデル 

衛生設備機器   ：  16 モデル ： 13 モデル 

電気照明･盤機器   ：  11 モデル ： 12 モデル 

 

 

図 1-3-4(2)-1 空調･衛生･電気機器､BIM ジェネリックモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-1 空調･衛生機器･電気機器､属性情報｢IDX｣TXT ヘッダーデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MAKERCODE,MAKERNAME,MAKERURL,CGRYCODE,CGRYGROUP,PD_FAMILYGROUP,NAME1,NAME2,THUM_PIC,3

D_FORMAT,DATE,MANUF_STOP,Ship 

target,SPVER,FLA_FILE,FRO_FILE,REA_FILE,RIT_FILE,LEF_FILE,BOT_FILE,ETC_FILE,SIGH,DESI

NA,ASIGN,LINEAGE,FORMAT,SP_SPEC,HT_AB@NUM,HT_AB@QKW,BH_Q@QKW,HTEX_AB@EFF,MAT,HWST_CAP

@QL,SIZE_W@MM,SIZE_D@MM,SIZE_H@MM,PRD_QA@WKG,QA@WKG,ELECYCLE@HZ,PHASE@ES,VOLTAGE@EV,E

LEC_OUT@EW,ELEC_OUT@EKW,ELECONSUM@EW,ELECONSUM@EKW,G_CONQ@QKW,O_CONQ@QLM,FUEL_TP,SER_

NB,3D_1_FILE,3D_D_FILE,3D_V_FILE,MAKERNAME_1,MAKERNAME_2,MAKERURL_1,Description,Refer

ence,ProductInfo,Revision,UniclassCode,UniclassTitle,UniclassVer,Version,IfTypeProd,I

fcProduct,IfcExportType,IfcExportAs,Uniclass,OmniClass 
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(2)設備編 
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機械(空調・衛生)機器・電気(照明･盤)機器､BIM モデル作成 

 

※PRISM 試行：設備 BIM モデル拡充総数： 「 548 モデル」 

 

 
図 1-3-4(2)-1 BLCJ-PRISM 試行 BIM モデル展開 

 

 

機械設備機器｢ジェネリック BIM モデル作成状況 
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PRISM 試行 BLCJ ジェネリックベースモデル  昨年度 

「 135 モデル」 ｢ 51 モデル｣ 

空調設備機器   ： 108 モデル ： 26 モデル 

衛生設備機器   ：  16 モデル ： 13 モデル 

電気照明･盤機器   ：  11 モデル ： 12 モデル 

 

 

図 1-3-4(2)-1 空調･衛生･電気機器､BIM ジェネリックモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-1 空調･衛生機器･電気機器､属性情報｢IDX｣TXT ヘッダーデータ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

MAKERCODE,MAKERNAME,MAKERURL,CGRYCODE,CGRYGROUP,PD_FAMILYGROUP,NAME1,NAME2,THUM_PIC,3
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target,SPVER,FLA_FILE,FRO_FILE,REA_FILE,RIT_FILE,LEF_FILE,BOT_FILE,ETC_FILE,SIGH,DESI

NA,ASIGN,LINEAGE,FORMAT,SP_SPEC,HT_AB@NUM,HT_AB@QKW,BH_Q@QKW,HTEX_AB@EFF,MAT,HWST_CAP

@QL,SIZE_W@MM,SIZE_D@MM,SIZE_H@MM,PRD_QA@WKG,QA@WKG,ELECYCLE@HZ,PHASE@ES,VOLTAGE@EV,E

LEC_OUT@EW,ELEC_OUT@EKW,ELECONSUM@EW,ELECONSUM@EKW,G_CONQ@QKW,O_CONQ@QLM,FUEL_TP,SER_

NB,3D_1_FILE,3D_D_FILE,3D_V_FILE,MAKERNAME_1,MAKERNAME_2,MAKERURL_1,Description,Refer

ence,ProductInfo,Revision,UniclassCode,UniclassTitle,UniclassVer,Version,IfTypeProd,I

fcProduct,IfcExportType,IfcExportAs,Uniclass,OmniClass 
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表 1-3-4(2)-2 空調ビル用マルチエアコン､属性情報｢IDX｣TXT インポート用データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i. 機器メーカー展開モデル作成状況 

1）[ 空調設備関連機器 ] 

1.ダイキン   ： 34 モデル 

2.東芝キャリア   ： 20 モデル 

3.三菱電機   ： 53 モデル 

4.日立ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾗｲﾌｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ： 90 モデル 

計  197 モデル 

2)[ 換気設備関連機器 ] 

1.三菱電機   ： 90 モデル 

計   90 モデル 

3)[ 衛生設備関連機器 ] 

1.ノーリツ   ：  6 モデル 

2.LIXIL    ：  6 モデル 

3.TOTO    ：  6 モデル 

   計   18 モデル 

4)[ 電気設備関連機器 ] 

1.三菱電機照明   ： 12 モデル 

2.河村電機産業   ：  3 モデル 

   計 15 モデル 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

機器メーカー   合計 ｢ 320 モデル｣ 

 

 

  

010001,ＢＬＣＪ,,50053003221030,,,_04_07_01_50,マルチパッケージ形空調機(室内機_カセッ

ト形（4方向吹出形）),,DWG,2020/01/31,,,11,010001\5005300\MACPCK400281.DXF,010001 

\5005300\MACPCK400282.DXF,010001\5005300\MACPCK400283.DXF,010001\5005300\MACPCK400284

.DXF,010001\5005300\MACPCK400285.DXF,010001\5005300\MACPCK400286.DXF,,,マルチパッケー

ジ形空調機,PAC-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,2.8,,3.2,,,480,,,,,,,,,,,,, 

,50,1,200,0.06,,,,,,,,,,,,010001\5005300\MACPCK40028D.DWG,010001\5005300\MACPCK40028V

.xv2,,,,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,, 

AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 
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1.機器メーカー展開モデル 

【 TOTO 】 

TOTO XPC213SNN パブリック向けウォシュレット一体形便器  UFS900JCS 自動洗浄壁掛小便器 

図 1-3-4-2-2 TOTO メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-3 TOTO XPC213SNN パブリック向けウォシュレット一体形便器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 
 

 

表 1-3-4(2)-4 TOTO UFS900JCS 自動洗浄壁掛小便器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

094501,TOTO 株式会社,https://jp.toto.com/,50301001100300,,,CES959MS,パブリック向けウォシ

ュレット一体形便器,CES959MS.jpg,DWG,2018/01/23,,,11,094501\5030100\CES959MSG307271C1.DXF 

,094501\5030100\CES959MSG307271C2.DXF,,,094501\5030100\CES959MSG307271C5.DXF,,,,洋風大便

器,C,,床置,,8,,,8,,,,,,,,50,1,100,0.5,,,094501\5030100\CES959MSD.dwg,,TOTO 株式会社,TOTO

株式会社,https://jp.toto.com/,,,,,Pr_65_53_96_85,WC pans,v1.9,,,,WCSEAT,IfcSanitaryTer, 

,23-31 19 00 

094501,TOTO 株式会社,https://jp.toto.com/,50301001500200,,,UFS900JCS,自動洗浄壁掛小便

器,UFS900JCS.jpg,DWG,2017/03/01,,,11,094501\5030100\UFS900JCSG306342C1.DXF,094501\503010

0\UFS900JCSG306342C2.DXF,,094501\5030100\UFS900JCSG306342C4.DXF,,,,,小便器,U,,壁掛,,4,, 

,4,,,,,,,,50,1,100,0.5,,,094501\5030100\UFS900JCSD.dwg,,TOTO 株式会社,TOTO 株式会社, 

https://jp.toto.com/,,,,,Pr_40_20_93_74,Urinaldividers,v1.9,,,,URINAL,IfcSanitaryTer,,23

-31 21 00 
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表 1-3-4(2)-2 空調ビル用マルチエアコン､属性情報｢IDX｣TXT インポート用データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

i. 機器メーカー展開モデル作成状況 

1）[ 空調設備関連機器 ] 

1.ダイキン   ： 34 モデル 

2.東芝キャリア   ： 20 モデル 

3.三菱電機   ： 53 モデル 

4.日立ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾗｲﾌｿﾘｭｰｼｮﾝｽﾞ： 90 モデル 

計  197 モデル 

2)[ 換気設備関連機器 ] 

1.三菱電機   ： 90 モデル 

計   90 モデル 

3)[ 衛生設備関連機器 ] 

1.ノーリツ   ：  6 モデル 

2.LIXIL    ：  6 モデル 

3.TOTO    ：  6 モデル 

   計   18 モデル 

4)[ 電気設備関連機器 ] 

1.三菱電機照明   ： 12 モデル 

2.河村電機産業   ：  3 モデル 

   計 15 モデル 

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

機器メーカー   合計 ｢ 320 モデル｣ 

 

 

  

010001,ＢＬＣＪ,,50053003221030,,,_04_07_01_50,マルチパッケージ形空調機(室内機_カセッ

ト形（4方向吹出形）),,DWG,2020/01/31,,,11,010001\5005300\MACPCK400281.DXF,010001 

\5005300\MACPCK400282.DXF,010001\5005300\MACPCK400283.DXF,010001\5005300\MACPCK400284

.DXF,010001\5005300\MACPCK400285.DXF,010001\5005300\MACPCK400286.DXF,,,マルチパッケー

ジ形空調機,PAC-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,2.8,,3.2,,,480,,,,,,,,,,,,, 

,50,1,200,0.06,,,,,,,,,,,,010001\5005300\MACPCK40028D.DWG,010001\5005300\MACPCK40028V

.xv2,,,,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,, 

AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 
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1.機器メーカー展開モデル 

【 TOTO 】 

TOTO XPC213SNN パブリック向けウォシュレット一体形便器  UFS900JCS 自動洗浄壁掛小便器 

図 1-3-4-2-2 TOTO メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-3 TOTO XPC213SNN パブリック向けウォシュレット一体形便器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 
 

 

表 1-3-4(2)-4 TOTO UFS900JCS 自動洗浄壁掛小便器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

094501,TOTO 株式会社,https://jp.toto.com/,50301001100300,,,CES959MS,パブリック向けウォシ

ュレット一体形便器,CES959MS.jpg,DWG,2018/01/23,,,11,094501\5030100\CES959MSG307271C1.DXF 

,094501\5030100\CES959MSG307271C2.DXF,,,094501\5030100\CES959MSG307271C5.DXF,,,,洋風大便

器,C,,床置,,8,,,8,,,,,,,,50,1,100,0.5,,,094501\5030100\CES959MSD.dwg,,TOTO 株式会社,TOTO

株式会社,https://jp.toto.com/,,,,,Pr_65_53_96_85,WC pans,v1.9,,,,WCSEAT,IfcSanitaryTer, 

,23-31 19 00 

094501,TOTO 株式会社,https://jp.toto.com/,50301001500200,,,UFS900JCS,自動洗浄壁掛小便

器,UFS900JCS.jpg,DWG,2017/03/01,,,11,094501\5030100\UFS900JCSG306342C1.DXF,094501\503010

0\UFS900JCSG306342C2.DXF,,094501\5030100\UFS900JCSG306342C4.DXF,,,,,小便器,U,,壁掛,,4,, 

,4,,,,,,,,50,1,100,0.5,,,094501\5030100\UFS900JCSD.dwg,,TOTO 株式会社,TOTO 株式会社, 

https://jp.toto.com/,,,,,Pr_40_20_93_74,Urinaldividers,v1.9,,,,URINAL,IfcSanitaryTer,,23

-31 21 00 
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【 LIXIL 】 

BC-K21S_DV-K213FL_50 パブリック向けタンクレストイレ、U-A51AP_50 センサ一体形ストール小便器 

図 1-3-4-2-3 LIXIL メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-5 LIXIL BC-K21S_DV-K213FL_50 パブリック向けタンクレストイレ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-6 LIXIL U-A51AP_50 センサー一体形ストール小便器 ｢IDX｣属性データ 

  

 

 

 

 

 

 

  

099201,株式会社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/,50301001100300,,,BC-K21S_DV-K213FL_50,パブ

リック向けタンクレストイレ,,DWG,2018/04/01,,,11,099201\5030100\BCK21S003SA1.dxf,099201 

\5030100\BCK21S003SB2.dxf,,099201\5030100\BCK21S003SC4.dxf,099201\5030100\BCK21S003SD5.dx

f,,,,洋風大便器,C,,床置,,8,,,8,,,417,650,576,33.6,,50,1,100,350,,,099201\5030100 

\BCK21SDVK213FLD.dwg,,株式会社 LIXIL,株式会社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/ 

,,,,,Pr_65_53_96_85,WC pans,v1.9,,,,WCSEAT,IfcSanitaryTer,,23-31 19 00 

099201,株式会社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/,50301001500200,,,U-A51AP_50,センサー一体形

ストール小便器,,DWG,2014/04/01,,,11,099201\5030100\UA51AP001SA1.dxf,099201\5030100 

\UA51AP001SB2.dxf,,099201\5030100\UA51AP001SC4.dxf,099201\5030100\UA51AP001SD5.dxf,,, 

,小便器,U,,壁掛,,4,,,4,,,370,420,1140,43.0,,50,1,100,4,,,099201\5030100\UA51APD.dwg, 

, 株 式 会 社 LIXIL, 株 式 会 社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/,,,,,Pr_40_20_93_74,Urinal 

dividers,v1.9,,,,URINAL,IfcSanitaryTer,,23-31 21 00 
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【 ダイキン 】 

RXYP1000F_50 ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル) 

RXYP224F_50 ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル) 

図 1-3-4-2-4 ダイキン メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-6 ダイキン RXYP1000F_50 ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-7 ダイキン RXYP140DB_50,ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

094101,ダイキン工業株式会社,https://d-search.daikin.co.jp/,50053003300030,,,RXYP1000F_50 

,ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル),,IFC,2018/07/01,,,11,094101\5005300 

\3D11641201.dxf,094101\5005300\3D11641202.dxf,094101\5005300\3D11641203.dxf,094101\50053

00\3D11641204.dxf,094101\5005300\3D11641205.dxf,094101\5005300\3D11641206.dxf,,,マルチパ

ッケージ形空調機,EHP,,室外機,冷暖切替,,,,,100.0,,112.0,,,,,,693,,,,,,69,,,,,,,,, 

,50,3,200,,21.54,,,,,,,,31.6,,,,,,,,,,,,,,094101\5005300\RXYP1000FD.dwg,,ダイキン工業株

式会社,ダイキン工業株式会社,https://www.daikin.co.jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil 

Remote air cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-75 10 24 21 

03300030,,,RXYP140DB_50,ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル),,IFC, 

2018/07/01,,,11,094101\5005300\3D09129301.dxf,094101\5005300\3D09129302.dxf,094101\5005

300\3D09129303.dxf,094101\5005300\3D09129304.dxf,094101\5005300\3D09129305.dxf,094101\5

005300\3D09129306.dxf,,,マルチパッケージ形空調機,EHP,,室外機,冷暖切替,,,,,14.0,,16.0,,, 

,,,104,,,,,,54,,,,,765,765,1525,160,,50,3,200,,2.8,,,,,,,,3.64,,,,,,,,,,,,,,094101\5005

300\RXYP140DBD.dwg,,ダイキン工業株式会社,ダイキン工業株式会社,https://www.daikin.co.jp/ 

,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN 

,IfcUnitaryEqui,,23-75 10 24 21094101,ダイキン工業株式会社,https://d-search.daikin. 

co.jp/ 
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【 LIXIL 】 

BC-K21S_DV-K213FL_50 パブリック向けタンクレストイレ、U-A51AP_50 センサ一体形ストール小便器 

図 1-3-4-2-3 LIXIL メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-5 LIXIL BC-K21S_DV-K213FL_50 パブリック向けタンクレストイレ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-6 LIXIL U-A51AP_50 センサー一体形ストール小便器 ｢IDX｣属性データ 

  

 

 

 

 

 

 

  

099201,株式会社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/,50301001100300,,,BC-K21S_DV-K213FL_50,パブ

リック向けタンクレストイレ,,DWG,2018/04/01,,,11,099201\5030100\BCK21S003SA1.dxf,099201 

\5030100\BCK21S003SB2.dxf,,099201\5030100\BCK21S003SC4.dxf,099201\5030100\BCK21S003SD5.dx

f,,,,洋風大便器,C,,床置,,8,,,8,,,417,650,576,33.6,,50,1,100,350,,,099201\5030100 

\BCK21SDVK213FLD.dwg,,株式会社 LIXIL,株式会社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/ 

,,,,,Pr_65_53_96_85,WC pans,v1.9,,,,WCSEAT,IfcSanitaryTer,,23-31 19 00 

099201,株式会社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/,50301001500200,,,U-A51AP_50,センサー一体形

ストール小便器,,DWG,2014/04/01,,,11,099201\5030100\UA51AP001SA1.dxf,099201\5030100 

\UA51AP001SB2.dxf,,099201\5030100\UA51AP001SC4.dxf,099201\5030100\UA51AP001SD5.dxf,,, 

,小便器,U,,壁掛,,4,,,4,,,370,420,1140,43.0,,50,1,100,4,,,099201\5030100\UA51APD.dwg, 

, 株 式 会 社 LIXIL, 株 式 会 社 LIXIL,https://www.lixil.co.jp/,,,,,Pr_40_20_93_74,Urinal 

dividers,v1.9,,,,URINAL,IfcSanitaryTer,,23-31 21 00 
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【 ダイキン 】 

RXYP1000F_50 ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル) 

RXYP224F_50 ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル) 

図 1-3-4-2-4 ダイキン メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-6 ダイキン RXYP1000F_50 ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-7 ダイキン RXYP140DB_50,ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

  

094101,ダイキン工業株式会社,https://d-search.daikin.co.jp/,50053003300030,,,RXYP1000F_50 

,ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル),,IFC,2018/07/01,,,11,094101\5005300 

\3D11641201.dxf,094101\5005300\3D11641202.dxf,094101\5005300\3D11641203.dxf,094101\50053

00\3D11641204.dxf,094101\5005300\3D11641205.dxf,094101\5005300\3D11641206.dxf,,,マルチパ

ッケージ形空調機,EHP,,室外機,冷暖切替,,,,,100.0,,112.0,,,,,,693,,,,,,69,,,,,,,,, 

,50,3,200,,21.54,,,,,,,,31.6,,,,,,,,,,,,,,094101\5005300\RXYP1000FD.dwg,,ダイキン工業株

式会社,ダイキン工業株式会社,https://www.daikin.co.jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil 

Remote air cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-75 10 24 21 

03300030,,,RXYP140DB_50,ビル用マルチエアコン VRVA シリーズ(標準高効率モデル),,IFC, 

2018/07/01,,,11,094101\5005300\3D09129301.dxf,094101\5005300\3D09129302.dxf,094101\5005

300\3D09129303.dxf,094101\5005300\3D09129304.dxf,094101\5005300\3D09129305.dxf,094101\5

005300\3D09129306.dxf,,,マルチパッケージ形空調機,EHP,,室外機,冷暖切替,,,,,14.0,,16.0,,, 

,,,104,,,,,,54,,,,,765,765,1525,160,,50,3,200,,2.8,,,,,,,,3.64,,,,,,,,,,,,,,094101\5005

300\RXYP140DBD.dwg,,ダイキン工業株式会社,ダイキン工業株式会社,https://www.daikin.co.jp/ 

,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN 

,IfcUnitaryEqui,,23-75 10 24 21094101,ダイキン工業株式会社,https://d-search.daikin. 

co.jp/ 
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【 東芝キヤリア 】 

MMU-AP287H_50 マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）)  

MMU-MP71H_50 マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）)  

図 1-3-4-2-5 東芝キヤリア メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-8 東芝キヤリアMMU-AP287H_50 マルチパッケージ形空調室内機カセット形｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

表 1-3-4(2)-8 東芝キヤリア MMU-MP71H_50 マルチパッケージ形空調室内機カセット形｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

094502,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,https://www.toshiba-carrier.co.jp/spec/, 

50053003221030,,,MMU-AP287H_50,マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）) 

,,DWG,2014/12/01,,,11,094502\5005300\J14B0711.DXF,094502\5005300\J14B0712.DXF,094502\50053

00\J14B0713.DXF,094502\5005300\J14B0714.DXF,094502\5005300\J14B0715.DXF,094502\5005300\J14

B0716.DXF,,,マルチパッケージ形空調機,ACP-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,2.8,,3.2,,,,, 

,,,,,,,,,,,,840,840,256,18,,50,1,200,,0.06,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,094502\5005300\J14B0710D.d

wg,,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,,,,,, 

Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,, 

AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 

094502,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,https://www.toshiba-carrier.co.jp/spec/, 

50053003221030,,,MMU-AP717H_50,マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）) 

,,DWG,2014/12/01,,,11,094502\5005300\J14B0731.DXF,094502\5005300\J14B0732.DXF,094502\50053

00\J14B0733.DXF,094502\5005300\J14B0734.DXF,094502\5005300\J14B0735.DXF,094502\5005300\J14

B0736.DXF,,,マルチパッケージ形空調機,ACP-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,7.1,,8,,,,,, 

,,,,,,,,,,,840,840,256,20,,50,1,200,,0.06,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,094502\5005300\J14B0740D.dw

g,,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,,,,,, 

Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN 

,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 
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【 三菱電機 】 

 LGH-N25RX2_50 全熱交換器(業務用)  N25RX2_50,全熱交換器(業務 

図 1-3-4-2-6 三菱電機 メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 
 

表 1-3-4(2)-9 三菱電機 LGH-N15RX2_50,全熱交換器(業務用)｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

表 1-3-4(2)-10 三菱電機 PL-ZRP40EA7_50 空冷 H/P PAC 4 方向カセット形室内機｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

097201, 三 菱 電 機 株 式 会 社 ,https://www.mitsubishielectric.co.jp/,50052504100020,,,LGH-

N15RX2_50,全熱交換器(業務用),,DWG,2018/06/29,,,11,097201\5005250\LGHN15RX21.dxf,097201 

\5005250\LGHN15RX22.dxf,097201\5005250\LGHN15RX23.dxf,097201\5005250\LGHN15RX24.dxf,097201\

5005250\LGHN15RX25.dxf,097201\5005250\LGHN15RX26.dxf,,,全熱交換ユニット,HEU,,天井吊(隠ぺい)

形,,,,,150,,110,,,115,,62,,,,26.5,,21,,64.5,,68,,75.5,,78,888,769,289,22,,50,1,100,,,,,,,,, 

,,,,,,102,,,,57,,,,,097201\5005250\LGHN15RS2D.dwg,,三菱電機株式会社,三菱電機株式会社, 

https://www.mitsubishielectric.co.jp/,,,,,Pr_60_60_36_88,Thermalwheels,v1.9,,,,ROTARYWHEEL,

IfcAirToAirHea,,23-27 23 19 11 

097201, 三 菱 電 機 株 式 会 社 ,https://www.mitsubishielectric.co.jp/,50053003123030,,,PL-

ZRP40EA7_50,空冷 H/P PAC 4 方向カセット形室内機,,DWG,2019/05/15,,,11,097201\5005300 

\SPL6361.DXF,097201\5005300\SPL6362.DXF,097201\5005300\SPL6363.DXF,097201\5005300\SPL6364

.DXF,097201\5005300\SPL6365.DXF,097201\5005300\SPL6366.DXF,,,パッケージ形空気調和機,PAC-

CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,3.6,,4.0,,,,,,17,,16,,14,,32,,,,,840,840,258,21,,50,,,, 

0.05,,,,,,,,,,0.03,,0.03,,,,,,,,,,097201\5005300\PLZRP40EA6D.dwg,,三菱電機株式会社,三菱電

機株式会社,https://www.mitsubishielectric.co.jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air 

cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 
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【 東芝キヤリア 】 

MMU-AP287H_50 マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）)  

MMU-MP71H_50 マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）)  

図 1-3-4-2-5 東芝キヤリア メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-8 東芝キヤリアMMU-AP287H_50 マルチパッケージ形空調室内機カセット形｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

表 1-3-4(2)-8 東芝キヤリア MMU-MP71H_50 マルチパッケージ形空調室内機カセット形｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

094502,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,https://www.toshiba-carrier.co.jp/spec/, 

50053003221030,,,MMU-AP287H_50,マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）) 

,,DWG,2014/12/01,,,11,094502\5005300\J14B0711.DXF,094502\5005300\J14B0712.DXF,094502\50053

00\J14B0713.DXF,094502\5005300\J14B0714.DXF,094502\5005300\J14B0715.DXF,094502\5005300\J14

B0716.DXF,,,マルチパッケージ形空調機,ACP-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,2.8,,3.2,,,,, 

,,,,,,,,,,,,840,840,256,18,,50,1,200,,0.06,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,094502\5005300\J14B0710D.d

wg,,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,,,,,, 

Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,, 

AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 

094502,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,https://www.toshiba-carrier.co.jp/spec/, 

50053003221030,,,MMU-AP717H_50,マルチパッケージ形空調機(室内機_カセット形（4方向吹出形）) 

,,DWG,2014/12/01,,,11,094502\5005300\J14B0731.DXF,094502\5005300\J14B0732.DXF,094502\50053

00\J14B0733.DXF,094502\5005300\J14B0734.DXF,094502\5005300\J14B0735.DXF,094502\5005300\J14

B0736.DXF,,,マルチパッケージ形空調機,ACP-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,7.1,,8,,,,,, 

,,,,,,,,,,,840,840,256,20,,50,1,200,,0.06,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,,094502\5005300\J14B0740D.dw

g,,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,東芝キヤリア空調システムズ株式会社,,,,,, 

Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN 

,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 

ー260ー

資料 5  業務 1-178 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

 

【 三菱電機 】 

 LGH-N25RX2_50 全熱交換器(業務用)  N25RX2_50,全熱交換器(業務 

図 1-3-4-2-6 三菱電機 メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 
 

表 1-3-4(2)-9 三菱電機 LGH-N15RX2_50,全熱交換器(業務用)｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

表 1-3-4(2)-10 三菱電機 PL-ZRP40EA7_50 空冷 H/P PAC 4 方向カセット形室内機｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

097201, 三 菱 電 機 株 式 会 社 ,https://www.mitsubishielectric.co.jp/,50052504100020,,,LGH-

N15RX2_50,全熱交換器(業務用),,DWG,2018/06/29,,,11,097201\5005250\LGHN15RX21.dxf,097201 

\5005250\LGHN15RX22.dxf,097201\5005250\LGHN15RX23.dxf,097201\5005250\LGHN15RX24.dxf,097201\

5005250\LGHN15RX25.dxf,097201\5005250\LGHN15RX26.dxf,,,全熱交換ユニット,HEU,,天井吊(隠ぺい)

形,,,,,150,,110,,,115,,62,,,,26.5,,21,,64.5,,68,,75.5,,78,888,769,289,22,,50,1,100,,,,,,,,, 

,,,,,,102,,,,57,,,,,097201\5005250\LGHN15RS2D.dwg,,三菱電機株式会社,三菱電機株式会社, 

https://www.mitsubishielectric.co.jp/,,,,,Pr_60_60_36_88,Thermalwheels,v1.9,,,,ROTARYWHEEL,

IfcAirToAirHea,,23-27 23 19 11 

097201, 三 菱 電 機 株 式 会 社 ,https://www.mitsubishielectric.co.jp/,50053003123030,,,PL-

ZRP40EA7_50,空冷 H/P PAC 4 方向カセット形室内機,,DWG,2019/05/15,,,11,097201\5005300 

\SPL6361.DXF,097201\5005300\SPL6362.DXF,097201\5005300\SPL6363.DXF,097201\5005300\SPL6364

.DXF,097201\5005300\SPL6365.DXF,097201\5005300\SPL6366.DXF,,,パッケージ形空気調和機,PAC-

CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,3.6,,4.0,,,,,,17,,16,,14,,32,,,,,840,840,258,21,,50,,,, 

0.05,,,,,,,,,,0.03,,0.03,,,,,,,,,,097201\5005300\PLZRP40EA6D.dwg,,三菱電機株式会社,三菱電

機株式会社,https://www.mitsubishielectric.co.jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air 

cooled condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 
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【日立グローバルライフソリューションズ】  

 RCI-GP1 12K1_50 てんかせ 4方向 室内ユニット 店舗オフィス用 冷暖兼用 室外ユニット 

図 1-3-4(2)-7 日立グローバルライフソリューションズ メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

 

表 1-3-4-2-10 日立ＧＳ RCI-GP112K1_50 てんかせ 4方向 室内ユニット｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

表 1-3-4(2)-10 日立ＧＳ RAS-GP40RGH_50,店舗・オフィス用 冷暖兼用 室外ユニット｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

096201,日立グローバルライフソリューションズ株式会社,http://www.hitachi-gls.co.jp/ 

,50053003123030,,,RCI-GP112K1_50,てんかせ 4方向 室内ユニット,,DWG,2018/02/01,,,11,096201 

\5005300\317S1558561.dxf,096201\5005300\317S1558562.dxf,096201\5005300\317S1558563.dxf,09

6201\5005300\317S1558564.dxf,096201\5005300\317S1558565.dxf,096201\5005300\317S1558566.dx

f,,,パッケージ形空気調和機,PAC-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,11.2,,12.5,,,,,,36,, 

,,,,64,,,,,950,950,338,28.5,,50,1,200,,0.094,,,,,,,,0.13,,,,,,,,,,,,,,096201\5005300\RCIG

P112K1D.dwg,,日立グローバルライフソリューションズ株式会社,日立ジョンソンコントロールズ空

調株式会社,https://www.jci-hitachi.com/jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled 

condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 

 

096201, 日 立 グ ロ ー バ ル ラ イ フ ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 ,http://www.hitachi-

gls.co.jp/,50053003126100,,,RAS-GP40RGH_50,店舗・オフィス用 省エネの達人プレミアム 冷暖

兼用 室外ユニット R32,,DWG,2016/04/01,,,11,096201\5005300\317S1509231.dxf,096201 

\5005300\317S1509232.dxf,096201\5005300\317S1509233.dxf,096201\5005300\317S1509234.dxf,09

6201\5005300\317S1509235.dxf,096201\5005300\317S1509236.dxf,,, パ ッ ケ ー ジ 形 空 気 調 和

機,PAC,,室外機,冷暖切替,,,,,3.6,,4.0,,,,,,42.1,,,,,,65,,,,,898,300,629,43,,50,3,200, 

,0.55,,,,,,,,0.598,,,,,,,,,,,,,,096201\5005300\385RASGP40RGHD.dwg,,日立グローバルライフソ

リューションズ株式会社,日立ジョンソンコントロールズ空調株式会社,https://www.jci-

hitachi.com/jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,, 

,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 
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【 ノーリツ 】 

 GQ-C3222WZ-1-1_50 ガス業務用給湯器   GQ-C2434WZ-C-1_50 ガス業務用給湯器 

 
図 1-3-4(2)-8 ノーリツ メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-11 ノーリツ GQ-C3222WZ-1-1_50 ガス業務用給湯器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-12 ノーリツ GQ-C2434WZ-C-1_50 ガス業務用給湯器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

095501,株式会社ノーリツ,https://www.noritz.co.jp/,50056502100000,,,GQ-C3222WZ-1-1_50,

ガス業務用給湯器,GQC3222WZ1.PDF,DWG,2010/06/08,,,11,095501\5005650 

\008C4071GQC3222WZ11.DXF,095501\5005650\008C4072GQC3222WZ12.DXF,095501\5005650\008C40

73GQC3222WZ13.DXF,095501\5005650\008C4074GQC3222WZ14.DXF,095501\5005650\008C4075GQC32

22WZ15.DXF,095501\5005650\008C4076GQC3222WZ16.DXF,,,ガス湯沸器,WHG,,屋外壁掛形,連結可

(～24 台),32,,95,亜鉛鍍金鋼板+紛体塗装,,464,240,615,35,37,50,1,100,,263,58.7,,13A,, 

,095501\5005650\008C407GQC3222WZ1D.DWG,,株式会社ノーリツ,株式会社ノーリツ, 

https://www.noritz.co.jp/,,,,,Pr_60_60_96_33,Gas-fired instantaneous water heaters 

,v1.9,,,,WATER,IfcBoilerType,,23-31 29 11 13 

095501,株式会社ノーリツ,https://www.noritz.co.jp/,50056502100110,,,GQ-C2434WZ-C-1_50,

ガス業務用給湯器,GQC2434WZC.PDF,DWG,2018/07/18,,,11,095501\5005650 

\01B32071GQC2434WZC1.DXF,095501\5005650\01B32072GQC2434WZC2.DXF,095501\5005650\01B320

73GQC2434WZC3.DXF,095501\5005650\01B32074GQC2434WZC4.DXF,095501\5005650\01B32075GQC24

34WZC5.DXF,095501\5005650\01B32076GQC2434WZC6.DXF,,,ガス湯沸器,WHG,,屋外壁掛形,連結可

(～2台),24,,95,亜鉛鍍金鋼板+紛体塗装,,350,247,600,25,26,50,1,100,,200,44.1,,13A,,, 

095501\5005650\01B3207GQC2434WZCD.DWG,,株式会社ノーリツ,株式会社ノーリツ, 

https://www.noritz.co.jp/,,,,,Pr_60_60_96_33,Gas-fired nstantaneous water heaters 

,v1.9,,,,WATER,IfcBoilerType,,23-31 29 11 13 
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【日立グローバルライフソリューションズ】  

 RCI-GP1 12K1_50 てんかせ 4方向 室内ユニット 店舗オフィス用 冷暖兼用 室外ユニット 

図 1-3-4(2)-7 日立グローバルライフソリューションズ メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

 

表 1-3-4-2-10 日立ＧＳ RCI-GP112K1_50 てんかせ 4方向 室内ユニット｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

表 1-3-4(2)-10 日立ＧＳ RAS-GP40RGH_50,店舗・オフィス用 冷暖兼用 室外ユニット｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

096201,日立グローバルライフソリューションズ株式会社,http://www.hitachi-gls.co.jp/ 

,50053003123030,,,RCI-GP112K1_50,てんかせ 4方向 室内ユニット,,DWG,2018/02/01,,,11,096201 

\5005300\317S1558561.dxf,096201\5005300\317S1558562.dxf,096201\5005300\317S1558563.dxf,09

6201\5005300\317S1558564.dxf,096201\5005300\317S1558565.dxf,096201\5005300\317S1558566.dx

f,,,パッケージ形空気調和機,PAC-CK4,,カセット形（4方向吹出形）,,,,,,11.2,,12.5,,,,,,36,, 

,,,,64,,,,,950,950,338,28.5,,50,1,200,,0.094,,,,,,,,0.13,,,,,,,,,,,,,,096201\5005300\RCIG

P112K1D.dwg,,日立グローバルライフソリューションズ株式会社,日立ジョンソンコントロールズ空

調株式会社,https://www.jci-hitachi.com/jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled 

condensing units,v1.9,,,,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 

 

096201, 日 立 グ ロ ー バ ル ラ イ フ ソ リ ュ ー シ ョ ン ズ 株 式 会 社 ,http://www.hitachi-

gls.co.jp/,50053003126100,,,RAS-GP40RGH_50,店舗・オフィス用 省エネの達人プレミアム 冷暖

兼用 室外ユニット R32,,DWG,2016/04/01,,,11,096201\5005300\317S1509231.dxf,096201 

\5005300\317S1509232.dxf,096201\5005300\317S1509233.dxf,096201\5005300\317S1509234.dxf,09

6201\5005300\317S1509235.dxf,096201\5005300\317S1509236.dxf,,, パ ッ ケ ー ジ 形 空 気 調 和

機,PAC,,室外機,冷暖切替,,,,,3.6,,4.0,,,,,,42.1,,,,,,65,,,,,898,300,629,43,,50,3,200, 

,0.55,,,,,,,,0.598,,,,,,,,,,,,,,096201\5005300\385RASGP40RGHD.dwg,,日立グローバルライフソ

リューションズ株式会社,日立ジョンソンコントロールズ空調株式会社,https://www.jci-

hitachi.com/jp/,,,,,Pr_70_65_03_84,Split coil remote air cooled condensing units,v1.9,,, 

,AIRCONDITIONIN,IfcUnitaryEqui,,23-33 17 13 11 
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【 ノーリツ 】 

 GQ-C3222WZ-1-1_50 ガス業務用給湯器   GQ-C2434WZ-C-1_50 ガス業務用給湯器 

 
図 1-3-4(2)-8 ノーリツ メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

表 1-3-4(2)-11 ノーリツ GQ-C3222WZ-1-1_50 ガス業務用給湯器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-12 ノーリツ GQ-C2434WZ-C-1_50 ガス業務用給湯器｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

095501,株式会社ノーリツ,https://www.noritz.co.jp/,50056502100000,,,GQ-C3222WZ-1-1_50,

ガス業務用給湯器,GQC3222WZ1.PDF,DWG,2010/06/08,,,11,095501\5005650 

\008C4071GQC3222WZ11.DXF,095501\5005650\008C4072GQC3222WZ12.DXF,095501\5005650\008C40

73GQC3222WZ13.DXF,095501\5005650\008C4074GQC3222WZ14.DXF,095501\5005650\008C4075GQC32

22WZ15.DXF,095501\5005650\008C4076GQC3222WZ16.DXF,,,ガス湯沸器,WHG,,屋外壁掛形,連結可

(～24 台),32,,95,亜鉛鍍金鋼板+紛体塗装,,464,240,615,35,37,50,1,100,,263,58.7,,13A,, 

,095501\5005650\008C407GQC3222WZ1D.DWG,,株式会社ノーリツ,株式会社ノーリツ, 

https://www.noritz.co.jp/,,,,,Pr_60_60_96_33,Gas-fired instantaneous water heaters 

,v1.9,,,,WATER,IfcBoilerType,,23-31 29 11 13 

095501,株式会社ノーリツ,https://www.noritz.co.jp/,50056502100110,,,GQ-C2434WZ-C-1_50,

ガス業務用給湯器,GQC2434WZC.PDF,DWG,2018/07/18,,,11,095501\5005650 

\01B32071GQC2434WZC1.DXF,095501\5005650\01B32072GQC2434WZC2.DXF,095501\5005650\01B320

73GQC2434WZC3.DXF,095501\5005650\01B32074GQC2434WZC4.DXF,095501\5005650\01B32075GQC24

34WZC5.DXF,095501\5005650\01B32076GQC2434WZC6.DXF,,,ガス湯沸器,WHG,,屋外壁掛形,連結可

(～2台),24,,95,亜鉛鍍金鋼板+紛体塗装,,350,247,600,25,26,50,1,100,,200,44.1,,13A,,, 

095501\5005650\01B3207GQC2434WZCD.DWG,,株式会社ノーリツ,株式会社ノーリツ, 

https://www.noritz.co.jp/,,,,,Pr_60_60_96_33,Gas-fired nstantaneous water heaters 

,v1.9,,,,WATER,IfcBoilerType,,23-31 29 11 13 
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【 河村電器産業 】 

 ESO_0534N 分電盤 

 
図 1-3-4(2)-9 河村電器産業メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

 

表 1-3-4(2)-13 河村電器産業 ESO_0534N 分電盤｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

  

092101,河村電器産業株式会社,https://www.kawamura.co.jp/,40201000000000,,,ESO_0534N,分電盤 

,peso1.jpg,DWG,2020/01/31,,,11,092101\4020100\ESO0534N1.dxf,092101\4020100\ESO0534N2.dxf,

092101\4020100\ESO0534N3.dxf,092101\4020100\ESO0534N4.dxf,092101\4020100\ESO0534N5.dxf,09

2101\4020100\ESO0534N6.dxf,,,分電盤,,,,,,,092101\4020100\ESO0534N3D.dwg,,, 

河村電器産業株式会社,https://www.kawamura.co.jp/,,,,,Pr_60_70_22_22, 

Distribution boards,v1.9,,,,,,,23.80.30.11.17,,ベージュ,壁掛,一般形,160,400,1015,32 
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【 三菱電機照明 】 

 KYH1951B_1EL_+_S1-1081S  B 級避難口誘導灯 MY-B230233/N_AHTN 照明器具ベースライト型(埋込型) 

図 1-3-4(2)-10 三菱電機照明メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

 

表 1-3-4(2)-14 三菱電機照明 KYH1951B_1EL_+_S1-1081S  B 級避難口誘導灯｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-15 三菱電機照明 MY-B230233/N_AHTN 照明器具ベースライト型(埋込型) ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

  

097202,三菱電機照明株式会社,,40300100110009,,,KYH1951B_1EL_+_S1-1081S,C 級避難口誘導

灯 ,,DWG,2013/04/21,,,11,097202\4030010\KYH1951B1.dxf,097202\4030010\KYH1951B2.dxf,097202

\4030010\KYH1951B3.dxf,097202\4030010\KYH1951B4.dxf,097202\4030010\KYH1951B5.dxf,097202\

4030010\KYH1951B6.dxf,,,避難口誘導灯,,,埋込,C 級,,,097202\4030010\KYH1951BD.dwg, 

,,三菱電機照明株式会社,三菱電機照明株式会社,,,,,,,,,,,,,,,23.80.70.11.21,170,40,208,, 

合成樹脂,白色,,LED,,1.3,1,LE13402S3W,,, 

097202,三菱電機照明株式会社,,40300100110009,,,MY-B230233/N_AHTN,照明器具ベースライト型

(埋込型),,DWG,2016/08/01,,,11,097202\4030010\MYB2302331.dxf,097202\4030010 

\MYB2302332.dxf,097202\4030010\MYB2302333.dxf,097202\4030010\MYB2302334.dxf,097202\40300

10\MYB2302335.dxf,097202\4030010\MYB2302336.dxf,,,ベースライト型,,,埋込,,,,097202 

\4030010\MYB230233D.dwg,,,三菱電機照明株式会社,三菱電機照明株式会社,,,,,,,,,,,,,, 

23.80.70.11.14,636,250,63,,塗装亜鉛鍍金鋼板,白色,,LED,,21.4,1,,固定出力段調光,, 
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【 河村電器産業 】 

 ESO_0534N 分電盤 

 
図 1-3-4(2)-9 河村電器産業メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

 

表 1-3-4(2)-13 河村電器産業 ESO_0534N 分電盤｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

  

092101,河村電器産業株式会社,https://www.kawamura.co.jp/,40201000000000,,,ESO_0534N,分電盤 

,peso1.jpg,DWG,2020/01/31,,,11,092101\4020100\ESO0534N1.dxf,092101\4020100\ESO0534N2.dxf,

092101\4020100\ESO0534N3.dxf,092101\4020100\ESO0534N4.dxf,092101\4020100\ESO0534N5.dxf,09

2101\4020100\ESO0534N6.dxf,,,分電盤,,,,,,,092101\4020100\ESO0534N3D.dwg,,, 

河村電器産業株式会社,https://www.kawamura.co.jp/,,,,,Pr_60_70_22_22, 

Distribution boards,v1.9,,,,,,,23.80.30.11.17,,ベージュ,壁掛,一般形,160,400,1015,32 
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【 三菱電機照明 】 

 KYH1951B_1EL_+_S1-1081S  B 級避難口誘導灯 MY-B230233/N_AHTN 照明器具ベースライト型(埋込型) 

図 1-3-4(2)-10 三菱電機照明メーカーモデル作成 3D-DWG データ 

 

 

表 1-3-4(2)-14 三菱電機照明 KYH1951B_1EL_+_S1-1081S  B 級避難口誘導灯｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

 

表 1-3-4(2)-15 三菱電機照明 MY-B230233/N_AHTN 照明器具ベースライト型(埋込型) ｢IDX｣属性データ 

 

 

 

 

 

 

  

097202,三菱電機照明株式会社,,40300100110009,,,KYH1951B_1EL_+_S1-1081S,C 級避難口誘導

灯 ,,DWG,2013/04/21,,,11,097202\4030010\KYH1951B1.dxf,097202\4030010\KYH1951B2.dxf,097202

\4030010\KYH1951B3.dxf,097202\4030010\KYH1951B4.dxf,097202\4030010\KYH1951B5.dxf,097202\

4030010\KYH1951B6.dxf,,,避難口誘導灯,,,埋込,C 級,,,097202\4030010\KYH1951BD.dwg, 

,,三菱電機照明株式会社,三菱電機照明株式会社,,,,,,,,,,,,,,,23.80.70.11.21,170,40,208,, 

合成樹脂,白色,,LED,,1.3,1,LE13402S3W,,, 

097202,三菱電機照明株式会社,,40300100110009,,,MY-B230233/N_AHTN,照明器具ベースライト型

(埋込型),,DWG,2016/08/01,,,11,097202\4030010\MYB2302331.dxf,097202\4030010 

\MYB2302332.dxf,097202\4030010\MYB2302333.dxf,097202\4030010\MYB2302334.dxf,097202\40300

10\MYB2302335.dxf,097202\4030010\MYB2302336.dxf,,,ベースライト型,,,埋込,,,,097202 

\4030010\MYB230233D.dwg,,,三菱電機照明株式会社,三菱電機照明株式会社,,,,,,,,,,,,,, 

23.80.70.11.14,636,250,63,,塗装亜鉛鍍金鋼板,白色,,LED,,21.4,1,,固定出力段調光,, 
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ii. 設備 CAD ベンダー展開モデル作成状況 

 
 1）[Autodesk ] 

13 モデル(ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ 4) 
2)[ NYK システムズ ] 

16 モデル 
3)[ ダイキン ] 

16 モデル 
4)[ ダイテック ] 

16 モデル 
5)[ シスプロ ] 

16 モデル 
6)[ 四電工 ] 

16 モデル 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

ＣＡＤベンダー   合計 ｢ 93 モデル｣ 

 

 

 

1.ＣＡＤベンダーネイティブモデル展開 

BIM 対応 CAD ベンダー各社ネイティブデータに BLCJ ジェネリックモデルを展開するため、PRISM 試作

で作成した BLCJ ジェネリックモデル仕様属性｢IDX｣データを、BLCJ 属性情報｢関連 MDB データベース群｣

を基に、設備系 CADベンダー各社で、従来装備している Stem 属性情報インポート機能を利用し、BLCJ

版インポータ機能を装備するための試行準備作業を行った。 
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【 Ａｕｔｏｄｅｓｋ 】 

i．Revit 

Revit データについては、中間ファイル形式からの自動変換(インポータ)は現時点では対応できてい

ないため BLCJ オブジェクト標準 1.0 に則った属性情報を、Revit の共有パラメーターとして格納したジ

ェネリックファミリ(ベンダーから提供)を掲載。 
 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

 

図 1-3-4(2)-11 Autodesk[Revit]ベンダーネイティブモデル展開 
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ii. 設備 CAD ベンダー展開モデル作成状況 

 
 1）[Autodesk ] 

13 モデル(ﾊﾟﾗﾒﾄﾘｯｸ 4) 
2)[ NYK システムズ ] 

16 モデル 
3)[ ダイキン ] 

16 モデル 
4)[ ダイテック ] 

16 モデル 
5)[ シスプロ ] 

16 モデル 
6)[ 四電工 ] 

16 モデル 
━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━ 

ＣＡＤベンダー   合計 ｢ 93 モデル｣ 

 

 

 

1.ＣＡＤベンダーネイティブモデル展開 

BIM 対応 CAD ベンダー各社ネイティブデータに BLCJ ジェネリックモデルを展開するため、PRISM 試作

で作成した BLCJ ジェネリックモデル仕様属性｢IDX｣データを、BLCJ 属性情報｢関連 MDB データベース群｣

を基に、設備系 CADベンダー各社で、従来装備している Stem 属性情報インポート機能を利用し、BLCJ

版インポータ機能を装備するための試行準備作業を行った。 
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【 Ａｕｔｏｄｅｓｋ 】 

i．Revit 

Revit データについては、中間ファイル形式からの自動変換(インポータ)は現時点では対応できてい

ないため BLCJ オブジェクト標準 1.0 に則った属性情報を、Revit の共有パラメーターとして格納したジ

ェネリックファミリ(ベンダーから提供)を掲載。 
 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

 

図 1-3-4(2)-11 Autodesk[Revit]ベンダーネイティブモデル展開 
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図 1-3-4(2)-12 Autodesk[Revit]ベンダーファミリー｢IDX｣属性情報インポート 
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【 ＮＹＫシステムズ 】 

ⅱ．Rebro2020 
マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形)  28 型 
 

 
図 1-3-4(2)-13 ＮＹＫシステムズ[Rebro2020]ベンダーネイティブモデル展開 

 

28 型      36 型 

  

図 1-3-4(2)-14 [Rebro2020]｢IDX｣属性情報インポート 

 

【 ダイキン 】 
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図 1-3-4(2)-12 Autodesk[Revit]ベンダーファミリー｢IDX｣属性情報インポート 
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【 ＮＹＫシステムズ 】 

ⅱ．Rebro2020 
マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形)  28 型 
 

 
図 1-3-4(2)-13 ＮＹＫシステムズ[Rebro2020]ベンダーネイティブモデル展開 

 

28 型      36 型 

  

図 1-3-4(2)-14 [Rebro2020]｢IDX｣属性情報インポート 

 

【 ダイキン 】 
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ⅲ．FILDER CeeD 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

図 1-3-4(2)-15 ダイキン[FILDER CeeD ]ベンダーネイティブモデル展開 

 

 

図 1-3-4(2)-16 [FILDER CeeD ]｢IDX｣属性情報インポート 
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【 ダイテック 】 

ⅳ．CADWe'll Tfas 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

 

図 1-3-4-2-17 ダイテック[CADWe'll Tfas]ベンダーネイティブモデル展開 

 

 

 
図 1-3-4(2)-18 [CADWe'll Tfas]｢IDX｣属性情報インポート 

 

 

 

 

ﾏﾙﾁﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機 4 方向カセット型 
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ⅲ．FILDER CeeD 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

図 1-3-4(2)-15 ダイキン[FILDER CeeD ]ベンダーネイティブモデル展開 

 

 

図 1-3-4(2)-16 [FILDER CeeD ]｢IDX｣属性情報インポート 
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【 ダイテック 】 

ⅳ．CADWe'll Tfas 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

 

図 1-3-4-2-17 ダイテック[CADWe'll Tfas]ベンダーネイティブモデル展開 

 

 

 
図 1-3-4(2)-18 [CADWe'll Tfas]｢IDX｣属性情報インポート 

 

 

 

 

ﾏﾙﾁﾊﾟｯｹｰｼﾞ形空調機 4 方向カセット型 
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【 シスプロ 】 

ⅵ．DesignDraft 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

図 1-3-4(2)-19 シスプロ[DesignDraft ]ベンダーネイティブモデル展開 

 

図 1-3-4(2)-20 [DesignDraft]｢IDX｣属性情報インポート 
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【 四電工 】 

ⅶ．CADEWA Smart 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

図 1-3-4(2)-21 四電工[CADEWA Smart]ベンダーネイティブモデル展開 

 

図 1-3-4(2)-22 [CADEWA Smart]｢IDX｣属性情報インポート 

b. BIM 拡充に係る、オブジェクトライブラリデータの作成業務 
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【 シスプロ 】 

ⅵ．DesignDraft 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

図 1-3-4(2)-19 シスプロ[DesignDraft ]ベンダーネイティブモデル展開 

 

図 1-3-4(2)-20 [DesignDraft]｢IDX｣属性情報インポート 
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【 四電工 】 

ⅶ．CADEWA Smart 

マルチパッケージ形空気調和機(室内機)  カセット形(4 方向吹出形) 28 型 

図 1-3-4(2)-21 四電工[CADEWA Smart]ベンダーネイティブモデル展開 

 

図 1-3-4(2)-22 [CADEWA Smart]｢IDX｣属性情報インポート 

b. BIM 拡充に係る、オブジェクトライブラリデータの作成業務 
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i. ジェネリックオブジェクト作成作業 

 ジェネリックオブジェクト一覧の 135 機種の 3Dモデルを作成。 

 代表モデルのマルチパッケージ形空気調和機(室内機)カセット形(4方向吹出形) 

 ・ガス湯沸器屋外壁掛形・ベースライト埋込については 6面図 DXF ファイルを作成 

1) BIM オブジェクト作成ソフト一覧 

表 1-3-4(2)-16 ジェネリックオブジェクトを作成する際に使用したソフト一覧 

NO ソフト名 説明 

1 AUTODESK 3ds Max 2017 ジェネリックオブジェクト製作に使用 

2 図研アルファテック株式会社  

BricsCAD V17 

ジェネリックオブジェクト製作に使用 

3 AUTODESK DWG TrueView 2018 ジェネリックオブジェクト DWG ファイルのモデル

形状確認に使用 
 
2）ジェネリックオブジェクト一覧 

 ジェネリックオブジェクト作成対象については以下に代表機器を示す、明細は次ページ以降参照。 

表 1-3-4(2)-17 ｢ジェネリックオブジェクト一覧｣（全 135 機種）」下記参照 
表 1-3-3(2)-4 本年度拡充した設備機械の一覧 

ii. 仕様属性データ作成作業 

1)データ作成支援ツールソフト一覧 

表 1-3-4(2)-18 仕様属性情報ＩＤＸファイル作成する際に使用したソフト一覧 

NO ソフト名 説明 

1 データ生成ソフト 7(試行版) 

（建築保全センターテストソフ

ト） 

各 IDX ファイルの雛形作成に使用 

IDX ファイルのチェック、および、BLCJ 編成フォルダの

チェックに使用 

2 MicroSoft Office Access 2013 関連マスタの内容確認、および変更に使用 

 
2)作成上の事前確認・注意事項、検討事項 

表 1-3-4(2)-19 事前確認・注意事項、検討事項一覧 

NO 事前確認・注意事項、検討事項 

1 IDX ファイル 仕様属性項目および単位に不足がないか確認。 

同じ図面でも、重複しないファイル名で作成し、IDX のパスに反映する。 

XVL ファイル(xv2)については、DWG から自動生成するため IDXには指定

しない。 

ただし、DWG からうまく変換されない場合、XVL ファイルパスをあえて

指定する。（今回の作業で対象は「[BLCJ]東芝キヤリア」） 

IDX ファイルのデータに「'」アポストロフィ）が存在する場合「''」に

変更する。 

【検討事項】基本テンプレートの再構築 

BLCJ・設計試行・メーカー・ベンダー側の入力内容統一化を考慮し、ボ

イラー』『空調機器』等、の中項目レベルではなく、細項目レベル機器

のテンプレートが必要。(規格により数値単位が異なる為) 
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例 1)送風量→ユニット空調機は m3/h だが、エアコン室外機では m3/min 

例 2)エアコン室外機は既製品連結の為、連結寸法・重量が必要 

2 本体形状ファイル 配色は統一しグレートする。 

3 関連マスタ 作業前にメーカーマスタに変更がないか確認。 

3) 仕様属性情報｢IDX｣ファイル作成手順 

 データ入力作業の効率化を図るために各オブジェクトごとに雛形仕様属性項目を作成し 

仕様入力する。 

 データ生成ソフト 7、管理検索ソフト 7の関連マスタは作業に応じて適宜、設備、電気 

を入れ替えて使用する。 

 (1)各分類の雛形｢IDX｣ファイル作成 

  ①「データ生成ソフト 7(試行版)」を実行 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(2)-23 

② 「データ生成ソフト 7(試行版)」を実行 

 

 

 

       図 1-3-4(2)-24 

 

③選択した中分類の仕様属性項目が表示 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(2)-25 
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④単位が必要な仕様属性項目の単位を選択 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 1-3-4(2)-26 

⑤任意のファイル名で IDX を保存。 

 「ファイル｣→「ファイルの保存」 
 
 (2) 入力用 EXCEL ファイル作成 

①上記「(1)各分類の雛形 IDX ファイル作成」で作成した IDX ファイルを EXCEL に変換 

 

 

 

 
図 1-3-4(2)-27 

②EXCEL 変換後 

 

 

 

 

 
 
 

図 1-3-4(2)-28 

(3)入力作業 

上記「(2)入力用 EXCEL ファイル作成」に受領資料を基に値を転記 

  ZZ ： 01 始まりの連番（分類フォルダで重複しない） 

 

 

 

 

 

 
図 1-3-4(2)-29 
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(4)仕様ファイルチェック 

①IDX ファイル変換 

 上記「(3)入力作業」で EXCEL に入力したデータを IDX ファイルに変換（CSV 形式で保存） 

 ｢IDX｣ファイル 

  [メーカコード] ＋ [ZZ] ＋ ".IDX" 

    ZZ ： 01 始まりの連番（分類フォルダで重複しない） 

 

 

 

 

図 1-3-4(2)-30 

②｢IDX｣ファイル変換 

 「データ生成ソフト 7(試行版)」の「仕様ファイルチェック」機能で IDX ファイルをチェック 

 もし、エラーが存在する場合は「(3)入力作業」に戻りエラー箇所を修正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1-3-4(2)-31 

 各チェック結果については編成データに「チェック結果.CSV」で保存 

 

 

 

 

ー277ー



資料 5  業務 1-193 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
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(4)仕様ファイルチェック 
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図 1-3-4(2)-30 
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図 1-3-4(2)-31 
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iii. BLJC サイト登録編成データ作成 
 
 「ii.仕様属性データ作成作業」で作成した編成ファイル、関連 MDB(マスターデータベース)、図面

ファイル等を編成フォルダに配置作業、および編成フォルダのチェック作業 
 

1) データ作成･チェックツールソフト一覧 
 

表 1-3-4(2)-20 仕様属性情報｢IDX｣ファイル作成する際に使用したソフト一覧 

NO ソフト名 説明 

1 データ生成ソフト 7(試行版) 

建築保全センターテストソフト 

BLCJ 編成フォルダのチェックに使用 

2 管理検索ソフト 7(試行版) 

建築保全センターテストソフト 

BLCJ 編成フォルダの表示確認、および図面ファイル

の関連付け確認 
 

2) BLCJ-Web サイト登録編成データ作成 
 
(1)BLCJ 編成フォルダ作成 

 以下のルールで BLCJ 編成フォルダを作成 

     ルートフォルダ 

      【フォルダ名称】 

        [メーカコード] ＋ [YY] ＋[M] ＋ [ZZ] 

         M ： 10 月～12 月は、ABCとする 

         ZZ ： 01:設備 02:電気 03：建築 

 

       メーカフォルダ 

        【フォルダ名称】 

          [メーカコード] 

        【配置ファイル】 

          関連マスタ（KANREN2.MDB） 

 

        分類フォルダ（複数） 

         【フォルダ名称】 

           [中分類] 

         【配置ファイル】 

           IDX ファイル 

            [メーカコード] ＋ [ZZ] ＋ ".IDX" 

             ZZ ： 01 始まりの連番（分類フォルダで重複しない） 

           図面ファイル 

            ※IDX ファイル名 

 

(2) BLCJ 編成フォルダへファイル配置 
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  1)「(1)BLCJ 編成フォルダ作成」で作成したフォルダに関連マスタ(KANREN2.mdb)、 

   IDX ファイル、図面ファイルを配置 

 

(3) BLCJ 編成フォルダ構成チェック 

  「データ生成ソフト 7(試行版)」の「フォルダ構成チェック」機能で BLCJ 編成フォルダをチェック 

  エラーが出た場合(1)、(2)に原因があるのでエラー箇所を修正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1-3-4(2)-32 

 本体形状、ビューにファイルが存在しない場合は IDXファイルとパスがあっていない可能性あり。 

 

(4)「管理検索ソフト 7」で動作確認 

   基本的に、「データ生成ソフト 7(試行版)」の「フォルダ構成チェック」で結果が正常あること

を前提に、以下の内容を確認する。 

   ・中分類の設定値 

   ・検索結果一覧の表示内容 

   ・図面ファイルの関連付け 

 

 

 

iii. データチェックソフト試行検証 

データチェックソフトにより、各種属性データチェック､IDX 編成チェック､CAD データ編成チェックを

行い、BLCJ-Web サイトへの登録データの事前確認を実施する。確認結果例を下記に示す。 
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図 1-3-4(2)-33 

 

 

図 1-3-4(2)-34 

iv. データ構成チェック･BIM モデルチェック試行検証 

データチェック後､BLCJ サイト登録前に、スタンドアロン管理検索ソフトを利用し､編成内容・BIM モ

デル､CAD モデルの動作確認を実施する。下記に検証中結果例参考を示す。 
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図 1-3-4(2)-35 

 

図 1-3-4(2)-36 
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図 1-3-4(2)-33 

 

 

図 1-3-4(2)-34 

iv. データ構成チェック･BIM モデルチェック試行検証 

データチェック後､BLCJ サイト登録前に、スタンドアロン管理検索ソフトを利用し､編成内容・BIM モ

デル､CAD モデルの動作確認を実施する。下記に検証中結果例参考を示す。 
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1-4 施策対象となる部位・部品の個別 

具体の BIM オブジェクトライブラリ 

データ作成環境の調査 
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1-4 試作対象となる部位・部品の個別具体のライブラリデータ作成環境の調査 

1-4-1 業務要領 

業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

 

1)-4 試作対象となる部位・部品の個別具体の BIM オブジェクトライブラリデータ作成環境の調査 

  

1)-3 で作成した部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータに対応する、個別具体

のライブラリデータについて、部位・部品の製造者の対応状況について調査を行う。  

ここで、部位・部品の個別具体の BIM オブジェクトライブラリデータとは、当該部位・部品につ

いて、個別の製造者や製品を特定し、当該部位・部品の機能、性能、形状等に係る設計上の意図を満

たす具体的な部位・部品を、BIM モデル上に表現するために供される BIM オブジェクトのデータを

指す。  

 調査の対象は、過年度業務で作成した、および、今年度業務で作成する部位・部品を代表する BIM 

オブジェクトライブラリデータに対応する、個別具体の部位・部品の 1 種当たり 1 者以上とし、下

記の事項について調査を行う。  

  

・対象とする BIM オブジェクトライブラリデータの種別  

・形状情報、属性情報の構成  

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法  

・保有する BIM オブジェクトライブラリデータの点数  

・BIM オブジェクトライブラリデータとしての提供の可否 

 

 

 

1-4-2 調査目的 

 業務実施要領に示されるように、「1-4 試作対象となる部位・部品の個別具体の BIM オブジェクトラ

イブラリデータ作成環境の調査」では、 

 「1-3 で作成した部位・部品を代表する BIM オブジェクトライブラリデータ（ジェネリックオブジェ

クト）に対応する、個別具体のライブラリデータ（メーカー）オブジェクトについて、部位・部品の製造

者の対応状況について調査を行う。」とされている。 

目的としては、下記の項目を検討するものである。 
(1)メーカーでのオブジェクトの作成状況の把握 

(2)その結果として、BLCJ として作成すべきオブジェクトの種別、形状情報の詳細度、属性情報の情報項

目の実態を把握すること 

(3)各メーカーが保有している BIM オブジェクトをＢＬＣＪと連携を図る可能性について把握し、効率的

なＢＩＭ推進を図るよう努めること 

(4)設計者・施工者等のユーザーサイドの状況と、メーカー等のサプライサイドの状況を比較して今後の
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必要領域を把握すること 
 

1-4-3 調査項目の設定と調査票 

 当調査は 1-1-3 と同じ調査票を使用した。よって、調査項目と調査票は 1-1-3（と同じである。 

 

1-4-4 調査対象（アンケートの送付先） 

 組合員を対象としてアンケートを送付したものであり、1-1-4 と同じである。組合員の「建築系メーカ

ー」と「設備系メーカー」を調査対象と考えた。 

 

1-4-5 調査結果概要 

 アンケートの回答で回答者の立場が「建築系メーカー」と「設備系メーカー」であるものを。よって調

査対象とした。回答の数は「建築系メーカー」が３、「設備系メーカー」が１５であった。 

 
1-4-6 調査結果分析 

(1)建築系メーカー 

・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-4-6-1 参照） 

複数回答ではあるが、自社で整備しているが、100％。なおかつ社外に公表しているが 67％。その他が

33％になっている。回答の中には無登録のうえ無償でオブジェクトをダウンロードできるようにユーザ

ーに提供を行なっている企業もあるが、公開はせず要望に応じて対応している企業もありその対応は

様々である。 

 

図 1-4-6-1 BIM オブジェクトのライブラリ整備 

 

・設問 2（供給内容や種類、ジェネリックに対するメーカーオブジェクトの整備状況） 

（図 1-4-6-2～3 参照） 

建築系メーカーであるためジェネリックオブジェクトへの対応するケースは見られなかった。 

メーカーオブジェクトの建築系その他ではドアが 67％、窓が 33％、仕上が 67％であった。これ以外にも

カーテンウォール、内装材、装飾ルーバー、デッキ材等を整備している事例があった。 

メーカーオブジェクトのその他の外構等ではカーポート、自転車置き場、フェンス、門扉、その他が 33％

であった。これ以外にも引戸、通路用シェルター、 車止め、柵オーニング等を整備している事例もあっ
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1-4 試作対象となる部位・部品の個別具体のライブラリデータ作成環境の調査 

1-4-1 業務要領 
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た。全ての分野のメーカーを回答が得られていないため全体を網羅したアンケートにはなっていないが

今後研究組合の活動を通してより広範囲の分野を調査していくことで業界の全容の把握に繋げていきた

い。 

建築メーカーオブジェクトの整備数は意匠では 500 以上 1000 未満 1 社のみであった。その他は 50 未満

2社、50 以上 100 未満、100 以上 200 未満、1社等であった。 

 

 

図 1-4-6-2 メーカー建築系オブジェクト：その他 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握） 

 属性の整備については、社内での共通ルールによる整備が 33％。BLC 準拠は 0％。IFC 標準に準拠が

0％。属性を整備していないが 0％、その他が 33％であった。回答には同じ社内であっても部署ごとに属

性項目を整備している事例が見られた。メーカーが独自に属性を整備しているケースはあまり多くなく、

メーカーが設計者や維持管理の利用に即した属性の整備できるような仕組みづくりを求める意見も寄せ

られていた。 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

 回答者の内 Revit が 100％、ARCHICAD が 67％、DXF/DWG が 33％であった。 

回答したメーカーがオブジェクトの全ての利用範囲を網羅しているわけではないが、メーカーはシェア

の高い Revit に対応して取組んでいる状況がうかがえる。 

 

図 1-4-6-5 オブジェクトのソフトウェア・ファイル形式 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法） 

 1 社で複数のソフトウェアを整備しているため答えの総計が 100％にならないが、社内人材で整備して

いるのが 67％、外部企業に委託が 67％、ソフトウェアに付随していたライブラリをカスタマイズが 0％、

その他が 0％であった。自社で作成すると共に外部委託を活用してライブラリを整備している状況がうか

がえる。 
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・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-4-6-7 参照） 

 基本設計用が 67％、実施設計用が 67％と設計段階で利用するオブジェクトの整備が多い。施工用及び

その他は 0％であった。回答の中には 1 つのデータで作図表現を LOD200、LOD300 の間で切替る機能を準

備しているケースもあった。このことから設計のフェーズに縛られないメーカーオブジェクトの提供を

行なっていることがうかがえる。 

 

 

 

図 1-4-6-7 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

検討するが 33％、わからないが 67％で、連携は困難という回答は 0％であった。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況である。BIM デ

ータ活用による社内業務の効率化など今後は検討が必要。設計者視点で言えば、BIM 化によるフロン

トローディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであり、BIM の普及にストップをかける

要因になっている。設計-施工-FM と各工程を渡る図面データの責任区分など全体的なガイドが必要と

か考える。 

 

・良質なネイティブ BIM コンテンツの収集、配信が重要である。 

 

・BIM 教育コンテンツ（BIM オブジェクトの使い方等）の配信も同時に必要である。 

 

・各ネイティブフォーマットと中間フォーマット（IFC）のマッピングが必要である。 

 

・日本の発注者要件（公共建築工事標準仕様書等）を満たすオブジェクト標準仕様の具体化が必要であ

る。 

(2)設備系メーカー 
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図 1-4-6-7 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について） 

検討するが 33％、わからないが 67％で、連携は困難という回答は 0％であった。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況である。BIM デ

ータ活用による社内業務の効率化など今後は検討が必要。設計者視点で言えば、BIM 化によるフロン

トローディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであり、BIM の普及にストップをかける

要因になっている。設計-施工-FM と各工程を渡る図面データの責任区分など全体的なガイドが必要と

か考える。 

 

・良質なネイティブ BIM コンテンツの収集、配信が重要である。 

 

・BIM 教育コンテンツ（BIM オブジェクトの使い方等）の配信も同時に必要である。 

 

・各ネイティブフォーマットと中間フォーマット（IFC）のマッピングが必要である。 

 

・日本の発注者要件（公共建築工事標準仕様書等）を満たすオブジェクト標準仕様の具体化が必要であ

る。 

(2)設備系メーカー 
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・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-4-6-8 参照） 

複数回答ではあるが、自社で整備しているが、20％。なおかつ社外に公表しているが 60％。整備して

いないが 13％、その他が 33％になっている。回答の中には整備していない企業や今後整備を検討してい

る企業などがあり今後の展開に期待される。 

 

 

図 1-4-6-8 今後の活動協力について 

 

・設問 2（供給内容や種類、ジェネリックに対するメーカーオブジェクトの整備状況） 

設備メーカーであるためジェネリック建築系オブジェクトへの対応するケースは見られなかった。ジ

ェネリック設備系オブジェクトの機械設備は湯沸かし器が 8％、その他が 8％であった。これ以外にも連

結型業務用大型給湯機などの回答があった。 

メーカー建築系オブジェクトのその他ではエレベータ―及びキッチン、施工系機器が 8％であった。これ

以外にも洗面化粧台、洗濯機パン、手すり、アクセサリー類（紙巻器、鏡等）などの回答があった。 

メーカー設備系オブジェクトの機械設備では送風機、空調機が31％、熱源機、湯沸かし器、その他が23％、

衛生機器が 15％で、冷凍機、その他機器類が 8％であった。これ以外にもバルブなどの回答があった。電

気設備では照明器具が 15％、配電機器、電気機器が 8％であった。電気設備ではメーカーオブジェクトの

供給が少ない状況がうかがえる。 

メーカーオブジェクトの整備数は機械設備は 200 以上 500 未満 1 社のみであった。電気設備は 100 以上

200 未満 1社。外構 50未満 2社のみであった。 

全ての分野のメーカーを回答が得られていないため全体を網羅したアンケートにはなっていないが今後

研究組合の活動を通してより広範囲の分野を調査していくことで業界の全容の把握に繋げていきたい。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-4-6-13 参照） 

 属性の整備については、社内での共通ルールによる整備が 31％。BLC 準拠は 15％。IFC 標準に準拠が

0％。属性を整備していないが 0％、その他が 54％であった。回答には同じ社内であっても部署ごとに属

性項目を整備している事例が見られた。設備メーカーでは STEM の属性運用が進んでいるため、BLC 準拠

に回答した例があった。これ以外の個別の回答でも STEM の Ver7～10 を遵守するなどの対応がみられ、

一定の属性整備体制があることがうかがえる。 
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図 1-4-6-13 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

 回答者の内、Revit が 54％、ARCHICAD が 15％、Rebro が 38％、CADWellTfas が 31％、DXF/DWG が 38％、

IFC 及びその他が 23％であった。回答したメーカーがオブジェクトの全ての利用範囲を網羅しているわ

けではないが、メーカーはシェアの高い Revit をはじめ、Rebro、Tfas や形状を優先した DXF/DWG を対象

にして取組んでいる状況がうかがえる。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法） 

 1 社で複数のソフトウェアを利用しているので答えが 100％にならないが、社内人材で整備しているの

が 54％、外部企業に委託が 46％、その他が 31％であった。回答には社内作成と外部委託のケースがある

場合があった。また図面作成を社内で行ないモデルへの属性付加等を外部に委託するなど、作成のフェ

ーズで社内人材による整備と外部企業への委託を分けている事例もあった。外部に委託しその後ノウハ

ウを継承して社内で整備する場合など、メーカー各社がオブジェクトの整備をするにあたり、外部の企

業とうまく分担していることがうかがえる。 

 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-4-6-16 参照） 

基本設計用が 47％、実施設計用が 43％と設計段階で利用するオブジェクトの整備が多い。施工用、そ

の他が 8％であった。回答の中には施工であってもデータ量を軽くするために簡易化したモデルを利用し

ている事例があった。施工用のオブジェクトの利用が実施設計用よりも低く、基本設計とほぼ同じ比率

という結果になった。部位によって利活用が分かれるため一概に推測はできないが、設計時のオブジェ

クトと施工時のオブジェクトには差異がなく、部位ごとの必要性によって活用を左右しているように見

受けられる。 
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・設問 1（ライブラリの整備状況の把握）（図 1-4-6-8 参照） 

複数回答ではあるが、自社で整備しているが、20％。なおかつ社外に公表しているが 60％。整備して

いないが 13％、その他が 33％になっている。回答の中には整備していない企業や今後整備を検討してい

る企業などがあり今後の展開に期待される。 

 

 

図 1-4-6-8 今後の活動協力について 

 

・設問 2（供給内容や種類、ジェネリックに対するメーカーオブジェクトの整備状況） 

設備メーカーであるためジェネリック建築系オブジェクトへの対応するケースは見られなかった。ジ

ェネリック設備系オブジェクトの機械設備は湯沸かし器が 8％、その他が 8％であった。これ以外にも連

結型業務用大型給湯機などの回答があった。 

メーカー建築系オブジェクトのその他ではエレベータ―及びキッチン、施工系機器が 8％であった。これ

以外にも洗面化粧台、洗濯機パン、手すり、アクセサリー類（紙巻器、鏡等）などの回答があった。 

メーカー設備系オブジェクトの機械設備では送風機、空調機が31％、熱源機、湯沸かし器、その他が23％、

衛生機器が 15％で、冷凍機、その他機器類が 8％であった。これ以外にもバルブなどの回答があった。電

気設備では照明器具が 15％、配電機器、電気機器が 8％であった。電気設備ではメーカーオブジェクトの

供給が少ない状況がうかがえる。 

メーカーオブジェクトの整備数は機械設備は 200 以上 500 未満 1 社のみであった。電気設備は 100 以上

200 未満 1社。外構 50未満 2社のみであった。 

全ての分野のメーカーを回答が得られていないため全体を網羅したアンケートにはなっていないが今後

研究組合の活動を通してより広範囲の分野を調査していくことで業界の全容の把握に繋げていきたい。 

 

・設問 3（属性の活用の必要性、IFC 属性の活用状況の把握）（図 1-4-6-13 参照） 

 属性の整備については、社内での共通ルールによる整備が 31％。BLC 準拠は 15％。IFC 標準に準拠が

0％。属性を整備していないが 0％、その他が 54％であった。回答には同じ社内であっても部署ごとに属

性項目を整備している事例が見られた。設備メーカーでは STEM の属性運用が進んでいるため、BLC 準拠

に回答した例があった。これ以外の個別の回答でも STEM の Ver7～10 を遵守するなどの対応がみられ、

一定の属性整備体制があることがうかがえる。 

ー288ー

資料 5  業務 1-206 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

 

図 1-4-6-13 オブジェクトの属性項目を整備 

 

・設問 4（BIM ソフトウェアのシェア、ソフトウェアごとのライブラリ整備状況） 

 回答者の内、Revit が 54％、ARCHICAD が 15％、Rebro が 38％、CADWellTfas が 31％、DXF/DWG が 38％、

IFC 及びその他が 23％であった。回答したメーカーがオブジェクトの全ての利用範囲を網羅しているわ

けではないが、メーカーはシェアの高い Revit をはじめ、Rebro、Tfas や形状を優先した DXF/DWG を対象

にして取組んでいる状況がうかがえる。 

 

・設問 5（オブジェクトの作成方法） 

 1 社で複数のソフトウェアを利用しているので答えが 100％にならないが、社内人材で整備しているの

が 54％、外部企業に委託が 46％、その他が 31％であった。回答には社内作成と外部委託のケースがある

場合があった。また図面作成を社内で行ないモデルへの属性付加等を外部に委託するなど、作成のフェ

ーズで社内人材による整備と外部企業への委託を分けている事例もあった。外部に委託しその後ノウハ

ウを継承して社内で整備する場合など、メーカー各社がオブジェクトの整備をするにあたり、外部の企

業とうまく分担していることがうかがえる。 

 

・設問 6（フェーズごとのオブジェクト利用状況）（図 1-4-6-16 参照） 

基本設計用が 47％、実施設計用が 43％と設計段階で利用するオブジェクトの整備が多い。施工用、そ

の他が 8％であった。回答の中には施工であってもデータ量を軽くするために簡易化したモデルを利用し

ている事例があった。施工用のオブジェクトの利用が実施設計用よりも低く、基本設計とほぼ同じ比率

という結果になった。部位によって利活用が分かれるため一概に推測はできないが、設計時のオブジェ

クトと施工時のオブジェクトには差異がなく、部位ごとの必要性によって活用を左右しているように見

受けられる。 
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図 1-4-6-16 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について）（図 1-4-6-17 参照） 

 検討するが 46％、連携は可能が 31％で、連携は困難という回答は 0％、わからない、その他が 23％で

あった。各社ともオブジェクト配信の全容や業界に与える影響が見えない中であるため取組みを見守っ

ている状況とも思える回答があった。今後の連携協力に期待したい。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況でる。BIM デー

タ活用による社内業務の効率化など今後 検討が必要。設計者視点で言えば、BIM 化にするフロントロ

ーディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであり、BIM の普及にストップをかける要因

になっている。設計-施工-FM と各工程を渡る図面データの責任区分など全体的なガイドが必要とか考

える。 

 

・オブジェクトの統一基準や属性情報の統一が重要であると思われる。 

 

・国内、海外でのモデルの共用/共有などにより、BIM 普及による工数削減に期待したい。 

 

・設計施工の際のメーカー問い合わせ対応の効率化、書類関係の削減、短時間に多物件で機器設置、メン

テナンス管理が可能になることに期待しています。 

・BIMソフトが高額なので、使用しなくてもオブジェクトが作成できるようになると取り組みやすくなり

ます。 

 

・カテゴリの分け方のルール、サブカテゴリの命名ルール、パラメータのグループ分けのルールなどにつ

いて整備して頂けると幸甚です。 

 

・メーカー側の負担（作業負荷・コスト）はあがっておりますので、統一した詳細な規格作りを希望いた

します。 

 

54%

46%

8%

8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1.基本設計用（LOD200程度）

2.実施設計用（LOD300程度）

3.施工用（LOD350～400程度）

4.その他（具体的に記載）

設備ﾒｰｶｰ
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・弊社はデータを作る側の立場ですが、依然として BIM（３D モデル)に対する知見や社内での理解がま

だまだ足りないと感じています。なるべく工数をかけずに、かつ、皆様のお役に立てるようなデータ

提供ができればと考えますので、データ作成支援ツールにかける想いは大きいところがあります。 

 

・機器選定する側が用途別で設備を検索しやすく、一般的でないメーカーの製品も候補として上がるよ

うにしてほしい。 

 
 
1-4-7 考察 

(1)建築系メーカー 

今回は 3 社と少ない回答であったため全ての建材の種類を把握するには至らないかったため、事例や

意見から概ね状況を確認していきたい。属性の内容については標準となる各社が共通として準備する項

目を、調整して整備することを求める意見が多く寄せられた。 

今後の連携への協力については連携について今後検討するもしくはわからないとした回答がほとんどを

占め、BLCJ 内でより明確でわかりやすい方針の提示が必要であると感じた。 

 

(2)設備系メーカー 

15 社のメーカーから回答が寄せられた。回答の中には整備していない企業や今後整備を検討している

企業などがあり今後の展開に期待される。属性については STEM の属性運用が進んでいるため STEM に遵

守に対応した例が見られ、一定の属性整備体制があることがうかがえる。 

日本独自のフォーマットも割合として多く、今後の海外展開の際に配慮する必要性についても意見が寄

せられていた。 

今後の連携については各社ともオブジェクト配信の全容や業界に与える影響が見えない中で取組を見守

っている状況とも思える回答もあり、今後の連携協力に期待したい。 

 
(1)メーカーでのオブジェクトの作成状況の把握 

BIM ライブラリの整備状況について 

建築系メーカーでは、自社で整備が 100％。設備系メーカーでは、自社で整備(20%)と自社で整備かつ

社外に公表している(60%)を合わせて 80%であった。今回のアンケートでは回答のあった会社は、ほぼ

BIM ライブラリを整備している結果となった。 

ジェネリックの対応及び BLC 標準の準拠について 

ジェネリックへの対応は、建築系メーカーと設備系メーカーでは、していない。また、BLC 標準の準拠

については、建築系メーカーでは、0%．設備系メーカーでは、15%であった。メーカーなので、自社ブ

ランド製品を対応するのが主であると考える。 

オブジェクトについて 

建築系メーカーでは、建築系オブジェクトは、窓(67%)、仕上げ(33%)、外構系オブジェクトで、カー

ポート(33%)、自転車置き場(33%)、フェンス(33%)、門扉(33%)であった。 

設備系メーカーでは、建築系オブジェクトで、エレベータ―(8%)、エスカレーター(8%)、ユニットバ
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図 1-4-6-16 フェーズごとのオブジェクト利用状況 

 

・設問 7（今後の活動協力について）（図 1-4-6-17 参照） 

 検討するが 46％、連携は可能が 31％で、連携は困難という回答は 0％、わからない、その他が 23％で

あった。各社ともオブジェクト配信の全容や業界に与える影響が見えない中であるため取組みを見守っ

ている状況とも思える回答があった。今後の連携協力に期待したい。 

 

・設問 8（その他自由意見）（調査票の文章そのまま） 

・データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況でる。BIM デー

タ活用による社内業務の効率化など今後 検討が必要。設計者視点で言えば、BIM 化にするフロントロ

ーディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであり、BIM の普及にストップをかける要因

になっている。設計-施工-FM と各工程を渡る図面データの責任区分など全体的なガイドが必要とか考

える。 

 

・オブジェクトの統一基準や属性情報の統一が重要であると思われる。 

 

・国内、海外でのモデルの共用/共有などにより、BIM 普及による工数削減に期待したい。 

 

・設計施工の際のメーカー問い合わせ対応の効率化、書類関係の削減、短時間に多物件で機器設置、メン

テナンス管理が可能になることに期待しています。 

・BIMソフトが高額なので、使用しなくてもオブジェクトが作成できるようになると取り組みやすくなり

ます。 

 

・カテゴリの分け方のルール、サブカテゴリの命名ルール、パラメータのグループ分けのルールなどにつ

いて整備して頂けると幸甚です。 

 

・メーカー側の負担（作業負荷・コスト）はあがっておりますので、統一した詳細な規格作りを希望いた

します。 
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1.基本設計用（LOD200程度）

2.実施設計用（LOD300程度）

3.施工用（LOD350～400程度）

4.その他（具体的に記載）

設備ﾒｰｶｰ
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・弊社はデータを作る側の立場ですが、依然として BIM（３D モデル)に対する知見や社内での理解がま

だまだ足りないと感じています。なるべく工数をかけずに、かつ、皆様のお役に立てるようなデータ

提供ができればと考えますので、データ作成支援ツールにかける想いは大きいところがあります。 

 

・機器選定する側が用途別で設備を検索しやすく、一般的でないメーカーの製品も候補として上がるよ

うにしてほしい。 

 
 
1-4-7 考察 

(1)建築系メーカー 

今回は 3 社と少ない回答であったため全ての建材の種類を把握するには至らないかったため、事例や

意見から概ね状況を確認していきたい。属性の内容については標準となる各社が共通として準備する項

目を、調整して整備することを求める意見が多く寄せられた。 

今後の連携への協力については連携について今後検討するもしくはわからないとした回答がほとんどを

占め、BLCJ 内でより明確でわかりやすい方針の提示が必要であると感じた。 

 

(2)設備系メーカー 

15 社のメーカーから回答が寄せられた。回答の中には整備していない企業や今後整備を検討している

企業などがあり今後の展開に期待される。属性については STEM の属性運用が進んでいるため STEM に遵

守に対応した例が見られ、一定の属性整備体制があることがうかがえる。 

日本独自のフォーマットも割合として多く、今後の海外展開の際に配慮する必要性についても意見が寄

せられていた。 

今後の連携については各社ともオブジェクト配信の全容や業界に与える影響が見えない中で取組を見守

っている状況とも思える回答もあり、今後の連携協力に期待したい。 

 
(1)メーカーでのオブジェクトの作成状況の把握 

BIM ライブラリの整備状況について 

建築系メーカーでは、自社で整備が 100％。設備系メーカーでは、自社で整備(20%)と自社で整備かつ

社外に公表している(60%)を合わせて 80%であった。今回のアンケートでは回答のあった会社は、ほぼ

BIM ライブラリを整備している結果となった。 

ジェネリックの対応及び BLC 標準の準拠について 

ジェネリックへの対応は、建築系メーカーと設備系メーカーでは、していない。また、BLC 標準の準拠

については、建築系メーカーでは、0%．設備系メーカーでは、15%であった。メーカーなので、自社ブ

ランド製品を対応するのが主であると考える。 

オブジェクトについて 

建築系メーカーでは、建築系オブジェクトは、窓(67%)、仕上げ(33%)、外構系オブジェクトで、カー

ポート(33%)、自転車置き場(33%)、フェンス(33%)、門扉(33%)であった。 

設備系メーカーでは、建築系オブジェクトで、エレベータ―(8%)、エスカレーター(8%)、ユニットバ
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ス(8%)、機械設備系オブジェクトで、冷凍機(8%)、熱源機(23%)、送風機(31%)、空調機(31%)、湯沸し

器(23%)、衛生器具(15%)、電気設備系オブジェクトで照明機器(15%)、配電機器(8%)、電気機器(8%)の

回答があった。 

オブジェクトの作成方法 

建築系メーカーでは、社内人材で整備が 67%、外部企業に委託が 67%であり、自社でオブジェクトを作

成するとともに外部委託を活用してライブラリを整備している。 

設備系メーカーでは、社内人材で整備が 54%、外部企業に委託が 46%であり、ほぼ建築メーカーと同じ

である。自由意見（設備系メーカー）で、「図面の作成を社内で行い、モデルの属性付加等を外部委

託」「外部に委託後、ノウハウを継承して社内で整備」があった。 

フェーズごとのオブジェクトの利用状況 

建築系メーカーでは、基本設計用が 67%、実施設計用が 67%であった。 

設備系メーカーでは、基本設計用が 47%、実施設計用が 43%、施工用が 8%であった。自由意見（設備

系メーカー）で、「施工利用で、データ量を軽くするため簡易化したモデルを使用」があった。 

(2)その結果として、BLCJ として作成すべきオブジェクトの種別、形状情報の詳細度、属性情報の情報項

目の実態を把握すること 

 現状の利用の視点から、設備系オブジェクトで BLCJ 標準の形状情報と属性情報の利用度が高い。基本

設計と実施設計ベースでの利用がすべての職種において大きいので、メーカーのオブジェクトの利用度

は低い。これは BIM オブジェクトの認識がメーカー全体では、低いためかもしれない。今回の建築系メー

カーが３つと少ないことから推測される。 

 

(3)各メーカーが保有している BIM オブジェクトをＢＬＣＪと連携を図る可能性について把握し、効率的

なＢＩＭ推進を図るよう努めること 

今後の協力について 

建築系メーカーでは、検討するが 33%、わからないが 67%の回答であった。設備系メーカーでは、検討

するが 46%、わからないが 23%、連携可能が 31%の回答であった。設備系メーカーでは、STEM の属性運

用が進んでいるためもあり、オブジェクトの属性項目でも BLC 準拠が 15%の回答もあり、BLCJ との連

携がとりやすいのではないかと考える。 

 

(4)設計者・施工者等のユーザーサイドの状況と、メーカー等のサプライサイドの状況を比較して今後の

必要領域を把握すること 
設計者・施工者等のユーザーサイドでのメーカーオブジェクトの利用状況について 

建築意匠設計では、建築部材は利用が少ないものの壁(11%)、ドア(6%)、窓(6%)、仕上げ(6%)であり、

機械設備部材は、エレベータ―（28%）、エスカレーター（22%）、キッチン(17%)、ユニットバス(17%)

であった。また、外構部材では、カーポート(6%)、自転車置き場(11%)、フェンス(17%)、門扉(11%)で

あった。 

建築構造設計では、利用が少なく、柱(11%)、はり(11%)であった。 

設備設計では、機械設備部材で、熱源機(14%)、ポンプ(14%)、送風機(14%)、空調機(14%)、湯沸し器

(14%)、熱源補機類(14%)であった。 
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建築施工では、施工系機械（14%）、ウその他（選択肢①エレベータ―②エスカレーター・・・）の記

述で「鉄骨の総合調整を行う場合に、昇降機や鉄骨階段、外装などはモデルがあったほうが便利だが、

干渉を確認できる程度の詳細で十分であり、製作に役に立たないオブジェクトをメーカーに作らせる

のは意味がない。そもそもメーカーでの製作、加工に BIM オブジェクトは、ほぼ役に立たない」があ

った。 

設備施工では、エレベータ―（17%）、機械設備系オブジェクトで、冷凍機(50%)、熱源機(50%)、ポン

プ(67%)、送風機(67%)、空調機(67%)、湯沸し器(67%)、衛生器具(33%)、給排水（50%）。電気設備系

オブジェクトで照明機器(13%)、配電機器(17%)、電気機器(17%)、配線器具（17%)、弱電機器／IC 器

（17%）の回答があった。 

利用状況のアンケート結果を見ると、設備施工がメーカーの設備系機械設備オブジェクトを他に比べ

て多く利用しているのがわかる。建築意匠設計においては、エレベータ―、エスカレーターや外構部

材の自転車置き場、フェンスなど製品として他の部材と区別しやすいものを利用しているようである。

現状では、建築施工の記述にあるように、オブジェクトを用いて、建築の取り合い等を検討するまで

には、至っていないようである。特に、鉄骨メーカーとの情報共有のツールとしては、手間や費用を

考える難しいと思われる。 

 

 現在の BIM オブジェクトの利用状況は今回のアンケート結果から見ると、 

どの職種においても、基本設計と実施設計でのオブジェクトの利用が多いこと。 

設備施工では、機械設備において、メーカー系オブジェクトの利用度が高いこと 

オブジェクトとして、１つの製品で、他の部材と関係なく、性能を明示できる設備系機械設備（冷凍

機、熱源機等）はメーカーオブジェクトとして、数が増えると思われる。特に、今回のアンケートで

は、質問項目として扱っていなかった FM は BIM オブジェクトを利用することで実施されるようにな

ると、建築設備機器の BIM 情報の整備は必要となると思われる。その時は、メーカー系オブジェクト

のニーズが増すと推測される。 
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ス(8%)、機械設備系オブジェクトで、冷凍機(8%)、熱源機(23%)、送風機(31%)、空調機(31%)、湯沸し

器(23%)、衛生器具(15%)、電気設備系オブジェクトで照明機器(15%)、配電機器(8%)、電気機器(8%)の

回答があった。 

オブジェクトの作成方法 

建築系メーカーでは、社内人材で整備が 67%、外部企業に委託が 67%であり、自社でオブジェクトを作

成するとともに外部委託を活用してライブラリを整備している。 

設備系メーカーでは、社内人材で整備が 54%、外部企業に委託が 46%であり、ほぼ建築メーカーと同じ

である。自由意見（設備系メーカー）で、「図面の作成を社内で行い、モデルの属性付加等を外部委

託」「外部に委託後、ノウハウを継承して社内で整備」があった。 

フェーズごとのオブジェクトの利用状況 

建築系メーカーでは、基本設計用が 67%、実施設計用が 67%であった。 

設備系メーカーでは、基本設計用が 47%、実施設計用が 43%、施工用が 8%であった。自由意見（設備

系メーカー）で、「施工利用で、データ量を軽くするため簡易化したモデルを使用」があった。 

(2)その結果として、BLCJ として作成すべきオブジェクトの種別、形状情報の詳細度、属性情報の情報項

目の実態を把握すること 

 現状の利用の視点から、設備系オブジェクトで BLCJ 標準の形状情報と属性情報の利用度が高い。基本

設計と実施設計ベースでの利用がすべての職種において大きいので、メーカーのオブジェクトの利用度

は低い。これは BIM オブジェクトの認識がメーカー全体では、低いためかもしれない。今回の建築系メー

カーが３つと少ないことから推測される。 

 

(3)各メーカーが保有している BIM オブジェクトをＢＬＣＪと連携を図る可能性について把握し、効率的

なＢＩＭ推進を図るよう努めること 

今後の協力について 

建築系メーカーでは、検討するが 33%、わからないが 67%の回答であった。設備系メーカーでは、検討

するが 46%、わからないが 23%、連携可能が 31%の回答であった。設備系メーカーでは、STEM の属性運

用が進んでいるためもあり、オブジェクトの属性項目でも BLC 準拠が 15%の回答もあり、BLCJ との連

携がとりやすいのではないかと考える。 

 

(4)設計者・施工者等のユーザーサイドの状況と、メーカー等のサプライサイドの状況を比較して今後の

必要領域を把握すること 
設計者・施工者等のユーザーサイドでのメーカーオブジェクトの利用状況について 

建築意匠設計では、建築部材は利用が少ないものの壁(11%)、ドア(6%)、窓(6%)、仕上げ(6%)であり、

機械設備部材は、エレベータ―（28%）、エスカレーター（22%）、キッチン(17%)、ユニットバス(17%)

であった。また、外構部材では、カーポート(6%)、自転車置き場(11%)、フェンス(17%)、門扉(11%)で

あった。 

建築構造設計では、利用が少なく、柱(11%)、はり(11%)であった。 

設備設計では、機械設備部材で、熱源機(14%)、ポンプ(14%)、送風機(14%)、空調機(14%)、湯沸し器

(14%)、熱源補機類(14%)であった。 
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建築施工では、施工系機械（14%）、ウその他（選択肢①エレベータ―②エスカレーター・・・）の記

述で「鉄骨の総合調整を行う場合に、昇降機や鉄骨階段、外装などはモデルがあったほうが便利だが、

干渉を確認できる程度の詳細で十分であり、製作に役に立たないオブジェクトをメーカーに作らせる

のは意味がない。そもそもメーカーでの製作、加工に BIM オブジェクトは、ほぼ役に立たない」があ

った。 

設備施工では、エレベータ―（17%）、機械設備系オブジェクトで、冷凍機(50%)、熱源機(50%)、ポン

プ(67%)、送風機(67%)、空調機(67%)、湯沸し器(67%)、衛生器具(33%)、給排水（50%）。電気設備系

オブジェクトで照明機器(13%)、配電機器(17%)、電気機器(17%)、配線器具（17%)、弱電機器／IC 器

（17%）の回答があった。 

利用状況のアンケート結果を見ると、設備施工がメーカーの設備系機械設備オブジェクトを他に比べ

て多く利用しているのがわかる。建築意匠設計においては、エレベータ―、エスカレーターや外構部

材の自転車置き場、フェンスなど製品として他の部材と区別しやすいものを利用しているようである。

現状では、建築施工の記述にあるように、オブジェクトを用いて、建築の取り合い等を検討するまで

には、至っていないようである。特に、鉄骨メーカーとの情報共有のツールとしては、手間や費用を

考える難しいと思われる。 

 

 現在の BIM オブジェクトの利用状況は今回のアンケート結果から見ると、 

どの職種においても、基本設計と実施設計でのオブジェクトの利用が多いこと。 

設備施工では、機械設備において、メーカー系オブジェクトの利用度が高いこと 

オブジェクトとして、１つの製品で、他の部材と関係なく、性能を明示できる設備系機械設備（冷凍

機、熱源機等）はメーカーオブジェクトとして、数が増えると思われる。特に、今回のアンケートで

は、質問項目として扱っていなかった FM は BIM オブジェクトを利用することで実施されるようにな

ると、建築設備機器の BIM 情報の整備は必要となると思われる。その時は、メーカー系オブジェクト

のニーズが増すと推測される。 
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1-5  業務１のまとめ 

業務１-1：既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査 

 建築設計等の実務に供される既存の BIM オブジェクトの整備状況について、設計事務所、ゼネコン、ソ

フトベンダーに対し、「建築意匠設計」「建築構造設計」「設備設計」「建築施工」「設備施工」「建築

系メーカー」「設備件メーカー」「BIM ベンダー」という 8つの回答者分類にアンケート調査を依頼した。 

・対象とする BIM オブジェクトの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトの点数 

・BIM オブジェクトとしての提供の可否 

の各事項を含めてアンケート調査を行った。 

 

有効回答数 100 のデータを分析し、各社の利用状況、対応状況がある程度把握出来た。 

各社で共通した問題点を上げるとするならば、業界に共通したルールがないため、属性情報の項目が各

社によってバラバラであることが挙げられる。そのため、今後、統一化が出来るならば、あらゆる問題点

が解消されるという意見もあった。その標準化では、日本の基準を改めて作るのではなく、既に海外で普

及している国際基準を参考にして日本の産業に適合するようなカスタマイズを施すことも重要である。 

BIM の活用にあたってのワークフローにおいては、企画から基本、実施、施工、維持管理までデータを

一気通貫で利用することは容易ではないが、そのための環境整備として属性情報の共通化が肝要である。

建設に関わる全ての企業が共通化されたルールの元に属性情報を運用していけば、建設プロセスの効率

化に大きく寄与すると考えられる。 

 

また、各回答者分類ごとに下記の知見を得た。 

 

(1)建築意匠設計 

 BIM 利用率は建築意匠設計での利用が高く、BIMオブジェクト整備も社内での共通ルールによる整備が

多く独自な物になっている可能性が高い。 

(2)構造設計 

 構造設計事務所単独でのアンケート回答は得られておらず、ゼネコンや設計事務所からの回答が多い。

意匠設計と同じく社内共通ルール整備が多い。 

(3)設備設計 

 50％が属性を整備しておらず、プロパティの共通化が急がれている。特に設備は FM（AIM）での活用が

期待されている為、共通化は急務と思われる。 

(4)建築施工 

 回答が得られた概ねの整備状況を確認できたように思われる。設計とは異なり BIM ソフトウェアに付

帯するオブジェクトの活用が目立っている。これは施工に特化したソフトウェアの活用が進んでいるた

め、設計中心のライブラリとは別に施工活用に合わせたオブジェクトが準備されていると思われる。施

工活用も視野にオブジェクトライブラリを整備する場合には設計とは違う視点で活用を把握してオブジ
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ェクトに反映させる必要がある。 

(5)設備施工 

サブコンを中心に回答が得られた。設備設計と同じように多くのオブジェクトが揃いつつある状況で

はあるが、属性の活用の整備について今後に期待される。設備設計と設備施工との間にオブジェクトの

LOD に差異はないものの、例えば躯体との取り合い検討に必要な属性や形状をオブジェクトに反映する部

材もあるといった施工での活用を反映した意見も寄せられた。このことからもメーカーオブジェクトの

整備と並行して、現場の状況によって形状変更や属性変更が求められるオブジェクトの活用の把握と整

備が必要であると感じた。 

 

業務 1-2：BIM オブジェクトライブラリデータ形状・属性情報に係る仕様案の確定 

 実用化段階の整備に必要な仕様案を確定するために、BLC-BIM オブジェクト標準（Version1.0）に定義

した属性項目、データ型を持つ BIM オブジェクトの対象範囲を拡大した。加えて、BIM ソフトウェアの仕

様に合わせてシステムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトごとにパラメータ付与方法について

整理をした。 

・BIM オブジェクトのデータサイズ 

・BIM オブジェクトのデータ形式 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報項目の構成 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報のデータ型 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報を補完する外部参照データ 

については、2018 年度においても仕様案として検討しており、本年度の整理とあわせて要件定義書とな

る。 

 

業務 1-3：部位・部品を代表するライブラリデータの作成 

 2018 年度業務で作成した BIM オブジェクトを拡充するための、部位・部品を代表する BIM オブジェク

トを作成した。BIM ソフトのパラメータ設定機能を利用して BLCJ パラメータをプロジェクトファイル内

に設定する仕組みについて検討し、Revit と ARCHICAD についてインポータ（アドオン）の開発を行った。

Revit のコンポーネントオブジェクト（コンポーネントファミリ）については株式会社日本設計が整備し

ているテンプレートの中から 50 個のファミリを選定して、BLCJ パラメータを予め設定したファミリのフ

ァイルを作成した。 

 BIM のオブジェクトに関して、2018 年度までの一義的な「オブジェクト」という理解から今年度は BIM

ソフトの特性を鑑みたオブジェクトの分類を行った。 

BIM のオブジェクトは、部品オブジェクトである「コンポーネントオブジェクト」と層状の構成要素を

持ち、面的に広がり、包絡処理がされる壁などの「システムオブジェクト」に大別でき、ソフト毎にその

特性が異なることも整理した。ソフトウエアの特性の整理、ネイティブデータ配信に対する検討も行い、

条件として整理した。 

ARCHICAD、Vectorworks に関するオブジェクトの配信についてはそれ単体を配信することは運用上また

は技術的に、Revit に関するジェネリックオブジェクトを配信することは運用上困難なため、それ以外の

配信方法を検討する必要があり、今年度の PRISM では BLCJ パラメータをプロジェクトファイル内に設定
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1-5  業務１のまとめ 

業務１-1：既存の BIM オブジェクトライブラリデータに係る調査 

 建築設計等の実務に供される既存の BIM オブジェクトの整備状況について、設計事務所、ゼネコン、ソ

フトベンダーに対し、「建築意匠設計」「建築構造設計」「設備設計」「建築施工」「設備施工」「建築

系メーカー」「設備件メーカー」「BIM ベンダー」という 8つの回答者分類にアンケート調査を依頼した。 

・対象とする BIM オブジェクトの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトの点数 

・BIM オブジェクトとしての提供の可否 

の各事項を含めてアンケート調査を行った。 

 

有効回答数 100 のデータを分析し、各社の利用状況、対応状況がある程度把握出来た。 

各社で共通した問題点を上げるとするならば、業界に共通したルールがないため、属性情報の項目が各

社によってバラバラであることが挙げられる。そのため、今後、統一化が出来るならば、あらゆる問題点

が解消されるという意見もあった。その標準化では、日本の基準を改めて作るのではなく、既に海外で普

及している国際基準を参考にして日本の産業に適合するようなカスタマイズを施すことも重要である。 

BIM の活用にあたってのワークフローにおいては、企画から基本、実施、施工、維持管理までデータを

一気通貫で利用することは容易ではないが、そのための環境整備として属性情報の共通化が肝要である。

建設に関わる全ての企業が共通化されたルールの元に属性情報を運用していけば、建設プロセスの効率

化に大きく寄与すると考えられる。 

 

また、各回答者分類ごとに下記の知見を得た。 

 

(1)建築意匠設計 

 BIM 利用率は建築意匠設計での利用が高く、BIMオブジェクト整備も社内での共通ルールによる整備が

多く独自な物になっている可能性が高い。 

(2)構造設計 

 構造設計事務所単独でのアンケート回答は得られておらず、ゼネコンや設計事務所からの回答が多い。

意匠設計と同じく社内共通ルール整備が多い。 

(3)設備設計 

 50％が属性を整備しておらず、プロパティの共通化が急がれている。特に設備は FM（AIM）での活用が

期待されている為、共通化は急務と思われる。 

(4)建築施工 

 回答が得られた概ねの整備状況を確認できたように思われる。設計とは異なり BIM ソフトウェアに付

帯するオブジェクトの活用が目立っている。これは施工に特化したソフトウェアの活用が進んでいるた

め、設計中心のライブラリとは別に施工活用に合わせたオブジェクトが準備されていると思われる。施

工活用も視野にオブジェクトライブラリを整備する場合には設計とは違う視点で活用を把握してオブジ

ー296ー

資料 5  業務 1-214 
 

Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 

ェクトに反映させる必要がある。 

(5)設備施工 

サブコンを中心に回答が得られた。設備設計と同じように多くのオブジェクトが揃いつつある状況で

はあるが、属性の活用の整備について今後に期待される。設備設計と設備施工との間にオブジェクトの

LOD に差異はないものの、例えば躯体との取り合い検討に必要な属性や形状をオブジェクトに反映する部

材もあるといった施工での活用を反映した意見も寄せられた。このことからもメーカーオブジェクトの

整備と並行して、現場の状況によって形状変更や属性変更が求められるオブジェクトの活用の把握と整

備が必要であると感じた。 

 

業務 1-2：BIM オブジェクトライブラリデータ形状・属性情報に係る仕様案の確定 

 実用化段階の整備に必要な仕様案を確定するために、BLC-BIM オブジェクト標準（Version1.0）に定義

した属性項目、データ型を持つ BIM オブジェクトの対象範囲を拡大した。加えて、BIM ソフトウェアの仕

様に合わせてシステムオブジェクトとコンポーネントオブジェクトごとにパラメータ付与方法について

整理をした。 

・BIM オブジェクトのデータサイズ 

・BIM オブジェクトのデータ形式 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報項目の構成 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報のデータ型 

・BIM オブジェクトに収蔵する属性情報を補完する外部参照データ 

については、2018 年度においても仕様案として検討しており、本年度の整理とあわせて要件定義書とな

る。 

 

業務 1-3：部位・部品を代表するライブラリデータの作成 

 2018 年度業務で作成した BIM オブジェクトを拡充するための、部位・部品を代表する BIM オブジェク

トを作成した。BIM ソフトのパラメータ設定機能を利用して BLCJ パラメータをプロジェクトファイル内

に設定する仕組みについて検討し、Revit と ARCHICAD についてインポータ（アドオン）の開発を行った。

Revit のコンポーネントオブジェクト（コンポーネントファミリ）については株式会社日本設計が整備し

ているテンプレートの中から 50 個のファミリを選定して、BLCJ パラメータを予め設定したファミリのフ

ァイルを作成した。 

 BIM のオブジェクトに関して、2018 年度までの一義的な「オブジェクト」という理解から今年度は BIM

ソフトの特性を鑑みたオブジェクトの分類を行った。 

BIM のオブジェクトは、部品オブジェクトである「コンポーネントオブジェクト」と層状の構成要素を

持ち、面的に広がり、包絡処理がされる壁などの「システムオブジェクト」に大別でき、ソフト毎にその

特性が異なることも整理した。ソフトウエアの特性の整理、ネイティブデータ配信に対する検討も行い、

条件として整理した。 

ARCHICAD、Vectorworks に関するオブジェクトの配信についてはそれ単体を配信することは運用上また

は技術的に、Revit に関するジェネリックオブジェクトを配信することは運用上困難なため、それ以外の

配信方法を検討する必要があり、今年度の PRISM では BLCJ パラメータをプロジェクトファイル内に設定
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するインポータ（アドオン）の検討も併せて行った。 

従来は、オブジェクトを多数集めるライブラリを想定していたが、特に建築において、インポータによ

って標準化を図る方法を併用することで、ライブラリに格納するオブジェクトを減らすことが今後の有

力な選択肢となった。 

 

 種類については、「窓」「ドア」「壁」「天井」「床」「キッチン」「洗面化粧台」「バスユニット」

「エレベーター」「エスカレーター・動く歩道」の 10 種類とし、Revit のコンポーネントファミリを想

定して検証するオブジェクトの種類を具体にリストアップした。 

・窓・ドア：国土交通省建築工事標準詳細図（平成 28年版）に記載のある、窓 8種、ドア 29 

 種 

・キッチン、洗面化粧台、バスユニット：使用頻度の高いものを、キッチン 5種、洗面化粧台 

4 種、バスユニット 2種 

・エレベーター、エスカレーター：使用頻度の高いものを各 1種ずつ上記について、Revit のファミリを

コンポーネントオブジェクトとして作成した。 

 

業務 1-4：試作対象となる部位・部品の個別具体のライブラリデータ作成環境の調査 

部位・部品を代表する BIM オブジェクトに対応する、個別具体の BIM オブジェクトについて、部位・

部品の製造者の対応状況について調査を行った。 

・対象とする BIM オブジェクトの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトの点数 

・BIM オブジェクトとしての提供の可否 

の各事項を含めてアンケート調査を行った。 

 

 調査の結果、どの職種においても、基本設計と実施設計でのオブジェクトの利用が多いこと、設備施工

では、機械設備において、メーカー系オブジェクトの利用度が高いことが把握できた。 

オブジェクトとして、１つの製品で、他の部材と関係なく、性能を明示できる設備系機械設備（冷凍機、

熱源機等）はメーカーオブジェクトとして、数が増えると思われる。仮に FM が BIMオブジェクトを利用

することで実施されるようになると、建築設備機器の BIM 情報の整備は必要となると思われ、その時は、

メーカー系オブジェクトのニーズが増すと推測される。 

 

また、回答者分類ごとに下記の知見を得た。 

 

(1)建築系メーカー 

今回は少ない回答であったため全ての建材の種類を把握するには至らないかったので、今後事例や意

見から概ね状況を確認していきたい。属性の内容については標準となる各社が共通として準備する項目

を、調整して整備することを求める意見が多く寄せられた。 
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今後の連携への協力については連携について今後検討するもしくはわからないとした回答がほとんどを

占め、BLCJ 内でより明確でわかりやすい方針の提示が必要であると感じた。 

(2)設備系メーカー 

メーカーから比較的多く回答が寄せられた。回答の中には整備していない企業や今後整備を検討して

いる企業などがあり今後の展開に期待される。属性については STEM の属性運用が進んでいるため STEM

に遵守に対応した例が見られ、一定の属性整備体制があることがうかがえる。 

日本独自のフォーマットも割合として多く、今後の海外展開の際に配慮する必要性についても意見が寄

せられていた。 

今後の連携については各社ともオブジェクト配信の全容や業界に与える影響が見えない中で取組を見

守っている状況とも思える回答もあり、今後の連携協力に期待したい。 
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するインポータ（アドオン）の検討も併せて行った。 

従来は、オブジェクトを多数集めるライブラリを想定していたが、特に建築において、インポータによ

って標準化を図る方法を併用することで、ライブラリに格納するオブジェクトを減らすことが今後の有

力な選択肢となった。 

 

 種類については、「窓」「ドア」「壁」「天井」「床」「キッチン」「洗面化粧台」「バスユニット」

「エレベーター」「エスカレーター・動く歩道」の 10 種類とし、Revit のコンポーネントファミリを想

定して検証するオブジェクトの種類を具体にリストアップした。 

・窓・ドア：国土交通省建築工事標準詳細図（平成 28年版）に記載のある、窓 8種、ドア 29 

 種 

・キッチン、洗面化粧台、バスユニット：使用頻度の高いものを、キッチン 5種、洗面化粧台 

4 種、バスユニット 2種 

・エレベーター、エスカレーター：使用頻度の高いものを各 1種ずつ上記について、Revit のファミリを

コンポーネントオブジェクトとして作成した。 

 

業務 1-4：試作対象となる部位・部品の個別具体のライブラリデータ作成環境の調査 

部位・部品を代表する BIM オブジェクトに対応する、個別具体の BIM オブジェクトについて、部位・

部品の製造者の対応状況について調査を行った。 

・対象とする BIM オブジェクトの種別 

・形状情報、属性情報の構成 

・実務における表現形状の詳細度（LOD）、属性情報の詳細度（LOI）の管理方法 

・保有する BIM オブジェクトの点数 

・BIM オブジェクトとしての提供の可否 

の各事項を含めてアンケート調査を行った。 

 

 調査の結果、どの職種においても、基本設計と実施設計でのオブジェクトの利用が多いこと、設備施工

では、機械設備において、メーカー系オブジェクトの利用度が高いことが把握できた。 

オブジェクトとして、１つの製品で、他の部材と関係なく、性能を明示できる設備系機械設備（冷凍機、

熱源機等）はメーカーオブジェクトとして、数が増えると思われる。仮に FM が BIMオブジェクトを利用

することで実施されるようになると、建築設備機器の BIM 情報の整備は必要となると思われ、その時は、

メーカー系オブジェクトのニーズが増すと推測される。 

 

また、回答者分類ごとに下記の知見を得た。 

 

(1)建築系メーカー 

今回は少ない回答であったため全ての建材の種類を把握するには至らないかったので、今後事例や意

見から概ね状況を確認していきたい。属性の内容については標準となる各社が共通として準備する項目

を、調整して整備することを求める意見が多く寄せられた。 
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今後の連携への協力については連携について今後検討するもしくはわからないとした回答がほとんどを

占め、BLCJ 内でより明確でわかりやすい方針の提示が必要であると感じた。 

(2)設備系メーカー 

メーカーから比較的多く回答が寄せられた。回答の中には整備していない企業や今後整備を検討して

いる企業などがあり今後の展開に期待される。属性については STEM の属性運用が進んでいるため STEM

に遵守に対応した例が見られ、一定の属性整備体制があることがうかがえる。 

日本独自のフォーマットも割合として多く、今後の海外展開の際に配慮する必要性についても意見が寄

せられていた。 

今後の連携については各社ともオブジェクト配信の全容や業界に与える影響が見えない中で取組を見

守っている状況とも思える回答もあり、今後の連携協力に期待したい。 
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2-1 データ配信環境に必要となる情報システムの要件、技術的仕様案の確定 

 

ここでの要求内容は以下のとおりである。 

 

 

過年度業務で試作した BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の運用上の課題を

踏まえ、実用化段階における整備に必要な技術的仕様案を確定する。 

技術的仕様案の確定は、BIM オブジェクトライブラリの公共性を考慮し、個社の取り組み

に基づく既存の BIM オブジェクトライブラリでは、当該ライブラリの利用者及び情報提供

者の効率性、利便性が損なわれるという観点で、BIM オブジェクトライブラリデータの配信

環境に具備すべき技術の仕様を整理するものとする。 

整理した項目については、BIM オブジェクトライブラリの運用システムの機能要件書の

形式で取りまとめる。 

 

 

2-1-1 前年度調査結果の整理 

 

前年度業務を整理すると以下のとおりである。 

 

2-1-1 必要となる情報システムの要件、技術仕様 

(1)必要となる要件、技術仕様の設定の手順 

必要となる要件、技術仕様に関しては、BIM ライブラリーコンソーシアムのこれまでの

活動で、  検討を進めてきた。 

(2)現行 Stem の要件、技術仕様 

試行サイトのベースである現行 Stem の要件等を一覧にした。 

(3)BIM ライブラリーコンソーシアムにおける意見集約 

BIM ライブラリーコンソーシアムの検討における具体的な意見をまとめた。 

(4)海外等の BIM オブジェクトライブラリサイトの事例 

BIM オブジェクトの標準化及び BIM オブジェクトライブラリに関する取組を BOL の類似

ライブラ 

リとして、整理した。 

(5)要件、技術仕様の設定の考え方 

本業務で要求される機能要件書は、「機能一覧表」に考察等の技術的仕様の検討を加え

たものと 了解されているため、主にその部分を整理するが、次の段階の工程のため

に、その他の部分に関しても概要を示すこととした。 

 

2-1-2 情報システムの要件、技術仕様の整理 
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(1)機能の概要 

BIM オブジェクトライブラリの社会的役割を、異なる関係者を「つなげる」ことと「情

報の集 

約・蓄積」とし、BIM オブジェクトの提供・利用の関係者とライブラリ（図書館）の機

能を６つに 

整理した。 

「(2)メーカー登録」によって BIM オブジェクト（書籍）が BOL に提供され、利用者の

「(3)ユーザ  

ー登録」によって、BIM オブジェクトの受け取り手（書籍の借り手）が定まる。 

ユーザーの「(4)アクセスログ（貸し出し記録）」の起点になるのが、BOL の「(5)BIM オ

ブジェクト検索（読みたい書籍を見つける手助け）」である。BOL の「(6)メンテナンス

（適切な保管）」は、「(4)アクセスログ」を糧に、「(5)BIM オブジェクト検索」と連携し

つつ、BIM オブジェクトが「共通の言語」として「情報の集約・蓄積」に資するよう保

管する。 

これらのサービスは、「(7) 実用的なシステム」で提供され、後記業務 2-2 の「データ

連係環境」のもとで機能する。 

(2)メーカー登録 [ライブラリ使用者のアクセス権、アクセス記録の管理の方法その

1]  

メーカーのアクセス権とその管理の方法を整理した。メーカーの連絡先情報の扱い、変

更の場合 

の BIM オブジェクト収蔵情報の変更方法等を示した。 

(3)ユーザー登録 [ライブラリ使用者のアクセス権、アクセス記録の管理の方法その

2]  
ユーザーのアクセス権とその管理の方法を整理した。BIM オブジェクトが「共通の言

葉」として役割を果たすとは、BOL を介して間接的にユーザーとメーカーがつながりを

もっている状態である。関係者の利害バランス等サービス全体の観点から、ユーザーの

登録情報項目と、メーカーへの開示範囲案を示した。 

(4)アクセスログ [ライブラリ使用者のアクセス権、アクセス記録の管理の方法その

3]  
アクセス記録（ログ）のユーザーとメーカーへのメリットとその管理の方法を整理し

た。 

(5)BIM オブジェクト検索 

部材・製品等の分類による検索と、属性情報による検索、さらに、形状による検索と、

ジェネリ 

ックオブジェクトからメーカーオブジェクトを検索する方法について整理した。ジェネ

リックは 

「部位・部品を代表する」と定義されているが、現実には、既成のカテゴリーでは定義

しきれず属 
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2-1 データ配信環境に必要となる情報システムの要件、技術的仕様案の確定 

 

ここでの要求内容は以下のとおりである。 

 

 

過年度業務で試作した BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の運用上の課題を

踏まえ、実用化段階における整備に必要な技術的仕様案を確定する。 

技術的仕様案の確定は、BIM オブジェクトライブラリの公共性を考慮し、個社の取り組み

に基づく既存の BIM オブジェクトライブラリでは、当該ライブラリの利用者及び情報提供

者の効率性、利便性が損なわれるという観点で、BIM オブジェクトライブラリデータの配信

環境に具備すべき技術の仕様を整理するものとする。 

整理した項目については、BIM オブジェクトライブラリの運用システムの機能要件書の

形式で取りまとめる。 

 

 

2-1-1 前年度調査結果の整理 

 

前年度業務を整理すると以下のとおりである。 

 

2-1-1 必要となる情報システムの要件、技術仕様 

(1)必要となる要件、技術仕様の設定の手順 

必要となる要件、技術仕様に関しては、BIM ライブラリーコンソーシアムのこれまでの

活動で、  検討を進めてきた。 

(2)現行 Stem の要件、技術仕様 

試行サイトのベースである現行 Stem の要件等を一覧にした。 

(3)BIM ライブラリーコンソーシアムにおける意見集約 

BIM ライブラリーコンソーシアムの検討における具体的な意見をまとめた。 

(4)海外等の BIM オブジェクトライブラリサイトの事例 

BIM オブジェクトの標準化及び BIM オブジェクトライブラリに関する取組を BOL の類似

ライブラ 

リとして、整理した。 

(5)要件、技術仕様の設定の考え方 

本業務で要求される機能要件書は、「機能一覧表」に考察等の技術的仕様の検討を加え

たものと 了解されているため、主にその部分を整理するが、次の段階の工程のため

に、その他の部分に関しても概要を示すこととした。 

 

2-1-2 情報システムの要件、技術仕様の整理 
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(1)機能の概要 

BIM オブジェクトライブラリの社会的役割を、異なる関係者を「つなげる」ことと「情

報の集 

約・蓄積」とし、BIM オブジェクトの提供・利用の関係者とライブラリ（図書館）の機

能を６つに 

整理した。 

「(2)メーカー登録」によって BIM オブジェクト（書籍）が BOL に提供され、利用者の

「(3)ユーザ  

ー登録」によって、BIM オブジェクトの受け取り手（書籍の借り手）が定まる。 

ユーザーの「(4)アクセスログ（貸し出し記録）」の起点になるのが、BOL の「(5)BIM オ

ブジェクト検索（読みたい書籍を見つける手助け）」である。BOL の「(6)メンテナンス

（適切な保管）」は、「(4)アクセスログ」を糧に、「(5)BIM オブジェクト検索」と連携し

つつ、BIM オブジェクトが「共通の言語」として「情報の集約・蓄積」に資するよう保

管する。 

これらのサービスは、「(7) 実用的なシステム」で提供され、後記業務 2-2 の「データ

連係環境」のもとで機能する。 

(2)メーカー登録 [ライブラリ使用者のアクセス権、アクセス記録の管理の方法その

1]  

メーカーのアクセス権とその管理の方法を整理した。メーカーの連絡先情報の扱い、変

更の場合 

の BIM オブジェクト収蔵情報の変更方法等を示した。 

(3)ユーザー登録 [ライブラリ使用者のアクセス権、アクセス記録の管理の方法その

2]  
ユーザーのアクセス権とその管理の方法を整理した。BIM オブジェクトが「共通の言

葉」として役割を果たすとは、BOL を介して間接的にユーザーとメーカーがつながりを

もっている状態である。関係者の利害バランス等サービス全体の観点から、ユーザーの

登録情報項目と、メーカーへの開示範囲案を示した。 

(4)アクセスログ [ライブラリ使用者のアクセス権、アクセス記録の管理の方法その

3]  
アクセス記録（ログ）のユーザーとメーカーへのメリットとその管理の方法を整理し

た。 

(5)BIM オブジェクト検索 

部材・製品等の分類による検索と、属性情報による検索、さらに、形状による検索と、

ジェネリ 

ックオブジェクトからメーカーオブジェクトを検索する方法について整理した。ジェネ

リックは 

「部位・部品を代表する」と定義されているが、現実には、既成のカテゴリーでは定義

しきれず属 
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性で補う状態がある。そこで、BIM オブジェクトと属性データをセットで提供する「オ

ブジェク   トプラス」の考え方につながる。 

(6)メンテナンス 

[ダウンロードされたオブジェクトファイルの著作権情報の表示・管理の方法] 

[その他必要な事項] 

BIM オブジェクトがユーザーの役に立つよう、安全に長期保管することに資する、モニ

タリング、知的財産権の表示、セキュリティ、アーカイブの今後の展開について整理し

た。オブジェクトプラスの属性シートは、それ単独でも用いることができるため、「共

通の言語」としてのライブラリの裾野をも大きく広げる。 

建築モデルと BIM オブジェクトとの紐付けが実現すれば、建築確認や中間検査、完了検

査、現場 

での製品に係る物流、積算との関係においてもライブラリがサービスを提供する余地が

ある。社会 

的な情報の集約・蓄積サービスへの連携である。 

(7)実用的なシステム 

[実設計での使用を考慮した BIM オブジェクトファイルのダウンロード時間等の設定] 

[サービスサイトの情報処理能力] 

[利用者側の利用推奨環境] 

サービスを支えるシステムには、ユーザーの業務に応じた実用的なダウンロード時間や

レスポンスタイムが求められるが、データがブラウザに表示されるまでのプロセスをみ

ると、ユーザーのパソコン、回線に影響される要素が大きいので、ユーザー側の推奨ス

ペックを検討した。 

 

2-1-3 システム機能要件書の整理 

必要となる要件、技術仕様を機能要件書として取りまとめた。 
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大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

2-1 オブジェクト作成支援
オブジェクトの属性情報を効率的に入力するための支
援ツール

2-2 オブジェクト確認
オブジェクトの属性情報がデータ型、桁数が要件どお
りに入力されたを効率的に確認するためのツール

2-3 属性情報インポート機能 属性情報をBIMオブジェクトにインポートするツール

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-3 形状による検索
指定された空間に収まる建築製品、設備機器を検索す
る機能

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能

2
オブジェクト作成支
援機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能
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性で補う状態がある。そこで、BIM オブジェクトと属性データをセットで提供する「オ

ブジェク   トプラス」の考え方につながる。 

(6)メンテナンス 

[ダウンロードされたオブジェクトファイルの著作権情報の表示・管理の方法] 

[その他必要な事項] 

BIM オブジェクトがユーザーの役に立つよう、安全に長期保管することに資する、モニ

タリング、知的財産権の表示、セキュリティ、アーカイブの今後の展開について整理し

た。オブジェクトプラスの属性シートは、それ単独でも用いることができるため、「共

通の言語」としてのライブラリの裾野をも大きく広げる。 

建築モデルと BIM オブジェクトとの紐付けが実現すれば、建築確認や中間検査、完了検

査、現場 

での製品に係る物流、積算との関係においてもライブラリがサービスを提供する余地が

ある。社会 

的な情報の集約・蓄積サービスへの連携である。 

(7)実用的なシステム 

[実設計での使用を考慮した BIM オブジェクトファイルのダウンロード時間等の設定] 

[サービスサイトの情報処理能力] 

[利用者側の利用推奨環境] 

サービスを支えるシステムには、ユーザーの業務に応じた実用的なダウンロード時間や

レスポンスタイムが求められるが、データがブラウザに表示されるまでのプロセスをみ

ると、ユーザーのパソコン、回線に影響される要素が大きいので、ユーザー側の推奨ス

ペックを検討した。 

 

2-1-3 システム機能要件書の整理 

必要となる要件、技術仕様を機能要件書として取りまとめた。 
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大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

2-1 オブジェクト作成支援
オブジェクトの属性情報を効率的に入力するための支
援ツール

2-2 オブジェクト確認
オブジェクトの属性情報がデータ型、桁数が要件どお
りに入力されたを効率的に確認するためのツール

2-3 属性情報インポート機能 属性情報をBIMオブジェクトにインポートするツール

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-3 形状による検索
指定された空間に収まる建築製品、設備機器を検索す
る機能

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能

2
オブジェクト作成支
援機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能
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2-1-2 実用化に向けた考慮事項 

 

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

13
ネイティブファイル
機能の保持機能

13-1
STEMデータ形式以外のオブ
ジェクトのブファイル機能
の保持機能

開口部自動作図機能、パラメトリック機能等を保持す
る

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

16-1 著作権表示 著作権の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

20 ダウンロード時間 20-1 ダウンロード時間 ダウンロード時間の設定

21
サービスサイトの情
報処理

21-1 サービスサイトの情報処理 サービスサイトの情報処理速度の設定

22
利用者の利用推奨環
境

22-1 利用者の利用推奨環境 ブラウザのバージョンで定義

23
有料サービス管理機
能

23-1 有料サービス管理機能 無料会員が、設定された有料範囲に入らないよう管理

24 拡張性 24-1 将来の拡張性
データ量の増加、利用者の増加、BIMの利用方法の変
化

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

14
他のデータベース等
と連携する機能

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能

16 知的所有権の保護

12
ユーザー評価、書込
み機能
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2018 年度業務では機能は最大幅の内容を検討した。今年度では実用化に向けてその内容を

絞り込む作業を以下に示す。 

 考慮のポイントとしては 

①BIM ライブラリに要求する機能であるか 

②段階的開発を前提とした場合、第一段階で必要か、それ以降か 

③ＢＩＭライブラリの機能か、その他要件か 

  

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明 採否

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

〇

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

〇

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

〇

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する 〇

2-1 オブジェクト作成支援
オブジェクトの属性情報を効率的に入力するための支
援ツール

× 別途整備

2-2 オブジェクト確認
オブジェクトの属性情報がデータ型、桁数が要件どお
りに入力されたを効率的に確認するためのツール

× 別途整備

2-3 属性情報インポート機能 属性情報をBIMオブジェクトにインポートするツール × 別途整備

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

〇

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

〇

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

〇

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

〇

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

〇

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

〇

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

〇

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

〇

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

〇

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

〇

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する 〇

7-3 形状による検索
指定された空間に収まる建築製品、設備機器を検索す
る機能

× 定義困難

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

〇

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

〇

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

〇

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

〇

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能

2
オブジェクト作成支
援機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能
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2-1-2 実用化に向けた考慮事項 

 

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

13
ネイティブファイル
機能の保持機能

13-1
STEMデータ形式以外のオブ
ジェクトのブファイル機能
の保持機能

開口部自動作図機能、パラメトリック機能等を保持す
る

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

16-1 著作権表示 著作権の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

20 ダウンロード時間 20-1 ダウンロード時間 ダウンロード時間の設定

21
サービスサイトの情
報処理

21-1 サービスサイトの情報処理 サービスサイトの情報処理速度の設定

22
利用者の利用推奨環
境

22-1 利用者の利用推奨環境 ブラウザのバージョンで定義

23
有料サービス管理機
能

23-1 有料サービス管理機能 無料会員が、設定された有料範囲に入らないよう管理

24 拡張性 24-1 将来の拡張性
データ量の増加、利用者の増加、BIMの利用方法の変
化

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

14
他のデータベース等
と連携する機能

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能

16 知的所有権の保護

12
ユーザー評価、書込
み機能
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2018 年度業務では機能は最大幅の内容を検討した。今年度では実用化に向けてその内容を

絞り込む作業を以下に示す。 

 考慮のポイントとしては 

①BIM ライブラリに要求する機能であるか 

②段階的開発を前提とした場合、第一段階で必要か、それ以降か 

③ＢＩＭライブラリの機能か、その他要件か 

  

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明 採否

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

〇

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

〇

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

〇

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する 〇

2-1 オブジェクト作成支援
オブジェクトの属性情報を効率的に入力するための支
援ツール

× 別途整備

2-2 オブジェクト確認
オブジェクトの属性情報がデータ型、桁数が要件どお
りに入力されたを効率的に確認するためのツール

× 別途整備

2-3 属性情報インポート機能 属性情報をBIMオブジェクトにインポートするツール × 別途整備

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

〇

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

〇

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

〇

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

〇

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

〇

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

〇

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

〇

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

〇

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

〇

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

〇

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する 〇

7-3 形状による検索
指定された空間に収まる建築製品、設備機器を検索す
る機能

× 定義困難

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

〇

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

〇

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

〇

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

〇

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能

2
オブジェクト作成支
援機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能
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11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

〇

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

〇

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

〇

13
ネイティブファイル
機能の保持機能

13-1
STEMデータ形式以外のオブ
ジェクトのブファイル機能
の保持機能

開口部自動作図機能、パラメトリック機能等を保持す
る

×
ＢＩＭソ
フト側

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

△ 第2段階

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

△ 第2段階

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積 △ 第2段階

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P) △ 第2段階

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

〇

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

△ 第3段階

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

△ 第3段階

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性 △ 第3段階
16-1 著作権表示 著作権の表示、BLCJ商標登録の表示 〇
16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと 〇

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新 〇

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題 〇

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

〇

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

〇

20 ダウンロード時間 20-1 ダウンロード時間 ダウンロード時間の設定 ×
機能でな
く要件

21
サービスサイトの情
報処理

21-1 サービスサイトの情報処理 サービスサイトの情報処理速度の設定 ×
機能でな
く要件

22
利用者の利用推奨環
境

22-1 利用者の利用推奨環境 ブラウザのバージョンで定義 ×
機能でな
く要件

23
有料サービス管理機
能

23-1 有料サービス管理機能 無料会員が、設定された有料範囲に入らないよう管理 ×
機能でな
く要件

24 拡張性 24-1 将来の拡張性
データ量の増加、利用者の増加、BIMの利用方法の変
化

×
機能でな
く要件

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

14
他のデータベース等
と連携する機能

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能

16 知的所有権の保護

12
ユーザー評価、書込
み機能

ー312ー

資料 5 業務 2-８ 
Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

以上から第１段階に整備する機能は、 

 

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

16-1 著作権表示 著作権の表示、BLCJ商標登録の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

16 知的所有権の保護

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

12
ユーザー評価、書込
み機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能

ー313ー



資料 5 業務 2-７ 
Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

  

11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

〇

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

〇

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

〇

13
ネイティブファイル
機能の保持機能

13-1
STEMデータ形式以外のオブ
ジェクトのブファイル機能
の保持機能

開口部自動作図機能、パラメトリック機能等を保持す
る

×
ＢＩＭソ
フト側

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

△ 第2段階

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

△ 第2段階

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積 △ 第2段階

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P) △ 第2段階

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

〇

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

△ 第3段階

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

△ 第3段階

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性 △ 第3段階
16-1 著作権表示 著作権の表示、BLCJ商標登録の表示 〇
16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと 〇

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新 〇

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題 〇

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

〇

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

〇

20 ダウンロード時間 20-1 ダウンロード時間 ダウンロード時間の設定 ×
機能でな
く要件

21
サービスサイトの情
報処理

21-1 サービスサイトの情報処理 サービスサイトの情報処理速度の設定 ×
機能でな
く要件

22
利用者の利用推奨環
境

22-1 利用者の利用推奨環境 ブラウザのバージョンで定義 ×
機能でな
く要件

23
有料サービス管理機
能

23-1 有料サービス管理機能 無料会員が、設定された有料範囲に入らないよう管理 ×
機能でな
く要件

24 拡張性 24-1 将来の拡張性
データ量の増加、利用者の増加、BIMの利用方法の変
化

×
機能でな
く要件

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

14
他のデータベース等
と連携する機能

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能

16 知的所有権の保護

12
ユーザー評価、書込
み機能
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以上から第１段階に整備する機能は、 

 

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

16-1 著作権表示 著作権の表示、BLCJ商標登録の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

16 知的所有権の保護

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

12
ユーザー評価、書込
み機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能
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第２段階に整備する機能は、 

 

 

第３段階に整備する機能は、 

  

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14
他のデータベース等
と連携する機能

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能
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2-1-3 機能要件書 

(1) 機能要件に関する前年度業務の整理 

 

機能要件に関する、前年度業務を整理すると以下のとおりとなる。 

 

業務 2-2 データ連携環境の検討・整理 

  BIM オブジェクトデータをメーカーから提供を受けるためのデータ連携環境の構成

について検討・整理を行う。ここでは、実製品に対応する BIM オブジェクトデータ

が、当該製品のライフサイクルに対応し、ライブラリ上に登録、変更、抹消するための

運用ルールと情報技術上の仕様や、他のサービスへの連携に必要な環境の機能について

検討し、データ連携のケースごとに、データ連携の目的と方法を取りまとめる。 

 

2-2-1 実製品のライフサイクルの視点からのライブラリデータ 

  BIM オブジェクトデータを用いて実製品を工事等で利用していくことが前提である

ため、データと実製品の対応が、当該製品のライフサイクルにわたって求められる。

「登録」にあたって、メーカー内で実製品と整合できるよう配慮する。重要な「変

更」のケースは、メーカーの実製品改良や緊急連絡、又は外部の環境変化による場合

を想定し、「削除」のケースではアーカイブに留意する。 

 

(1)ケース 1 メーカーオブジェクトの登録 

登録時の整合についてメーカーの誓約を求めるとともに、オブジェクト作成支援ソフト

のチェックを受けたことを登録時に求める。 

 

(2)ケース 2 メーカーオブジェクトの変更 

実製品改良時のオブジェクトとの整合についてメーカーの誓約を求めるとともに、ユー

ザーからの正確性への指摘に注意を払う。 

 

(3)ケース 3 メーカーオブジェクトの変更（緊急連絡） 

実製品の不具合の場合の緊急連絡についてメーカーの誓約を求めユーザーにメール等で

知らせる。 

(4)ケース 4 環境変化によるメーカーオブジェクトの変更 

メーカーの実製品の変更以外に、外部の環境変化によってメーカーオブジェクトの変更

が必要になるケースがある。ライブラリが外部機関と連携し、バージョンアップ等の予

定を入手できるよう協力関係を築くとともに、外部機関のサイトとの情報連携も可能で

ある。 

 

(5)ケース 5 メーカーオブジェクトの抹消 
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第２段階に整備する機能は、 

 

 

第３段階に整備する機能は、 

  

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14
他のデータベース等
と連携する機能

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能
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2-1-3 機能要件書 

(1) 機能要件に関する前年度業務の整理 

 

機能要件に関する、前年度業務を整理すると以下のとおりとなる。 

 

業務 2-2 データ連携環境の検討・整理 

  BIM オブジェクトデータをメーカーから提供を受けるためのデータ連携環境の構成

について検討・整理を行う。ここでは、実製品に対応する BIM オブジェクトデータ

が、当該製品のライフサイクルに対応し、ライブラリ上に登録、変更、抹消するための

運用ルールと情報技術上の仕様や、他のサービスへの連携に必要な環境の機能について

検討し、データ連携のケースごとに、データ連携の目的と方法を取りまとめる。 

 

2-2-1 実製品のライフサイクルの視点からのライブラリデータ 

  BIM オブジェクトデータを用いて実製品を工事等で利用していくことが前提である

ため、データと実製品の対応が、当該製品のライフサイクルにわたって求められる。

「登録」にあたって、メーカー内で実製品と整合できるよう配慮する。重要な「変

更」のケースは、メーカーの実製品改良や緊急連絡、又は外部の環境変化による場合

を想定し、「削除」のケースではアーカイブに留意する。 

 

(1)ケース 1 メーカーオブジェクトの登録 

登録時の整合についてメーカーの誓約を求めるとともに、オブジェクト作成支援ソフト

のチェックを受けたことを登録時に求める。 

 

(2)ケース 2 メーカーオブジェクトの変更 

実製品改良時のオブジェクトとの整合についてメーカーの誓約を求めるとともに、ユー

ザーからの正確性への指摘に注意を払う。 

 

(3)ケース 3 メーカーオブジェクトの変更（緊急連絡） 

実製品の不具合の場合の緊急連絡についてメーカーの誓約を求めユーザーにメール等で

知らせる。 

(4)ケース 4 環境変化によるメーカーオブジェクトの変更 

メーカーの実製品の変更以外に、外部の環境変化によってメーカーオブジェクトの変更

が必要になるケースがある。ライブラリが外部機関と連携し、バージョンアップ等の予

定を入手できるよう協力関係を築くとともに、外部機関のサイトとの情報連携も可能で

ある。 

 

(5)ケース 5 メーカーオブジェクトの抹消 
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実製品の製造、販売、メンテナンス等の終了に関するメーカーの誓約を求め、ライブラ

リは「抹消」の情報は表示しつつ、販売終了後速やかにダウンロードはできなくする。 

 

2-2-2 ジェネリックオブジェクトに対応するメーカーオブジェクトの考察 

ジェネリックオブジェクトという「カテゴリー」と実製品の関係においても、ライブラ

リ上に登録、変更、抹消するための運用ルールと情報技術上の仕様や、他のサービスへ

の連携に必要な環境の機能について検討し、データ連携のケースごとに、その目的と方

法を取りまとめた。 

カテゴリーが大くくりすぎる場合は、属性検索を併用して、対象となるメーカーオブジ

ェクトを減らし、その属性をオブジェクトプラスで提供するのがライブラリの特徴でも

あるが、これが頻繁にあるときは、カテゴリーを細分化したほうが便利になる。カテゴ

リーと実製品の数の関係は、発注者の仕様書の改訂に顕れるので、その動向との連携が

肝要である。 

 

(6)ケース 6 ジェネリックオブジェクトの登録 

メーカーオブジェクトをジェネリックオブジェクトに加工する際に、加工を担当するメ

ーカーに対して中立性を求める。 

 

(7)ケース 7 ジェネリックオブジェクトの変更 

ユーザーからの意見（コメント）や実製品の改廃によって、ジェネリックオブジェクトが

適切であるかをライブラリがモニタリング（運用監査）し、対応する。 

 

(8)ケース 8 ジェネリックオブジェクトの抹消 

ジェネリックオブジェクトの履歴の記録を規定し、アーカイブを行う。 
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実製品の製造、販売、メンテナンス等の終了に関するメーカーの誓約を求め、ライブラ

リは「抹消」の情報は表示しつつ、販売終了後速やかにダウンロードはできなくする。 

 

2-2-2 ジェネリックオブジェクトに対応するメーカーオブジェクトの考察 

ジェネリックオブジェクトという「カテゴリー」と実製品の関係においても、ライブラ

リ上に登録、変更、抹消するための運用ルールと情報技術上の仕様や、他のサービスへ

の連携に必要な環境の機能について検討し、データ連携のケースごとに、その目的と方

法を取りまとめた。 

カテゴリーが大くくりすぎる場合は、属性検索を併用して、対象となるメーカーオブジ

ェクトを減らし、その属性をオブジェクトプラスで提供するのがライブラリの特徴でも

あるが、これが頻繁にあるときは、カテゴリーを細分化したほうが便利になる。カテゴ

リーと実製品の数の関係は、発注者の仕様書の改訂に顕れるので、その動向との連携が

肝要である。 

 

(6)ケース 6 ジェネリックオブジェクトの登録 

メーカーオブジェクトをジェネリックオブジェクトに加工する際に、加工を担当するメ

ーカーに対して中立性を求める。 

 

(7)ケース 7 ジェネリックオブジェクトの変更 

ユーザーからの意見（コメント）や実製品の改廃によって、ジェネリックオブジェクトが

適切であるかをライブラリがモニタリング（運用監査）し、対応する。 

 

(8)ケース 8 ジェネリックオブジェクトの抹消 

ジェネリックオブジェクトの履歴の記録を規定し、アーカイブを行う。 
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2-2効率的な BIM オブジェクトライブラリデータ配信環境の検討 

 

 

部位・部品の個別具体の BIM オブジェクトライブラリデータについて、当該データの配信、

情報の維持管理を効率的行う事の出来る、BIM オブジェクトライブラリデータ配信環境ついて

検討・整理を行う。 

ここでは、部位・部品が提供する個別具体の BIM オブジェクトライブラリデータについて、

BIM オブジェクトライブラリの配信環境に収蔵することなく、データ連携により配信する方法

について、その可否、技術的課題等について検討した上で、技術的な要件項目を整理する。 

 

 

2-2-1企業の個別・具体の BIMオブジェクトライブラリデータの状況 

(1) 意匠設計、構造設計、設備設計の調査結果 

企業の BIMオブジェクトの保有、開発状況を意匠設計、構造設計、設備設計で比較結果を以下に示す。 

建築は意匠設計、構造設計ともに自社での整備利が高く、外販のライブラリを改良して自社使用してい

るものが多く、外部への公開率が低いことから、社内向けが主という現状が見える。 

 
図 2-2-1-1 

 

図 2-2-1-2 
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図 2-2-1-3 

一方建築メーカー、設備メーカーでは、社内で作成しているが、外部にも公表しており、メーカーでは

6 割程度と言える。 

今回は量的な情報があるが、その分析は行えていないが、様々なオブジェクトを各社多数保有している

状況の中で、 

・必要なオブジェクトの充足度 

・属性情報も含めた充足度 

・相互にいわば囲い込み状態と言えるが、それを交換利用できるだけでも大きなメリットと無駄な投

資の削減になる 

。また作図だけでなく、各種のシミュレーションに必要な形状・属性情報があるかも分析すべき観点と

考えている。 

 

 
図 2-2-1-4 
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2-2効率的な BIM オブジェクトライブラリデータ配信環境の検討 
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について、その可否、技術的課題等について検討した上で、技術的な要件項目を整理する。 

 

 

2-2-1企業の個別・具体の BIMオブジェクトライブラリデータの状況 

(1) 意匠設計、構造設計、設備設計の調査結果 

企業の BIMオブジェクトの保有、開発状況を意匠設計、構造設計、設備設計で比較結果を以下に示す。 

建築は意匠設計、構造設計ともに自社での整備利が高く、外販のライブラリを改良して自社使用してい

るものが多く、外部への公開率が低いことから、社内向けが主という現状が見える。 
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図 2-2-1-3 

一方建築メーカー、設備メーカーでは、社内で作成しているが、外部にも公表しており、メーカーでは

6 割程度と言える。 

今回は量的な情報があるが、その分析は行えていないが、様々なオブジェクトを各社多数保有している

状況の中で、 

・必要なオブジェクトの充足度 

・属性情報も含めた充足度 

・相互にいわば囲い込み状態と言えるが、それを交換利用できるだけでも大きなメリットと無駄な投

資の削減になる 

。また作図だけでなく、各種のシミュレーションに必要な形状・属性情報があるかも分析すべき観点と

考えている。 

 

 
図 2-2-1-4 
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図 2-2-1-5 
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(2)メーカー等のアンケート調査結果 

今回調査の設問 7ではオブジェクトの提供、APIの活用などについても設問している。以下に設問と

結果を示す。また自由意見を設問している。それらの整理した結果を表 2-2-2-1、2-2-2-2に示す。 

 

 

 

 

設問７

① □

② □

③ □

④ □

⑤ □

⑥ □

⑦ □

わからない

その他（具体的に記載）

条件により提供または連携できる(条件に関して⑦に具体的にご提示ください)

提供は困難だが連携は可能

提供は可能だが連携は困難

BLCJに対する属性情報のインポート・エクスポート機能を自社で整備する
（BIMベンダー限定）

検討する

設問２のオブジェクトに関して、BLCJが整備を進めているB IMライブラリサイトにB IMオブジェクトをご提供
頂き掲載させていただけますか。
（将来はWebAPI方式等によるサイト連携技術も検討を進める予定)
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(2)メーカー等のアンケート調査結果 

今回調査の設問 7ではオブジェクトの提供、APIの活用などについても設問している。以下に設問と

結果を示す。また自由意見を設問している。それらの整理した結果を表 2-2-2-1、2-2-2-2に示す。 

 

 

 

 

設問７

① □

② □

③ □

④ □

⑤ □

⑥ □

⑦ □

わからない

その他（具体的に記載）

条件により提供または連携できる(条件に関して⑦に具体的にご提示ください)

提供は困難だが連携は可能

提供は可能だが連携は困難

BLCJに対する属性情報のインポート・エクスポート機能を自社で整備する
（BIMベンダー限定）

検討する

設問２のオブジェクトに関して、BLCJが整備を進めているB IMライブラリサイトにB IMオブジェクトをご提供
頂き掲載させていただけますか。
（将来はWebAPI方式等によるサイト連携技術も検討を進める予定)
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a.意匠

設計 

1.設計ステージによりオブジェクト活用も変わるので、LOD分類整理と共通パラメータ(共用

ではない)が整備できればオブジェクトの共有もできると思う。 

2.設計事務所としてジェネリックオブジェクトの必要性は大変重要と考える。また、現

在、・オブジェクトは設計・施工・維持管理・積算で共通的に利用できることで検討されて

いるが、シミュレーションでも活用できるオブジェクトが必要になってくると思う。 

3.BIMソフトウェアがオリジナルで持っているオブジェクトもある意味ジェネ リックと考え

られるので、ジェネリックオブジェクトの形式をＩＦＣ認定のような認定方式も導入し、

認定基準も公開することで、新たに参入するソフトウェアメーカーや既存ソフトのバージ

ョンアップに柔軟に対応できる方法と体制が必要と考えます。新たなソフトウェアなどに

対応したオブジェクトを永遠作り続けるのは課題が多いかと考えます。   

4.いつでも、だれでもが利用可能なオブジェクト運用を期待したい。また、それが各々のオ

ブジェクト利用の基準となるものになれば尚よい。 

5.設計に GLOOBEを利用しているため、GLOOBE のネイティブデータの部品の充実を希望しま

す。ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFCの部品提供

も希望します。 

6.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する、自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と

感じています。 

7.Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

8.オブジェクトそのものより、業界を渡っていけるコードの標準化の必要性が大きい。 

9.属性情報の名前について各社独自のパラメータ名との重複を避けるため、また共通のパラ

メータとしての位置づけを明確にするため、命名規則として「BLCJ_」のようなものを頭

に付ける等、工夫をして頂きたい。 

10.BIM 活用の後進組合員としては、どのような形態になるのか解りませんが、現時点と将来

の日本の BIM 活用の方向性を知りたい。 

 
 
 

設問８ BIM、オブジェクトの活用の方法に期待すること等に関してご意見、ご希望があれば記載願います。
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b.構造

設計 

1.構造においては、ST-Bridgeの規格が存在するが、同じバージョンでも使用するソフ トに

よって、データ構造が違うことが問題であると考える。新たに規格を開発するのではな

く、読み込みデータ、書き込みデータの形式を整える必要があると考える。   

また、ファミリの項目が各社異なっているので、項目の置き換え、書き換えのできるソフ

トがあると便利かもしれません。 

2.社内リソース等を考えると、ジェネリックオブジェクトは統一化されることが連携面でも

望ましい。 

3.性能規定での設計を行う場合があるため、「メーカー名」「型番」のみでの指定となるオブ

ジェクトは避けて頂きたい。 

4.既成品を使用する場合に複数の製品を選択できる方向性も考えて欲しい。（公共案 件の設

計フェーズを想定） 

5.構造関連のオブジェクトについては、パラメータやオブジェクトに関して各団体での整理

が進んでいるため、それらの流れを考慮して頂きたい。 

6.設計、確認申請、施工の各段階で求められる情報は異なるため、それらを踏まえた在り方

を考えて頂きたい。むやみに最大公約数ばかりを目指しても実用に耐えられないものにな

り得る。 

7.構造については解析ソフトとの連動も考慮して欲しい。 

8.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 等）が必要

と感じています。 

9.Revitの共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

10.標準化、共通化が急務と考えております。 

11.広く普及させるには無償での提供が必要と考えていますので、有償となれば協力しかね

ます。 

c.設備 

設計 

 

1.属性情報を中心にしたライブラリとし、製造者の最新情報を集約し検索可能なライブラリ

を実現して欲しい。 

2.BIMオブジェクトはクラウド上でパラメトリックに形状調整し BIMソフトにダウロードす

る仕組みの構築を目指して欲しい。その仕組みができるまでは、ベンダーやユーザー会が

所有しているネイティブデータを有効活用して欲しい。 

3.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 のフ

ァミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要

と感じています。 

4.Revitの共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

5.標準的な機器名称の設定し（パッケージ等はメーカー毎に名称が異なっている為）、より

連携しやすいオブジェクトになる思われます。 

 

6.衛生器具は部材の組合せで成り立っている為、現状のオブジェクトは使用しづらいと考え

ているので、衛生器具のオブジェクト考え方は再検討する必要があると思われます。 
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a.意匠

設計 

1.設計ステージによりオブジェクト活用も変わるので、LOD分類整理と共通パラメータ(共用

ではない)が整備できればオブジェクトの共有もできると思う。 

2.設計事務所としてジェネリックオブジェクトの必要性は大変重要と考える。また、現

在、・オブジェクトは設計・施工・維持管理・積算で共通的に利用できることで検討されて

いるが、シミュレーションでも活用できるオブジェクトが必要になってくると思う。 

3.BIMソフトウェアがオリジナルで持っているオブジェクトもある意味ジェネ リックと考え

られるので、ジェネリックオブジェクトの形式をＩＦＣ認定のような認定方式も導入し、

認定基準も公開することで、新たに参入するソフトウェアメーカーや既存ソフトのバージ

ョンアップに柔軟に対応できる方法と体制が必要と考えます。新たなソフトウェアなどに

対応したオブジェクトを永遠作り続けるのは課題が多いかと考えます。   

4.いつでも、だれでもが利用可能なオブジェクト運用を期待したい。また、それが各々のオ

ブジェクト利用の基準となるものになれば尚よい。 

5.設計に GLOOBEを利用しているため、GLOOBE のネイティブデータの部品の充実を希望しま

す。ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFCの部品提供

も希望します。 

6.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する、自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と

感じています。 

7.Revitの共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

8.オブジェクトそのものより、業界を渡っていけるコードの標準化の必要性が大きい。 

9.属性情報の名前について各社独自のパラメータ名との重複を避けるため、また共通のパラ

メータとしての位置づけを明確にするため、命名規則として「BLCJ_」のようなものを頭

に付ける等、工夫をして頂きたい。 

10.BIM活用の後進組合員としては、どのような形態になるのか解りませんが、現時点と将来

の日本の BIM活用の方向性を知りたい。 

 
 
 

設問８ BIM、オブジェクトの活用の方法に期待すること等に関してご意見、ご希望があれば記載願います。
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b.構造

設計 

1.構造においては、ST-Bridgeの規格が存在するが、同じバージョンでも使用するソフ トに

よって、データ構造が違うことが問題であると考える。新たに規格を開発するのではな

く、読み込みデータ、書き込みデータの形式を整える必要があると考える。   

また、ファミリの項目が各社異なっているので、項目の置き換え、書き換えのできるソフ

トがあると便利かもしれません。 

2.社内リソース等を考えると、ジェネリックオブジェクトは統一化されることが連携面でも

望ましい。 

3.性能規定での設計を行う場合があるため、「メーカー名」「型番」のみでの指定となるオブ

ジェクトは避けて頂きたい。 

4.既成品を使用する場合に複数の製品を選択できる方向性も考えて欲しい。（公共案 件の設

計フェーズを想定） 

5.構造関連のオブジェクトについては、パラメータやオブジェクトに関して各団体での整理

が進んでいるため、それらの流れを考慮して頂きたい。 

6.設計、確認申請、施工の各段階で求められる情報は異なるため、それらを踏まえた在り方

を考えて頂きたい。むやみに最大公約数ばかりを目指しても実用に耐えられないものにな

り得る。 

7.構造については解析ソフトとの連動も考慮して欲しい。 

8.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている 等）が必要

と感じています。 

9.Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

10.標準化、共通化が急務と考えております。 

11.広く普及させるには無償での提供が必要と考えていますので、有償となれば協力しかね

ます。 

c.設備 

設計 

 

1.属性情報を中心にしたライブラリとし、製造者の最新情報を集約し検索可能なライブラリ

を実現して欲しい。 

2.BIMオブジェクトはクラウド上でパラメトリックに形状調整し BIMソフトにダウロードす

る仕組みの構築を目指して欲しい。その仕組みができるまでは、ベンダーやユーザー会が

所有しているネイティブデータを有効活用して欲しい。 

3.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社 のフ

ァミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要

と感じています。 

4.Revit の共有パラメータの名称の統一が必要で違うと使用出来ません。 

5.標準的な機器名称の設定し（パッケージ等はメーカー毎に名称が異なっている為）、より

連携しやすいオブジェクトになる思われます。 

 

6.衛生器具は部材の組合せで成り立っている為、現状のオブジェクトは使用しづらいと考え

ているので、衛生器具のオブジェクト考え方は再検討する必要があると思われます。 
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7.ソフト、ツールに拠らず同一のオブジェクトを使えるようになることを期待している。 

8.電気機器・器具のオブジェクト（ジェネリック、メーカー共）が活用できるようになれ

ば、BIM を実施する際の作業量が大幅に軽減できる。 

9.できるだけ早くライブラリーサイトが活用できるようになると良い。 

■BIM を FM として利用する視点で見た場合 

10.製品番号の+α要素として製造ロット番号が分かるといいと思います。製品に不具合が起

きた際、それがいつの製造ロットかが分かれば特定の割り出しが簡易になるので不具合対

応に活用できます。 

11.保証期間について。保証期間はメーカーによって「購入してから」「導入してから」とい

った具合で異なるので、単純に「1年」、「3年」という括りでの表記ではなく「いつから

いつまで」といった表記だと利便性があると思います。 

12.更新（定期的な更新も含めて）の時期が入力されていると、これも利便性が上がると思

います。 

13.基本的に Rebroの標準オブジェクトを使用しており、各現場ごとに作り替えています。

ジェネリックオブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様に合わせた

サイズの変更ができるものがあると現場展開できるかと思います。 

d.建築 

施工 

1.BIMオブジェクトは、一社で作成し管理していくのは困難のため、オブジェクトのサービ

スをしているクラウドサービスは、有効である。 

2.本当の活用シーンをイメージできているのか？3D表現したいだけならルールは必要ない。

重要なのは必要な情報を受け渡すことであり、オブジェクトを引き継ぐことではない。 

3.ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFCの部品提供も希

望します。 

4.段階によって入れる情報のルールを整備していただきたい。 

5.FM対応出来るような情報を入れられるように整備していただきたい。 

6.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と

感じています。 

7.設計・施工・データ連携のために必要な仕様の共通化などを行なった情報（建築 BIM推進

会議部会 5など）や、各社の競争領域で作成している項目との整合性について、協議して

いけたらと思います。 

e.設備 

施工 

1.海外では「BIM 図面 = Revit」の傾向となっています。 

2.日系企業の海外進出に関しては、日本にて設計するのか、海外にアウトソーシングするの

かにより、扱う BIMのファイル形式が変わると思います。 

3.日本施設の海外設計についても同じことが言えます。海外展開も視野に入れた BIMファイ

ル形式の検討も必要になってくると思います。 

4.本当に必要な属性情報はメーカーが入力することはできません。例えば機器の運転点やメ

ーカー・代理店の担当者、連絡先など、現場でしか入力できないデータが、実は施工時で

も運用時でも重要なデータである。これらをすべて現場にて入力するのは、たとえユーザ
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ーインターフェースが整備されても容易なことではない。ライブラリという箱だけでなく

それを活用するためのルールやフィーの整備も進めないと活用は難しいのではないか。 

5.各社が様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する、自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と

感じています。 

6.基本的に Rebro の標準オブジェクトを使用しており、各現場ごとに作り替えています。ジ

ェネリックオブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様に合わせたサ

イズの変更ができるものがあると現場展開できるかと思います。 

7.利用者の立場としては、汎用オブジェクトよりも各機器メーカーのオブジェクトが充実し

ている方が使い勝手が良い。汎用オブジェクトは最終的に必ず何らかのメーカーオブジェ

クトに置き換える必要がある。最初からメーカーオブジェクトを使用していれば、全体の

何割かのオブジェクトは置き換えなくて済む可能性がある。 

8.最近では、構造にかかわる設備要望の早期提出が現場でマストになっている。メーカーが

決定していない中での作業となるので、標準図がどのメーカーにも対応できると作業的に

ありがたい。 

9.設備の施工側は主にメーカーオブジェクトを使用していくことになりますので、設計段階

のジェネリックオブジェクトからの置き換えも考慮に入れたライブラリーの整備と、各ソ

フトベンダーやメーカーが共通のオブジェクトを整備できるよう属性の明確化をお願いし

ます。 

10.空調機などのオーダーメイド品について、メーカーオブジェクトが充実すると生産性向

上が図れる。風量、能力、番手などの条件により外形が調整できることが望ましい。 

f.建築

メーカ

ー 

1.データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況で

ある。BIMデータ活用による社内業務の効率化など今後は検討が必要。設計者視点で言え

ば、BIM化によるフロントローディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであ

り、BIMの普及にストップをかける要因になっている。設計-施工-FMと各工程を渡る図面

データの責任区分など全体的なガイドが必要とか考える。 

2.良質なネイティブ BIMコンテンツの収集、配信が重要である。BIM教育コンテンツ（BIM

オブジェクトの使い方等）の配信も同時に必要である。各ネイティブフォーマットと中間

フォーマット（IFC）のマッピングが必要である。 

3.日本の発注者要件（公共建築工事標準仕様書等）を満たすオブジェクト標準仕様の具体化

が必要である。 
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7.ソフト、ツールに拠らず同一のオブジェクトを使えるようになることを期待している。 

8.電気機器・器具のオブジェクト（ジェネリック、メーカー共）が活用できるようになれ

ば、BIMを実施する際の作業量が大幅に軽減できる。 

9.できるだけ早くライブラリーサイトが活用できるようになると良い。 

■BIM を FMとして利用する視点で見た場合 

10.製品番号の+α要素として製造ロット番号が分かるといいと思います。製品に不具合が起

きた際、それがいつの製造ロットかが分かれば特定の割り出しが簡易になるので不具合対

応に活用できます。 

11.保証期間について。保証期間はメーカーによって「購入してから」「導入してから」とい

った具合で異なるので、単純に「1年」、「3年」という括りでの表記ではなく「いつから

いつまで」といった表記だと利便性があると思います。 

12.更新（定期的な更新も含めて）の時期が入力されていると、これも利便性が上がると思

います。 

13.基本的に Rebroの標準オブジェクトを使用しており、各現場ごとに作り替えています。

ジェネリックオブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様に合わせた

サイズの変更ができるものがあると現場展開できるかと思います。 

d.建築 

施工 

1.BIMオブジェクトは、一社で作成し管理していくのは困難のため、オブジェクトのサービ

スをしているクラウドサービスは、有効である。 

2.本当の活用シーンをイメージできているのか？3D表現したいだけならルールは必要ない。

重要なのは必要な情報を受け渡すことであり、オブジェクトを引き継ぐことではない。 

3.ソフトごとのネイティブデータも便利だが、部品の一元管理としては IFCの部品提供も希

望します。 

4.段階によって入れる情報のルールを整備していただきたい。 

5.FM対応出来るような情報を入れられるように整備していただきたい。 

6.各社、様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する・自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と

感じています。 

7.設計・施工・データ連携のために必要な仕様の共通化などを行なった情報（建築 BIM推進

会議部会 5など）や、各社の競争領域で作成している項目との整合性について、協議して

いけたらと思います。 

e.設備 

施工 

1.海外では「BIM 図面 = Revit」の傾向となっています。 

2.日系企業の海外進出に関しては、日本にて設計するのか、海外にアウトソーシングするの

かにより、扱う BIMのファイル形式が変わると思います。 

3.日本施設の海外設計についても同じことが言えます。海外展開も視野に入れた BIMファイ

ル形式の検討も必要になってくると思います。 

4.本当に必要な属性情報はメーカーが入力することはできません。例えば機器の運転点やメ

ーカー・代理店の担当者、連絡先など、現場でしか入力できないデータが、実は施工時で

も運用時でも重要なデータである。これらをすべて現場にて入力するのは、たとえユーザ
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ーインターフェースが整備されても容易なことではない。ライブラリという箱だけでなく

それを活用するためのルールやフィーの整備も進めないと活用は難しいのではないか。 

5.各社が様々な自社取組を行っていると思います。本オブジェクトを利用する、自社のファ

ミリと置き換えるメリット（積算をコード化し、その体系とリンクしている等）が必要と

感じています。 

6.基本的に Rebro の標準オブジェクトを使用しており、各現場ごとに作り替えています。ジ

ェネリックオブジェクトに各機器の標準能力のプロパティ情報と、現場仕様に合わせたサ

イズの変更ができるものがあると現場展開できるかと思います。 

7.利用者の立場としては、汎用オブジェクトよりも各機器メーカーのオブジェクトが充実し

ている方が使い勝手が良い。汎用オブジェクトは最終的に必ず何らかのメーカーオブジェ

クトに置き換える必要がある。最初からメーカーオブジェクトを使用していれば、全体の

何割かのオブジェクトは置き換えなくて済む可能性がある。 

8.最近では、構造にかかわる設備要望の早期提出が現場でマストになっている。メーカーが

決定していない中での作業となるので、標準図がどのメーカーにも対応できると作業的に

ありがたい。 

9.設備の施工側は主にメーカーオブジェクトを使用していくことになりますので、設計段階

のジェネリックオブジェクトからの置き換えも考慮に入れたライブラリーの整備と、各ソ

フトベンダーやメーカーが共通のオブジェクトを整備できるよう属性の明確化をお願いし

ます。 

10.空調機などのオーダーメイド品について、メーカーオブジェクトが充実すると生産性向

上が図れる。風量、能力、番手などの条件により外形が調整できることが望ましい。 

f.建築

メーカ

ー 

1.データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況で

ある。BIMデータ活用による社内業務の効率化など今後は検討が必要。設計者視点で言え

ば、BIM 化によるフロントローディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであ

り、BIM の普及にストップをかける要因になっている。設計-施工-FMと各工程を渡る図面

データの責任区分など全体的なガイドが必要とか考える。 

2.良質なネイティブ BIMコンテンツの収集、配信が重要である。BIM教育コンテンツ（BIM

オブジェクトの使い方等）の配信も同時に必要である。各ネイティブフォーマットと中間

フォーマット（IFC）のマッピングが必要である。 

3.日本の発注者要件（公共建築工事標準仕様書等）を満たすオブジェクト標準仕様の具体化

が必要である。 
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g.設備

メーカ

ー 

1.データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況で

る。BIM データ活用による社内業務の効率化など今後 検討が必要。設計者視点で言えば、

BIM化にるフロントローディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであり、BIM

の普及にストップをかける要因になっている。設計-施工-FMと各工程を渡る図面データの

責任区分など全体的なガイドが必要とか考える。 

2.オブジェクトの統一基準や属性情報の統一が重要であると思われる。 

3.国内、海外でのモデルの共用/共有などにより、BIM普及による工数削減に期待したい。 

4.設計施工の際のメーカー問い合わせ対応の効率化、書類関係の削減、短時間で多物件で機

器設置、メンテナンス管理が可能になることに期待しています。 

5.BIMソフトが高額なので、使用しなくてもオブジェクトが作成できるようになると取り組

みやすくなります。 

6.カテゴリーの分け方のルール、サブカテゴリーの命名ルール、パラメータのグループ分け

のルールなどについて整備して頂けると幸甚です。 

7.メーカー側の負担（作業負荷・コスト）はあがっておりますので、統一した詳細な規格作

りを希望いたします。 

8.弊社はデータを作る側の立場ですが、依然として BIM（３Dモデル)に対する知見や社内で

の 理解がまだまだ足りないと感じています。なるべく工数をかけずに、かつ、皆様のお

役に立てるようなデータ提供ができればと考えますので、データ作成支援ツールにかける 

想いは大きいところがあります。 

9.機器選定する側が用途別で設備を検索しやすく、一般的でないメーカーの製品も候補とし

て上がるようにしてほしい。 

h. 

BIMベ

ンダー 

1.弊社では BIMと連携したソフトウェアを開発・販売をしているので、オブジェクトが統一

されることを期待しております。 

2.プロパティ情報の種類や数の標準化を各団体と協議してほしい。団体や業種で違っている

状態では標準にならないと思う。 

3.国内仕様のものが少ない。検索方法をもう少し判りやすく、簡単にしてほしい。なお、

Revitは 3D オブジェクトについて、パラメトリックな扱いが出来るため、設備・構造はカ

ッコ外の数字はオブジェクト数、カッコ内の数字はタイプ数を記入しています。建築は数

が多く、弊社も把握できていないため、おおよその数字を記入しています。 
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各社で作成、保有している BIMオブジェクトを BLCJ BIM ライブラリに提供、連携できるかを確認し

た質問 7の結果を整理した結果を表 2-2-2-1に示す。 

 条件付も含めて提供、連携可能の回答は平均で 21.8%、特に、構造設計、設備設計、設備メーカーで

は 30～40%が条件付も含めて提供、連携可能の回答である。いっぽう、意匠設計、建築施工、設備施工

建築メーカー、BIMベンダーは 20%以下で提供、連携には積極的でない。ただし建築施工、設備施工で

は形状だけを活用していると考えられるので属性情報には関心がないのは理解できる。 BIMベンダー

は、属性情報の標準化に関しても連携する可能性がないのかは、この設問では明確でない。 

 また BIMオブジェクトの配信環境に関する意見を注して表 2-2-2-に整理した。主な意見では 2-2-2-2 

① IFCでの配信、②クラウド活用、③コードの標準化、④製品の複数の選択肢、⑤活用ルール 

⑥良質なオブジェクトの配信、がある。なお APIに関しては意見がなかった。 

 

表 2-2-2-1 自社の作成・保有の BIM オブジェクトの提供・連携に関する状況整理(単位：％) 

 
 

表 2-2-2-2  ライブラリの在り方、配信方法に関する意見の整理 

a-5 部品の一元管理としては IFCの部品提供も希望します。 

a-8 コードの標準化 

b-4 既成品を使用する場合に複数の製品を選択できる方向性も考えて欲しい。 

c-2 クラウド上でパラメトリックに形状調整し BIMソフトにダウロードする仕組みを希望。 

c-6 衛生器具は部材の組合せのため、オブジェクトの考え方は再検討する必要がある。 

d-1 BIMオブジェクトは、一社で作成し管理が困難なため、クラウドサービスは、有効である。 

d-3 ソフトごとのネイティブデータも便利だが、一元管理としては IFC の部品提供も希望。 

e-4 機器の運転やメーカー・代理店の担当者、連絡先など、現場でしか入力できないデータが、

実は重要なデータである。これらをすべて現場にて入力するのは、ユ容易なことではない。

ライブラリという箱だけでなく活用するためのルールやフィーの整備も進めてほしい。 

f-2 良質なネイティブ BIMコンテンツの収集、配信が重要である。またネイティブフォーマット

と中間フォーマット（IFC）のマッピングが必要である。 

立場
①条件によ
り提供/連携

②連携は可
能

③提供は可
能

④検討する ①+②+③
①+②+③+
④

意匠設計 6 11 0 39 17 56

構造設計 22 22 0 22 44 66

設備設計 29 14 0 43 43 86

建築施工 0 14 0 43 14 57

設備施工 0 17 0 67 17 84

建築メーカー 0 0 0 38 0 38

設備メーカー 31 0 0 46 31 77

BIMベンダー 8 0 0 38 8 46

合計 96 78 0 336 174 510

平均 12.0 9.8 0.0 42.0 21.8 63.8
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g.設備

メーカ

ー 

1.データ提供側としてはデータ作成コスト負担が大きく、費用対効果が見いだせない状況で

る。BIMデータ活用による社内業務の効率化など今後 検討が必要。設計者視点で言えば、

BIM化にるフロントローディングで前工程に負荷が掛るが設計報酬は現状通りであり、BIM

の普及にストップをかける要因になっている。設計-施工-FMと各工程を渡る図面データの

責任区分など全体的なガイドが必要とか考える。 

2.オブジェクトの統一基準や属性情報の統一が重要であると思われる。 

3.国内、海外でのモデルの共用/共有などにより、BIM普及による工数削減に期待したい。 

4.設計施工の際のメーカー問い合わせ対応の効率化、書類関係の削減、短時間で多物件で機

器設置、メンテナンス管理が可能になることに期待しています。 

5.BIMソフトが高額なので、使用しなくてもオブジェクトが作成できるようになると取り組

みやすくなります。 

6.カテゴリーの分け方のルール、サブカテゴリーの命名ルール、パラメータのグループ分け

のルールなどについて整備して頂けると幸甚です。 

7.メーカー側の負担（作業負荷・コスト）はあがっておりますので、統一した詳細な規格作

りを希望いたします。 

8.弊社はデータを作る側の立場ですが、依然として BIM（３Dモデル)に対する知見や社内で

の 理解がまだまだ足りないと感じています。なるべく工数をかけずに、かつ、皆様のお

役に立てるようなデータ提供ができればと考えますので、データ作成支援ツールにかける 

想いは大きいところがあります。 

9.機器選定する側が用途別で設備を検索しやすく、一般的でないメーカーの製品も候補とし

て上がるようにしてほしい。 

h. 

BIMベ

ンダー 

1.弊社では BIMと連携したソフトウェアを開発・販売をしているので、オブジェクトが統一

されることを期待しております。 

2.プロパティ情報の種類や数の標準化を各団体と協議してほしい。団体や業種で違っている

状態では標準にならないと思う。 

3.国内仕様のものが少ない。検索方法をもう少し判りやすく、簡単にしてほしい。なお、

Revitは 3Dオブジェクトについて、パラメトリックな扱いが出来るため、設備・構造はカ

ッコ外の数字はオブジェクト数、カッコ内の数字はタイプ数を記入しています。建築は数

が多く、弊社も把握できていないため、おおよその数字を記入しています。 
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各社で作成、保有している BIMオブジェクトを BLCJ BIM ライブラリに提供、連携できるかを確認し

た質問 7の結果を整理した結果を表 2-2-2-1に示す。 

 条件付も含めて提供、連携可能の回答は平均で 21.8%、特に、構造設計、設備設計、設備メーカーで

は 30～40%が条件付も含めて提供、連携可能の回答である。いっぽう、意匠設計、建築施工、設備施工

建築メーカー、BIMベンダーは 20%以下で提供、連携には積極的でない。ただし建築施工、設備施工で

は形状だけを活用していると考えられるので属性情報には関心がないのは理解できる。 BIMベンダー

は、属性情報の標準化に関しても連携する可能性がないのかは、この設問では明確でない。 

 また BIMオブジェクトの配信環境に関する意見を注して表 2-2-2-に整理した。主な意見では 2-2-2-2 

① IFC での配信、②クラウド活用、③コードの標準化、④製品の複数の選択肢、⑤活用ルール 

⑥良質なオブジェクトの配信、がある。なお APIに関しては意見がなかった。 

 

表 2-2-2-1 自社の作成・保有の BIMオブジェクトの提供・連携に関する状況整理(単位：％) 

 
 

表 2-2-2-2  ライブラリの在り方、配信方法に関する意見の整理 

a-5 部品の一元管理としては IFCの部品提供も希望します。 

a-8 コードの標準化 

b-4 既成品を使用する場合に複数の製品を選択できる方向性も考えて欲しい。 

c-2 クラウド上でパラメトリックに形状調整し BIMソフトにダウロードする仕組みを希望。 

c-6 衛生器具は部材の組合せのため、オブジェクトの考え方は再検討する必要がある。 

d-1 BIMオブジェクトは、一社で作成し管理が困難なため、クラウドサービスは、有効である。 

d-3 ソフトごとのネイティブデータも便利だが、一元管理としては IFC の部品提供も希望。 

e-4 機器の運転やメーカー・代理店の担当者、連絡先など、現場でしか入力できないデータが、

実は重要なデータである。これらをすべて現場にて入力するのは、ユ容易なことではない。

ライブラリという箱だけでなく活用するためのルールやフィーの整備も進めてほしい。 

f-2 良質なネイティブ BIM コンテンツの収集、配信が重要である。またネイティブフォーマット

と中間フォーマット（IFC）のマッピングが必要である。 

立場
①条件によ
り提供/連携

②連携は可
能

③提供は可
能

④検討する ①+②+③
①+②+③+
④

意匠設計 6 11 0 39 17 56

構造設計 22 22 0 22 44 66

設備設計 29 14 0 43 43 86

建築施工 0 14 0 43 14 57

設備施工 0 17 0 67 17 84

建築メーカー 0 0 0 38 0 38

設備メーカー 31 0 0 46 31 77

BIMベンダー 8 0 0 38 8 46

合計 96 78 0 336 174 510

平均 12.0 9.8 0.0 42.0 21.8 63.8

ー359ー



業務２－55 
Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

2-2-2API方式等の整理と適用に関する考察 

(1)ＡＰＩ方式に関する情報の整理 

 

API  【 Application Programming Interface 】   

 

(ア)APIの概要 

API とは、あるコンピュータプログラム（ソフトウェア）の機能や管理するデータ等を、外部の他のプ

ログラムから呼び出して利用するための手順やデータ形式などを定めた規約のこと。個々のソフトウェ

アの開発者が毎回すべての機能をゼロから開発するのは困難で無駄なため、多くのソフトウェアが共通

して利用する機能は、OSやミドルウェア等の形でまとめて提供されている。 

そのような汎用的な機能を呼び出して利用するための手続きを定めたものが API で、個々の開発者は

API」に従って機能を呼び出す短いコードを記述するだけで、自分で一から処理内容を記述しなくてもそ

の機能を利用したソフトウェアを作成することができる。 

広義には、プログラミング言語の提供する機能や言語処理系に付属する標準ライブラリの持つ機能を

呼び出すための規約などを含む場合もある（Java API など）。 

また、APIを経由して機能を呼び出す形でプログラムを構成することにより、同じ APIが実装されてい

れば別のソフトウェア上でそのまま動作させることができるのも大きな利点である。実際、多くの OS製

品などでは同じ製品の旧版で提供していた API を引き継いで新しい API を追加するという形で機能を拡

張しており、旧バージョン向けに開発されたソフトウェアをそのまま動作させることができる。 

 

(イ)API の形式 

API は人間が記述・理解しやすい形式のプログラムであるソースコード上でどのような記述をすべきか

を定めており、原則としてプログラミング言語ごとに定義される。 

関数やプロシージャなどの引数や返り値のデータ型やとり得る値の意味や定義、関連する変数や定数、

複合的なデータ構造の仕様、オブジェクト指向言語の場合はクラスやプロパティ、メソッドの仕様など

を含む。通信回線を通じて遠隔から呼び出すような構造のものでは、送受信するパケットやメッセージ

の形式、通信プロトコル（通信規約）などの形で定義される仕様を APIと呼ぶこともある。 

 

(ウ)Web API 

近年ではネットワークを通じて外部から呼び出すことができる API を定めたソフトウェアも増えてお

り、遠隔地にあるコンピュータの提供する機能やデータを取り込んで利用するソフトウェアを開発する

ことができる。 

従来は通信を介して呼び出しを行う APIは RPC（リモートプロシージャコール）の仕様を元に製品や環

境ごとに個別に定義されることが多かったが、インターネット上での API 呼び出しの場合は通信に HTTP

を、データ形式に XMLや JSONを利用する Web APIが主流となってきている。 

2000 年代前半までは Web API の標準として仕様が巨大で機能が豊富な SOAP の普及が試みられたが、

2000年代中頃以降は軽量でシンプルな RESTful APIが一般的となり、狭義の Webアプリケーションだけ

でなく様々な種類のソフトウェアやネットサービス間の連携・接続に幅広く用いられるようになってい
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る。 

 

(エ)APIと実装 

API自体は外部からの呼び出し方を規定した決まりごとに過ぎず、呼び出される機能を実装したライブ

ラリやモジュールなどが存在して初めて APIに挙げられた機能を利用することができる。 

あるソフトウェアの API が公開されていれば、同じ API で呼び出すことができる互換ソフトウェアを

開発することもできる。ただし、APIを利用する側のプログラムが（スクリプトなどではなく）バイナリ

コード（ネイティブコード）の場合にはこれをそのまま動作させることはできないのが一般的で、同じソ

ースコードを元に互換環境向けにコンパイルやビルドをやり直す必要がある（ソールレベル互換）。 

また、API自体は標準実装における動作の詳細までは定義していないため、APIが同一の互換ソフトウ

ェアだからといって動作や振る舞いがまったく同じであるとは限らない。商用ソフトウェアの場合は API

が非公開だったり、すべては公開されていなかったりすることが多く、公開情報だけでは API 互換の製

品を作ることも難しい。 

 

(オ)APIと知的財産権 

従来は特許で保護されている場合を除いて、APIそのものには著作権その他の知的財産権は存在しない

とする見方が一般的で、実際、元のソフトウェアのコードを複製せずすべて独自に実装するという方法

で API互換ソフトウェアが数多く開発されてきた。 

ところが、米オラクル（Oracle）社が権利を有する Java言語やその処理系に関して、米グーグル（Google）

社が同社の許諾を得ずに Android スマートフォン向けに Java APIを実装した実行環境（Dalvik VM）を

開発・提供しているのは著作権侵害であるとの裁判が起こされ、米裁判所は訴えを認める判決を出した。

今後は APIの権利について従来の状況が変化していく可能性がある。 

 

また、利用者向けのガイドからは、 

 

(カ)APIとは何か 

 APIとは Application Programming Interfaceの略称であり、何かしらのサービス提供者が、そのサー

ビスを利用するために提供するインタフェースのことである。アプリケーション開発者（API利用者）が

API を利用すれば、同じ機能を持ったサービスを開発する必要がないため、開発効率の向上や開発費用の

低減が期待できる。 

 具体的な API利用の例として、銀行口座に対して入金する場合を考える。API提供者が入金サービスを

API（以下、入金 API）で提供しており、そのサービスには 

・銀行口座へのアクセスを許可する認可機能 

・現在残高の確認機能 

・入金額と現在残高を合算する機能 

・合算後の残高を表示する機能 

が存在する。API利用者は入金 APIに対して必要なパラメーターを与えるだけで、上記の機能全てが実現

し、煩雑な機能の設計や実装といった作業から解放される。 
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2-2-2API方式等の整理と適用に関する考察 

(1)ＡＰＩ方式に関する情報の整理 

 

API  【 Application Programming Interface 】   

 

(ア)APIの概要 

APIとは、あるコンピュータプログラム（ソフトウェア）の機能や管理するデータ等を、外部の他のプ

ログラムから呼び出して利用するための手順やデータ形式などを定めた規約のこと。個々のソフトウェ

アの開発者が毎回すべての機能をゼロから開発するのは困難で無駄なため、多くのソフトウェアが共通

して利用する機能は、OSやミドルウェア等の形でまとめて提供されている。 

そのような汎用的な機能を呼び出して利用するための手続きを定めたものが API で、個々の開発者は

API」に従って機能を呼び出す短いコードを記述するだけで、自分で一から処理内容を記述しなくてもそ

の機能を利用したソフトウェアを作成することができる。 

広義には、プログラミング言語の提供する機能や言語処理系に付属する標準ライブラリの持つ機能を

呼び出すための規約などを含む場合もある（Java API など）。 

また、APIを経由して機能を呼び出す形でプログラムを構成することにより、同じ APIが実装されてい

れば別のソフトウェア上でそのまま動作させることができるのも大きな利点である。実際、多くの OS製

品などでは同じ製品の旧版で提供していた API を引き継いで新しい API を追加するという形で機能を拡

張しており、旧バージョン向けに開発されたソフトウェアをそのまま動作させることができる。 

 

(イ)APIの形式 

APIは人間が記述・理解しやすい形式のプログラムであるソースコード上でどのような記述をすべきか

を定めており、原則としてプログラミング言語ごとに定義される。 

関数やプロシージャなどの引数や返り値のデータ型やとり得る値の意味や定義、関連する変数や定数、

複合的なデータ構造の仕様、オブジェクト指向言語の場合はクラスやプロパティ、メソッドの仕様など

を含む。通信回線を通じて遠隔から呼び出すような構造のものでは、送受信するパケットやメッセージ

の形式、通信プロトコル（通信規約）などの形で定義される仕様を APIと呼ぶこともある。 

 

(ウ)Web API 

近年ではネットワークを通じて外部から呼び出すことができる API を定めたソフトウェアも増えてお

り、遠隔地にあるコンピュータの提供する機能やデータを取り込んで利用するソフトウェアを開発する

ことができる。 

従来は通信を介して呼び出しを行う APIは RPC（リモートプロシージャコール）の仕様を元に製品や環

境ごとに個別に定義されることが多かったが、インターネット上での API 呼び出しの場合は通信に HTTP

を、データ形式に XMLや JSONを利用する Web APIが主流となってきている。 

2000 年代前半までは Web API の標準として仕様が巨大で機能が豊富な SOAP の普及が試みられたが、

2000年代中頃以降は軽量でシンプルな RESTful APIが一般的となり、狭義の Webアプリケーションだけ

でなく様々な種類のソフトウェアやネットサービス間の連携・接続に幅広く用いられるようになってい
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る。 

 

(エ)API と実装 

API 自体は外部からの呼び出し方を規定した決まりごとに過ぎず、呼び出される機能を実装したライブ

ラリやモジュールなどが存在して初めて APIに挙げられた機能を利用することができる。 

あるソフトウェアの API が公開されていれば、同じ API で呼び出すことができる互換ソフトウェアを

開発することもできる。ただし、APIを利用する側のプログラムが（スクリプトなどではなく）バイナリ

コード（ネイティブコード）の場合にはこれをそのまま動作させることはできないのが一般的で、同じソ

ースコードを元に互換環境向けにコンパイルやビルドをやり直す必要がある（ソールレベル互換）。 

また、API自体は標準実装における動作の詳細までは定義していないため、APIが同一の互換ソフトウ

ェアだからといって動作や振る舞いがまったく同じであるとは限らない。商用ソフトウェアの場合は API

が非公開だったり、すべては公開されていなかったりすることが多く、公開情報だけでは API 互換の製

品を作ることも難しい。 

 

(オ)API と知的財産権 

従来は特許で保護されている場合を除いて、APIそのものには著作権その他の知的財産権は存在しない

とする見方が一般的で、実際、元のソフトウェアのコードを複製せずすべて独自に実装するという方法

で API互換ソフトウェアが数多く開発されてきた。 

ところが、米オラクル（Oracle）社が権利を有する Java言語やその処理系に関して、米グーグル（Google）

社が同社の許諾を得ずに Android スマートフォン向けに Java APIを実装した実行環境（Dalvik VM）を

開発・提供しているのは著作権侵害であるとの裁判が起こされ、米裁判所は訴えを認める判決を出した。

今後は APIの権利について従来の状況が変化していく可能性がある。 

 

また、利用者向けのガイドからは、 

 

(カ)API とは何か 

 API とは Application Programming Interface の略称であり、何かしらのサービス提供者が、そのサー

ビスを利用するために提供するインタフェースのことである。アプリケーション開発者（API利用者）が

API を利用すれば、同じ機能を持ったサービスを開発する必要がないため、開発効率の向上や開発費用の

低減が期待できる。 

 具体的な API利用の例として、銀行口座に対して入金する場合を考える。API提供者が入金サービスを

API（以下、入金 API）で提供しており、そのサービスには 

・銀行口座へのアクセスを許可する認可機能 

・現在残高の確認機能 

・入金額と現在残高を合算する機能 

・合算後の残高を表示する機能 

が存在する。API 利用者は入金 API に対して必要なパラメーターを与えるだけで、上記の機能全てが実現

し、煩雑な機能の設計や実装といった作業から解放される。 
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(キ)Web APIとは何か 

 Web API とは、先に述べた API 提供者と API 利用者とのやりとりを http/https ベースで実現する API

だ。「Web」ではない APIは通常、API 利用者が用いるプログラミング言語と同じ言語で提供されることが

多い。一方 Web APIは http/https ベースの APIであるため、異なるプログラミング言語で開発されたア

プリケーション間を連携させることが可能だ。さらに Web ブラウザでも利用できるなど、他の API より

も汎用（はんよう）的に利用できる。 

 Web APIの代表的な実装方式として、RESTと SOAPが存在する。 

(ク)REST 

 REST とは Representational State Transferの略称で、下記の RESTの考え方に従って実装された API

を RESTful API（または REST API）と呼ぶ。 

httpのメソッド（命令）でデータ操作種別（CRUD）を表す  

POSTメソッド……作成（Create） 

GET メソッド…… 参照（Reference） 

PUT／PATCHメソッド……更新（Update） 

DELETE メソッド……削除（Delete）を表すステートレスにする  

前回の API コール結果にかかわらず同じ値を戻す。例えば合計 1000 件のデータが存在し、1 回目の API

コールで 100件まで取得したとしても、その状態は考慮せず、2回目の APIコールでも同じ 100件を戻す

という挙動だ。URIで操作対象のリソースを判別可能にする。  

RESTでは、APIを介して操作する対象を「リソース」と呼ぶ。例えば「ユーザー」というリソースを表

すために「users」というリソース名を付与することがある。ユーザーIDが「1000」のユーザー情報を取

得したい場合、下記のような URI フォーマットで URI を生成し、操作可能とする。  

URI フォーマット：https://example.com/users/:user_id 

生成された URI：https//example.com/users/1000 

レスポンスとして XML もしくは JSON で操作結果を戻す。適切にデータ操作できた場合、データ記述言

語の XMLもしくは JSONでデータ操作結果を記述し、HTTP のレスポンスボディーに含め、APIコール元に

戻す。 

(ケ)SOAP 

 SOAP は、XML を利用した Web サービス連携プロトコルである。XML で記述された「SOAP メッセージ」

と呼ばれるデータをやりとりすることで、メッセージを交換する。 

WSDL（Web Services Description Language）という Webサービスインタフェース記述言語で SOAPメ

ッセージの構造を定義でき、この WSDL による定義ファイルを API 利用者、API 提供者双方で保持するこ

とで、独自に定義した構造の SOAPメッセージをやりとりすることが可能となる。 

■APIのメリット 

API はソフトウェア同士の機能共有を目的にしています。機能を共有することによってどのようなメリ

ットがあるのでしょうか。開発者側、サービス利用者側双方の視点をあわせて書いていきます。 

アプリ開発が簡単で、今までは自社でプログラミングをし、アプリを製作しなくてはなりませんでし

た。しかし APIを利用することで、API提供側アプリと自社アプリで共通の部分は開発が省略できるの

で、アプリ製作のハードルが下がります。 
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(キ)Web APIとは何か 

 Web API とは、先に述べた API 提供者と API 利用者とのやりとりを http/https ベースで実現する API

だ。「Web」ではない APIは通常、API利用者が用いるプログラミング言語と同じ言語で提供されることが

多い。一方 Web APIは http/https ベースの APIであるため、異なるプログラミング言語で開発されたア

プリケーション間を連携させることが可能だ。さらに Web ブラウザでも利用できるなど、他の API より

も汎用（はんよう）的に利用できる。 

 Web APIの代表的な実装方式として、RESTと SOAPが存在する。 

(ク)REST 

 RESTとは Representational State Transferの略称で、下記の RESTの考え方に従って実装された API

を RESTful API（または REST API）と呼ぶ。 

httpのメソッド（命令）でデータ操作種別（CRUD）を表す  

POSTメソッド……作成（Create） 

GETメソッド…… 参照（Reference） 

PUT／PATCHメソッド……更新（Update） 

DELETEメソッド……削除（Delete）を表すステートレスにする  

前回の API コール結果にかかわらず同じ値を戻す。例えば合計 1000 件のデータが存在し、1 回目の API

コールで 100件まで取得したとしても、その状態は考慮せず、2回目の APIコールでも同じ 100件を戻す

という挙動だ。URIで操作対象のリソースを判別可能にする。  

RESTでは、APIを介して操作する対象を「リソース」と呼ぶ。例えば「ユーザー」というリソースを表

すために「users」というリソース名を付与することがある。ユーザーIDが「1000」のユーザー情報を取

得したい場合、下記のような URIフォーマットで URI を生成し、操作可能とする。  

URIフォーマット：https://example.com/users/:user_id 

生成された URI：https//example.com/users/1000 

レスポンスとして XMLもしくは JSONで操作結果を戻す。適切にデータ操作できた場合、データ記述言

語の XMLもしくは JSONでデータ操作結果を記述し、HTTP のレスポンスボディーに含め、APIコール元に

戻す。 

(ケ)SOAP 

 SOAP は、XML を利用した Web サービス連携プロトコルである。XML で記述された「SOAP メッセージ」

と呼ばれるデータをやりとりすることで、メッセージを交換する。 

WSDL（Web Services Description Language）という Webサービスインタフェース記述言語で SOAPメ

ッセージの構造を定義でき、この WSDL による定義ファイルを API 利用者、API 提供者双方で保持するこ

とで、独自に定義した構造の SOAPメッセージをやりとりすることが可能となる。 

■APIのメリット 

API はソフトウェア同士の機能共有を目的にしています。機能を共有することによってどのようなメリ

ットがあるのでしょうか。開発者側、サービス利用者側双方の視点をあわせて書いていきます。 

アプリ開発が簡単で、今までは自社でプログラミングをし、アプリを製作しなくてはなりませんでし

た。しかし APIを利用することで、API提供側アプリと自社アプリで共通の部分は開発が省略できるの

で、アプリ製作のハードルが下がります。 
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2-3 BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の改良 
 

仕様書では、次のように示されている。 
「業務 2  BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の開発」で行う検討内容に合わせて、その
検証を目的とした BIM オブジェクトライブラリの運用システムの配信環境の改良を行う。 

試作改良に当たっては、業務 2-1 で取りまとめるデータ配信環境に必要となる情報システムの要件、
技術的仕様案に準ずる運用システムの改良を行うこととする。 

運用システムの構築先の環境は、試運用の段階や手順等を踏まえ、インターネットアクセスが可能
な環境下で行うこととし、具体的な構築と試用の手順については、過年度試作の環境を使用し、データ
センター等の使用権の借上、構築先環境の選定は、受注者側で提案をし、発注者側との協議により定め
ることとする。 

試作する BIM オブジェクトライブラリの運用システムには、ライブラリデータとして、「「業務 1 BIM
オブジェクトライブラリデータの充実」で作成したライブラリデータを収蔵することとする。 

具体的な BIM オブジェクトライブラリの運用システムの試作の作業については、受注者の監督の下、
情報システム構築の能力のある、システムエンジニア等による業務として、外部委託することを認め
る。運用システムの試作の結果については、2)-1 で取りまとめるシステムの機能要件書の機能がシス
テム上、支障なく機能するかについて確認を行い、試用の結果として取りまとめる。 
 

2-3-1 前年度に試作した BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の概要 
 
i. 現行システム(BLC-Web サイト) 

現行 BIMオブジェクト Webサイトは、過年度 PRISM試作改良業務で、設備機器を中心とした機器

メーカーの 2次元 CAD と試行的に 3次元 CADデータを掲載する Stemサイトを改修し、建築 BIMモ

デル・設備 BIMモデルの設計段階のジェネリックモデル掲載と、機器メーカーの各種ファイル形

式 BIMモデルが掲載できる試行サイトとして以下の事項の改良を行い、試作 BIMモデルの掲載を

行っている。 

① BLC 標準に合わせたプロパティ等のデータ構造の追加・修正 

② Revit,ArchiCAD等のファイル形式の建築オブジェクトに対応するための機能追加修正(マス

ターデータベース、分類コード、オブジェクト認識のシステムの追加) 

③ ジェネリックオブジェクトに対応するための機能追加 

④ その他、画面設定の変更、用語の修正等。 

改修の主なシステム機能要件書は、これから幅広いユーザーに、様々な使い方をされること、

また設備のオブジェクトだけでなく、Revit,ArchiCAD等のファイル形式の建築オブジェクト建築

オブジェクトに対応することが根幹的な機能であるが、利用者の満足度を上げるための機能要件

もとに､試作改修を行ったシステムである。 

 

 

i. 現行システム(BLC-Webサイト)試行運用システム、システム機能要件の関 
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図 2-2-3-1現行システム(BLCJ)試行運用システムとシステム機能要件の関係 

 

2-3-2 改良の考慮事項と改良後の試用要件書 

表 2-2-3-1 業務 2で検討するシステム機能要件と現在保有する BLCJシステム及びその改良点の比較 

 現行 BLCJ 試行 BLCJ 

(改良後) 

システム機能要件 

ライブラリ使用者のアクセス

権、アクセス記録の管理の方法 

管理機能で設定管

理 

同左 各種規約による 

BIM オブジェクトの検索方法 

 

分類による検索 

+属性情報検索 

分類による検索 

+属性情報検索 

ﾌｧｲﾙ種別検索追加 

分類による検索 

+属性情報検索 

+キーワード検索 

実設計での使用を考慮した BIM

オブジェクトファイルのダウ

ンロード時間(DLT)等の設定 

試行サーバー性能、

データセンター環

境に依存 

本番運用は負荷分散

機能を有する WＷｅ

ｂＤＢに掲載予定 

機器の仕様を記載 

DLTは設定してない 

ダウンロードされたオブジェ

クトファイルの著作権情報の

表示・管理の方法 

データ掲載者の原

著作権を担保 

著作権保護と幅広い

運用を今後検討 

オブジェクトへの表示 

+各種規約 

利用者側の利用推奨環境 

 

一般的なＰＣ性能

及びインターネッ

ト環境 

同左 標準を設定 

データ構造・システム構造 BILJ仕様に準拠 同左 各種 BIM ネイティプフ

ァイル形式対応を図る 

その他必要な事項  
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2-3 BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の改良 
 

仕様書では、次のように示されている。 
「業務 2  BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の開発」で行う検討内容に合わせて、その
検証を目的とした BIM オブジェクトライブラリの運用システムの配信環境の改良を行う。 

試作改良に当たっては、業務 2-1 で取りまとめるデータ配信環境に必要となる情報システムの要件、
技術的仕様案に準ずる運用システムの改良を行うこととする。 

運用システムの構築先の環境は、試運用の段階や手順等を踏まえ、インターネットアクセスが可能
な環境下で行うこととし、具体的な構築と試用の手順については、過年度試作の環境を使用し、データ
センター等の使用権の借上、構築先環境の選定は、受注者側で提案をし、発注者側との協議により定め
ることとする。 

試作する BIM オブジェクトライブラリの運用システムには、ライブラリデータとして、「「業務 1 BIM
オブジェクトライブラリデータの充実」で作成したライブラリデータを収蔵することとする。 

具体的な BIM オブジェクトライブラリの運用システムの試作の作業については、受注者の監督の下、
情報システム構築の能力のある、システムエンジニア等による業務として、外部委託することを認め
る。運用システムの試作の結果については、2)-1 で取りまとめるシステムの機能要件書の機能がシス
テム上、支障なく機能するかについて確認を行い、試用の結果として取りまとめる。 
 

2-3-1 前年度に試作した BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の概要 
 
i. 現行システム(BLC-Web サイト) 

現行 BIMオブジェクト Webサイトは、過年度 PRISM試作改良業務で、設備機器を中心とした機器

メーカーの 2次元 CAD と試行的に 3次元 CADデータを掲載する Stemサイトを改修し、建築 BIMモ

デル・設備 BIMモデルの設計段階のジェネリックモデル掲載と、機器メーカーの各種ファイル形

式 BIMモデルが掲載できる試行サイトとして以下の事項の改良を行い、試作 BIMモデルの掲載を

行っている。 

① BLC 標準に合わせたプロパティ等のデータ構造の追加・修正 

② Revit,ArchiCAD等のファイル形式の建築オブジェクトに対応するための機能追加修正(マス

ターデータベース、分類コード、オブジェクト認識のシステムの追加) 

③ ジェネリックオブジェクトに対応するための機能追加 

④ その他、画面設定の変更、用語の修正等。 

改修の主なシステム機能要件書は、これから幅広いユーザーに、様々な使い方をされること、

また設備のオブジェクトだけでなく、Revit,ArchiCAD 等のファイル形式の建築オブジェクト建築

オブジェクトに対応することが根幹的な機能であるが、利用者の満足度を上げるための機能要件

もとに､試作改修を行ったシステムである。 

 

 

i. 現行システム(BLC-Webサイト)試行運用システム、システム機能要件の関 
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図 2-2-3-1現行システム(BLCJ)試行運用システムとシステム機能要件の関係 

 

2-3-2 改良の考慮事項と改良後の試用要件書 

表 2-2-3-1 業務 2で検討するシステム機能要件と現在保有する BLCJシステム及びその改良点の比較 

 現行 BLCJ 試行 BLCJ 

(改良後) 

システム機能要件 

ライブラリ使用者のアクセス

権、アクセス記録の管理の方法 

管理機能で設定管

理 

同左 各種規約による 

BIM オブジェクトの検索方法 

 

分類による検索 

+属性情報検索 

分類による検索 

+属性情報検索 

ﾌｧｲﾙ種別検索追加 

分類による検索 

+属性情報検索 

+キーワード検索 

実設計での使用を考慮した BIM

オブジェクトファイルのダウ

ンロード時間(DLT)等の設定 

試行サーバー性能、

データセンター環

境に依存 

本番運用は負荷分散

機能を有する WＷｅ

ｂＤＢに掲載予定 

機器の仕様を記載 

DLTは設定してない 

ダウンロードされたオブジェ

クトファイルの著作権情報の

表示・管理の方法 

データ掲載者の原

著作権を担保 

著作権保護と幅広い

運用を今後検討 

オブジェクトへの表示 

+各種規約 

利用者側の利用推奨環境 

 

一般的なＰＣ性能

及びインターネッ

ト環境 

同左 標準を設定 

データ構造・システム構造 BILJ仕様に準拠 同左 各種 BIM ネイティプフ

ァイル形式対応を図る 

その他必要な事項  
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表 2-2-3-2 試作する運用システム、システム機能要件書の関係 

 

 

大分類
NO.

大分類
中分類
NO.

中分類 概要説明

1-1 画面 システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面
登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載し、PWを設定するとともに、会員の
基本規約を理解してもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

2-1 オブジェクト作成支援 オブジェクトの属性情報を効率的に入力するための支援ツール

2-2 オブジェクト確認
オブジェクトの属性情報がデータ型、桁数が要件どおりに入力されたを効率的に確認す
るためのツール

2-3 属性情報インポート機能 属性情報をBIMオブジェクトにインポートするツール

3-1 オブジェクト登録機能 BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェクトを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能 BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェクトを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能 BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェクトを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利用者に会員登録、PW設定を説明す
る

4-2 利用希望者記載画面
利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載し、PWを設定するとともに、会員の
基本規約を理解してもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管
利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサイトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダウンロード情報と関連づけて整理
する

5 オブジェクト閲覧機能 5-1
BIMオブジェクトのカタロ
グ的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトのダウ
ンロードと印刷機能

6-1
BIMオブジェクトのカタロ
グ情報のダウンロード・
印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と概要情報をダウンロード・印刷す
る。個々の製品と製品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、企業名、分類コード、製品グルー
プ、ファイル形式を1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-3 形状による検索 指定された空間に収まる建築製品、設備機器を検索する機能

7-4
ジェネリックオブジェク
トからメーカーオブジェ
クトを検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの対応が明確な場合(例: 防耐火認
定の製品)と、それが性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品のメーカー製
品への展開)がある。

8
検索オブジェクトのダウ
ンロードと印刷機能

8-1
検索オブジェクトのダウ
ンロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と概要情報をダウンロード・印刷す
る。個々の製品と製品群を可能にする

9
データ・バックアップ機
能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期間のインターバルで、データを
バックアップする機能。どの程度のインターバルか(P)

10 データ・アーカイブ機能 10-1
BIMオブジェクトのアーカ
イブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11 ユーザーへの配信機能 11-1
部材・製品の新規登録、
更新、抹消等の情報を
ユーザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期限、サービス期間切れなども含む)
の情報をユーザーに配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価を行い、それをライブラリーに返
信し、メーカーにフィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結果を分析し、改良に反映する。

13
ネイティブファイル機能
の保持機能

13-1
STEMデータ形式以外のオ
ブジェクトのブファイル
機能の保持機能

開口部自動作図機能、パラメトリック機能等を保持する

14-1
建築確認申請連携する機
能

防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと対応するメーカーオブジェクトを
連携する(P)

14-2
標準仕様書と連携する機
能

参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点
検と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する
機能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14-5
メーカーのサイトと連携
する機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した場合にメーカーに連絡がいく機能
等の段階がある(P)

15-1 オブジェクト・プラス
オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、決定プロセス、トレイサビリティ
のための試験結果等)

15-2
オブジェクト・プラスの
インポート、エクスポー
ト機能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにインポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

16-1 著作権表示 著作権の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1
データの新鮮さを保つ機
能

製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト数、企
業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理 フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのアクセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理 フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダウンロードログ管理

20 ダウンロード時間 20-1 ダウンロード時間 ダウンロード時間の設定

21
サービスサイトの情報処
理

21-1
サービスサイトの情報処
理

サービスサイトの情報処理速度の設定

22 利用者の利用推奨環境 22-1 利用者の利用推奨環境 ブラウザのバージョンで定義

23 有料サービス管理機能 23-1 有料サービス管理機能 無料会員が、設定された有料範囲に入らないよう管理

24 拡張性 24-1 将来の拡張性 データ量の増加、利用者の増加、BIMの利用方法の変化

19
アクセス管理、ダウン
ロード管理機能

7 オブジェクト検索機能

12
ユーザー評価、書込み機
能

14
他のデータベース等と連
携する機能

メーカー登録機能1

15
プロジェクトの各段階の
情報を蓄積・伝達する機
能

16 知的所有権の保護

2
オブジェクト作成支援機
能

3
オブジェクト登録・更
新・抹消機能

4 ユーザー登録機能
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2-3-3 BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の改良企画概要 
 

BIMオブジェクトライブラリデータ｢運用システムの改修｣サイト設計に関しては、昨年

度試作した BLCJ-Webサイト構成は､BLCJ仕様データ編成に準拠し試行することとし、サイ

トの改良と検索付加機能追加を行い、過年度作成の BIMオブジェクトモデル移行整備並び

に各画面構成は下記(図 X～X)により改修を行い配信環境の整備を行った。 

 
図 2-2-3-2 BIM オブジェクトサイト改良企画 

 
図 2-2-3-3 BIM ライブラリサイトイメージ 
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表 2-2-3-2 試作する運用システム、システム機能要件書の関係 

 

 

大分類
NO.

大分類
中分類
NO.

中分類 概要説明

1-1 画面 システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面
登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載し、PWを設定するとともに、会員の
基本規約を理解してもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

2-1 オブジェクト作成支援 オブジェクトの属性情報を効率的に入力するための支援ツール

2-2 オブジェクト確認
オブジェクトの属性情報がデータ型、桁数が要件どおりに入力されたを効率的に確認す
るためのツール

2-3 属性情報インポート機能 属性情報をBIMオブジェクトにインポートするツール

3-1 オブジェクト登録機能 BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェクトを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能 BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェクトを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能 BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェクトを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利用者に会員登録、PW設定を説明す
る

4-2 利用希望者記載画面
利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載し、PWを設定するとともに、会員の
基本規約を理解してもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管
利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサイトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダウンロード情報と関連づけて整理
する

5 オブジェクト閲覧機能 5-1
BIMオブジェクトのカタロ
グ的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトのダウ
ンロードと印刷機能

6-1
BIMオブジェクトのカタロ
グ情報のダウンロード・
印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と概要情報をダウンロード・印刷す
る。個々の製品と製品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、企業名、分類コード、製品グルー
プ、ファイル形式を1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-3 形状による検索 指定された空間に収まる建築製品、設備機器を検索する機能

7-4
ジェネリックオブジェク
トからメーカーオブジェ
クトを検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの対応が明確な場合(例: 防耐火認
定の製品)と、それが性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品のメーカー製
品への展開)がある。

8
検索オブジェクトのダウ
ンロードと印刷機能

8-1
検索オブジェクトのダウ
ンロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と概要情報をダウンロード・印刷す
る。個々の製品と製品群を可能にする

9
データ・バックアップ機
能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期間のインターバルで、データを
バックアップする機能。どの程度のインターバルか(P)

10 データ・アーカイブ機能 10-1
BIMオブジェクトのアーカ
イブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11 ユーザーへの配信機能 11-1
部材・製品の新規登録、
更新、抹消等の情報を
ユーザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期限、サービス期間切れなども含む)
の情報をユーザーに配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価を行い、それをライブラリーに返
信し、メーカーにフィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結果を分析し、改良に反映する。

13
ネイティブファイル機能
の保持機能

13-1
STEMデータ形式以外のオ
ブジェクトのブファイル
機能の保持機能

開口部自動作図機能、パラメトリック機能等を保持する

14-1
建築確認申請連携する機
能

防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと対応するメーカーオブジェクトを
連携する(P)

14-2
標準仕様書と連携する機
能

参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点
検と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する
機能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14-5
メーカーのサイトと連携
する機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した場合にメーカーに連絡がいく機能
等の段階がある(P)

15-1 オブジェクト・プラス
オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、決定プロセス、トレイサビリティ
のための試験結果等)

15-2
オブジェクト・プラスの
インポート、エクスポー
ト機能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにインポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

16-1 著作権表示 著作権の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1
データの新鮮さを保つ機
能

製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト数、企
業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理 フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのアクセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理 フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダウンロードログ管理

20 ダウンロード時間 20-1 ダウンロード時間 ダウンロード時間の設定

21
サービスサイトの情報処
理

21-1
サービスサイトの情報処
理

サービスサイトの情報処理速度の設定

22 利用者の利用推奨環境 22-1 利用者の利用推奨環境 ブラウザのバージョンで定義

23 有料サービス管理機能 23-1 有料サービス管理機能 無料会員が、設定された有料範囲に入らないよう管理

24 拡張性 24-1 将来の拡張性 データ量の増加、利用者の増加、BIMの利用方法の変化

19
アクセス管理、ダウン
ロード管理機能

7 オブジェクト検索機能

12
ユーザー評価、書込み機
能

14
他のデータベース等と連
携する機能

メーカー登録機能1

15
プロジェクトの各段階の
情報を蓄積・伝達する機
能

16 知的所有権の保護

2
オブジェクト作成支援機
能

3
オブジェクト登録・更
新・抹消機能

4 ユーザー登録機能
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2-3-3 BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の改良企画概要 
 

BIMオブジェクトライブラリデータ｢運用システムの改修｣サイト設計に関しては、昨年

度試作した BLCJ-Webサイト構成は､BLCJ仕様データ編成に準拠し試行することとし、サイ

トの改良と検索付加機能追加を行い、過年度作成の BIMオブジェクトモデル移行整備並び

に各画面構成は下記(図 X～X)により改修を行い配信環境の整備を行った。 

 
図 2-2-3-2 BIM オブジェクトサイト改良企画 

 
図 2-2-3-3 BIM ライブラリサイトイメージ 
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図 2-2-3-4 BLCJ サイト試行概要 

 
図 2-2-3-5 BIMライブラリ確認事項 
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図 2-2-3-6 BLCJサイトトップ画面 

 
図 2-2-3-7 BLCJ試行サイトリンク画面 
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図 2-2-3-4 BLCJ サイト試行概要 

 
図 2-2-3-5 BIMライブラリ確認事項 
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図 2-2-3-6 BLCJサイトトップ画面 

 
図 2-2-3-7 BLCJ試行サイトリンク画面 
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図 2-2-3-8  BLCJサイトログイン画面 

 
図 2-2-3-9  BLCJサイト会員確認･登録画面 
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図 2-2-3-10  BIMモデル選択画面 

 
図 2-2-3-11 ジェネリックモデル+ファイル形式選択画面 
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図 2-2-3-8  BLCJサイトログイン画面 

 
図 2-2-3-9  BLCJサイト会員確認･登録画面 
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図 2-2-3-10  BIMモデル選択画面 

 
図 2-2-3-11 ジェネリックモデル+ファイル形式選択画面 
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図 2-2-3-12 メーカーモデル+ファイル形式選択画面 

 
図 2-2-3-13 建築建具モデル検索結果表示 
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図 2-2-3-14 設備空調機器モデル検索結果表示 

 
図 2-2-3-15 設備衛生器具モデル検索結果表示 
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図 2-2-3-12 メーカーモデル+ファイル形式選択画面 

 
図 2-2-3-13 建築建具モデル検索結果表示 
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図 2-2-3-14 設備空調機器モデル検索結果表示 

 
図 2-2-3-15 設備衛生器具モデル検索結果表示 
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図 2-2-3-16 電気照明器具モデル検索結果表示 

 
図 2-2-3-17 旧ファイル形式検索画面 
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図 2-2-3-16 電気照明器具モデル検索結果表示 

 
図 2-2-3-17 旧ファイル形式検索画面 
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2-4業務２のまとめ 

 

 「業務２ BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の開発」のうち、「2-1 データ配信環境に必

要となる情報システムの要件、技術的仕様案の確定」では、「2-1-1前年度調査結果の整理」「2-1-2実用

化に向けた考慮事項」「2-1-3機能要件書」をまとめている。 

 「2-1-1前年度調査結果の整理」では、前年度検討した 24の要件を整理し手示した。 

 「2-1-2実用化に向けた考慮事項」では、実用化への考慮のポイントとしては次の 3項目を挙げて前年

度の 24の要件を見直し、第 1段階には 16項目の機能要件、第 2段階、第 3段階は各々1項目の機能要件

に整理した。、 

① BIM ライブラリに要求する機能であるか 

② 段階的開発を前提とした場合、第一段階で必要か、それ以降か 

③ ＢＩＭライブラリの機能か、その他要件か 

「2-1-3機能要件書」では委託先との業務区分のもと、効率的に機能要件書(RFP)を作成した。 

機能要件書を用いて開発者の公募を行うスケジュールの検討を行った。考慮事項として、建築 BIM 推

進会議でのワークフロー定義の反映、開発に係る時間予測(約 9 か月)、第 1 期開発予算の上限額の設定

と年度予算配分予想、理事会・総会での承認を考慮し、当初より約 9か月遅れとなるが、次のスケジュー

ルを設定している。 

理事会・総会での承認  2020 年 6月 

開発者公募開始     2020 年 8月 

開発者の決定      2020 年 10月 

ライブラリ開発着手   2020 年 11 月 1日 

基本・詳細設計完了   2021 年 2月末 

ライブラリ構築・試行  2021 年 3月～8月 

ライブラリ運用開始   2021 年 9月 1日 
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「2-1-3 機能要件書」 

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

16-1 著作権表示 著作権の表示、BLCJ商標登録の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

16 知的所有権の保護

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

12
ユーザー評価、書込
み機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能

ー377ー



業務２－71 
Copyright©2020 BIM ライブラリ技術研究組合 
 

2-4業務２のまとめ 

 

 「業務２ BIM オブジェクトライブラリデータの配信環境の開発」のうち、「2-1 データ配信環境に必

要となる情報システムの要件、技術的仕様案の確定」では、「2-1-1前年度調査結果の整理」「2-1-2実用

化に向けた考慮事項」「2-1-3機能要件書」をまとめている。 

 「2-1-1前年度調査結果の整理」では、前年度検討した 24の要件を整理し手示した。 

 「2-1-2実用化に向けた考慮事項」では、実用化への考慮のポイントとしては次の 3項目を挙げて前年

度の 24の要件を見直し、第 1段階には 16項目の機能要件、第 2段階、第 3段階は各々1項目の機能要件

に整理した。、 

① BIMライブラリに要求する機能であるか 

② 段階的開発を前提とした場合、第一段階で必要か、それ以降か 

③ ＢＩＭライブラリの機能か、その他要件か 

「2-1-3機能要件書」では委託先との業務区分のもと、効率的に機能要件書(RFP)を作成した。 

機能要件書を用いて開発者の公募を行うスケジュールの検討を行った。考慮事項として、建築 BIM 推

進会議でのワークフロー定義の反映、開発に係る時間予測(約 9 か月)、第 1 期開発予算の上限額の設定

と年度予算配分予想、理事会・総会での承認を考慮し、当初より約 9か月遅れとなるが、次のスケジュー

ルを設定している。 

理事会・総会での承認  2020年 6月 

開発者公募開始     2020年 8月 

開発者の決定      2020年 10月 

ライブラリ開発着手   2020年 11月 1日 

基本・詳細設計完了   2021年 2月末 

ライブラリ構築・試行  2021年 3月～8月 

ライブラリ運用開始   2021年 9月 1日 
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「2-1-3機能要件書」 

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

1-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、メーカーに登
録、PW設定を説明する

1-2 利用希望者記載画面

登録希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

1-3 利用者への確認送信機能
メーカーのメールアドレスにメールを送信して、利用
開始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

1-4 利用者情報を保管 メーカー情報を保管する

3-1 オブジェクト登録機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを登録する機能

3-2 オブジェクト更新機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを更新する機能

3-3 オブジェクト抹消機能
BIMオブジェクトライブラリに登録されたオブジェク
トを抹消する機能

4-1 画面
システム名称、イメージ画像があり、ライブラリの利
用者に会員登録、PW設定を説明する

4-2 利用希望者記載画面

利用希望者がメールアドレス他、必要な情報を記載
し、PWを設定するとともに、会員の基本規約を理解し
てもらう、基本規約を参照する、基本規約の概要を示
す

4-3 利用者への確認送信機能
利用者のメールアドレスにメールを送信して、利用開
始を知らせる機能
(P)除外対象のメールアドレスを判別する機能

4-4 利用者情報を保管

利用者情報を保管、有料、無料での区分、定期的にサ
イトのニュースを送信する
製品の更新、改廃情報を送信する、オブジェクトのダ
ウンロード情報と関連づけて整理する

5
オブジェクト閲覧機
能

5-1
BIMオブジェクトのカタログ
的に見せる

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報を示す

6
閲覧オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

6-1
BIMオブジェクトのカタログ
情報のダウンロード・印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

7-1 分類グループによる検索
ジェネリックオブジェクトかメーカーオブジェクト、
企業名、分類コード、製品グループ、ファイル形式を
1つ又は複数用いて、キーワードで検索する。

7-2 属性情報による検索 BLC技術項目に基づいて検索する

7-4
ジェネリックオブジェクト
からメーカーオブジェクト
を検索する機能

ジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトの
対応が明確な場合(例: 防耐火認定の製品)と、それが
性能等で示される場合(例:設計図書で示された製品の
メーカー製品への展開)がある。

8
検索オブジェクトの
ダウンロードと印刷
機能

8-1
検索オブジェクトのダウン
ロードと印刷

必要な絞り込み条件に対して、画面で製品群の形状と
概要情報をダウンロード・印刷する。個々の製品と製
品群を可能にする

9
データ・バックアッ
プ機能

9-1
BIMオブジェクトのバック
アップ機能

BIMオブジェクトのデータ消失等を防ぐため、一定期
間のインターバルで、データをバックアップする機
能。どの程度のインターバルか(P)

10
データ・アーカイブ
機能

10-1
BIMオブジェクトのアーカイ
ブ機能

BIMオブジェクトの過去のデータを一定期間保管する
機能
何年分のデータを保管するのか(P)

11
ユーザーへの配信機
能

11-1
部材・製品の新規登録、更
新、抹消等の情報をユー
ザーに配信する機能

部材・製品の新規登録、更新、抹消等(部品の在庫期
限、サービス期間切れなども含む)の情報をユーザー
に配信する機能と、不具合発生時などに配信する機能
がある。

12-1 評価機能
ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関する評価
を行い、それをライブラリーに返信し、メーカーに
フィードバックする機能、★いくつを表示する機能

12-2 コメント書込み機能

ユーザーが製品オブジェクトまたは製品に関するコメ
ントを書込む機能。
(欲しいオブジェクトに関するコメントも含まれる)結
果を分析し、改良に反映する。

14-5
メーカーのサイトと連携す
る機能

メーカーのサイトと連携する機能
直接リンクする/担当者の連絡先を知らせる/利用した
場合にメーカーに連絡がいく機能等の段階がある(P)

16-1 著作権表示 著作権の表示、BLCJ商標登録の表示

16-2 改ざん防止 保護が必要な部分は改変されないこと

17 データ更新機能 17-1 データの新鮮さを保つ機能 製品の更新、連絡先などの更新

18
登録オブジェクト
数、企業数表示機能

18-1 製品の登録数を示す機能 どのように分類するかが課題

19-1 アクセス記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのア
クセスログ管理

19-2 ダウンロード記録管理
フローに示す場所でログを管理し、オブジェクトのダ
ウンロードログ管理

16 知的所有権の保護

19
アクセス管理、ダウ
ンロード管理機能

12
ユーザー評価、書込
み機能

3
オブジェクト登録・
更新・抹消機能

4 ユーザー登録機能

7
オブジェクト検索機
能

1 メーカー登録機能
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第２段階に整備する機能は、 

 

 

第３段階に整備する機能は、 

 

 

「2-2効率的な BIM オブジェクトライブラリデータ配信環境の検討」では、「2-2-1企業の個別・具体の

BIM オブジェクトライブラリデータの状況」として業務 1でのアンケート結果を別の視点から考察して

いるが、今後量的な過不足に関しても分析ができると考えている。 

 「2-2-2API方式等の整理と適用に関する考察」では API方式に関する資料を整理して、定義やメリッ

トを把握した。またアンケート結果では、2割程度の企業が条件寄っては、ふるいはすぐに提供できる

と回答があり、検討するも含めると約半数が可能性がある。 

 したがって、単に作成に注力するだけでく、これらの BIMオブジェクト資源を活用して、効率的な

BIM に繋げる事も探るべきであると考える。 

 その他、特に考察は加えなかったがアドオンソフトを活用した、効率的な属性情報の整備は、非常に

今後有効になると考えられる。 

 

さらに、「2-3 BIMオブジェクトライブラリデータの配信環境の改良」では、昨年度開発した試作ライ

ブラリを改良し、次の段階に繋げられることを行った。 

 

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14
他のデータベース等
と連携する機能

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能
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第２段階に整備する機能は、 

 

 

第３段階に整備する機能は、 

 

 

「2-2効率的な BIM オブジェクトライブラリデータ配信環境の検討」では、「2-2-1企業の個別・具体の

BIM オブジェクトライブラリデータの状況」として業務 1でのアンケート結果を別の視点から考察して

いるが、今後量的な過不足に関しても分析ができると考えている。 

 「2-2-2API方式等の整理と適用に関する考察」では API方式に関する資料を整理して、定義やメリッ

トを把握した。またアンケート結果では、2割程度の企業が条件寄っては、ふるいはすぐに提供できる

と回答があり、検討するも含めると約半数が可能性がある。 

 したがって、単に作成に注力するだけでく、これらの BIMオブジェクト資源を活用して、効率的な

BIM に繋げる事も探るべきであると考える。 

 その他、特に考察は加えなかったがアドオンソフトを活用した、効率的な属性情報の整備は、非常に

今後有効になると考えられる。 

 

さらに、「2-3 BIMオブジェクトライブラリデータの配信環境の改良」では、昨年度開発した試作ライ

ブラリを改良し、次の段階に繋げられることを行った。 

 

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

14-1 建築確認申請連携する機能
防火・耐火性能評定等のジェネリックオブジェクトと
対応するメーカーオブジェクトを連携する(P)

14-2 標準仕様書と連携する機能
参照あるいは該当条項の記載レベルから、実際の条項
内容の記載までの段階がある(P)

14-3
保全業務仕様書、12条点検
と連携する機能

点検結果、劣化状態の蓄積

14-4
コストデータと連携する機
能

必要なコストデータとの連携を検討する(P)

14
他のデータベース等
と連携する機能

大分類 大分類
中分

類 中分類 概要説明

15-1 オブジェクト・プラス

オブジェクトの外部に属性情報を記載するEXCELが連
携する機能
各段階の関係者の情報を記載できる機能(設計意図、
決定プロセス、トレイサビリティのための試験結果
等)

15-2
オブジェクト・プラスのイ
ンポート、エクスポート機
能

オブジェクト・プラスの情報をBIMオブジェクトにイ
ンポート、エクスポートする機能

15-3 添付excelの活用 具体的な活用は、将来検討(P)、拡張性

15
プロジェクトの各段
階の情報を蓄積・伝
達する機能
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業務３ 法適合判定等に必要な情報連携手法の検討 

 

（目次） 

 

3-1 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討 

3-1-1 業務要領 

3-1-2 当該分野における調査検討の動向の整理 

3-1-3 オブジェクトの属性情報標準化と建築確認申請プロセスへの効果 

3-1-4 建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報 

3-1-5 告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

3-1-6 建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

3-1-7 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討のまとめ 

 

3-2 積算および工事仕様に係る情報との連携手法の検討 

3-2-1 業務要領 

3-2-2 前年度調査結果での関連部分の整理 

3-2-3 積算に係るコード類の情報 

3-2-4 建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事項 

 

業務３のまとめ 

 

業務 3資料編
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3-1 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討 

3-1-1 業務要領 

 

業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

3)-1 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討 

建築に係る法適合に係る情報との連携手法として、下記の項目について BIM オブジェクトライブラ

リデータの属性情報と連携しうるかについて、検討を行う。 

 

・建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報 

・告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

・建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

 

検討に当たっては、当該分野における調査検討の動向に留意し、必要に応じ、当該検討主体に対しヒ

アリングを行うこととする。 

 

 

(1)調査の進め方 

本調査では、建築に係る法適合・性能評価情報との連携手法について、 

①建築物の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定情報 

②告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

③建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

の 3項目を調査し、BIM オブジェクトライブラリとの連携が可能か検討することになる。この検討につい

て、下図に示す手順で調査を計画する。またヒアリングとしては、(一財)日本建築センター、 (一社)建

築性能基準推進協会、民間確認検査機関、設計事務所を予定する。 

なおそれらの前提として、建築確認への BIM の適用に関する調査検討の現状を整理し、ニーズ、課題、

進むべき方向を把握するとともに、オブジェクトの標準化がこの領域にどのように関連するかを示す。 

  

図 3-1-1-1 業務 3-1 の進め方 
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業務３ 法適合判定等に必要な情報連携手法の検討 

 

（目次） 

 

3-1 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討 

3-1-1 業務要領 

3-1-2 当該分野における調査検討の動向の整理 

3-1-3 オブジェクトの属性情報標準化と建築確認申請プロセスへの効果 

3-1-4 建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報 

3-1-5 告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

3-1-6 建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

3-1-7 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討のまとめ 

 

3-2 積算および工事仕様に係る情報との連携手法の検討 

3-2-1 業務要領 

3-2-2 前年度調査結果での関連部分の整理 

3-2-3 積算に係るコード類の情報 

3-2-4 建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事項 

 

業務３のまとめ 

 

業務 3資料編
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3-1 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討 

3-1-1 業務要領 

 

業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

3)-1 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討 

建築に係る法適合に係る情報との連携手法として、下記の項目について BIM オブジェクトライブラ

リデータの属性情報と連携しうるかについて、検討を行う。 

 

・建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報 

・告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

・建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

 

検討に当たっては、当該分野における調査検討の動向に留意し、必要に応じ、当該検討主体に対しヒ

アリングを行うこととする。 

 

 

(1)調査の進め方 

本調査では、建築に係る法適合・性能評価情報との連携手法について、 

①建築物の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定情報 

②告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

③建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 
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築性能基準推進協会、民間確認検査機関、設計事務所を予定する。 
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図 3-1-1-1 業務 3-1 の進め方 
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3-1-2 当該分野における調査検討の動向の整理 

(1)建築研究所の取り組み 

 BIM を利用した建築確認に関する領域の研究は建築研究所が先導する形で進められており、それを総括

するものとして、2018 年度建築研究所講演会で報告された「BIM 確認申請の展開と課題」から抜粋する。 

 開発ステップの概要とイメージを表 3-1-2-1,図 3-1-2-1 に示す。 

 

表 3-1-2-1 開発ステップ概要 

開発ステップ 提出する書類やファイル 整合性の高さ 実施状況 

0 CAD/BIM 紙図書<従前の方法> ― ○ 

0+ CAD/BIM 紙図書+様式(帳票)のデータ<FD申請> ― 1993 年～ 

1 CAD/BIM PDF 申請図書<電子申請> ― 2015 年～ 

1+ CAD/BIM BIM で作図されたことが明示された、PDF 申請図書 ○ ― 

2 CAD/BIM PDF 申請図書+様式(帳票)のデータ<電子申請> ― 2015 年～ 

2+ BIM PDF 申請図書+審査要素 IFC モデルデータ ○○ ― 

3- BIM IFC モデル<部分的自動掲載等による審査> ○○ ― 

3 BIM IFC モデル<完全自動掲載等による審査> ○○○ ― 

 

 

図 3-1-2-1 開発ステップのイメージ 
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前表の色塗りで示された部分の開発ステップの開発目標等を下表に示す。図面間の整合性の確保、IFC に

よるチェックリスト、審査内容の自動化が重要である。図 3-1-2-2 に示される「BIM による設計物の属性

情報と判定プログラム間のデータ交換に係る技術仕様とガイドライン(案)」に着目して連携を検討する。 

表 3-1-2-2 BIM による設計を前提とした、開発ステップの開発目標等 

開発 

ステップ 

ステップの目標 審査員の審査方法 必要となる 

IFC プロパティ 

1+ 図面間の整合性

確保 

審査対象表現の欠落に注意しながら、PDF図

面を読図した審査 

(BIM そのものの整合性

確保の蓋然性に期待) 

2+ IFC によるチェッ

クリストの表示 

審査対象表現の欠落を IFC によるチェック

リストを見ながら、PDF図面を読図した審査 

審査対象の有無を判別、

解釈できるもの 

3-/3 審査内容の自動

計算 

計算結果の妥当性について判断 審査内容の判断根拠(数

量、種別)が判別、会社の

できるもの 

 

 

図 3-1-2-2  BIM を用いた建築確認審査の支援技術に関する調査研究 

BIMを用いた建築確認審査の実用化に関する調査研究
一般課題（H30-H32）

アウトカム：実用に耐えうる技術的仕様、ガイドライン類を提供し、BIMモデルファイルを
用いる建築確認審査の試行あるいは実務に展開させる。

研究体制： buildingSMART Japan、buildingSMART International、ICBA等と連携

■研究開発の具体的計画

■研究開発の背景・目的・必要性

・各指定確認検査機関における事前相談段階における独自の取組の増加

●指定確認機関-Ｊ
図面間の整合性担保を
期待した。BIMネイティブ
ファイルを用いた審査図
書の受領
（4号→3号建築物）

●指定確認機関-Ｘ
申請建築物の建物モデ
ルデータを受領し、設計
内容や設計意図等の確
認
（1号建築物）

…

特定の申請者との
協業で行われる
ケースが多く、各社
各様の「技術仕様」
が形成される懸念
がある。

類似事例：
建研：Step1+
SG：Code of Practice

類似事例：
韓国：u-Seumterのモデル提出
（ソウル市等）

・bSJ確認審査MVD検定等による、ソフトウェア環境の充実
前課題：「建築確認審査で参照する情報のIFC表現方法に関する調査研究」にお
けるBIMソフトウェアの固有技術に依拠しない、正規の表現方法が可能に

省エネ法の適合判定について、煩雑な手入力に代わる、判定に必要な情報の
BIMによる設計物の属性情報からの自動入力への期待

指定機関毎の技術仕様が確立する前に、これらの成果の知見を集約し、標準的な
取り扱い要領の策定や、BIMモデルファイルの属性データの活用による審査業務の
省力化の目標を早期に建築研究所の立場で提示し、開発を促進する必要がある。

図面の整合化（Step1+）に係る技術仕様・ガイドライン（案）の検討（H30）

意匠設計審査に係る図面の整合化に係る技術仕様
とガイドライン（案）＝日本版「Code of Practice」

技術的隘路に
係る技術資料

数的情報の利用（Step2+、3-）に係る技術仕様・ガイドライン（案）の検討（H31-32）

求積図の作図に係る情報の正規の表現方法による
情報交換方法に係る技術仕様とガイドライン（案）

技術的隘路に
係る技術資料

BIMによる設計物の属性情報と判定プログラム間の
データ交換に係る技術仕様とガイドライン（案）

技術的隘路に
係る技術資料
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(2)確認検査機関での BIM の取り組み 

 

 BIM 活用を前提としたあるいは BIM 活用した事例を公表している確認検査機関は以下のとおりである。 

 

表 3-1-2-3 確認検査機関による BIM 活用を検討した事例 

確認検査機関 建築確認申請した企業 

(株)住宅性能評価センター フリーダムアーキテクツデザイン 

(一財)日本建築センター 竹中工務店 

 

日本 ERI(株) 

アーネストアーキテクツ、ixrea 

大和ハウス工業 

スターツ CAM 

竹中工務店 

 

 

(3)確認検査機関での BIM 活用の検討内容と課題 

確認申請における主な審査事項は「規定適合確認の審査」「明示事項確認の審査「整合性確認の審査」

である。各々内容と BIM 利用の場合の違い、効果を民間確認検査機関のヒアリング結果から下表に整理

した。 

 

表 3-1-2-4 民間確認検査機関のヒアリング結果 

審査内容 内容 結果と考察 

規 

定適合確認 

の審査 

建築物の計画が建築基準関係規定に適合し

ているかどうかの審査のことを指してい

る。なお確認の審査は、確認申請図に明示

された事項に基づき、審査を行うこととさ

れている。 

現状の BIM を使わない建築確認審査と

BIM を使う場合も、違いはない。 

 

明示事項確認 

の審査 

 

平成１９年の建築基準法改正の際に規則１

条の３に基づき確認申請図に明示すべき事

項(表 3-1-2-5) 

 

同上 

 

整合性確認 

の審査 

 

図面間や計算書と図面との整合をいう。例

えば、平面図と立面図、構造計算書と構造

図、意匠図と設備図等々である。 

 

BIM を使う場合、３Ｄモデルを単純に切

り出した平面図と立面図等であれば整

合していることから、その整合性確認は

省力化できる可能性があるという利点

があると考えられている。 
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また建築確認審査に BIM 活用をする効果として、以下のことがヒアリングで示された。 

 

表 3-1-2-4 BIM 活用をする効果 

項目 考察 

(a)3 次元モデルによる形状把握の補助 ・ただし 2次元図面ではわかりにくい複雑な形状の把握を

わかりやすく把握できることでは現状でも大きな効果を

発揮するが、それをどのように確認申請のチェックプロセ

スと関係づけるかが、次の課題である。 

 

(ｂ)BIM モデルを用いて申請図書を作成 ・BIM による 3次元モデルから切り出した 2次元の建築確

認申請図は本来整合性が取れているため、申請図巻の整合

性が確保されているためであるか。 

ただし現状ではBIMから切り出した2次元図面に確認芯゛

位のための補助的情報を追加することが必要なため、この

追加書き込みを削減し最終的になくすことができれば、確

実となる。 

 

(c)クラウド活用による紙面提出物の軽減 ・クラウドを活用することで、膨大な量の申請図書の補完、

変更管理、打ち合わせ時間の短縮などが図られる。 

・一方では各企業と確認検査機関が相互に利用できるクラ

ウドは確認検査機関が所有し、申請者に PW 管理してアク

セスをさせるものであると考えられるので、その環境整備

も必要である。当面は 2 次元図面が申請図書となるなら

ば、このプロセスは長期間に保存する理由はないが、どの

ようにこのプロセスを位置付けるかで、保存期間・保存方

法も異なると考えられる。 

 

なお、 これらの背景には、構造計算の偽装事件以降は 

[設計者側] 

・設計図書への記載事項が増加し、不整合が報不適合に直結するケースが増加し作図時間が増加 

[審査側] 

・審査側における明示事項の有無や整合性の確認事項の増加し、審査時間が増加していること。 

・BIM 活用により、建築確認において一層の方適正化と真正効率化を実現したいことがある。 

 

さらに上表では属性情報をどのように建築確認申請に活用するかは触れられておらず、検討はそれ以

前の段階であることがわかる。 

 表○に建築確認での明示事項(平成 20年 12 月 19 日段階)に公表されたものを掲載しているが、現状で

の最新版であるかの確認はされていない。  
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があると考えられている。 
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また建築確認審査に BIM 活用をする効果として、以下のことがヒアリングで示された。 

 

表 3-1-2-4 BIM 活用をする効果 

項目 考察 

(a)3 次元モデルによる形状把握の補助 ・ただし 2次元図面ではわかりにくい複雑な形状の把握を

わかりやすく把握できることでは現状でも大きな効果を

発揮するが、それをどのように確認申請のチェックプロセ

スと関係づけるかが、次の課題である。 

 

(ｂ)BIM モデルを用いて申請図書を作成 ・BIM による 3次元モデルから切り出した 2次元の建築確

認申請図は本来整合性が取れているため、申請図巻の整合

性が確保されているためであるか。 

ただし現状ではBIMから切り出した2次元図面に確認芯゛

位のための補助的情報を追加することが必要なため、この

追加書き込みを削減し最終的になくすことができれば、確

実となる。 

 

(c)クラウド活用による紙面提出物の軽減 ・クラウドを活用することで、膨大な量の申請図書の補完、

変更管理、打ち合わせ時間の短縮などが図られる。 

・一方では各企業と確認検査機関が相互に利用できるクラ

ウドは確認検査機関が所有し、申請者に PW 管理してアク

セスをさせるものであると考えられるので、その環境整備

も必要である。当面は 2 次元図面が申請図書となるなら

ば、このプロセスは長期間に保存する理由はないが、どの

ようにこのプロセスを位置付けるかで、保存期間・保存方

法も異なると考えられる。 

 

なお、 これらの背景には、構造計算の偽装事件以降は 

[設計者側] 

・設計図書への記載事項が増加し、不整合が報不適合に直結するケースが増加し作図時間が増加 

[審査側] 

・審査側における明示事項の有無や整合性の確認事項の増加し、審査時間が増加していること。 

・BIM 活用により、建築確認において一層の方適正化と真正効率化を実現したいことがある。 

 

さらに上表では属性情報をどのように建築確認申請に活用するかは触れられておらず、検討はそれ以

前の段階であることがわかる。 

 表○に建築確認での明示事項(平成 20年 12 月 19 日段階)に公表されたものを掲載しているが、現状で

の最新版であるかの確認はされていない。  
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建築確認のプロセスでチェックされる項目は非常に多いが、防火・耐火に関する項目は以下のとおりで

ある。 

 

 

 

(4)確認検査機関での BIM 活用事例 

 

確認検査機関での BIM 活用の事例を整理した劣化を表○に示す。 

これらの事例検討から、建築確認申請に活用するために必要な BIM として、 

・データが軽い 

・基本的にデータに加筆修正ができないこと 

・操作が簡単であること 

・図面と BIM モデルが一体化し、要素の情報が閲覧できること 

・審査側が必要な情報のみが表示されること 

が指摘されているが、現在の BIM の利用環境ではすべてを満足する状況ではないが、一歩ずつ前進す

ることが必要である。 
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3-1-3 オブジェクトの属性情報標準化と建築確認申請プロセスへの効果 

(1)BIM オブジェクトの属性情報の標準化による各種計算・シミュレーションへの効果 

BIM オブジェクトの特に属性情報の標準化による各種計算・シミュレーションへ等への効果を以下に

示す。属性情報の標準化は、ソフトウェア間の円滑な連携だけではなく、BIM の周辺にある多様なソフ

トウェアの開発にも大きな影響を与え、その開発が容易になると予想される。 

 

図 3-1-3-1 オブジェクト属性情報の標準化の効果  
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 また BLC BIM オブジェクト標準を以下に示すが、防耐火等の法令に関する情報は、法令情報プロパテ

ィとして本章で整理する。 

 

図 3-1-3-2 BLC BIM オブジェクト標準 
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図 3-1-3-3 BLC BIM オブジェクト標準の一例  
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図 3-1-3-3 BLC BIM オブジェクト標準の一例  
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(2)BIM オブジェクトの属性情報の標準化による建築確認申請との連携の可能性 

BIM オブジェクトの特に属性情報の標準化による建築かく乱真正プロセスとの連携とその効果イメー

ジを以下に示す。属性情報の標準化や建築確認申請の特にここでは性能評価情報との連携とが可能にな

ることも不可能ではなく、実際に可能になればその効果は非常に大きいものと予想される。 

 

図 3-1-3-4 オブジェクト標準化と建築確認の将来の可能性 
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3-1-4 建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報 

（１）建築確認のフローと防耐火構造、防火材料・防火設備等との関連 

建築物の確認申請のフローを、防火区画に関する説明を下図に示す。確認申請ではで、耐火構造の建築

物等の区画の構造として耐火構造の床・壁、防火設備がある。 

  

図 3-1-4-1 確認申請のフロー(その 1) 

 

図 3-1-4-2 確認申請のフロー(その 2) 
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防耐火構造、防火材料・防火設備等は建築基準法で大臣か認定しており、それを「構造方法等の認定に

係る帳簿」と示され、また、（一社）建築性能基準推進協会で整理、ホームページに掲示されている。 
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表 3-1-4-1 構造方法等の認定に係る帳簿 
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表 3-1-4-1 構造方法等の認定に係る帳簿 
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構造方法等の認定に係る帳簿に掲げられている項目は多いが、BIM オブジェクトに関連する認定対象は 

 「防耐火構造」 

 「防火材料・防火設備」 

 「指定建築材料等」 

 「区画貫通」 

 「遮音」 

 「建築設備/遊戯施設のうち、遊戯施設(コース―た等)を除くもの」 

となる。 

 

(2)認定番号の付番方法 

構造方法等の認定に係る帳簿の通達では、認定番号の付番方法が示されている。 

 

 

図 
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図 
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図 
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(3)代表的な対象品目における付番の方法 

表 3-1-4-2 

   

防耐火構造 ＃＃ 120 ##-**** 

 

＃＃ (例)FP 等の耐火構造等の構造種別を示す略記 

120   耐火時間等を分単位で示す数値 

##  BE,BP 等の耐力壁等の部位を示す略記 

****-通算番号 

防火材料・ 

防火設備 

＃＃-**** 

 

＃＃ (例)NM,NE 等の不燃材料で外部仕上用か等を示すコード 

****-通算番号 

昇降機 E①②③④⑤-**** 

 

①構造上主要な部分 

②制御器 

③制御装置 

④戸開走行保護装置 

⑤地震時管制 

****-通算番号 

 

(4)認定番号を活用した BIM オブジェクトの属性情報との連携 

 

 認定は多様な材料、構造にわたるためそこに含まれる情報を標準化することは困難であり、また会員

にならないと認定情報の詳細は把握できない。そのため、認定対象を特定するためには認定番号がひつ

とのキーワードとなる。また一般的な認定対象の場合は、ひとつの認定番号の中に多数の企業の製品が

含まれる場合もあることがヒアリングの結果把握できた。 

 

表 3-1-4-3 

 

 

 

2 時間耐火の間仕切り壁 

（非耐力）の場合 

ＦＰ１２０ＮＰ 

   

   

ジェネリックオ

ブジェクト 

(公共発注で製

品を特定できな

い場合) 

 

案１  ＦＰ１２０ＮＰ  

案 2 2 時間耐火の間仕切り壁（非耐力） 

（コンピュータ内では「ＦＰ１２０ＮＰ」） 

メーカーオブジ

ェクト 

(上記以外の場

合) 

案１  ＦＰ１２０ＮＰ-通算番号 

+メーカー名 

案 2 2 時間耐火の間仕切り壁（非耐力）-通算番号 

（コンピュータ内では「ＦＰ１２０ＮＰ 

-通算番号+メーカー名」） 
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以下に認定番号を活用した BIM オブジェクトの属性情報 

 

表 3-1-4-3 付番による記号と用語の組合せの表示方法(その 1) 

  

用語の組合せ 

付番による記号 

○○:時間  

□□:通算番号 

 

備考 

防耐火構造 

[耐火構造] 

耐火構造○○耐力壁 外壁 FP○○BE-□□  

耐火構造○○耐力壁 間仕切壁 FP○○BP-□□  

耐火構造○○非耐力壁 外壁 FP○○NE-□□  

耐火構造○○非耐力壁 間仕切壁 FP○○NP-□□  

耐火構造○○柱 FP○○CN-□□  

耐火構造○○床 FP○○FL-□□  

耐火構造○○はり FP○○BM-□□  

耐火構造○○屋根 FP○○RF-□□  

耐火構造○○屋根軒裏 FP○○RS-□□  

耐火構造○○階段 FP○○ST-□□  

耐火構造○○ひさし FP○○PR-□□  

耐火構造○○強化天井 FP○○CE-□□  

防耐火構造 

[ 準 耐 火 構

造] 

準耐火構造○○耐力壁 外壁 QF○○BE-□□  

準耐火構造○○耐力壁 間仕切壁 QF○○BP-□□  

準耐火構造○○非耐力壁 外壁 QF○○NE-□□  

準耐火構造○○非耐力壁 間仕切壁 QF○○NP-□□  

準耐火構造○○柱 QF○○CN-□□  

準耐火構造○○床 QF○○FL-□□  

準耐火構造○○はり QF○○BM-□□  

準耐火構造○○屋根 QF○○RF-□□  

準耐火構造○○屋根軒裏 QF○○RS-□□  

準耐火構造○○階段 QF○○ST-□□  

準耐火構造○○ひさし QF○○PR-□□  

準耐火構造○○強化天井 QF○○CE-□□  
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(3)代表的な対象品目における付番の方法 

表 3-1-4-2 
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以下に認定番号を活用した BIM オブジェクトの属性情報 
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用語の組合せ 
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○○:時間  
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準耐火構造○○非耐力壁 間仕切壁 QF○○NP-□□  

準耐火構造○○柱 QF○○CN-□□  

準耐火構造○○床 QF○○FL-□□  

準耐火構造○○はり QF○○BM-□□  

準耐火構造○○屋根 QF○○RF-□□  

準耐火構造○○屋根軒裏 QF○○RS-□□  

準耐火構造○○階段 QF○○ST-□□  

準耐火構造○○ひさし QF○○PR-□□  

準耐火構造○○強化天井 QF○○CE-□□  
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表 3-1-4-3 付番による記号と用語の組合せの表示方法(その 2) 

  

用語の組合せ 

付番による記号 

○○:時間  

□□:通算番号 

 

備考 

防耐火構造 

[防火構造] 

防火構造○○耐力壁 外壁 PC○○BE-□□  

防火構造○○耐力壁 間仕切壁 PC○○BP-□□  

防火構造○○非耐力壁 外壁 PC○○NE-□□  

防火構造○○非耐力壁 間仕切壁 PC○○NP-□□  

防火構造○○柱 PC○○CN-□□  

防火構造○○床 PC○○FL-□□  

防火構造○○はり PC○○BM-□□  

防火構造○○屋根 PC○○RF-□□  

防火構造○○屋根軒裏 PC○○RS-□□  

防火構造○○階段 PC○○ST-□□  

防火構造○○ひさし PC○○PR-□□  

防火構造○○強化天井 PC○○CE-□□  

防耐火構造 

[ 準 防 火 構

造] 

準防火構造○○耐力壁 外壁 QP○○BE-□□  

準防火構造○○耐力壁 間仕切壁 QP○○BP-□□  

準防火構造○○非耐力壁 外壁 QP○○NE-□□  

準防火構造○○非耐力壁 間仕切壁 QP○○NP-□□  

準防火構造○○柱 QP○○CN-□□  

準防火構造○○床 QP○○FL-□□  

準防火構造○○はり QP○○BM-□□  

準防火構造○○屋根 QP○○RF-□□  

準防火構造○○屋根軒裏 QP○○RS-□□  

準防火構造○○階段 QP○○ST-□□  

準防火構造○○ひさし QP○○PR-□□  

準防火構造○○強化天井 QP○○CE-□□  

  

ー398ー

表 3-1-4-3 付番による記号と用語の組合せの表示方法(その 3) 

  

用語の組合せ 

付番による記号 

○○:時間  

□□:通算番号 

 

備考 

材料、設備

等 

 

[防火材料・

防火設備] 

[指定建築材

料等] 

[区画貫通 

[遮音] 

不燃材料 NM-□□  

不燃材料 外部仕上げ用 NE-□□  

準不燃材料 QM-□□  

準不燃材料 外部仕上げ用 QE-□□  

難燃材料 RM-□□  

難燃材料 外部仕上げ用 RE-□□  

防火地域または準防火地域における屋根 DR-□□  

防火地域または準防火地域における屋根 

不燃性の物品を補完する倉庫等 

DW-□□  

法 22 条区域における屋根 UR-□□  

法 22 条区域における屋根  不燃性の物

品を補完する倉庫等 

UW-□□  

特定防火設備(防火区画の開口部) EA-□□  

防火建築物の外壁に設ける防火設備(遮煙

性能) 

EB-□□  

防火地域等の外壁に設ける防火設備(準遮

煙性能) 

EC-□□  

界壁などを貫通する風道に設ける防火設

備(防火ダンパー等) 

ED-□□  

煙突周囲の建築物の部分の不燃性 FPC-□□  

熱感知器と連動した防火設備の指導閉鎖

機構 

CAT-□□  

煙感知器と連動した防火設備の指導閉鎖

機構 

CAS-□□  

昇降機  

①構造上主要な部分  

②制御器 

③制御装置 

④戸開走行保護装置 

⑤地震時管制 

E①②③④⑤-□□ 

P:該当、N:非該当 

C:該当、N:非該当 

S:該当、N:非該当 

U:該当、N、無印:非該当 

B:該当、N、無印:非該当 
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表 3-1-4-3 付番による記号と用語の組合せの表示方法(その 2) 

  

用語の組合せ 

付番による記号 

○○:時間  

□□:通算番号 

 

備考 

防耐火構造 

[防火構造] 

防火構造○○耐力壁 外壁 PC○○BE-□□  

防火構造○○耐力壁 間仕切壁 PC○○BP-□□  

防火構造○○非耐力壁 外壁 PC○○NE-□□  

防火構造○○非耐力壁 間仕切壁 PC○○NP-□□  

防火構造○○柱 PC○○CN-□□  

防火構造○○床 PC○○FL-□□  

防火構造○○はり PC○○BM-□□  

防火構造○○屋根 PC○○RF-□□  

防火構造○○屋根軒裏 PC○○RS-□□  

防火構造○○階段 PC○○ST-□□  

防火構造○○ひさし PC○○PR-□□  

防火構造○○強化天井 PC○○CE-□□  

防耐火構造 

[ 準 防 火 構

造] 

準防火構造○○耐力壁 外壁 QP○○BE-□□  

準防火構造○○耐力壁 間仕切壁 QP○○BP-□□  

準防火構造○○非耐力壁 外壁 QP○○NE-□□  

準防火構造○○非耐力壁 間仕切壁 QP○○NP-□□  

準防火構造○○柱 QP○○CN-□□  

準防火構造○○床 QP○○FL-□□  

準防火構造○○はり QP○○BM-□□  

準防火構造○○屋根 QP○○RF-□□  

準防火構造○○屋根軒裏 QP○○RS-□□  

準防火構造○○階段 QP○○ST-□□  

準防火構造○○ひさし QP○○PR-□□  

準防火構造○○強化天井 QP○○CE-□□  
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表 3-1-4-3 付番による記号と用語の組合せの表示方法(その 3) 

  

用語の組合せ 

付番による記号 

○○:時間  

□□:通算番号 

 

備考 

材料、設備

等 

 

[防火材料・

防火設備] 

[指定建築材

料等] 

[区画貫通 

[遮音] 

不燃材料 NM-□□  

不燃材料 外部仕上げ用 NE-□□  

準不燃材料 QM-□□  

準不燃材料 外部仕上げ用 QE-□□  

難燃材料 RM-□□  

難燃材料 外部仕上げ用 RE-□□  

防火地域または準防火地域における屋根 DR-□□  

防火地域または準防火地域における屋根 

不燃性の物品を補完する倉庫等 

DW-□□  

法 22 条区域における屋根 UR-□□  

法 22 条区域における屋根  不燃性の物

品を補完する倉庫等 

UW-□□  

特定防火設備(防火区画の開口部) EA-□□  

防火建築物の外壁に設ける防火設備(遮煙

性能) 

EB-□□  

防火地域等の外壁に設ける防火設備(準遮

煙性能) 

EC-□□  

界壁などを貫通する風道に設ける防火設

備(防火ダンパー等) 

ED-□□  

煙突周囲の建築物の部分の不燃性 FPC-□□  

熱感知器と連動した防火設備の指導閉鎖

機構 

CAT-□□  

煙感知器と連動した防火設備の指導閉鎖

機構 

CAS-□□  

昇降機  

①構造上主要な部分  

②制御器 

③制御装置 

④戸開走行保護装置 

⑤地震時管制 

E①②③④⑤-□□ 

P:該当、N:非該当 

C:該当、N:非該当 

S:該当、N:非該当 

U:該当、N、無印:非該当 

B:該当、N、無印:非該当 
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 (5)検討課題 

 

（一社）建築性能基準推進協会等とのヒアリングの結果、検討課題として次が考えられる。 

表 3-1-4-4 課題の整理 

課題

① 

認定番号の付番方法が規定されていない領域の扱い(例: 区画貫通、遮音) 

→再度確認が必要。 

課題 

② 

認定・ホームページ掲載・確認窓口の提出のタイミングの問題 

→申請から認定、サイト掲載、販売の通常のスケジュールを示す。 

サイト掲載は 1月間をまとめて行うが、製品の製造販売まで 2~3 か月係るので現在は問題に

なっていない。将来は顕在化する可能性がある。 

 

 

課題 

③ 

壁等のシステムオブジェクトの場合の大臣認定の情報入力の方法の懸念。 

→今回提案しているアドオンシステムを活用すれば、BIM ソフトウェア上のオブジェクトも問

題なくなる。 

課題 

④ 

具体的にどのような属性情報で連携するのか。 

→今回の回答により表 3-1—4-3 の案 1、案 2が可能となったので選択肢は広がったと言える。 

ただし、日本語表記はわかりやすそうだが、用語は適切に定義することが必要である。 

(例) 間仕切壁には耐力壁と非耐力壁があり、ここでの「間仕切壁」は外壁以外の壁という

意味であり、利用に当たって注意が゛必要である。 

課題

⑤ 

ジェネリックオブジェクトは確認審査(特に公共発注の計画通知の場合)、実際に存在するの

かが明確でない。 

→2 つの自治体へのヒアリングの結果、次の二通りがあることが分かった。 

① 小規模建築物に限定して計画通知(特定行政庁)で行い、それ以外の中規模・大規模建築

物は設計事務所に確認申請の手続きも含めて委託する。図面では○○同等という表記と

する。ただし確認申請では防耐火材料等はメーカー指定されず同等品も含まれることを

付記する。 

② すべての建築物で確認申請の場合も含めて、メーカーを指定しない、ジェネリックオブ

ジェクトとして表記している場合。 
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表 3-1-4-5． （一社）建築性能基準推進協会との協議事項 

（一社）建築性能基準推進協会へのご質問事項（案） 

（質問１） 

貴協会で帳簿（ホームページ）に掲載されている対象は、別添の大臣認定のすべての品目が掲載され

ていると理解してよろしいでしょうか。 

→施行規則に 5つの項目が示されている(第 10 条の 5の 22)が、鉄骨工場の認定は掲載していない 

その他の他はすべて対応している 

（質問２） 

認定されてから帳簿（ホームページ）に掲載されるまでのタイムラグはどの程度でしょうか。 

→一般的には現在 1か月分の認定をまとめて掲載しているため、1か月のタイムラグが生じている。 

認定番号は申請時に定まる。既存の製品を組み合わせた場合はすぐに市場に出回るが、一般的には認

定後生産に取り掛かり 2,3 か月かかるので問題を生じないと考えている。 

（質問３） 

認定が更新等された場合、帳簿（ホームページ）が修正されるまでのタイムラグはどの程度でしょう

か。→(設問 2)に同じ 

（質問４） 

認定の更新の場合、付番のルールはございますか。 

→数年前までは全く別の番号を付与していたが、数年前から(小規模な)変更に関しては枝番で処理し

ている。 

（質問５） 

 既存建築物の検索を考慮する場合、データのアーカイブが必要になりますが、データの保存期間は

どのように設定されているのでしょうか。 

→大臣認定制度ができた以降はこの検索システムに掲載されていることとなっている。 

（質問６） 

 ＢＩＭオブジェクトと「大臣認定の検索システム」との連携可能性を検討することが、課題となっ

ております。特に、公共プロジェクトでは、民間プロジェクトの確認申請に相当する計画通知段階で

は製品が特定されないため、ＢＩＭオブジェクト（部材・製品・機器等を 3次元形状と性能等を示す

属性情報で表したもの）において、ジェネリックオブジェクト（企業が特定されないオブジェクト）

を用います。認定に関する情報欄には、認定番号の付番方法に示される内容から選択・組み合わせる

又はそれらを一般化した表現とすることで問題ないでしょうか。 

［例］2時間耐火の間仕切り壁（非耐力）の場合 

  案１ ＦＰ１２０ＮＰ または ＦＰ１２０ 

  案２ 等（コンピュータ内では「ＦＰ１２０ＮＰ」） 

→ジェネリックは使うのか。使う場合は「ＦＰ１２０ＮＰ」「2時間耐火の間仕切り壁（非耐力）」の

どちらでもよい。メーカー製品は一つの認定番号に複数の企業があり、その後認定企業が売却したり

変更しているかもしれないが、従来は把握していなかった。現在は追跡調査を自主的に開始してい

る。(ホームページに掲載) 
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 (5)検討課題 

 

（一社）建築性能基準推進協会等とのヒアリングの結果、検討課題として次が考えられる。 

表 3-1-4-4 課題の整理 

課題

① 

認定番号の付番方法が規定されていない領域の扱い(例: 区画貫通、遮音) 

→再度確認が必要。 

課題 

② 

認定・ホームページ掲載・確認窓口の提出のタイミングの問題 

→申請から認定、サイト掲載、販売の通常のスケジュールを示す。 

サイト掲載は 1月間をまとめて行うが、製品の製造販売まで 2~3 か月係るので現在は問題に

なっていない。将来は顕在化する可能性がある。 

 

 

課題 

③ 

壁等のシステムオブジェクトの場合の大臣認定の情報入力の方法の懸念。 

→今回提案しているアドオンシステムを活用すれば、BIM ソフトウェア上のオブジェクトも問

題なくなる。 

課題 

④ 

具体的にどのような属性情報で連携するのか。 

→今回の回答により表 3-1—4-3 の案 1、案 2が可能となったので選択肢は広がったと言える。 

ただし、日本語表記はわかりやすそうだが、用語は適切に定義することが必要である。 

(例) 間仕切壁には耐力壁と非耐力壁があり、ここでの「間仕切壁」は外壁以外の壁という

意味であり、利用に当たって注意が゛必要である。 

課題

⑤ 

ジェネリックオブジェクトは確認審査(特に公共発注の計画通知の場合)、実際に存在するの

かが明確でない。 

→2 つの自治体へのヒアリングの結果、次の二通りがあることが分かった。 

① 小規模建築物に限定して計画通知(特定行政庁)で行い、それ以外の中規模・大規模建築

物は設計事務所に確認申請の手続きも含めて委託する。図面では○○同等という表記と

する。ただし確認申請では防耐火材料等はメーカー指定されず同等品も含まれることを

付記する。 

② すべての建築物で確認申請の場合も含めて、メーカーを指定しない、ジェネリックオブ

ジェクトとして表記している場合。 

 

 

 

ー400ー

表 3-1-4-5． （一社）建築性能基準推進協会との協議事項 

（一社）建築性能基準推進協会へのご質問事項（案） 

（質問１） 

貴協会で帳簿（ホームページ）に掲載されている対象は、別添の大臣認定のすべての品目が掲載され

ていると理解してよろしいでしょうか。 

→施行規則に 5つの項目が示されている(第 10 条の 5の 22)が、鉄骨工場の認定は掲載していない 

その他の他はすべて対応している 

（質問２） 

認定されてから帳簿（ホームページ）に掲載されるまでのタイムラグはどの程度でしょうか。 

→一般的には現在 1か月分の認定をまとめて掲載しているため、1か月のタイムラグが生じている。 

認定番号は申請時に定まる。既存の製品を組み合わせた場合はすぐに市場に出回るが、一般的には認

定後生産に取り掛かり 2,3 か月かかるので問題を生じないと考えている。 

（質問３） 

認定が更新等された場合、帳簿（ホームページ）が修正されるまでのタイムラグはどの程度でしょう

か。→(設問 2)に同じ 

（質問４） 

認定の更新の場合、付番のルールはございますか。 

→数年前までは全く別の番号を付与していたが、数年前から(小規模な)変更に関しては枝番で処理し

ている。 

（質問５） 
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3-1-5 告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報 

 

告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の審査については、3-1-3「建築の部位・部材・部品・

機器類に係る性能評価に係る認定の情報」に比べ、確認検査員等の審査における裁量の幅が大きく、BIM

オブジェクトによる情報の表示が的確になされた場合に、確認検査員等の審査の利便に寄与する程度も

大きくなる余地があると考えられる。 

一方、通常の審査において、確認検査員等が審査に用いていない情報まで表示することは、技術的に可

能であったとしても、その目的に叶うものではない。 

したがって、3-1-4「告示の仕様に基づく建築の部位・部材に係る性能の情報」の検討にあたっては、

まず、BIM オブジェクトの審査におけるユーザーとなる確認検査員等のニーズを既存調査から把握し、次

に、情報の内容を整理し、さらに、具体の告示に基づいた例を検討することとする。 

 

１．BIM オブジェクトの審査におけるユーザーとなる確認検査員等のニーズ 

 「BIM を活用した建築確認における課題検討委員会 報告書（2019 年 3 月）」は、一般財団法人日本

建築センターに、委員会及び WG で構成される委員会（指定確認検査機関等）を設置して検討を行ったこ

とから、確認検査員等のニーズが反映されているものである。 

 

（１）建築確認に必要な図面表現の整理 

同報告書「３．確認図面の表現標準の検討(３-1) 建築確認に必要な図面表現の整理 1) 審査内容の

項目リスト」において、「審査は、建築基準法第 18 条の３及び平成 19 年国交告 835 号（確認審査等

に関する指針）の規定により、施行規則第１条の３第１項表１などに掲げる図書に記載された明示す 

べき事項に基づいて行うこととされている。一方、平成 22 年６月１日前の平成 19 年国土交通省告示 

885 号（確認審査等に関する指針に従って確認審査等を行ったことを証する書類の様式を定める件（以 

下、チェックリストという。））は、概ね明示すべき事項に沿って整理された内容となっていた。 

よって、基本的にチェックリストに沿うこととし、改正状況を考慮して施行規則第１条の３第１項表

１などを参照し、図面間に記載が重複する場合の措置として、施行規則第一条の３第６項の規定を踏ま

えて「Ⅲ審査内容の項目リスト⑨記載事項」にまとめた。」とされている。 

同リストで、告示の仕様に関連する事項として、 

 ①令第 70 条に規定する構造方法への適合性審査に必要な事項（同リスト通し NO.147） 

  →記載事項：H12 年建告 1356 号に適合する仕様を記載（GB-R ア 12ｍｍ以上など） 

 ②開口部及び防火設備の位置（同リスト通し NO.676） 

   →記載事項：防火区画の開口部の位置とその構造（構造は凡例による）を記載 

 ③令第 125 条の２第１項に規定する施錠装置の構造（同リスト通し NO.686） 

  →記載事項：令第 125 条の２第１項に規定する施錠装置の構造（例えば鍵を用いなく 

ても開錠することができる旨など）を記載 

 ④主要構造部及び防火設備の断面の構造、材料の種別及び寸法（同リスト通し NO.689） 

  →記載事項：主要構造部の耐火構造、準耐火構造、不燃構造の記載、避難階段等 

の区画の構造を記載 
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表 3-1-4-6 性能評価の例 
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⑤排煙の方法及び火災が発生した場合に避難上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない 

建築物の部分（同リスト通し NO.696） 

→記載事項：H12 年建告 1436 号の適合性に必要な事項を記載（凡例、天井高さ（H≧3ｍ）、防煙壁の 

位置・構造・高さ、室・居室の別、各室面積、内装など） 

 等が示されている。 

 

（２）使用頻度の高い凡例 

同報告書「2) 図面に明示する凡例素案」で、「確認申請図書に記載されている防火区画などの凡例が

必ずしも統一されてはいないことから、使用頻度の高い凡例の標準化を検討した。」とされ、上記①～

⑤のうち⑤の「H12 年建告 1436 号」について使用頻度が高く、「図面の明示する凡例素案」が示されて

いる。 

 

（３）確認図面の希望表現項目 

  同報告書「3) 確認図面の希望表現項目」で、確認審査は、設計者が作成した図書により『法適合を 

判断する』ものであるが、建築確認で提出される設計図書の表現方法についての規定はなく、設計者ご 

とに任意の図面表現により作成し、その内容と意図を審査者が読み取っているという実態がある。ま 

た、建築確認手続きが実施設計段階の途中に行われることが多く、申請図書の各図面間の整合が確保さ 

れていない場合が少なからずみられ、確認審査の本質である法適合判断の審査を行う以前の申請図書

の整合を確認する作業に時間がかかることが、確認審査の円滑化を妨げる要因となっている。 

BIM を活用し作成される申請図面により、各図面間の整合確認作業の効率化や審査対象となる図面

枚数の削減につながるといった観点」から、「確認図面の希望表現項目」がまとめられた。 

設計図書の表現方法についての規定がないことから、BIM オブジェクトにおいても最低限の情報の提

供にとどめ、審査対象となる図面枚数の削減につながるといった観点での寄与を目指すこととする。 

 

２．BIM オブジェクトの情報の内容 

 

（１）入出力情報の整理/課題 

同報告書「(３-3) 確認図面の表現標準の試作成」で、「確認図面の表現標準の試作成は、『確認図面

の希望表現項目』（(３-1) 3) 参照）のうち『確認申請書と BIM モデルの入出力情報の連携』を除く 7 

項目に、防火区画図、断面図を加えた 9 項目について行った。『確認申請書と BIM モデルの入出力情

報の連携』については、作成した BIM モデルにより検討を試みたことを参考掲載として掲載した。 

なお、試作成を行った確認図面の表現標準は、確認図面の表現標準の作成における課題と併せて整理

したため、課題別検証シート（(４-1) 2) 参照）に掲載されている。」と示されている。続く「審査項

目別のＢＩＭ活用課題一覧表」で、前記１．の①～⑤は、次のように提案されている。 

 

【入出力情報の整理/課題】 

①文字情報 

②凡例（位置は３Dモデルや注釈タグ） 
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③集計表 

④文字情報 

⑤部屋・ゾーンの属性 

 これらをまとめると、３Dオブジェクト自体で示されるのは③の位置や⑤の属性（凡例、天井高さ 

（H≧3ｍ）、防煙壁の位置・構造・高さ、室・居室の別、各室面積、内装など）であり、他に検討を要

するのは「文字情報や集計表への連携」となる。 

 

（２）BIM オブジェクトの情報の内容 

文字情報や集計表への連携に関して、解決策として示されているのが、「プロジェクト情報をExcel

に書出し管理、申請書の各項目へリンクさせることは技術的には可能」という方法であり、これに対

して「確認申請書（建築計画概要書も含む）と概要や⾯積等の図⾯がモデルから出⼒、連動すること

により、図⾯間での不整合が無くなり、審査の効率化に有効であることから、継続して検討した

い。」と示されている。 

したがって、BIMオブジェクトとしてはコードなど文字情報や申請書へのリンクの鍵となる情報を

属性として入力する方法が有効と考えられる。 

ちなみに、3-1-3「建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報」における

方法もこれに類似している。 
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ちなみに、3-1-3「建築の部位・部材・部品・機器類に係る性能評価に係る認定の情報」における

方法もこれに類似している。 
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３．具体の告示に基づいた例（平成１２年建設省告示第 1360 号） 

ここでは、②開口部及び防火設備の位置の、防火区画の開口部の位置とその構造（構造は凡例による）

を記載するにあたって、凡例との情報連携の観点から、具体的な要素を検討する。 

防火設備の構造方法を定める件 （平成１２年建設省告示第 1360 号  改正：平成 31 年 3 月 29 日・
告示第 470 号） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第九号の二ロの規定に基づき、防
火設備の構造方法を次のように定める。 
 
第１ 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 109 条の 2 に定める技術的基準に適 合する
防火設備の構造方法は、次に定めるものとすることとする。  
 
１ 建築基準法施行令第 114 条第 5 項において読み替えて準用する同令第 112 条第 15 項に 規定

する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたもの  
２ 鉄材又は鋼材で造られたもので、鉄板又は鋼板の厚さが 0.8 ミリメートル以上のもの（網 入りガ

ラス（網入りガラスを用いた複層ガラスを含む。第 5 号において同じ。）を用いたものを含む。 ） 
３ 鉄骨コンクリート又は鉄筋コンクリートで造られたもの 
４ 土蔵造のもの 
５ 枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの 

イ 網入りガラスを用いたもの   
ロ 次に掲げる基準に適合するもの  

(1) はめごろし戸であること。  
(2) 次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること。  

(ⅰ) 耐熱強化ガラス（厚さが 6.5 ミリメートル以上であり、かつ、エッジ強度が 250 メガパ
スカル以上であるものに限る。以下この号において同じ。） 

 (ⅱ) 耐熱結晶化ガラス（主たる構成物質が二酸化けい素、酸化アルミニウム及び酸化 リチウム
であるガラスをいい、厚さが 5 ミリメートル以上であり、かつ、線膨張 係数が摂氏 30 度か
ら摂氏 750 度までの範囲において、 1 度につき 0 プラスマイナ ス 0.0000005 であるもの
に限る。以下同じ。）  

(ⅲ) 複層ガラス（屋外側のガラスが耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラスであり、か つ、屋内側
のガラスが低放射ガラス（厚さが 5 ミリメートル以上であり、かつ、 垂直放射率が 0.03 以
上 0.07 以下であるものに限る。以下同じ。）であるものに限 る。以下この号において同じ。） 

(3) 次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、屋外側のガラスの種類）に応じてそれぞれ
次に定める開口部に取り付けられたものであること。 
(ⅰ) 耐熱強化ガラス 幅が 700 ミリメートル以上 1,200 ミリメートル以下で高さが 850 ミ

リメートル以上 2,400 ミリメートル以下のもの  
(ⅱ) 耐熱結晶化ガラス 幅が 1,000 ミリメートル以上 1,200 ミリメートル以下で高 さが 

1,600 ミリメートル以上 2,400 ミリメートル以下のもの  
(4) 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り 付けられ

たものであること。 
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３．具体の告示に基づいた例（平成１２年建設省告示第 1360 号） 

ここでは、②開口部及び防火設備の位置の、防火区画の開口部の位置とその構造（構造は凡例による）

を記載するにあたって、凡例との情報連携の観点から、具体的な要素を検討する。 

防火設備の構造方法を定める件 （平成１２年建設省告示第 1360 号  改正：平成 31 年 3 月 29 日・
告示第 470 号） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第九号の二ロの規定に基づき、防
火設備の構造方法を次のように定める。 
 
第１ 建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）第 109 条の 2 に定める技術的基準に適 合する
防火設備の構造方法は、次に定めるものとすることとする。  
 
１ 建築基準法施行令第 114 条第 5 項において読み替えて準用する同令第 112 条第 15 項に 規定

する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたもの  
２ 鉄材又は鋼材で造られたもので、鉄板又は鋼板の厚さが 0.8 ミリメートル以上のもの（網 入りガ

ラス（網入りガラスを用いた複層ガラスを含む。第 5 号において同じ。）を用いたものを含む。 ） 
３ 鉄骨コンクリート又は鉄筋コンクリートで造られたもの 
４ 土蔵造のもの 
５ 枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの 

イ 網入りガラスを用いたもの   
ロ 次に掲げる基準に適合するもの  

(1) はめごろし戸であること。  
(2) 次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること。  

(ⅰ) 耐熱強化ガラス（厚さが 6.5 ミリメートル以上であり、かつ、エッジ強度が 250 メガパ
スカル以上であるものに限る。以下この号において同じ。） 

 (ⅱ) 耐熱結晶化ガラス（主たる構成物質が二酸化けい素、酸化アルミニウム及び酸化 リチウム
であるガラスをいい、厚さが 5 ミリメートル以上であり、かつ、線膨張 係数が摂氏 30 度か
ら摂氏 750 度までの範囲において、 1 度につき 0 プラスマイナ ス 0.0000005 であるもの
に限る。以下同じ。）  

(ⅲ) 複層ガラス（屋外側のガラスが耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラスであり、か つ、屋内側
のガラスが低放射ガラス（厚さが 5 ミリメートル以上であり、かつ、 垂直放射率が 0.03 以
上 0.07 以下であるものに限る。以下同じ。）であるものに限 る。以下この号において同じ。） 

(3) 次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、屋外側のガラスの種類）に応じてそれぞれ
次に定める開口部に取り付けられたものであること。 
(ⅰ) 耐熱強化ガラス 幅が 700 ミリメートル以上 1,200 ミリメートル以下で高さが 850 ミ

リメートル以上 2,400 ミリメートル以下のもの  
(ⅱ) 耐熱結晶化ガラス 幅が 1,000 ミリメートル以上 1,200 ミリメートル以下で高 さが 

1,600 ミリメートル以上 2,400 ミリメートル以下のもの  
(4) 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り 付けられ

たものであること。 
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(ⅰ) ガラスを鉄材又は鋼材で造られた厚さが 3 ミリメートル以上の取付部材（ガラ スを枠
に取り付けるために設置される部材をいう。以下同じ。）により枠に堅固に取り付けるこ
と。  

(ⅱ) 取付部材を鋼材で造られたねじにより枠に 250 ミリメートル以下の間隔で固定 するこ
と。 

(ⅲ) ガラスの下にセッティングブロック（鋼材又はけい酸カルシウム板で造られた ものに限
る。以下同じ。）を設置すること。  

(ⅳ) ガラスの取付部分に含まれる部分の⾧さ（以下「かかり代⾧さ」という。）を次 に掲げ
るガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。  
(一) 耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス 7 ミリメートル  
(二) 複層ガラス 13 ミリメートル  

(5)火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部 材をガラ
スの全周にわたって設置すること。  
(ⅰ) シーリング材又はグレイジングガスケットで、難燃性を有するもの（シリコー ン製であ

るものに限る。）  
(ⅱ) 加熱により膨張する部材（黒鉛を含有するエポキシ樹脂で造られたものに限る。 以下

「加熱膨張材」という。） 
６ 枠の屋外側の部分をアルミニウム合金材で、屋内側の部分をアルミニウム合金材又は樹脂（無可

塑ポリ塩化ビニルに限る。次号において同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
イ はめごろし戸であること。 
ロ 次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること  

(1) 網入りガラス  
(2) 耐熱結晶化ガラス  
(3) 複層ガラス（屋外側のガラスが網入りガラス又は耐熱結晶化ガラスであり、かつ、 屋内側

のガラスが低放射ガラスであるものに限る。以下この号において同じ。） 
ハ 次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、屋外側のガラスの種類）に応じてそれぞれ

次に定める開口部に取り付けられたものであること。  
(1) 網入りガラス 幅が 800 ミリメートル以下で高さが 2,250 ミリメートル以下のもの  
(2) 耐熱結晶化ガラス 幅が 780 ミリメートル以上 920 ミリメートル以下で高さが 1,100 ミリ

メートル以上 1,890 ミリメートル以下のもの 
ニ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられた

ものであること。  
(1) ガラスをアルミニウム合金材又は鋼材で造られた厚さが 1 ミリメートル以上の取付 部材よ

り枠に堅固に取り付けること。  
(2) 取付部材が鋼材で造られたものである場合にあっては、取付部材を鋼材で造られた ねじに

よりアルミニウム合金材で造られた縦枠に 350 ミリメートル以下の間隔で 1,100 ミリメート
ルにつき 3 箇所以上固定すること。  
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(3) ガラスの下にセッティングブロックを設けること。  
(4) かかり代⾧さを、取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合にあっては次に

掲げるガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上、鋼材で造られた ものである場合
にあっては 2 ミリメートル以上とすること。  
(ⅰ) 網入りガラス又は耐熱結晶化ガラス 7 ミリメートル  
(ⅱ) 複層ガラス 12 ミリメートルを 2 ミリ以上とする。 ホ  火災時においてガラスの取付部

分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材 をガラスの全周にわたって設置する
こと。  

(1) シーリング材（取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合に限る。） 又はグ
レイジングガスケットで、難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに
限る。）  

(2) 加熱膨張材  
７ 枠を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 

イ はめごろし戸であること。 
ロ 複層ガラス（屋外側のガラスが網入りガラスであり、かつ、屋内側のガラスが低放射ガラスで

あるものに限る。次号において同じ。）が用いられたものであること。  
ハ 幅が 800 ミリメートル以下で高さが 1,400 ミリメートル以下の開口部に取り付けられたもので

あること。  
ニ 枠の内部に補強材（鉄材又は鋼材で造られたものであって、厚さが 1.6 ミリメートル  以上で

あるものに限る。以下この号において同じ。）を設置し、かつ、枠及び補強材を開口部に固定す
ること。 

ホ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられた
ものであること。  
(1) ガラスを鋼材で造られた厚さが 1 ミリメートル以上の取付部材により枠の内部の補 強材に

堅固に取り付けること。  
(2) 取付部材を樹脂で造られた通し材で覆うこと。  
(3) 取付部材を鋼材で造られたねじにより枠の内部の補強材に 200 ミリメートル以下 の間隔で

固定すること。  
(4) ガラスの下にセッティングブロックを設けること。  
(5) かかり代⾧さを 11 ミリメートル以上とすること。  

ヘ 火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラス
の全周にわたって設置すること。  
(1) グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製で あるも

のに限る。）  
(2) 加熱膨張材 
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(ⅰ) ガラスを鉄材又は鋼材で造られた厚さが 3 ミリメートル以上の取付部材（ガラ スを枠
に取り付けるために設置される部材をいう。以下同じ。）により枠に堅固に取り付けるこ
と。  

(ⅱ) 取付部材を鋼材で造られたねじにより枠に 250 ミリメートル以下の間隔で固定 するこ
と。 

(ⅲ) ガラスの下にセッティングブロック（鋼材又はけい酸カルシウム板で造られた ものに限
る。以下同じ。）を設置すること。  

(ⅳ) ガラスの取付部分に含まれる部分の⾧さ（以下「かかり代⾧さ」という。）を次 に掲げ
るガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。  
(一) 耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス 7 ミリメートル  
(二) 複層ガラス 13 ミリメートル  

(5)火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部 材をガラ
スの全周にわたって設置すること。  
(ⅰ) シーリング材又はグレイジングガスケットで、難燃性を有するもの（シリコー ン製であ

るものに限る。）  
(ⅱ) 加熱により膨張する部材（黒鉛を含有するエポキシ樹脂で造られたものに限る。 以下

「加熱膨張材」という。） 
６ 枠の屋外側の部分をアルミニウム合金材で、屋内側の部分をアルミニウム合金材又は樹脂（無可

塑ポリ塩化ビニルに限る。次号において同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
イ はめごろし戸であること。 
ロ 次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること  

(1) 網入りガラス  
(2) 耐熱結晶化ガラス  
(3) 複層ガラス（屋外側のガラスが網入りガラス又は耐熱結晶化ガラスであり、かつ、 屋内側

のガラスが低放射ガラスであるものに限る。以下この号において同じ。） 
ハ 次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、屋外側のガラスの種類）に応じてそれぞれ

次に定める開口部に取り付けられたものであること。  
(1) 網入りガラス 幅が 800 ミリメートル以下で高さが 2,250 ミリメートル以下のもの  
(2) 耐熱結晶化ガラス 幅が 780 ミリメートル以上 920 ミリメートル以下で高さが 1,100 ミリ

メートル以上 1,890 ミリメートル以下のもの 
ニ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられた

ものであること。  
(1) ガラスをアルミニウム合金材又は鋼材で造られた厚さが 1 ミリメートル以上の取付 部材よ

り枠に堅固に取り付けること。  
(2) 取付部材が鋼材で造られたものである場合にあっては、取付部材を鋼材で造られた ねじに

よりアルミニウム合金材で造られた縦枠に 350 ミリメートル以下の間隔で 1,100 ミリメート
ルにつき 3 箇所以上固定すること。  
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(3) ガラスの下にセッティングブロックを設けること。  
(4) かかり代⾧さを、取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合にあっては次に

掲げるガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上、鋼材で造られた ものである場合
にあっては 2 ミリメートル以上とすること。  
(ⅰ) 網入りガラス又は耐熱結晶化ガラス 7 ミリメートル  
(ⅱ) 複層ガラス 12 ミリメートルを 2 ミリ以上とする。 ホ  火災時においてガラスの取付部

分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材 をガラスの全周にわたって設置する
こと。  

(1) シーリング材（取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合に限る。） 又はグ
レイジングガスケットで、難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに
限る。）  

(2) 加熱膨張材  
７ 枠を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 

イ はめごろし戸であること。 
ロ 複層ガラス（屋外側のガラスが網入りガラスであり、かつ、屋内側のガラスが低放射ガラスで

あるものに限る。次号において同じ。）が用いられたものであること。  
ハ 幅が 800 ミリメートル以下で高さが 1,400 ミリメートル以下の開口部に取り付けられたもので

あること。  
ニ 枠の内部に補強材（鉄材又は鋼材で造られたものであって、厚さが 1.6 ミリメートル  以上で

あるものに限る。以下この号において同じ。）を設置し、かつ、枠及び補強材を開口部に固定す
ること。 

ホ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられた
ものであること。  
(1) ガラスを鋼材で造られた厚さが 1 ミリメートル以上の取付部材により枠の内部の補 強材に

堅固に取り付けること。  
(2) 取付部材を樹脂で造られた通し材で覆うこと。  
(3) 取付部材を鋼材で造られたねじにより枠の内部の補強材に 200 ミリメートル以下 の間隔で

固定すること。  
(4) ガラスの下にセッティングブロックを設けること。  
(5) かかり代⾧さを 11 ミリメートル以上とすること。  

ヘ 火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラス
の全周にわたって設置すること。  
(1) グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製で あるも

のに限る。）  
(2) 加熱膨張材 
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８ 枠（見付寸法が 40 ミリメートル以上であり、かつ、見込寸法が 70 ミリメートル以上であるも
のに限る。）を木材（気乾比重が 0.45 以上であるものに限る。以下この号において同じ。）で造
り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
イ はめごろし戸であること。 
ロ 複層ガラスが用いられたものであること。 
ハ 幅が 1,050 ミリメートル以下で高さが 1,550 ミリメートル以下の開口部に取り付けられたも

のであること。 
ニ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられた

ものであること。  
(1) ガラスを鋼材で造られた厚さが 1 ミリメートル以上の取付部材により枠に堅固に取 り付け
ること。  
(2) 取付部材を木材で造られた通し材で覆うこと。  
(3) 取付部材を鋼材で造られた埋込⾧さが 32 ミリメートル以上のねじにより枠に 150 ミリメ
ートル以下の間隔で固定すること。  
(4) ガラスの下にセッティングブロックを設けること。  
(5) かかり代⾧さを 13 ミリメートル以上とすること。  

ホ 火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラス
の全周にわたって設置すること。  
(1) グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製で あるも

のに限る。）  
(2) 加熱膨張材  

９ 骨組みを防火塗料を塗布した木材で造り、かつ、屋内面に厚さが 1.2 センチメートル  以上の木
毛セメント板又は厚さが 0.9 センチメートル以上のせっこうボードを張り、屋 外面に亜鉛鉄板を
張ったもの １０ 開口面積が 0.5 平方メートル以内の開口部に設ける戸で、防火塗料を塗布した
木材及び網入りガラスで造られたもの 

 
第２  第 1 第 2 号、第 5 号又は第 6 号（枠の屋内側の部分をアルミニウム合金材で造ったも のに

限る。）のいずれかに該当する防火設備は、周囲の部分（当該防火設備から屋内側に 15 センチメ
ートル以内の間に設けられた建具（回り縁、窓台その他これらに類する部分を含む。）がある場合
には、当該建具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けなければならない。 

 
第３ 防火戸が枠又は他の防火設備と接する部分は、相じゃくりとし、又は定規縁若しくは戸当りを

設ける等閉鎖した際に隙間が生じない構造とし、かつ、防火設備の取付金物は、当該防火設備が閉
鎖した際に露出しないように取り付けなければならない。 
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以上の告示を整理した結果を次に示す。 

表 3-1-1-〇 

1 建築基準法施行令第 114 条第 5 項において読み替えて準用する同令第 112 条第 15 項に 規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたもの 
→「認定の有無」を BIM オブジェクトに入力する。 

2 鉄材又は鋼材で造られたもので、鉄板又は鋼板の厚さが 0.8 ミリメートル以上のもの（網 入り
ガラス（網入りガラスを用いた複層ガラスを含む。第 5 号において同じ。）を用いたものを含む。 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。将来的には公共建築工事標準仕
様書 16 章 4 節に示す「鋼製建具」が満足するので、このオブジェクトを作成する方法も考え
られる。 

3 鉄骨コンクリート又は鉄筋コンクリートで造られたもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 

4 土蔵造のもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 

5 枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 

6 枠の屋外側の部分をアルミニウム合金材で、屋内側の部分をアルミニウム合金材又は樹 
脂（無可塑ポリ塩化ビニルに限る。次号において同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に 
適合するもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 
 

7 枠を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。将来的には公共建築工事標準仕
様書 3 節樹脂製建具が満足する場合、このオブジェクトを作成する方法も考えられる。 
 

8 枠（見付寸法が 40 ミリメートル以上であり、かつ、見込寸法が 70 ミリメートル以上で 
あるものに限る。）を木材（気乾比重が 0.45 以上であるものに限る。以下この号において      
同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。将来的には公共建築工事標準仕
様書 6 節木製製建具が満足する場合、このオブジェクトを作成する方法も考えられる。 
 

 

 
 

ー411ー



��３�30 

 

８ 枠（見付寸法が 40 ミリメートル以上であり、かつ、見込寸法が 70 ミリメートル以上であるも
のに限る。）を木材（気乾比重が 0.45 以上であるものに限る。以下この号において同じ。）で造
り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
イ はめごろし戸であること。 
ロ 複層ガラスが用いられたものであること。 
ハ 幅が 1,050 ミリメートル以下で高さが 1,550 ミリメートル以下の開口部に取り付けられたも

のであること。 
ニ 火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられた

ものであること。  
(1) ガラスを鋼材で造られた厚さが 1 ミリメートル以上の取付部材により枠に堅固に取 り付け
ること。  
(2) 取付部材を木材で造られた通し材で覆うこと。  
(3) 取付部材を鋼材で造られた埋込⾧さが 32 ミリメートル以上のねじにより枠に 150 ミリメ
ートル以下の間隔で固定すること。  
(4) ガラスの下にセッティングブロックを設けること。  
(5) かかり代⾧さを 13 ミリメートル以上とすること。  

ホ 火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラス
の全周にわたって設置すること。  
(1) グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製で あるも

のに限る。）  
(2) 加熱膨張材  

９ 骨組みを防火塗料を塗布した木材で造り、かつ、屋内面に厚さが 1.2 センチメートル  以上の木
毛セメント板又は厚さが 0.9 センチメートル以上のせっこうボードを張り、屋 外面に亜鉛鉄板を
張ったもの １０ 開口面積が 0.5 平方メートル以内の開口部に設ける戸で、防火塗料を塗布した
木材及び網入りガラスで造られたもの 

 
第２  第 1 第 2 号、第 5 号又は第 6 号（枠の屋内側の部分をアルミニウム合金材で造ったも のに

限る。）のいずれかに該当する防火設備は、周囲の部分（当該防火設備から屋内側に 15 センチメ
ートル以内の間に設けられた建具（回り縁、窓台その他これらに類する部分を含む。）がある場合
には、当該建具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けなければならない。 

 
第３ 防火戸が枠又は他の防火設備と接する部分は、相じゃくりとし、又は定規縁若しくは戸当りを

設ける等閉鎖した際に隙間が生じない構造とし、かつ、防火設備の取付金物は、当該防火設備が閉
鎖した際に露出しないように取り付けなければならない。 
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以上の告示を整理した結果を次に示す。 

表 3-1-1-〇 

1 建築基準法施行令第 114 条第 5 項において読み替えて準用する同令第 112 条第 15 項に 規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたもの 
→「認定の有無」を BIM オブジェクトに入力する。 

2 鉄材又は鋼材で造られたもので、鉄板又は鋼板の厚さが 0.8 ミリメートル以上のもの（網 入り
ガラス（網入りガラスを用いた複層ガラスを含む。第 5 号において同じ。）を用いたものを含む。 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。将来的には公共建築工事標準仕
様書 16 章 4 節に示す「鋼製建具」が満足するので、このオブジェクトを作成する方法も考え
られる。 

3 鉄骨コンクリート又は鉄筋コンクリートで造られたもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 

4 土蔵造のもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 

5 枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 

6 枠の屋外側の部分をアルミニウム合金材で、屋内側の部分をアルミニウム合金材又は樹 
脂（無可塑ポリ塩化ビニルに限る。次号において同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に 
適合するもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。公共建築工事標準仕様書にない
ので将来的には別途作成すれば対応可能。 
 

7 枠を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。将来的には公共建築工事標準仕
様書 3 節樹脂製建具が満足する場合、このオブジェクトを作成する方法も考えられる。 
 

8 枠（見付寸法が 40 ミリメートル以上であり、かつ、見込寸法が 70 ミリメートル以上で 
あるものに限る。）を木材（気乾比重が 0.45 以上であるものに限る。以下この号において      
同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの 
→「同規定への適合の有無」を BIM オブジェクトに入力する。将来的には公共建築工事標準仕
様書 6 節木製製建具が満足する場合、このオブジェクトを作成する方法も考えられる。 
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3-1-6 建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

(1)2018 年度の報告書から 

 

 

図 3-1-6-1 凡例の整理(2018 年度報告書から) 
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(2)民間設計事務所の凡例 

民間設計事務所の凡例を以下に示す。報告書に示された例と大きな違いはない。 

  

       
 

図 3-1-6-2 (株)佐藤総合計画の凡例 

 

 

ー413ー



3-1-6 建築確認図面に表現される凡例・図記号に係る情報 

(1)2018 年度の報告書から 

 

 

図 3-1-6-1 凡例の整理(2018 年度報告書から) 

ー412ー

������ 

(2)民間設計事務所の凡例 

民間設計事務所の凡例を以下に示す。報告書に示された例と大きな違いはない。 

  

       
 

図 3-1-6-2 (株)佐藤総合計画の凡例 
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(3)凡例と BIM に関する民間設計事務所ヒアリング 

 

(a)日本設計での事例 
・日本設計では、図○の凡例中の「図記号」を使っている。 
・パラメータ細目の設定と、パラメータに合わせたタグを作成し準備しておくことで、従来と全く変わら

ない表記が BIM で可能となっている。表現についての不都合はない。 
 
(b)今後の懸案 
・今回、日本設計で作成した REVIT のファミリには、社内で使っているパラメータをそのまま残してお

り、どのようなパラメータか参照可能となっている。 
・ただし、タグファミリが無いと「図記号」の表示はできない。ため、オブジェクト（ファミリ）を公開

しただけでは、実は、使う人のメリットが出にくいという問題は、以前からご指摘しているところであ
る。 

・特に、確認申請図のように（現時点では）２D 表現が外せないものについては、タグやテンプレートを
セットにする必要があると考えられる。 

 
(c）問題点 
 ① 記号表現の標準化 
・「表現」が標準化されていないことが大きな問題点なのではない。 
・全く新たな記号を使われてしまうと、審査者がその記号を覚えるまでに時間がかかり、その分、審査が

遅くなるとのことですが、添付に挙げた程度に揃っていれば、審査側としても支障はないとのことであ
る。②)パラメータの標準化 

・そもそも、「表現」を揃えたところで、審査側のメリットが大きい一方で、設計側は、ほんの少し審査
時間が早くなるというメリットしかない。 

・より重要な点は、今後、BIM を活用した自動審査・自動チェックに繋げていくことである。 
・その際、扉性能を記入している属性項目の場所が違うと、共通して読み取りに行けないという問題があ

る。そうした問題解消のための標準化が必要になる。 
・ちなみに、Revit の場合、防火区画上の扉が防火設備になっていなければ、アラートを出すなどの自動

チェックは、Dynamo でも簡単にできるそうである。 
・防火区画の属性で、竪穴区画なのか、面積区画なのか、高層区画なのか、分けておくならば、扉のチェ

ックの精度は更に高まることになる。 
・この点も今後の話になるが、どこまで自動チェックをするかによっても、どこまでのパラメータを標準

化するかが異なる。 
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3-1-7 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討のまとめ 

 

 

 本章では、標準化された BIM オブジェクトを使用して建築確認との連携を図れる可能性を検討した。 

その結果、構造方法の認定に関する付番方法に基づいて、性能認定された防耐火構造、防火材料などは認

定番号と通算番号(場合によっては複数のメーカー品がその中に含まれる場合もある)によって、詳細な

性能を記述せずにものを特定することが可能であることが示せた。 

 またまたこれは「平成１２年建設省告示第 1360 号」についても同じであることも分かった。 

 さら防火区画などの凡例は、図記号を属性情報に含めることで、BIM においても図面表示は問題ないこ

とが分かった。ただしその前提として、ファミリー、テンプレート、タグ付けされたファミリーを設計者

と確認審査者で共通とすることが必要であり、またさらにオブジェクトにおける属性情報の標準化かこ

の範囲まで行えるならば、以下に示す確認申請の将来の可能性に一歩値被くこととなる。 

 また強調すべきことは、標準化(特に属性情報の標準化)は、各種の計算やシミュレーションだけでな

く、関連ソフトウェアの開発を効率化できる点において、非常に重要な役割を持つものであり、その点も

再認識した。 

 

 

 

図 3-1-7-1(再出) 
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(3)凡例と BIM に関する民間設計事務所ヒアリング 

 

(a)日本設計での事例 
・日本設計では、図○の凡例中の「図記号」を使っている。 
・パラメータ細目の設定と、パラメータに合わせたタグを作成し準備しておくことで、従来と全く変わら

ない表記が BIM で可能となっている。表現についての不都合はない。 
 
(b)今後の懸案 
・今回、日本設計で作成した REVIT のファミリには、社内で使っているパラメータをそのまま残してお

り、どのようなパラメータか参照可能となっている。 
・ただし、タグファミリが無いと「図記号」の表示はできない。ため、オブジェクト（ファミリ）を公開

しただけでは、実は、使う人のメリットが出にくいという問題は、以前からご指摘しているところであ
る。 

・特に、確認申請図のように（現時点では）２D 表現が外せないものについては、タグやテンプレートを
セットにする必要があると考えられる。 

 
(c）問題点 
 ① 記号表現の標準化 
・「表現」が標準化されていないことが大きな問題点なのではない。 
・全く新たな記号を使われてしまうと、審査者がその記号を覚えるまでに時間がかかり、その分、審査が

遅くなるとのことですが、添付に挙げた程度に揃っていれば、審査側としても支障はないとのことであ
る。②)パラメータの標準化 

・そもそも、「表現」を揃えたところで、審査側のメリットが大きい一方で、設計側は、ほんの少し審査
時間が早くなるというメリットしかない。 

・より重要な点は、今後、BIM を活用した自動審査・自動チェックに繋げていくことである。 
・その際、扉性能を記入している属性項目の場所が違うと、共通して読み取りに行けないという問題があ

る。そうした問題解消のための標準化が必要になる。 
・ちなみに、Revit の場合、防火区画上の扉が防火設備になっていなければ、アラートを出すなどの自動

チェックは、Dynamo でも簡単にできるそうである。 
・防火区画の属性で、竪穴区画なのか、面積区画なのか、高層区画なのか、分けておくならば、扉のチェ

ックの精度は更に高まることになる。 
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3-1-7 建築に係る法適合に係る情報との連携手法の検討のまとめ 
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定番号と通算番号(場合によっては複数のメーカー品がその中に含まれる場合もある)によって、詳細な

性能を記述せずにものを特定することが可能であることが示せた。 

 またまたこれは「平成１２年建設省告示第 1360 号」についても同じであることも分かった。 

 さら防火区画などの凡例は、図記号を属性情報に含めることで、BIM においても図面表示は問題ないこ

とが分かった。ただしその前提として、ファミリー、テンプレート、タグ付けされたファミリーを設計者

と確認審査者で共通とすることが必要であり、またさらにオブジェクトにおける属性情報の標準化かこ

の範囲まで行えるならば、以下に示す確認申請の将来の可能性に一歩値被くこととなる。 

 また強調すべきことは、標準化(特に属性情報の標準化)は、各種の計算やシミュレーションだけでな

く、関連ソフトウェアの開発を効率化できる点において、非常に重要な役割を持つものであり、その点も

再認識した。 

 

 

 

図 3-1-7-1(再出) 
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3-2 積算および工事仕様に係る情報との連携手法の検討 

3-2-1 業務要領 

業務要領に示される内容は以下のとおりである。 

積算および工事仕様に係る情報との連携手法として、下記の項目について BIM オブジェクトライブ

ラリデータの属性情報と連携しうるかについて、検討を行う。 

 

・積算に係るコード類の情報 

・建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事項 

 

検討に当たっては、当該分野における調査検討の動向に留意し、必要に応じ、当該検討主体に対しヒ

アリングを行うこととする。 

 

(1)調査の進め方 

本調査では、積算および工事仕様に係る情報との連携手法について、 

①分類コード類の情報 

②建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載方法 

の 2項目を調査し、BIM オブジェクトライブラリとの連携が可能か検討することになる。この検討につい

て、下図に示す手順で調査を計画する。またヒアリングは、(一財)日本建築センター、民間確認検査機関、

設計事務所と行った。 

なおそれらの前提として、分類コードや工事仕様書の BIM の適用に関する調査検討の現状を整理し、

ニーズ、課題、進むべき方向を把握するとともに、オブジェクトの標準化がこの領域にどのように関連す

るかを示す。                         

 
図 3-2-1-1 業務 3-2 の進め方 

 

ー416ー

������ 

3-2-2 前年度までの調査結果での関連部分の整理 

 BLC BIM オブジェクトのデータの基本的な構造は次のとおりとすることが 2018 年 10 月の BLC 総会で

了解された。 

 
図 3-2-2-1  データの基本的な構造 
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また BOS 一般に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の 2.7 BOS 一般に定められたものであ

り、次の項目がある。ここに示されるように、仕様書に関しては、 

<仕様書>説明……適切な仕様書システム条項タイトルを含むことができる 

<仕様書>参照……適切な仕様書システム条項の参照を含むことができる 

であり、日本で使用する公共建築も工事標準仕様書を想定すれば、3年ごとの改定があるため、改訂念

も示す必要があることは明確である。またオブジェクトが公共建築も工事標準仕様書の複数の条項を参

照する場合にはこの表示では情報が不足することも示される。 

 この点の改善が今年度業務の発端となる。 

 さらに<分類>コードに関しては、NBS では Uniclass2015 となっているが、2018 年度の BLC での検討

では当面は CINET コードを補完しながら利用することで合意しており、この点も今年度の検討項目であ

る。なお CI-NET の概要に関しては次項を参照されたい。 

 

表 3-2-1-1 NBS の BIM オブジェクト標準の「2.7 BOS 一般」 
第 2 章 情報要件 
2.7 BOS 一般 
建設製品であることとその使用を特定するに必要な最小レベルの情報として、BIM オブジェクトは、

BOS 一般プロパティグループからのプロパティを含む。 
必要な場合は、複数の分類プロパティと複数の仕様プロパティを用いることができる。 

表 5 一般プロパティ 
プロパティ名 プロパティ要件 データ

タイプ 
例 

作成者 オブジェクトを作成した個人、組織、ライブラリー製

作者の名前 
英数字 Company 

 
製造者名 製品の製造者の名前。プロパティはジェネリックオ

ブジェクトでは省略することができる。 
英数字 Company 

 
製造者ホーム

ページ 
有効な製造者ホームページへのリンク先。プロパテ

ィはジェネリックオブジェクトでは省略することが

できる。 

英数字 www.company. 
com 
 

<仕様書>説明 適切な仕様書システム条項タイトルを含むことがで

きる。記載された場合、<仕様書>を NBS 仕様書体系

参照などの複数の仕様書体系で置き換えることがで

きる。 

英数字 Hand Dryer 
 

<仕様書>参照 
 

適切な仕様書システム条項の参照を含むことができ

る。記載された場合、<仕様書>を NBS 参照などの複

数の仕様書体系名をで置き換えることができる。 

英数字 54896 
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製品情報 
 
 
 
 

製品のより詳細な情報の有効なホームページリンク

先、(例)技術的文書、設置ガイド、証明書、製品カタ

ログ、説明書、そして文書の所在を示す英数字の値。

プロパティはジェネリックオブジェクトでは省略で

きる。 

  

改定 プロジェクト環境の中での完成のために。  n/a 
<分類>コード 適切な分類コード。<分類>を分類体系 (例えば

Uniclass2015 コード)で置き換えることができる。複

数の分類体系を参照することも含む。 

 Pr_40_70_62_37 
 

<分類>タイト

ル 
適切な分類タイトル。<分類>を分類体系(例えば

Uniclass2015 タイトル参照)で置き換えることがで

きる。複数の分類体系を参照することも含む。 

  

<分類>版 適切な分類 版。 < 分類 > を分類体系 ( 例えば

Uniclass2015 版)で置き換えることができる。複数の

分類体系を参照することも含む。 

  

版 オブジェクト発行の結果の指示。   
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3-2-3 積算に係るコード類の情報 

 

（１）製品、材料の分類について 

(ｱ)概要 

製品、材料を分類するコード体系は、国内には寺井教授(千葉工業大学)の提案する分類体系、CI-

NET、積算で使用されている体系、工事標準仕様書の分類体系などがある。また海外では、ISO12006-2

に準拠して作成された OmniClass(主として米国、カナダ、オーストラリアで利用) 、 Uniclass2015(主

として英国などで利用)のファセット型の分類体系がある。 

 ファセットとは、多面体の一面を指し、ものを分類するのに、いくつかの要素から分類し、それらを

組み合わせて表示する方法である。このため、OmniClass、Uniclass2015 では分類テーブルが用意され

ている。 

 

表 3-2-3-1  分類体系の事例 

海外

の分

類体

系、

コー

ド体

系の

事例 

OmniClass 米国、カナダ等で主に使用されている建物のライフサイクルにわたる要素

の分類体系。ISO 技術史ポート 14177「建設産業における情報の分類 1994 年

7 月」（のちに）ISO12006-part2(ビル建設－建設業務の情報組織―part2 

情報の階層化のフレームワーク)に基づいて作成されている。」 

 対象は、機能と形態での建設要素、機能と形態での空間、製品、プロジェ

クト段階、情報、材料等に関する分類があり、多岐にわたっている。 

 コード表示例は、「23_17_13_13」(金属製ＦＩＸ窓:23(製品))_17(開口部

等)_13(窓)_13(金属製)_11(FIX)である。 

Uniclass2015 英国 NBS BIM ライブラリーに使用されている分類。OmniClass と同様

ISO12006 part2 に準拠している。建物要素、活動、空間、携帯での建設要

素、プロジェクト段階等に関する分類があり、多岐にわたっている。 

 コード表示例は、「Pr_35_90_93_10」（平張り用陶磁器質タイル製品：

Pr(製品)_35(内外装材)_90(成形品)_93(ユニット屋根材)_10(平張り用)であ

る。 

国内

の分

類体

系、

コー

ド体

系の

事例 

CI-NET コード 建設業振興基金・建設産業情報化推進センター(C-CADEC)が開発したコー

ドで、元請け業者と下請け業者の間の取引に使用されることを目的に開発さ

れた。 

 CI-NET は分類(2桁)、大分類(2桁)、中分類(3桁)、小分類(4桁)、細分

類セパレータ、スペックから構成されていて、CI-NET コードは 14 桁+可変

長である。 

 CI-NET コードは電気設備、機械設備の機器が詳細に分類されている。 

 表示例は、蛍光灯器具密閉で[ワット数]W_[灯数]ｓ４1が、 

「403001003000009&10W_1 ﾄｳ」である。 
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しかし、寺井教授(千葉工業大学)の提案する分類体系はファセット型であるが、実用コードに至ら

ず、日本には、残念ながら実用的で統一された材料・機器の分類体系はないのが現状であるが、分類は

その国の事情に基づいて形成されているものであり、「国際建設情報協議会(ICIS)の BIM ライブラリー

調査（2015 年）」においても、各国は自国の分類を使いたいという意見が多数である。このため、下請

けとの取引に一般的に使用されている CI-NET を当面使用することとなったが、使用の幅広い了解が条

件となっており、また今後のグローバル化を考慮して、OmniClass、Uniclass2015 との対応表を必要と

する。 

 

 
 （２） BLC BIM オブジェクト標準における属性情報について 

（ｱ）BLC BIM オブジェクト標準(以下「BLC 標準」という。)について 

①標準化の目的 

この標準は、日本国内のプロジェクトで使用されている BIM オブジェクトのデータ構造を標準化し

て、プロジェクト、企業の枠組みを超えて活用できることを図ったものであり、BIM 活用の効率化によ

って i-Construction で提唱する建設生産性の向上に寄与するとともに、将来のデジタル・カバメント

（電子政府）、デジタル社会（Society5.0）の構築に貢献することを目的とする。 

 

②適用範囲 

BLC BIM ライブラリーで利用を予定する、建築物と敷地を含む付帯施設を構成する材料、機器、製

品、什器等を対象とする。具体的な対象について下表に示す。 

 

表 3-2-3-3  適用範囲 

分野  Version1.0 で対象とする品目 

(原則として CI-NET の中分類に基づく) 

今後検討する項目 

建築 部位 

製品 

金属製ドア及び木製ドア、金属製窓及

び木製窓 

床・壁・天井 

乾式外壁(ALC、押出成形セメント

版、PCa 版) 

その他種類の拡張 

電気 

(公共工事の

電気設備) 

機器、 

部品 

高低圧配電盤、照明器具 変圧器､コンデンサ､電気計器､自

家発電機器､静止型電源機器 

設備 

(公共工事の

機械設備) 

機器、 

部品 

ボイラー､冷凍機､冷却塔､ポンプ､送風

機､空調機､暖房機､空気熱交換器､湯沸

器･給湯暖房機､製缶類・ヘッダー、パ

ネル形水槽､衛生器具 

コイル、ヒーター、加湿器、エア

フィルター、水処理装置、クリン

ルーム機器、中水･ろ過機､自動制

御機器､浄化槽機器、厨房機器、

ガス関連機器、消火機器 

その他  エレベータ、エスカレータ、ユニット

バス、システムキッチン 
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NET、積算で使用されている体系、工事標準仕様書の分類体系などがある。また海外では、ISO12006-2

に準拠して作成された OmniClass(主として米国、カナダ、オーストラリアで利用) 、 Uniclass2015(主

として英国などで利用)のファセット型の分類体系がある。 

 ファセットとは、多面体の一面を指し、ものを分類するのに、いくつかの要素から分類し、それらを

組み合わせて表示する方法である。このため、OmniClass、Uniclass2015 では分類テーブルが用意され

ている。 

 

表 3-2-3-1  分類体系の事例 

海外

の分

類体

系、

コー

ド体

系の

事例 

OmniClass 米国、カナダ等で主に使用されている建物のライフサイクルにわたる要素

の分類体系。ISO 技術史ポート 14177「建設産業における情報の分類 1994 年

7 月」（のちに）ISO12006-part2(ビル建設－建設業務の情報組織―part2 

情報の階層化のフレームワーク)に基づいて作成されている。」 

 対象は、機能と形態での建設要素、機能と形態での空間、製品、プロジェ

クト段階、情報、材料等に関する分類があり、多岐にわたっている。 

 コード表示例は、「23_17_13_13」(金属製ＦＩＸ窓:23(製品))_17(開口部

等)_13(窓)_13(金属製)_11(FIX)である。 

Uniclass2015 英国 NBS BIM ライブラリーに使用されている分類。OmniClass と同様

ISO12006 part2 に準拠している。建物要素、活動、空間、携帯での建設要

素、プロジェクト段階等に関する分類があり、多岐にわたっている。 

 コード表示例は、「Pr_35_90_93_10」（平張り用陶磁器質タイル製品：

Pr(製品)_35(内外装材)_90(成形品)_93(ユニット屋根材)_10(平張り用)であ

る。 

国内

の分

類体

系、

コー

ド体

系の

事例 

CI-NET コード 建設業振興基金・建設産業情報化推進センター(C-CADEC)が開発したコー

ドで、元請け業者と下請け業者の間の取引に使用されることを目的に開発さ

れた。 

 CI-NET は分類(2桁)、大分類(2桁)、中分類(3桁)、小分類(4桁)、細分

類セパレータ、スペックから構成されていて、CI-NET コードは 14 桁+可変

長である。 

 CI-NET コードは電気設備、機械設備の機器が詳細に分類されている。 

 表示例は、蛍光灯器具密閉で[ワット数]W_[灯数]ｓ４1が、 

「403001003000009&10W_1 ﾄｳ」である。 
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しかし、寺井教授(千葉工業大学)の提案する分類体系はファセット型であるが、実用コードに至ら

ず、日本には、残念ながら実用的で統一された材料・機器の分類体系はないのが現状であるが、分類は

その国の事情に基づいて形成されているものであり、「国際建設情報協議会(ICIS)の BIM ライブラリー

調査（2015 年）」においても、各国は自国の分類を使いたいという意見が多数である。このため、下請

けとの取引に一般的に使用されている CI-NET を当面使用することとなったが、使用の幅広い了解が条

件となっており、また今後のグローバル化を考慮して、OmniClass、Uniclass2015 との対応表を必要と

する。 

 

 
 （２） BLC BIM オブジェクト標準における属性情報について 

（ｱ）BLC BIM オブジェクト標準(以下「BLC 標準」という。)について 

①標準化の目的 

この標準は、日本国内のプロジェクトで使用されている BIM オブジェクトのデータ構造を標準化し

て、プロジェクト、企業の枠組みを超えて活用できることを図ったものであり、BIM 活用の効率化によ

って i-Construction で提唱する建設生産性の向上に寄与するとともに、将来のデジタル・カバメント

（電子政府）、デジタル社会（Society5.0）の構築に貢献することを目的とする。 

 

②適用範囲 

BLC BIM ライブラリーで利用を予定する、建築物と敷地を含む付帯施設を構成する材料、機器、製

品、什器等を対象とする。具体的な対象について下表に示す。 

 

表 3-2-3-3  適用範囲 

分野  Version1.0 で対象とする品目 

(原則として CI-NET の中分類に基づく) 

今後検討する項目 

建築 部位 

製品 

金属製ドア及び木製ドア、金属製窓及

び木製窓 

床・壁・天井 

乾式外壁(ALC、押出成形セメント

版、PCa 版) 

その他種類の拡張 

電気 

(公共工事の

電気設備) 

機器、 

部品 

高低圧配電盤、照明器具 変圧器､コンデンサ､電気計器､自

家発電機器､静止型電源機器 

設備 

(公共工事の

機械設備) 

機器、 

部品 

ボイラー､冷凍機､冷却塔､ポンプ､送風

機､空調機､暖房機､空気熱交換器､湯沸

器･給湯暖房機､製缶類・ヘッダー、パ

ネル形水槽､衛生器具 

コイル、ヒーター、加湿器、エア

フィルター、水処理装置、クリン

ルーム機器、中水･ろ過機､自動制

御機器､浄化槽機器、厨房機器、

ガス関連機器、消火機器 

その他  エレベータ、エスカレータ、ユニット

バス、システムキッチン 
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（ｲ） BLC 標準の基本的な構造、分類及び用語 

 

①データの基本的な構造 

BLC-BIM ライブラリーに使用される BIM オブジェクトのデータの基本的な構造は図 3-2-2-1 のとおり。 

② BLC 標準の特徴 

 

１．企画・設計段階から運用・維持管理段に至るライフサイクルで必要な情報を、標準化されたプロパ

ティとして定義している。これにより、同時に業務に取り組む関係者相互や、異なる段階の関係者

間で、情報伝達が円滑に進められる。 

２． 形状情報と属性情報を IDで結ぶ Stem の構造を引き継いでいるため、BIM での利用とともに、設備

二次元 CAD でも属性を利用できる特性を持っている。 

３．一つ一つの製品・材料（以下「製品等」という）が標準化された性能、分類等の情報を持つことに

より、要求性能を満足する製品等が容易に検索できる。 

４．製品等に関するジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトが同一に標準化された性能、分

類等の情報を持つことにより、ジェネリックオブジェクトに対応するメーカーオブジェクト（製品

等）群が、迅速に検索できる。 

５．将来の国際化への対応を考慮したデータ構造としている。 

 

 

 

表 3-2-3-4 BLC 標準 用語の説明 

用語 説明 

BLC 標準 BLC 標準は、BIM ライブラリーコンソーシアムが、英国 NBS BIM オブジェクト標準

に準拠し、日本の技術、建設慣習などをもとに定めた標準を言う。 

形状情報 形状情報は、BIM オブジェクトの形、座標位置、方向等を示す情報を指す。 

属性情報 属性情報は、BIM オブジェクトで表現される製品、材料等の性能、機能、耐久

性、法令等の情報を指す。 

IFC IFC は、ISO 16739 に定める Industrial Foundation Classes を指す。 

IFC2×3、IFC4 があり、現在は IFC2×3が主だが IFC4 に移行しつつある。 

NBS 

 

NBS は、英国の RIBA(王立建築家協会)の下部組織である National Building 

Specification(標準仕様書協会)を指し、ここが BIM オブジェクト標準を作成して

いる。 

BOS NBS BIM Object Standard の省略。NBS の BIM Object Standardversion1.0 では、

当該項目は「NBS 一般」としていたが、2018 年１月に公表された version2.0 では

NBS が削除され、「BOS 一般」との表現に変更された。 

COBie COBie は、Construction-Operations Building Information Exchange を指し、完

成段階の施設情報を運用・維持管理に利用するための情報である。 
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（ｳ）BLC 標準における属性情報について 

① BLC 管理情報項目 

 BLC 標準の BLC 管理情報項目は、BIM オブジェクトを BLC BIM ライブラリーにおいて識別するための

情報で、下表に示す項目から構成される。 

 

表 3-2-3-5  BLC 管理情報項目 

項目 

（プロパティ名） 

項目の説明（プロパティ要件） 

 

データ 

タイプ 

例 

企業コード 企業コードは、「標準（統一）企業コード(6

桁)」による。このコードは、（一財）日本情報

経済社会推進協会(JIPDEC) が一元管理する業

界横断的な企業コードである。 

文字 000000 

企業名 企業名を示す。 文字 （株）BLC 会社 

企業 URL 企業の(連携可能)なホームページを示す。 文字 http://www.kaisha 

分類コード 製品の分類コートを示す。 

当面建築は Uniclass2015 を、設備は CI-NET コ

ードを用いる。 

文字 50050501100010 

製品グループ Web サイトでの検索用の分類。別途定義する。 文字 ボイラー 

メーカー型番 製品等の(メーカー商品)型番を示す。 文字  

型式名称 製品等のメーカーによる型式名称を示す。 文字  

製品写真 製品グループと連携し、製品イメージを示す写

真。サムネイル程度の画像品質を用いる。 

文字  

3D ファイル形式 製品等の 3D ファイル形式を示す。 

複数の形式を使用する場合は、列記する。 

文字  

製品リリース年月 当該の製品等の販売開始時期を年、月で示す。 文字 2018 年 8月 

製造停止年月日 当該製品の製造が停止された時期を年、月で示

す。当該事由が生じた時に記載。 

文字  

製品出荷対象国・

地域 

製品が使用可能で出荷対象としている国・地域

を記載。 

文字 日本国内 

BLC 標準バージョ

ン 

BLC 標準のバージョンを記載する。 

Version の場合は 1.0 と記載。 

文字 1.0 

参照している仕様

書等のバージョン 

各種仕様書等の版を記載する。 文字 〇〇標準仕様書 

※※年版 
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（ｲ） BLC 標準の基本的な構造、分類及び用語 

 

①データの基本的な構造 

BLC-BIM ライブラリーに使用される BIM オブジェクトのデータの基本的な構造は図 3-2-2-1 のとおり。 

② BLC 標準の特徴 

 

１．企画・設計段階から運用・維持管理段に至るライフサイクルで必要な情報を、標準化されたプロパ

ティとして定義している。これにより、同時に業務に取り組む関係者相互や、異なる段階の関係者

間で、情報伝達が円滑に進められる。 

２． 形状情報と属性情報を IDで結ぶ Stem の構造を引き継いでいるため、BIM での利用とともに、設備

二次元 CAD でも属性を利用できる特性を持っている。 

３．一つ一つの製品・材料（以下「製品等」という）が標準化された性能、分類等の情報を持つことに

より、要求性能を満足する製品等が容易に検索できる。 

４．製品等に関するジェネリックオブジェクトとメーカーオブジェクトが同一に標準化された性能、分

類等の情報を持つことにより、ジェネリックオブジェクトに対応するメーカーオブジェクト（製品

等）群が、迅速に検索できる。 

５．将来の国際化への対応を考慮したデータ構造としている。 

 

 

 

表 3-2-3-4 BLC 標準 用語の説明 

用語 説明 

BLC 標準 BLC 標準は、BIM ライブラリーコンソーシアムが、英国 NBS BIM オブジェクト標準

に準拠し、日本の技術、建設慣習などをもとに定めた標準を言う。 

形状情報 形状情報は、BIM オブジェクトの形、座標位置、方向等を示す情報を指す。 

属性情報 属性情報は、BIM オブジェクトで表現される製品、材料等の性能、機能、耐久

性、法令等の情報を指す。 

IFC IFC は、ISO 16739 に定める Industrial Foundation Classes を指す。 

IFC2×3、IFC4 があり、現在は IFC2×3が主だが IFC4 に移行しつつある。 

NBS 

 

NBS は、英国の RIBA(王立建築家協会)の下部組織である National Building 

Specification(標準仕様書協会)を指し、ここが BIM オブジェクト標準を作成して

いる。 

BOS NBS BIM Object Standard の省略。NBS の BIM Object Standardversion1.0 では、

当該項目は「NBS 一般」としていたが、2018 年１月に公表された version2.0 では

NBS が削除され、「BOS 一般」との表現に変更された。 

COBie COBie は、Construction-Operations Building Information Exchange を指し、完

成段階の施設情報を運用・維持管理に利用するための情報である。 
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（ｳ）BLC 標準における属性情報について 

① BLC 管理情報項目 

 BLC 標準の BLC 管理情報項目は、BIM オブジェクトを BLC BIM ライブラリーにおいて識別するための

情報で、下表に示す項目から構成される。 

 

表 3-2-3-5  BLC 管理情報項目 

項目 

（プロパティ名） 

項目の説明（プロパティ要件） 

 

データ 

タイプ 

例 

企業コード 企業コードは、「標準（統一）企業コード(6

桁)」による。このコードは、（一財）日本情報

経済社会推進協会(JIPDEC) が一元管理する業

界横断的な企業コードである。 

文字 000000 

企業名 企業名を示す。 文字 （株）BLC 会社 

企業 URL 企業の(連携可能)なホームページを示す。 文字 http://www.kaisha 

分類コード 製品の分類コートを示す。 

当面建築は Uniclass2015 を、設備は CI-NET コ

ードを用いる。 

文字 50050501100010 

製品グループ Web サイトでの検索用の分類。別途定義する。 文字 ボイラー 

メーカー型番 製品等の(メーカー商品)型番を示す。 文字  

型式名称 製品等のメーカーによる型式名称を示す。 文字  

製品写真 製品グループと連携し、製品イメージを示す写

真。サムネイル程度の画像品質を用いる。 

文字  

3D ファイル形式 製品等の 3D ファイル形式を示す。 

複数の形式を使用する場合は、列記する。 

文字  

製品リリース年月 当該の製品等の販売開始時期を年、月で示す。 文字 2018 年 8月 

製造停止年月日 当該製品の製造が停止された時期を年、月で示

す。当該事由が生じた時に記載。 

文字  

製品出荷対象国・

地域 

製品が使用可能で出荷対象としている国・地域

を記載。 

文字 日本国内 

BLC 標準バージョ

ン 

BLC 標準のバージョンを記載する。 

Version の場合は 1.0 と記載。 

文字 1.0 

参照している仕様

書等のバージョン 

各種仕様書等の版を記載する。 文字 〇〇標準仕様書 

※※年版 
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② BLC 技術情報項目 

BLC 技術情報項目を以下に示す。 

BLC 技術項目は建築では、BLC 管理項目、BOS 一般、IFC と COBie に含まれない項目である。 

設備では、入力段階では、BLC 管理項目、BOS 一般に含まれない項目であるが、IFC、COBie にも含ま

れる項目は、自動的に情報が転送される。 

 

③ IFC に基づく情報項目 

 IFC に基づく情報項目は、NBS による BIM オブジェクト標準「2.5.IFC」に定められた内容ら基づく

が、結果として、オブジェクトのタイプ別に IFC 標準で定められた情報項目である。 

タイプは、IFC 標準( http://www.buildingsmart-tech.org/   )に示されている。 

表 3-2-3-8 NBS による BIM オブジェクト標準「2.5.IFC」 

第 2章 情報要件 

2.5 IFC 

2.5.1 IFC4 共通プロパティセット 

BIM オブジェクトは、建設製品および入手可能な場合、関連した IFC 要素タイプオブジェクトに関係づ

けられる IFC4 の共通プロパティセット（Pset xxxxCommon）を含むことができる。 

2.5.2 Proxy 

BIM オブジェクトは、IFC4 にそのオブジェクトの IFC 共通プロパティセット(Pset_xxxxCommon)を持た

ない場合、BuildingElementProxyCommon の Pセットを含むことができる。 

2.5.3 IFC2×3 

BIM オブジェクトは IFC4 付録 2に加え、IFC2×3 (ISO/PAS 16739)の追加情報を含むことができる。 

 

 

④ BOS 一般に基づく情報項目 

 BOS 一般に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の 2.7 BOS 一般に定められたものであ

り、表 3-2-1-1 NBS の BIM オブジェクト標準の「2.7 BOS 一般」に示す項目がある。 
⑤ FM 及び COBie に基づく情報項目 

FM 及び COBie に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.6 FM プロパ

ティ」に定められたものであり、次の項目がある。 

 

表 3-2-3-10 NBS の BIM オブジェクト標準「2.6 FM プロパティ」 

2.6 ファシリティマネジメント・プロパティ 

2.6.1 ファシリティマネジメント・プロパティ 

BIM オブジェクトは、建物の空間と設備に関するライフサイクルの情報交換を支援するプロパティを

持つ。このファシリティマネジメント・プロパティは、米国 National Building Information Model 

Standard (NBIMS-US) V3 の 4.2 章、または BuildingSMART International IFC4 (付属 2)の IFC4 のフ

ァシリティマネジメント関係プロパティセットから生じる COBie モデルビュー定義(MVD)プロパティ

から提供される。プロパティは、一貫して選択ソースから選定される。 
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2.6.2 COBie プロパティ 

BIM オブジェクトは、表 3と表 4に利用詳細が示される COBie のタイプと要素プロパティを持つこと

ができ、利用可能プロパティと付属セットまたはオブジェクトに埋め込まれたオブジェクトとして提

供される。プロパティは、詳細なプロパティ要件と共にすべてが供えられる。 

[注]COBie データの再調整が要件の場合、管理資産の COBie データを含むことだけが必要なことであ

る。 

表 3 COBie タイププロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタ

イプ 

例 

アクセスビリ

ティ性能 

製品が満足するアクセスヒリティ事項を表示

する英数字 

アクセスビリティは、製品が対象とする、あ

るいは利用できる人の範囲を示す。 

(例：老人、成人、子供) 

英数字 自動 

アセットタイ

プ 

英数字のデフォールト値で; 

「固定」は固定された設備、設置された製品

で建物性能と一体のものを示す。 

(例)熱源、配管、エレベータ 

「可動」は、建物から独立した装置、製品を

示す。(例)椅子、テーブル、ランプ 

英数字 固定 

カテゴリー 分類コード。(例)Uniclass2015 

分類番号、コロン、分類タイプから成る単一の

テキスト列で示す。 

英数字 Pr_40_70_62_37: 

Hand driers 

法令性能 英数字の値で、製品が満たすべき法令コンプ

ライアンス要件を示す。 

英数字 完全にアースされて

いる 

色 英数字の値で、製品の主要な色を示す。 英数字 白 

構成要素 製品の様々なパーツの詳細を含む英数字の値 英数字 電気モーター 

説明 英数字の値で BIM オブジェクトで示す製品の

簡潔な説明を示す。メーカーオブジェクトは

事実情報に限定され、製造者の業種カタログ

名を含むことができる。 

英数字 軽量の手の乾燥機 

耐用単位 耐用期間記録する単位。典型的には年。 英数字 年 

期待耐用年数 数値の値で、製品の期待耐用期間を示す。単位

は「耐用単位」で記録される。 

数値 10 

 

特徴 英数字の値で製品の仕様に関する主要な特徴

や重要な特色を示す。 

英数字 静音運転、耐変更性、

ロッキングねじ 
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② BLC 技術情報項目 

BLC 技術情報項目を以下に示す。 

BLC 技術項目は建築では、BLC 管理項目、BOS 一般、IFC と COBie に含まれない項目である。 

設備では、入力段階では、BLC 管理項目、BOS 一般に含まれない項目であるが、IFC、COBie にも含ま

れる項目は、自動的に情報が転送される。 

 

③ IFC に基づく情報項目 

 IFC に基づく情報項目は、NBS による BIM オブジェクト標準「2.5.IFC」に定められた内容ら基づく

が、結果として、オブジェクトのタイプ別に IFC 標準で定められた情報項目である。 

タイプは、IFC 標準( http://www.buildingsmart-tech.org/   )に示されている。 

表 3-2-3-8 NBS による BIM オブジェクト標準「2.5.IFC」 

第 2章 情報要件 

2.5 IFC 

2.5.1 IFC4 共通プロパティセット 

BIM オブジェクトは、建設製品および入手可能な場合、関連した IFC 要素タイプオブジェクトに関係づ

けられる IFC4 の共通プロパティセット（Pset xxxxCommon）を含むことができる。 

2.5.2 Proxy 

BIM オブジェクトは、IFC4 にそのオブジェクトの IFC 共通プロパティセット(Pset_xxxxCommon)を持た

ない場合、BuildingElementProxyCommon の Pセットを含むことができる。 

2.5.3 IFC2×3 

BIM オブジェクトは IFC4 付録 2に加え、IFC2×3 (ISO/PAS 16739)の追加情報を含むことができる。 

 

 

④ BOS 一般に基づく情報項目 

 BOS 一般に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の 2.7 BOS 一般に定められたものであ

り、表 3-2-1-1 NBS の BIM オブジェクト標準の「2.7 BOS 一般」に示す項目がある。 
⑤ FM 及び COBie に基づく情報項目 

FM 及び COBie に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.6 FM プロパ

ティ」に定められたものであり、次の項目がある。 

 

表 3-2-3-10 NBS の BIM オブジェクト標準「2.6 FM プロパティ」 

2.6 ファシリティマネジメント・プロパティ 

2.6.1 ファシリティマネジメント・プロパティ 

BIM オブジェクトは、建物の空間と設備に関するライフサイクルの情報交換を支援するプロパティを

持つ。このファシリティマネジメント・プロパティは、米国 National Building Information Model 

Standard (NBIMS-US) V3 の 4.2 章、または BuildingSMART International IFC4 (付属 2)の IFC4 のフ

ァシリティマネジメント関係プロパティセットから生じる COBie モデルビュー定義(MVD)プロパティ

から提供される。プロパティは、一貫して選択ソースから選定される。 
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2.6.2 COBie プロパティ 

BIM オブジェクトは、表 3と表 4に利用詳細が示される COBie のタイプと要素プロパティを持つこと

ができ、利用可能プロパティと付属セットまたはオブジェクトに埋め込まれたオブジェクトとして提

供される。プロパティは、詳細なプロパティ要件と共にすべてが供えられる。 

[注]COBie データの再調整が要件の場合、管理資産の COBie データを含むことだけが必要なことであ

る。 

表 3 COBie タイププロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタ

イプ 

例 

アクセスビリ

ティ性能 

製品が満足するアクセスヒリティ事項を表示

する英数字 

アクセスビリティは、製品が対象とする、あ

るいは利用できる人の範囲を示す。 

(例：老人、成人、子供) 

英数字 自動 

アセットタイ

プ 

英数字のデフォールト値で; 

「固定」は固定された設備、設置された製品

で建物性能と一体のものを示す。 

(例)熱源、配管、エレベータ 

「可動」は、建物から独立した装置、製品を

示す。(例)椅子、テーブル、ランプ 

英数字 固定 

カテゴリー 分類コード。(例)Uniclass2015 

分類番号、コロン、分類タイプから成る単一の

テキスト列で示す。 

英数字 Pr_40_70_62_37: 

Hand driers 

法令性能 英数字の値で、製品が満たすべき法令コンプ

ライアンス要件を示す。 

英数字 完全にアースされて

いる 

色 英数字の値で、製品の主要な色を示す。 英数字 白 

構成要素 製品の様々なパーツの詳細を含む英数字の値 英数字 電気モーター 

説明 英数字の値で BIM オブジェクトで示す製品の

簡潔な説明を示す。メーカーオブジェクトは

事実情報に限定され、製造者の業種カタログ

名を含むことができる。 

英数字 軽量の手の乾燥機 

耐用単位 耐用期間記録する単位。典型的には年。 英数字 年 

期待耐用年数 数値の値で、製品の期待耐用期間を示す。単位

は「耐用単位」で記録される。 

数値 10 

 

特徴 英数字の値で製品の仕様に関する主要な特徴

や重要な特色を示す。 

英数字 静音運転、耐変更性、

ロッキングねじ 
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仕上げ 英数字の値で製品の特徴的な主要な仕上げを

示す。 

英数字 マットな 

グレード 英数字の値で製品に対応する標準グレードを

示す。 

英数字 クラス 1適合 

製造者 製品の供給、製造に責任を持つ組織の、有効

なメールアドレス 

英数字 company@email.com 

材料 

 

英数字の値で特徴ある、主要な製品の材料示

す。 

英数字 ダイキャストアルミ

ニウム 

製品番号 英数字の値で製品の製造者が定める製品、品

目、単位番号を示す。これはパーツ番号、SKU

カタログ番号あるいはその類でもよい。 

英数字 553 

 

製品参照 英数字の値で製造者が使用する製造品目の名

前 

英数字 エクセルハンドドラ

イヤー 

名前 独自の人間が読める英数字の名前で、製品タ

イプで始まる。 

英数字 Hand dryer 

 

公称高さ 公称高さ(一般的に製品の垂直の特性寸法)の

mm 数値 

数値 240 

公称長さ 公称長さ(一般的に製品の直行する 2つの水平

寸法の主要なまたは長い寸法の mm数値) 

数値  

公称幅 公称長さ(一般的に製品の直行する 2つの水平

寸法の二次的または短い寸法の mm数値) 

数値  

更新コスト プロジェクト通貨での製品の更新コストを示

す数値。プロジェクト通貨が不明の場合、地

方通貨で示す。 

数値  

形状 

 

英数字の値で製品の形状の特徴を示す。 英数字 長方形 

形状 英数字の値で製品サイズの特徴を示す。 

(例)50 リットル 

英数字 310 x 240 x 

180 mm 

サステナビリ

ティ性能 

英数字の値で製品が満足すべきサステナビリ

ティ項目を示す。 

英数字 Low-energy 

 

保証説明 

 

英数字の値で、保証内容と除外事項を簡潔に

説明するもの 

英数字 現地の保証と高度な

更新 

保証サービス

期間 

保証サービス期間を示す数値。単位は保証期

間単位で記録。 

数値 5 

部品交換サー

ビス期間 

部品(交換)保証期間を示す数値。単位は保証

期間単位で記録。 

数値 5 

保証サービス

期間の単位 

保証期間の記録に使用される単位。一般的に

は年。 

英数字 年 

ー426ー

保証サービス

担当組織 

保証サービスに責任ある組織の有効なメール

アドレス 

英数字 company@email.com 

 

部品(交換)保

証担当組織 

部品(交換)保証に責任ある組織の有効なメー

ルアドレス 

英数字 company@email.com 

 
 

 

表 4 COBie コンポーネントプロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタイ

プ 

例 

アセット識別番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

バーコード デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

設置日付  ‘1900-12-31T23:59:59’. 

デフォールト値 

英数字 1900-12-31T23:59:59 

未定 

シリアル番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

タグ番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

 

保証開始日 

‘1900-12-31T23:59:59’. 

デフォールト値 

英数字 1900-12-31T23:59:59 

 

 

 

 

⑥ BOS 証明に基づく情報項目 

BOS 証明に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.8BOS 証明」に定め

られたものであり、次の項目がある。 

 

表 3-2-3-11 NBS の BIM オブジェクト標準「2.8 BOS 証明」 

2.8 BOS_証明 

BIM オブジェクトは、BOS 証明プロパティグループからのプロパティを含むことができる。複数の証明

プロパティを含むことができる。 

表 6 –証明プロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタイプ 例 

<証明システム>コー

ド 

 

適切な証明システムを含むことができる。

含まれる場合は、<証明システム>を証明シ

ステム(例えば BBA)で置き換えることが

できる。 

英数字 01/0234 

 

<証明システム>タイ

トル 

適切な証明システムを含むことができる。

含まれる場合は、<証明システム>を証明シ

ステム(例えば BBA)で置き換えることが

できる。 

英数字 Roofing 
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仕上げ 英数字の値で製品の特徴的な主要な仕上げを

示す。 

英数字 マットな 

グレード 英数字の値で製品に対応する標準グレードを

示す。 

英数字 クラス 1適合 

製造者 製品の供給、製造に責任を持つ組織の、有効

なメールアドレス 

英数字 company@email.com 

材料 

 

英数字の値で特徴ある、主要な製品の材料示

す。 

英数字 ダイキャストアルミ

ニウム 

製品番号 英数字の値で製品の製造者が定める製品、品

目、単位番号を示す。これはパーツ番号、SKU

カタログ番号あるいはその類でもよい。 

英数字 553 

 

製品参照 英数字の値で製造者が使用する製造品目の名

前 

英数字 エクセルハンドドラ

イヤー 

名前 独自の人間が読める英数字の名前で、製品タ

イプで始まる。 

英数字 Hand dryer 

 

公称高さ 公称高さ(一般的に製品の垂直の特性寸法)の

mm 数値 

数値 240 

公称長さ 公称長さ(一般的に製品の直行する 2つの水平

寸法の主要なまたは長い寸法の mm数値) 

数値  

公称幅 公称長さ(一般的に製品の直行する 2つの水平

寸法の二次的または短い寸法の mm数値) 

数値  

更新コスト プロジェクト通貨での製品の更新コストを示

す数値。プロジェクト通貨が不明の場合、地

方通貨で示す。 

数値  

形状 

 

英数字の値で製品の形状の特徴を示す。 英数字 長方形 

形状 英数字の値で製品サイズの特徴を示す。 

(例)50 リットル 

英数字 310 x 240 x 

180 mm 

サステナビリ

ティ性能 

英数字の値で製品が満足すべきサステナビリ

ティ項目を示す。 

英数字 Low-energy 

 

保証説明 

 

英数字の値で、保証内容と除外事項を簡潔に

説明するもの 

英数字 現地の保証と高度な

更新 

保証サービス

期間 

保証サービス期間を示す数値。単位は保証期

間単位で記録。 

数値 5 

部品交換サー

ビス期間 

部品(交換)保証期間を示す数値。単位は保証

期間単位で記録。 

数値 5 

保証サービス

期間の単位 

保証期間の記録に使用される単位。一般的に

は年。 

英数字 年 
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保証サービス

担当組織 

保証サービスに責任ある組織の有効なメール

アドレス 

英数字 company@email.com 

 

部品(交換)保

証担当組織 

部品(交換)保証に責任ある組織の有効なメー

ルアドレス 

英数字 company@email.com 

 
 

 

表 4 COBie コンポーネントプロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタイ

プ 

例 

アセット識別番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

バーコード デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

設置日付  ‘1900-12-31T23:59:59’. 

デフォールト値 

英数字 1900-12-31T23:59:59 

未定 

シリアル番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

タグ番号 デフォールト値が未定の英数字 英数字 未定 

 

保証開始日 

‘1900-12-31T23:59:59’. 

デフォールト値 

英数字 1900-12-31T23:59:59 

 

 

 

 

⑥ BOS 証明に基づく情報項目 

BOS 証明に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.8BOS 証明」に定め

られたものであり、次の項目がある。 

 

表 3-2-3-11 NBS の BIM オブジェクト標準「2.8 BOS 証明」 

2.8 BOS_証明 

BIM オブジェクトは、BOS 証明プロパティグループからのプロパティを含むことができる。複数の証明

プロパティを含むことができる。 

表 6 –証明プロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタイプ 例 

<証明システム>コー

ド 

 

適切な証明システムを含むことができる。

含まれる場合は、<証明システム>を証明シ

ステム(例えば BBA)で置き換えることが

できる。 

英数字 01/0234 

 

<証明システム>タイ

トル 

適切な証明システムを含むことができる。

含まれる場合は、<証明システム>を証明シ

ステム(例えば BBA)で置き換えることが

できる。 

英数字 Roofing 
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⑦ BOS 環境に基づく情報項目 

BOS 環境に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.9BOS 環境」に定め

られたものであり、次の項目がある。 

表 3-2-3-12 NBS の BIM オブジェクト標準「2.9 BOS 環境」 

2.9 BOS_環境 

BIM オブジェクトは、BOS 環境プロパティグループからのプロパティを含むことができる。複数の環境

プロパティを含むことができる。 

 

表 7 –環境プロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタ

イプ 

例 

<環境システム>コード 

 

適切な環境システムを含むことができる。含ま

れる場合、<環境>システムを例えば BRE グリー

ンガイドで置き換える。 

英数字 01/0234 

 

<環境システム>タイト

ル 

 

適切な環境システムを含むことができる。含ま

れる場合、<環境>システムを例えば BRE グリー

ンガイドで置き換える。 

英数字 Roofing 

 

 

⑧ 法令に基づく情報項目 

 COBie タイププロパティにも法令性能の項目がある(⑤ FM 及び COBie に基づく情報項目)。ただし

COBie は英国、米国とも同じ項目、形式を保持していて、日本だけが法令性能の項目を細分化すること

は現段階では困難と判断している。 

 このため、法令に基づく情報項目を新たに設定し、製品等に関する様々な法令をカバーして、さらに

将来想定される確認申請の自動化を考慮して別の項目として設定する。詳細は別途定める。 

例として、建築基準法に定める、防耐火性能、遮煙、アスベスト、VOC、PCB 等の性能のほか、消防

法、電気事業法、人事院規則等、非常に多くの法律が維持管理段階に関係する。これら適用段階に応じ

て整理することが必要である。 

 

⑨ 補足プロパティに基づく情報項目 

補足プロパティに基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.10 補足プロ

パティ」に定められたものであり、次の項目がある。 

 

表 3-2-3-13 NBS の BIM オブジェクト標準「2.10 補足プロパティ」 

2.10 補足プロパティ 

2.10.1 追加プロパティのソース 

BIM オブジェクトは、追加のプロパティを次に示す他のソースから含むことができる： 

・BS ISO15686-4 への特徴的な選択と性能プロパティ 

・適用可能な場合、事前定義タイプに関連する IFC プロパティセット 
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・関連仕様書体系条項と適切なプロパティ名と値から成るプロパティ   

・建設製品の製造者から成るプロパティ 

・ユーザー定義のプロパティ。2.3 で概括されたグルーピングに適合しないプロパティは、理解を助

けるために明確に命名する。(第 5章 メタデータ要件を参照) 

・製品の経済的、環境的影響を評価するプロパティ  

 

 

(3) まとめ 

 

建築コストを適切に把握するためには、その対象となる建物の構成要素を適切に分類することが重要

である。Uniclass2015 は BIM オブジェクトの分類に適しており、そのコードをキーとして仕様書と BIM

オブジェクトを紐づけることで、概算や積算に必要な情報を得ることができる。 

また、BIM オブジェクトに入力する属性情報にも着目をする必要がある。NBS の BIM Object Standard

で定義されている、部位の性能を示す「IFC Property Sets」や部位の構成などを記述する「COBie」の属

性項目と分類体系を組み合わせて利用することで、BIM による概算やコスト計画を実現に近づけることが

可能となる。 

 

BLC-BIM オブジェクト標準 Ver1.0 には管理情報に分類コードや分類グループ、NBS IFC パラメータに

Uniclass や OmniClass のコード、COBie の各種パラメータを入力するプロパティを設けており、BIM オブ

ジェクトライブラリデータを用途に適した分類、集約することにより基本計画や基本設計段階のコスト

計画を効率的に行うことが可能となる。 

  

 様々な条件で分類、集約が効率的に可能となるよう BIM オブジェクトライブラリデータを構築する必

要がある。 
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⑦ BOS 環境に基づく情報項目 

BOS 環境に基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.9BOS 環境」に定め

られたものであり、次の項目がある。 

表 3-2-3-12 NBS の BIM オブジェクト標準「2.9 BOS 環境」 

2.9 BOS_環境 

BIM オブジェクトは、BOS 環境プロパティグループからのプロパティを含むことができる。複数の環境

プロパティを含むことができる。 

 

表 7 –環境プロパティ 

プロパティ名 プロパティ要件 データタ

イプ 

例 

<環境システム>コード 

 

適切な環境システムを含むことができる。含ま

れる場合、<環境>システムを例えば BRE グリー

ンガイドで置き換える。 

英数字 01/0234 

 

<環境システム>タイト

ル 

 

適切な環境システムを含むことができる。含ま

れる場合、<環境>システムを例えば BRE グリー

ンガイドで置き換える。 

英数字 Roofing 

 

 

⑧ 法令に基づく情報項目 

 COBie タイププロパティにも法令性能の項目がある(⑤ FM 及び COBie に基づく情報項目)。ただし

COBie は英国、米国とも同じ項目、形式を保持していて、日本だけが法令性能の項目を細分化すること

は現段階では困難と判断している。 

 このため、法令に基づく情報項目を新たに設定し、製品等に関する様々な法令をカバーして、さらに

将来想定される確認申請の自動化を考慮して別の項目として設定する。詳細は別途定める。 

例として、建築基準法に定める、防耐火性能、遮煙、アスベスト、VOC、PCB 等の性能のほか、消防

法、電気事業法、人事院規則等、非常に多くの法律が維持管理段階に関係する。これら適用段階に応じ

て整理することが必要である。 

 

⑨ 補足プロパティに基づく情報項目 

補足プロパティに基づく情報項目は、NBS の BIM オブジェクト標準の「第２章情報要件 2.10 補足プロ

パティ」に定められたものであり、次の項目がある。 

 

表 3-2-3-13 NBS の BIM オブジェクト標準「2.10 補足プロパティ」 

2.10 補足プロパティ 

2.10.1 追加プロパティのソース 

BIM オブジェクトは、追加のプロパティを次に示す他のソースから含むことができる： 

・BS ISO15686-4 への特徴的な選択と性能プロパティ 

・適用可能な場合、事前定義タイプに関連する IFC プロパティセット 
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・関連仕様書体系条項と適切なプロパティ名と値から成るプロパティ   

・建設製品の製造者から成るプロパティ 

・ユーザー定義のプロパティ。2.3 で概括されたグルーピングに適合しないプロパティは、理解を助

けるために明確に命名する。(第 5章 メタデータ要件を参照) 

・製品の経済的、環境的影響を評価するプロパティ  

 

 

(3) まとめ 

 

建築コストを適切に把握するためには、その対象となる建物の構成要素を適切に分類することが重要

である。Uniclass2015 は BIM オブジェクトの分類に適しており、そのコードをキーとして仕様書と BIM

オブジェクトを紐づけることで、概算や積算に必要な情報を得ることができる。 

また、BIM オブジェクトに入力する属性情報にも着目をする必要がある。NBS の BIM Object Standard

で定義されている、部位の性能を示す「IFC Property Sets」や部位の構成などを記述する「COBie」の属

性項目と分類体系を組み合わせて利用することで、BIM による概算やコスト計画を実現に近づけることが

可能となる。 

 

BLC-BIM オブジェクト標準 Ver1.0 には管理情報に分類コードや分類グループ、NBS IFC パラメータに

Uniclass や OmniClass のコード、COBie の各種パラメータを入力するプロパティを設けており、BIM オブ

ジェクトライブラリデータを用途に適した分類、集約することにより基本計画や基本設計段階のコスト

計画を効率的に行うことが可能となる。 

  

 様々な条件で分類、集約が効率的に可能となるよう BIM オブジェクトライブラリデータを構築する必

要がある。 
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3-2-4 建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事項 

 

（１） 公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）について検討を行う

対象範囲について 

公共建築工事標準仕様書の記載範囲は建築工事全体にわたり網羅しているため表3-2-4-1～4のとおり

下記の①から④の項目のほかに構造と仕上げのバランス、有用性、優先度等を考慮して検討対象を選定

することとした。 

①記述が建築物またはオブジェクトに関連するか 

②建築物またはオブジェクトに関連する場合、該当するオブジェクトが存在するか 

③建築物の中での代表的な部位・部材・機器であるか 

④一般的な建築物を想定した場合の使用頻度は高いか 

  

 その結果、 

 建築工事編については    16 章 建具工事、19章内装工事  

 電気設備工事編については  4 節 照明器具、5節 防災用照明器具 

７節 分電盤～13節 消防防災用制御盤 

 機械設備工事編については  2 節 温水発生機、4節 タンク 

 

 について検討対象とし、連携するためのデータの単位、特記項目の有無、人の判断を要するものや選択

肢が複数あるもの等連携するにあたり留意が必要なものについて調査を行った。 
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表 3-2-4-1 

 [建築工事編] 

章 

番 

号 

 

章のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 一般共通事項 － 建築物が対象でない 

2 仮設工事 低い 建築物本体でない、ただし仮設オブジェクトは検討中 

3 土工事 低い 土はオブジェクト化されるケースが少ない 

4 地業工事 低い 地業はオブジェクト化されるケースが少ない 

5 鉄筋工事 低い 鉄筋はオブジェクト化されるケースが少ない 

施工詳細検討ではあり 

6 コンクリート工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 

仕様を指定する頻度は高い 

設備機器類との干渉がある 

7 鉄骨工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 

仕様を指定する頻度は高い 

設備機器類との干渉がある 

8 コンクリートブロッ

ク、ALC パネル及び押出

成形セメント板工事 

中位 オブジェクトに関連する。 

仕様を指定する頻度は高い 

9 

 

防水工事 中位 オブジェクトに関連する。 

仕様を指定する頻度は高い 

10 石工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は少ない 

11 タイル工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

12 木工事 

 

中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

13 屋根及びとい工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

14 金属工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

15 左官工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は高い 

16 建具工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 
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3-2-4 建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事項 

 

（１） 公共建築工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）について検討を行う

対象範囲について 

公共建築工事標準仕様書の記載範囲は建築工事全体にわたり網羅しているため表3-2-4-1～4のとおり

下記の①から④の項目のほかに構造と仕上げのバランス、有用性、優先度等を考慮して検討対象を選定

することとした。 

①記述が建築物またはオブジェクトに関連するか 

②建築物またはオブジェクトに関連する場合、該当するオブジェクトが存在するか 

③建築物の中での代表的な部位・部材・機器であるか 

④一般的な建築物を想定した場合の使用頻度は高いか 

  

 その結果、 

 建築工事編については    16 章 建具工事、19章内装工事  

 電気設備工事編については  4 節 照明器具、5節 防災用照明器具 

７節 分電盤～13節 消防防災用制御盤 

 機械設備工事編については  2 節 温水発生機、4節 タンク 

 

 について検討対象とし、連携するためのデータの単位、特記項目の有無、人の判断を要するものや選択

肢が複数あるもの等連携するにあたり留意が必要なものについて調査を行った。 
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表 3-2-4-1 

 [建築工事編] 

章 

番 

号 

 

章のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 一般共通事項 － 建築物が対象でない 

2 仮設工事 低い 建築物本体でない、ただし仮設オブジェクトは検討中 

3 土工事 低い 土はオブジェクト化されるケースが少ない 

4 地業工事 低い 地業はオブジェクト化されるケースが少ない 

5 鉄筋工事 低い 鉄筋はオブジェクト化されるケースが少ない 

施工詳細検討ではあり 

6 コンクリート工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 

仕様を指定する頻度は高い 

設備機器類との干渉がある 

7 鉄骨工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 

仕様を指定する頻度は高い 

設備機器類との干渉がある 

8 コンクリートブロッ

ク、ALC パネル及び押出

成形セメント板工事 

中位 オブジェクトに関連する。 

仕様を指定する頻度は高い 

9 

 

防水工事 中位 オブジェクトに関連する。 

仕様を指定する頻度は高い 

10 石工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は少ない 

11 タイル工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

12 木工事 

 

中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

13 屋根及びとい工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

14 金属工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

15 左官工事 中位 オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は高い 

16 建具工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 
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仕様を指定する頻度は高い 

17 カーテンウォール工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は少ない 

18 塗装工事 中位 オブジェクトに関連する。 

19 内装工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 

仕様を指定する頻度は高い 

20 ユニット及びその他の

工事 

低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

21 排水工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

22 舗装工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

23 植栽及び屋上緑化工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 
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表 3-2-4-2 

[電気設備工事編] 第２編 電力設備工事 第１章 機材 

節 

番 

号 

 

節のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 電線類 低い 電線類はオブジェクト化されるケースが少ない。 

2 電線保護物類 低い 電線保護物類はオブジェクト化されるケースが少ない。 

3 配線器具 低い 配線器具はオブジェクト化されるケースが少ない。 

4 照明器具 高い 主要な機器である。 

5 防災用照明器具 高い 防災に必要な機器である。 

6 照明制御装置 低い 照明制御装置はオブジェクト化されるケースが少ない。 

7 分電盤 高い 主要な機器である。 

8 耐熱形分電盤 高い 防災に必要な機器である。 

9 ＯＡ盤 中 用途が限定されている。 

10 実験盤 中 用途が限定されている。 

11 開閉器箱 中 主要ではない。 

12 制御盤 高い 主要な機器である。 

13 消防防災用制御盤 高い 防災に必要な機器である。 

14 電気自動車用充電装置 低い 用途が限定されている。 

15 電熱装置 低い 用途が限定されている。 

16 雷保護装置 低い オブジェクト化されるケースが少ない。 

17 接地 低い オブジェクト化されるケースが少ない。 

18 外線材料 低い オブジェクト化されるケースが少ない。 

19 機材の試験 － 機材ではない。 
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仕様を指定する頻度は高い 

17 カーテンウォール工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は少ない 

18 塗装工事 中位 オブジェクトに関連する。 

19 内装工事 高い オブジェクトに関連する。 

建築物の中で代表的部位である 

仕様を指定する頻度は高い 

20 ユニット及びその他の

工事 

低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

21 排水工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

22 舗装工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 

23 植栽及び屋上緑化工事 低い オブジェクトに関連する。 

一般的な建築物での使用頻度は中位 
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表 3-2-4-2 

[電気設備工事編] 第２編 電力設備工事 第１章 機材 

節 

番 

号 

 

節のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 電線類 低い 電線類はオブジェクト化されるケースが少ない。 

2 電線保護物類 低い 電線保護物類はオブジェクト化されるケースが少ない。 

3 配線器具 低い 配線器具はオブジェクト化されるケースが少ない。 

4 照明器具 高い 主要な機器である。 

5 防災用照明器具 高い 防災に必要な機器である。 

6 照明制御装置 低い 照明制御装置はオブジェクト化されるケースが少ない。 

7 分電盤 高い 主要な機器である。 

8 耐熱形分電盤 高い 防災に必要な機器である。 

9 ＯＡ盤 中 用途が限定されている。 

10 実験盤 中 用途が限定されている。 

11 開閉器箱 中 主要ではない。 

12 制御盤 高い 主要な機器である。 

13 消防防災用制御盤 高い 防災に必要な機器である。 

14 電気自動車用充電装置 低い 用途が限定されている。 

15 電熱装置 低い 用途が限定されている。 

16 雷保護装置 低い オブジェクト化されるケースが少ない。 

17 接地 低い オブジェクト化されるケースが少ない。 

18 外線材料 低い オブジェクト化されるケースが少ない。 

19 機材の試験 － 機材ではない。 
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表 3-2-4-3 

[機械設備工事編] 第 3編 空気調和設備工事 第１章 機材 

節 

番 

号 

 

節のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 ボイラー及び温風暖房

機 

高・低 温風暖房機はオブジェクト化されるケースが少ない 

2 温水発生機 高い  

3 冷凍機 高い  

4 コージェネレーション

装置 

低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

5 氷蓄熱ユニット 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

6 冷却塔 高い  

7 空気調和機 高い  

8 空気清浄装置 高い  

9 全熱交換器 高い  

10 放熱器等 高い  

11 送風機 高い  

12 ポンプ 高い  

13 タンク及びヘッダー 高・低 ヘッダーはオブジェクト化されるケースが少ない 

14 ダクト及び付属品 高・低 付属品はオブジェクト化されるケースが少ない 

15 制気口及びダンパー 高い  

表 3-2-4-4 

[機械設備工事編] 第 5編 給排水衛生設備工事 第 1章 機材 

節 

番 

号 

 

節のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 衛生器具 高い  

2 ポンプ 高い  

3 温水発生機等 低い 用途が限られているのでオブジェクト化されるケースが少

ない 

4 タンク 高い  

5 消火機器 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

6 厨房機器 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

7 排水金具 高い  

8 桝及びふた 高い  

9 雨水利用機器 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 
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データの単位、特記項目の有無、システム的課題について集計結果は下記の通り 

 

表 3-2-4-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 19 4,5 7～13 3 5

建具工事 内装工事
照明器具
等

分電盤等
空気調和
設備工事

給排水衛
生設備工
事

範囲が広い 4 4
複数の製品・機器 13 5
その他 ※ 20 15
特記による 103 63 1 8 4 6
特記がない場合 37 30 4
その他
人の判断が必要 13 67 8 29 6 9
選択肢が複数 18 2
その他
※ 複数の工法等が含まれる

電気 機械

特記項目

システム
的課題

データの
単位

建築工種

章または節

工事名または器具名

連携
上の
留意
項目

ー435ー



表 3-2-4-3 

[機械設備工事編] 第 3編 空気調和設備工事 第１章 機材 

節 

番 

号 

 

節のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 ボイラー及び温風暖房

機 

高・低 温風暖房機はオブジェクト化されるケースが少ない 

2 温水発生機 高い  

3 冷凍機 高い  

4 コージェネレーション

装置 

低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

5 氷蓄熱ユニット 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

6 冷却塔 高い  

7 空気調和機 高い  

8 空気清浄装置 高い  

9 全熱交換器 高い  

10 放熱器等 高い  

11 送風機 高い  

12 ポンプ 高い  

13 タンク及びヘッダー 高・低 ヘッダーはオブジェクト化されるケースが少ない 

14 ダクト及び付属品 高・低 付属品はオブジェクト化されるケースが少ない 

15 制気口及びダンパー 高い  

表 3-2-4-4 

[機械設備工事編] 第 5編 給排水衛生設備工事 第 1章 機材 

節 

番 

号 

 

節のタイトル 

検討の 

優先度 

 

理   由 

1 衛生器具 高い  

2 ポンプ 高い  

3 温水発生機等 低い 用途が限られているのでオブジェクト化されるケースが少

ない 

4 タンク 高い  

5 消火機器 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

6 厨房機器 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 

7 排水金具 高い  

8 桝及びふた 高い  

9 雨水利用機器 低い 専門性が高いのでオブジェクト化されるケースが少ない 
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データの単位、特記項目の有無、システム的課題について集計結果は下記の通り 

 

表 3-2-4-5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 19 4,5 7～13 3 5

建具工事 内装工事
照明器具
等

分電盤等
空気調和
設備工事

給排水衛
生設備工
事

範囲が広い 4 4
複数の製品・機器 13 5
その他 ※ 20 15
特記による 103 63 1 8 4 6
特記がない場合 37 30 4
その他
人の判断が必要 13 67 8 29 6 9
選択肢が複数 18 2
その他
※ 複数の工法等が含まれる

電気 機械

特記項目

システム
的課題

データの
単位

建築工種

章または節

工事名または器具名

連携
上の
留意
項目
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（２）検討結果について 

（ｱ）データ単位について 

オブジェクトと連携する仕様書の単位は、基本的には項単位であるが、一項の記載内容が広範にわたる

場合や一項に複数の必要性能や機器・部位が含まれる場合には分割する必要がある。 

 

BIM オブジェクトライブラリデータとの連携にあたっては、現在の仕様書の構成にとらわれず、独立し

た事象は分割し、精度の高い検索が可能となるようプロパティを設定することが重要である。 

 また公共建築工事標準仕様書は、３年ごとに改訂され章番号、節番号等も見直されるため仕様書項目

番号等の他に何年版の仕様書であるかのプロパティも必要である。 

 

【建築工事】 

建築工事編内装工事 19.4.3 工法(2)厚膜型塗床材には、(ｱ) 弾性ウレタン樹脂系塗床と(ｲ) エポキシ

樹脂系塗床の２種類があり、そのうちエポキシ樹脂系塗床には、薄膜流しのべ工法、厚膜流しのべ工法、

樹脂モルタル工法の３種類の工法が記載されている。このように、特に建築工事の場合は一つの項目に

複数の工法等の記載があるものが多い。 

 

19.4.3 内装工事 工法 

 (2) 厚膜型塗床材は、次による。 

 

(ｱ) 弾性ウレタン樹脂系塗床は、次による。 

(a) 弾性ウレタン樹脂系塗床の仕上げの種類及び工程は表 19.4.4（省略）により、仕上げの種類は

特記による。特記がなければ、平滑仕上げとする。 

 (b) 塗床材は、塗床材の製造所が指定する割合に正確に計量した主剤と硬化剤をかくはん
・ ・ ・ ・

機 

により練り混ぜて用いる。 

 

(ｲ) エポキシ樹脂系塗床は、次による。 

(a) エポキシ樹脂系塗床は、次の①から③までにより、工法及び仕上げの種類は特記による。 

 

① 薄膜流しのべ工法 (平滑・防滑仕上げ) は、表 19.4.5（省略）による。 

 

② 厚膜流しのべ工法 (平滑・防滑仕上げ) は、表 19.4.6（省略）による。 

 

③ 樹脂モルタル工法 (平滑・防滑仕上げ) は、表 19.4.7（省略）による。 
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【電気設備工事】 

電気設備工事では、以下に示す照明器具 1.4.2 構造一般のように、一つの項に多岐にわたる事項の記

載しており範囲が広い。効率的に業務を行うためには当該 BIM オブジェクトに必要な事項のみについて

連携させる必要がある。 

 

第 4 節 照明器具 

1.4.2 構造一般 

(1) 器具には、必要に応じて、換気孔を設ける。 

(2) 定格電圧又は使用電圧（定格二次電圧を含む。）が 150V を超える器具、防水形器具及びそ 

の他保護接地が必要な器具には、保護接地端子又は保護接地用の口出線を設け、そのもの又は 

その近傍に接地用である旨の表示をする。ただし、JIS C 8105-1「照明器具-第 1 部：安全性 

要求事項通則」の感電保護の形式による分類がクラスⅡ及びクラスⅢの器具は、この限りでな 

い。 

なお、保護接地端子は、はんだを使用しないで太さ 2.0mm の接地線を接続できる構造とする。 

(3) 連結部が覆われている連結器具の送り配線は、器具の内部配線に準ずる。 

(4) LED 照明器具（防水形及びブラケット形は除く。）には、定格電流 20A 以上の電源送り接続 

が可能な端子を設ける。ただし、電源送り容量は、製造者の標準とする。 

(5) 器具（(4)は除く。）は、口出線又は電源電線を接続できる端子を設けるほか、次による。 

(ｱ) 口出線を設ける場合は、器具外の長さを 150mm 以上とする。 

(ｲ) 接続端子を設ける場合は、端子に電線を接続した状態で充電部が露出しない構造とする。 

(6) LED 制御装置が連続調光形の器具又は通信機能付器具（有線通信によるものに限る。）には、 

太さ 1.2 ㎜の信号線の送り配線が可能な端子を設ける。 

(7) システム天井用の器具及び設備プレートには、落下防止装置を具備する。 

(8) 1.5kg を超えるダウンライト形器具の構造は、次によるほか、標準図第 2 編「電力設備工事」 

による。 

(ｱ) 1.5kg を超え 3kg 以下の器具は、脱落が防止できる構造とする。 

(ｲ) 3kg を超える器具は、ボルトつりができる構造とする。 

(9) 器具に使用する金属材料は、次による塗装、めっき等の仕上げを施す。ただし、通常の使用 

状態で見えない部分に亜鉛めっき鋼板及びステンレス鋼板を使用する場合、また、見える部分 

に塗装亜鉛めっき鋼板（亜鉛めっきの上に塗装を施したもの）及び塗装ステンレス鋼板（ステ 

ンレス鋼板の上に塗装を施したもの）を使用する場合は、塗装を省略することができる。 

(ｱ) 塗装は、表 1.4.2 （省略）により、外表面及び反射面をむらなく均一に施す。 

 (ｲ) めっきは、JIS H 8610「電気亜鉛めっき」による 2 級以上とする。 

(ｳ) アルミニウムの表面加工は、陽極酸化皮膜仕上げ又はこれと同等以上の表面皮膜仕上げを 

施す。 ＜以下略＞ 
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（２）検討結果について 

（ｱ）データ単位について 

オブジェクトと連携する仕様書の単位は、基本的には項単位であるが、一項の記載内容が広範にわたる

場合や一項に複数の必要性能や機器・部位が含まれる場合には分割する必要がある。 

 

BIM オブジェクトライブラリデータとの連携にあたっては、現在の仕様書の構成にとらわれず、独立し

た事象は分割し、精度の高い検索が可能となるようプロパティを設定することが重要である。 

 また公共建築工事標準仕様書は、３年ごとに改訂され章番号、節番号等も見直されるため仕様書項目

番号等の他に何年版の仕様書であるかのプロパティも必要である。 

 

【建築工事】 

建築工事編内装工事 19.4.3 工法(2)厚膜型塗床材には、(ｱ) 弾性ウレタン樹脂系塗床と(ｲ) エポキシ

樹脂系塗床の２種類があり、そのうちエポキシ樹脂系塗床には、薄膜流しのべ工法、厚膜流しのべ工法、

樹脂モルタル工法の３種類の工法が記載されている。このように、特に建築工事の場合は一つの項目に

複数の工法等の記載があるものが多い。 

 

19.4.3 内装工事 工法 

 (2) 厚膜型塗床材は、次による。 

 

(ｱ) 弾性ウレタン樹脂系塗床は、次による。 

(a) 弾性ウレタン樹脂系塗床の仕上げの種類及び工程は表 19.4.4（省略）により、仕上げの種類は

特記による。特記がなければ、平滑仕上げとする。 

 (b) 塗床材は、塗床材の製造所が指定する割合に正確に計量した主剤と硬化剤をかくはん
・ ・ ・ ・

機 

により練り混ぜて用いる。 

 

(ｲ) エポキシ樹脂系塗床は、次による。 

(a) エポキシ樹脂系塗床は、次の①から③までにより、工法及び仕上げの種類は特記による。 

 

① 薄膜流しのべ工法 (平滑・防滑仕上げ) は、表 19.4.5（省略）による。 

 

② 厚膜流しのべ工法 (平滑・防滑仕上げ) は、表 19.4.6（省略）による。 

 

③ 樹脂モルタル工法 (平滑・防滑仕上げ) は、表 19.4.7（省略）による。 
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【電気設備工事】 

電気設備工事では、以下に示す照明器具 1.4.2 構造一般のように、一つの項に多岐にわたる事項の記

載しており範囲が広い。効率的に業務を行うためには当該 BIM オブジェクトに必要な事項のみについて

連携させる必要がある。 

 

第 4 節 照明器具 

1.4.2 構造一般 

(1) 器具には、必要に応じて、換気孔を設ける。 

(2) 定格電圧又は使用電圧（定格二次電圧を含む。）が 150V を超える器具、防水形器具及びそ 

の他保護接地が必要な器具には、保護接地端子又は保護接地用の口出線を設け、そのもの又は 

その近傍に接地用である旨の表示をする。ただし、JIS C 8105-1「照明器具-第 1 部：安全性 

要求事項通則」の感電保護の形式による分類がクラスⅡ及びクラスⅢの器具は、この限りでな 

い。 

なお、保護接地端子は、はんだを使用しないで太さ 2.0mm の接地線を接続できる構造とする。 

(3) 連結部が覆われている連結器具の送り配線は、器具の内部配線に準ずる。 

(4) LED 照明器具（防水形及びブラケット形は除く。）には、定格電流 20A 以上の電源送り接続 

が可能な端子を設ける。ただし、電源送り容量は、製造者の標準とする。 

(5) 器具（(4)は除く。）は、口出線又は電源電線を接続できる端子を設けるほか、次による。 

(ｱ) 口出線を設ける場合は、器具外の長さを 150mm 以上とする。 

(ｲ) 接続端子を設ける場合は、端子に電線を接続した状態で充電部が露出しない構造とする。 

(6) LED 制御装置が連続調光形の器具又は通信機能付器具（有線通信によるものに限る。）には、 

太さ 1.2 ㎜の信号線の送り配線が可能な端子を設ける。 

(7) システム天井用の器具及び設備プレートには、落下防止装置を具備する。 

(8) 1.5kg を超えるダウンライト形器具の構造は、次によるほか、標準図第 2 編「電力設備工事」 

による。 

(ｱ) 1.5kg を超え 3kg 以下の器具は、脱落が防止できる構造とする。 

(ｲ) 3kg を超える器具は、ボルトつりができる構造とする。 

(9) 器具に使用する金属材料は、次による塗装、めっき等の仕上げを施す。ただし、通常の使用 

状態で見えない部分に亜鉛めっき鋼板及びステンレス鋼板を使用する場合、また、見える部分 

に塗装亜鉛めっき鋼板（亜鉛めっきの上に塗装を施したもの）及び塗装ステンレス鋼板（ステ 

ンレス鋼板の上に塗装を施したもの）を使用する場合は、塗装を省略することができる。 

(ｱ) 塗装は、表 1.4.2 （省略）により、外表面及び反射面をむらなく均一に施す。 

 (ｲ) めっきは、JIS H 8610「電気亜鉛めっき」による 2 級以上とする。 

(ｳ) アルミニウムの表面加工は、陽極酸化皮膜仕上げ又はこれと同等以上の表面皮膜仕上げを 

施す。 ＜以下略＞ 
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（ｲ）特記項目について 

 

特記項目は標準仕様を補足し、工事の施工に関する明細または工事に固有の技術的要求を定めるもの

であり、記号等で対応できる事項については属性情報として表記する。 

また、建築工事、電気設備工事、機械設備工事の各監理指針は標準仕様書の解説、関連知識、関連法規、

JIS 等の規格等についての技術的参考書であり、特記項目や次に述べる人の判断を要する箇所、選択肢が

複数あるものについて例示等があり、プロパティ設定時の参考とすることができる。 

 

アルミニウム製建具 16.2.2 性能及び構造に「耐風圧性」、「気密性」、「水密性」「枠の見込み寸法」等の

等級及び寸法については特記によることとしており、建築工事監理指針を参考に各々の必要性能値毎の

プロパティを設定する。 

 

建具工事１４節ガラス 16.14.2 材料（１）板ガラスについてガラスの品種及び厚さの呼びによる種類

等は特記となる。建築工事監理指針（令和元年版）16.4.2 に板ガラスの種類と厚さ及び特性についてま

とめてあり、プロパティ設定の参考となる。 

 

電気設備工事 第 7 節分電盤 1.7.6 器具類の(15)電力計測装置において、計測回路数、信号回線数及

び信号種別等は特記となる。 

 

機械設備工事 第 4 節タンク鋼板製一体形タンク内面防錆の乾燥方法については特記がなければ加熱

硬化となり、給水栓用配管の接続口を設ける場合は特記となる。 

 

仕様書により様々な表現方法があるので、部材等の項目ごとに属性情報のプロパティを設定する必要

がある。 
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建築工事アルミニウム製建具の例を記載する。 

 

【建築工事】              

２節 アルミニウム製建具                   該当部分 

16.2.1 一般事項 

この節は、建具の製造所が通常製作している既製のアルミニウム押出形材及びその他の材料を用いて

製作するアルミニウム製建具に適用する。 

16.2.2 性能及び構造 

(1) 建具の性能及び構造は、ドアセットの場合は JIS A 4702 (ドアセット) 、サッシの場合は JIS A 

4706 (サッシ) による。 

(2) アルミニウム製建具の性能値等 

(ｱ) 耐風圧性、気密性及び水密性の等級並びに枠の見込み寸法は、特記による。特記がなければ、外部

に面する建具をコンクリート下地及び鉄骨下地に取り付ける場合は、表 16.2.1、木下地に取り付け

る場合は、表 16.2.2 により、種別は特記による。 

 

表 16.2.1 外部に面するアルミニウム製建具の性能等級等（コンクリート下地及び鉄骨下地） 

性能項目 

種別 
耐風圧性 気密性 水密性 

枠の見込み寸法 

(mm) 

Ａ種 S－4 
A－3 W－4 70(注) 

Ｂ種 S－5 

Ｃ種 S－6 A－4 W－5 特記による 

(注) 形式が引違い・片引き・上げ下げ窓で、複層ガラスを使用する場合は、 

枠の見込み 100mm とする。 

 
表 16.2.2 外部に面するアルミニウム製建具の性能等級（木下地） 

性能項目 

種別 
耐風圧性 気密性 水密性 

枠の見込み寸法 

(mm) 

Ｄ種 S－2 A－3 W－3 特記による 

Ｅ種 S－3 A－3 W－3 特記による 

(ｲ) 防音ドア、防音サッシとする場合の遮音性の等級は、特記による。 

(ｳ) 断熱ドア、断熱サッシとする場合の断熱性の等級は、特記による。 

(ｴ) 耐震ドアとする場合の面内変形追随性の等級は、特記による。 
 

 

 

 

 

 

 

 

ー439ー



（ｲ）特記項目について 

 

特記項目は標準仕様を補足し、工事の施工に関する明細または工事に固有の技術的要求を定めるもの

であり、記号等で対応できる事項については属性情報として表記する。 

また、建築工事、電気設備工事、機械設備工事の各監理指針は標準仕様書の解説、関連知識、関連法規、

JIS 等の規格等についての技術的参考書であり、特記項目や次に述べる人の判断を要する箇所、選択肢が

複数あるものについて例示等があり、プロパティ設定時の参考とすることができる。 

 

アルミニウム製建具 16.2.2 性能及び構造に「耐風圧性」、「気密性」、「水密性」「枠の見込み寸法」等の

等級及び寸法については特記によることとしており、建築工事監理指針を参考に各々の必要性能値毎の

プロパティを設定する。 

 

建具工事１４節ガラス 16.14.2 材料（１）板ガラスについてガラスの品種及び厚さの呼びによる種類

等は特記となる。建築工事監理指針（令和元年版）16.4.2 に板ガラスの種類と厚さ及び特性についてま

とめてあり、プロパティ設定の参考となる。 

 

電気設備工事 第 7 節分電盤 1.7.6 器具類の(15)電力計測装置において、計測回路数、信号回線数及

び信号種別等は特記となる。 

 

機械設備工事 第 4 節タンク鋼板製一体形タンク内面防錆の乾燥方法については特記がなければ加熱

硬化となり、給水栓用配管の接続口を設ける場合は特記となる。 

 

仕様書により様々な表現方法があるので、部材等の項目ごとに属性情報のプロパティを設定する必要

がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ー438ー
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当該部分の建築工事監理指針（令和元年版）は以下の通り。 

 

 

図 3-2-4-1 建築工事監理指針 下巻（令和元年版） 
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（ｳ）関連付けがシステム的になじまない項目について 

 

 標準仕様書の記載内容は項番号、記号及び数値のように関連付けが容易なものと人の判断が必要なも

の選択肢が複数存在するものなどシステム的に関連付けが困難なものも多い。 

 

 人による判断が必要となる箇所は建築工事については 19.2.3 のビニル床シート張りについて「巻き癖

ぐせを取る」、「隙間のないように切込みを行う」や「空気だまり、不陸、目違い等のないよう」等主に施

工に関する記述部分である。 

 電気設備工事における人の判断が必要な記述は、1.12.2 制御盤構造一般部分に「外部配線の接続に支

障のない大きさ」や 1.12.3 キャビネットに「必要に応じて補強」等がある。 

また 1.12.4 導電部に「主回線の母線は絶縁電線又は銅帯」や「銅帯には被覆、塗装、めっき等による

酸化防止」等複数の選択肢があり設計者または施工者が選択するものがある。 

機械設備工事では FRP 製パネルタンクにおいて屋内設置の複合板形パネルタンクの天井部は単板パネ

ルとすること、ステンレス製ボルトをタンク内部の液相部に使用する場合は防護材で覆わなくてもよい

等、人による判断が必要となる。 

 

建築工事編は、各工事について材料と施工が同じ章に記載されているが、設備工事編は、機材と施工が

分離しており扱いが異なるが、これら施工に係る留意事項についても検索等のデータ形式で入力するこ

とはできないが、BIM オブジェクトライブラリデータと関連付け、当該オブジェクトをクリックするとサ

ブウィンドウが開くなど設計者や監理者が容易に留意事項が閲覧・参照できるようなシステムが望まし

い。その際、参照できるデータは、レベルごとのレイヤーに記載されていればより効率的に検索が可能と

なる。 

 

 複数の選択肢がある場合は、施工者が設計者から示されたジェネリックオブジェクトライブラリデー

タの仕様情報や特記仕様情報からメーカーオブジェクトを判断、選択が可能となるよう適切に属性情報

を記載しておく必要がある。 

 

今後、建物種別・規模・立地等に応じて判断・選択したデータが蓄積されれば、AI による選択・提案

が可能となるであろう。 
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当該部分の建築工事監理指針（令和元年版）は以下の通り。 

 

 

図 3-2-4-1 建築工事監理指針 下巻（令和元年版） 
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業務３のまとめ：法適合判定等に必要な情報連携手法の検討 

 現在、確認審査機関は、耐震偽装問題の発生に伴って、平成 19年に行われた、「確認申請の適正化を求

めるための告示（平成 19 年告示第 835 号）」に沿っての対応が求められてきている。それまでであれば、

建築士という資格に敬意を表し、確認申請図面への記載事項は、建築士の責任として任せていた部分もあ

ったが、建築士の根幹を揺るがす事態になったこともあり、建築基準法の条文ごとの事項について明示を

求められることとなった。 

確認申請の厳格化に伴い、設計者側にとっては、設計図書への明示すべき記載事項が大幅に増え、ま

た、記載事項の増加により、各図面相互間での不整合も頻出するようになった。そのため、法の不適合に

直結するケースの増加にもなりかねないことになった。 

このことにより、設計者は、明示すべき記載事項の増加により、作図による作業時間が増えると同時

に、各図面間の整合についても適正化の厳格化のため、図面照合に多くの時間が必要となり、また、図面

間の相違による手直し作業にも多大な手間を要している。 

確認審査をする側も、まず、確認申請図書に必要な明示事項の有無の確認から始まり、図面間における

明示事項の整合性のチェックについての時間を要することが増えるなど、確認審査時間の大幅な時間の

増加が認められるようになった。 

しかしながら、設計者側、確認審査機関側の双方にとっても、建築確認における建築基準法等の適正化

は必須であり、そのうえで、従来に増して、申請業務と確認業務の一層の効率化が必要であり、その実現

を図ることが求められている。 

これらの解決を図るため、ＢＩＭオブジェクトライブラリ―データを活用することで、建築基準法など

建築関係規定の法適合の可否を、効率的に、そして整合性も的確にできることになると考えられている。

さらに、ＢＩＭにおける属性情報と確認申請判定プログラム間のデータ交換がスムーズに行われるよう

になれば、自動判定への道が開けると考えられる。 

 そこで、現状を把握する必要があるため、建築審査機関でのヒアリングを踏まえて、既に行われている

ＢＩＭを活用した確認申請事例を調査し、その課題などについての整理検討を行った。 

その結果、建築関係規定の確認において、現状では、ＢＩＭを使用する場合と使用しない場合に、それ

ほどの差異は見受けられないと考えられる。しかしながら、図面相互間の整合性や明示事項の確認審査

には、ＢＩＭを活用した場合には整合の一致や省力化に役立っていることがわかった。 

 今後、ＢＩＭを活用しての建築確認審査で行うには、①ＢＩＭデータが軽いこと、②ＢＩＭデータに加

筆修正が加えられないこと、③ＢＩＭ運用のシステム操作が簡易であること、④図面とＢＩＭデータが

一体化しており、必要な情報が簡単に閲覧できること、⑤建築確認審査機関にとっての必要な情報のみ

が表示されることなどが必要であることが挙げられる。 

 続いて、属性情報に含まれる部位、部材、部品、機器類についての考え方をまとめるために、大臣認定

されている防耐火構造、防火材料、防火設備等についての帳簿についても、（一社）建築性能基準推進協

会からヒアリングした。認定材料などは、認定番号ごとに、付番方法が決められており、構造においては、

構造種別、時間、部位と、さらに対象品目別の認定番号を付与することで、その内容がわかるようになっ

ている。また、認定では、多様な材料や構造などを、各会社別の区分けをしてあることもわかった。 

 この付番方法では、材料などが会社ごとに判明しているが、公共発注の場合は、製品を特定すること

は、公平・公正性の観点からできないため、ジェネリックオブジェクトとして、製品が特定できない方法
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が必要となる。そのため、認定に関する情報欄では、例えば、2 時間耐火の間仕切り壁の場合は、「ＦＰ

１２０ＮＰ」の表示か、2 時間耐火の間仕切り壁（非耐火）として、コンピュータ内では、「ＦＰ１２０

ＮＰ」として使用することなどが考えられる。 

 このように、建築確認申請に伴う必要な図面表現の整理や属性情報の整理を進めることが重要であり、

使用頻度の高い凡例についても、確認申請審査機関がわかり易い表現が必要なことや確認申請図面につ

いても、ＢＩＭを活用することで、提出図面枚数の削減が繋がっていくことがわかった。このような検討

の結果、今後、ＢＩＭオブジェクトデータの入出力情報の整理、図記号表現やパラメータの標準化が必要

と考えられる。 

 次に、積算および工事仕様に係る情報と、ＢＩＭオブジェクトライブラリ―データの属性情報と連携

についての検討を行った。海外におけるＩＳＯ12006-2に準拠して作成されたOmniClass(主として米国、

カナダ、オーストラリアで利用)や Uniclass2015(主として英国などで利用)を踏まえて、公共建築工事標

準仕様書との検証を行った。 

具体的には、積算に係るコード類の情報と建築の部位・部材に対応した工事仕様書の記載事項との連携

について可能であるかを確認するため、現状の仕様書を分析した。 

そのため、公共工事で一般的に使用されている公共建築標準仕様書の中の建築・電気・機械の工事別に

ついて調査を行った。そこでは、仕様書におけるデータの単位については、その範囲、特記項目の有無、

システム的な課題があるかなどを調査した結果、データ単位については、範囲が広いケース、複数の製

品・部位によって構成されているケース、複数の工法が含まれているケースが挙げられる。特記項目につ

いては、特記が記載されているケースが多く、システム的課題では、人の判断が必要なケースや選択肢が

複数ある場合があった。特記項目がある場合は、標準仕様を補足するものであり、工事の施工に関しての

明細や工事に固有の技術的要求を定めるものであったため、ＢＩＭオブジェクトデータとの連携には、

馴染みにくい面もあるが、対応できる事項については、属性情報として表記できるかの検討が必要とい

える。また、建築工事、電気設備工事、機械設備工事の各監理指針は標準仕様書の解説、関連知識、関連

法規、JIS 等の規格等についての技術的参考を付与しているので、このことの検討も必要といえる。 

人の判断を要する箇所や選択肢が複数あるものについては、例えば、建築工事では、ビニル床シート張

りについて巻き癖ぐせを取ることや隙間のないように切込みを行うこと、空気だまり、不陸、目違い等の

ないよう等、主に施工に関することについては、ＢＩＭオブジェクトライブラリ―データの属性情報と

の関連付けることが難しいものがあることが判明した。このように公共建築工事標準仕様書を通して、

一定の内容を整理することができた。 

今後は、標準化されたＢＩＭオブジェクトライブラリ―データは、企画・設計段階から運用・維持管理

段階に至るライフサイクルで必要な情報を、標準化されたプロパティとして定義されていることでの、

異なる段階での情報伝達が円滑に進められるため、各段階での検索が容易といえる。 

また、一つひとつの製品等が、要求性能を満足しているか、あるいは、ジェネリックオブジェクトとメ

ーカーオブジェクトが同一に標準化された性能、分類等の情報を持っていることより、ジェネリックオ

ブジェクトに対応するメーカーオブジェクト（製品等）が容易に検索でき得ると考える。 

そのためには、部位の性能と属性情報が体系的に整理されることや建築保全業務共通仕様書との整合

を図ることが必要であるといえる。そのことにより、性能、属性情報、コストについての整理が進み、一

歩でも、確認申請図書と公共工事などへの自動審査、自動チェックへ進捗することを期待している。 
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業務３のまとめ：法適合判定等に必要な情報連携手法の検討 

 現在、確認審査機関は、耐震偽装問題の発生に伴って、平成 19年に行われた、「確認申請の適正化を求
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 そこで、現状を把握する必要があるため、建築審査機関でのヒアリングを踏まえて、既に行われている

ＢＩＭを活用した確認申請事例を調査し、その課題などについての整理検討を行った。 
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 今後、ＢＩＭを活用しての建築確認審査で行うには、①ＢＩＭデータが軽いこと、②ＢＩＭデータに加
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が表示されることなどが必要であることが挙げられる。 

 続いて、属性情報に含まれる部位、部材、部品、機器類についての考え方をまとめるために、大臣認定

されている防耐火構造、防火材料、防火設備等についての帳簿についても、（一社）建築性能基準推進協

会からヒアリングした。認定材料などは、認定番号ごとに、付番方法が決められており、構造においては、

構造種別、時間、部位と、さらに対象品目別の認定番号を付与することで、その内容がわかるようになっ

ている。また、認定では、多様な材料や構造などを、各会社別の区分けをしてあることもわかった。 

 この付番方法では、材料などが会社ごとに判明しているが、公共発注の場合は、製品を特定すること

は、公平・公正性の観点からできないため、ジェネリックオブジェクトとして、製品が特定できない方法
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が必要となる。そのため、認定に関する情報欄では、例えば、2 時間耐火の間仕切り壁の場合は、「ＦＰ
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